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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２５日

自   午後 ２時００分

至   午後 ３時４０分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委 員 長 山本 由夫 君

副 委 員 長 久保田将誠 君

委 員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 宮島 大典 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

県民 生活部 長 木山 勝己 君

次長兼県民協働課長 吉野ゆき子 君

男女参画・女性
活躍推進室長

有吉佳代子 君

人権・同和対策課長 丸田 哲久 君

交通・地域安全課長 宮﨑 秀樹 君

統 計 課 長 笠山 浩昭 君

生活 衛生課 長 嘉村 敏徳 君

食品安全・消費生活課長 峰松美津子 君

環 境 部 長 宮﨑 浩善 君

環 境 部 次 長
兼廃棄物対策課長

重野  哲 君

環境 政策課 長 本多 敏博 君

地域 環境課 長 吉原 直樹 君

水環境対策課長 本田喜久雄 君

自 然 環 境 課 長 立田理一郎 君

土 木 部 長 岩見 洋一 君

交 通 局 長 太田 彰幸 君

管 理 部 長 小畑 英二 君

営 業 部 長 濵口  清 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時００分 開会 ―

【山本(由)委員長】 ただいまから、環境生活委
員会および予算決算委員会環境生活分科会を開

会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

しております委員配席表のとおり、決定したい

と存じますので、ご了承をお願いいたします。

議事に入ります前に、選任後、初めての委員

会でございますので、一言ご挨拶を申し上げま

す。

このたび、環境生活委員長を仰せつかりました

山本由夫でございます。

久保田将誠 副委員長をはじめ、委員の皆様、

理事者の皆様方のご指導、ご協力をいただききま

して、公正かつ円滑な委員会運営に努めてまいり

たいと存じますので、何とぞよろしくお願い申し

上げます。

さて、この一年、私どもが審議を行います部局
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といたしましては、男女が共に社会参画をし、

女性が活躍する社会の実現や人権尊重の社会づ

くり、また、ＮＰＯやボランティア活動の促進、

食の安全・安心の確保など、県民に寄り添い、豊

かな社会づくりと暮らしの安心を支える「県民生

活部」。

廃棄物対策やリサイクルの推進、生物多様性や

自然環境の保全による良好で快適な環境づくりや

低炭素・循環型社会づくりなど、人と自然が共生

する地域づくりに取り組む「環境部」。

道路、橋梁やトンネルなど、インフラの戦略

的な維持管理や更新の推進、高速交通ネットワ

ークの構築や交流・物流の拠点となる港湾の整

備、及び 防災事業の推進など、県民が安全で安

心して暮らせる地域づくりの推進や地域の活力

を生み出すための社会基盤整備に取り組む「土

木部」。

そして、県民に必要な生活路線の確保と観光県

長崎を足もとから支える「交通局」。と、４つの

部局を所管しておりますが、いずれも県内経済の

活性化や県民生活の向上に重要な役割を担ってい

るものばかりでございます。

委員各位におかれましては、各部局の課題解決

に向けて、県民目線での議論を尽くしていただき

ますようお願いいたしますとともに、理事者各位

におかれましては、委員会における論議を真摯に

受け止め、未来の長崎県づくりのために行政を推

進していただきますようにお願いいたしまして、

簡単ではございますが、私のご挨拶とさせていた

だきます。

どうぞ、一年間よろしくお願いいたします。

（拍手）

それでは、私から、副委員長並びに委員の皆

様方をご紹介いたします。

〔副委員長・各委員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。

次に、理事者側の紹介を受けたいと思います。

【岩見土木部長】土木部長の岩見洋一でござい

ます。よろしくお願いいたします。

環境生活委員会の開会にあたり、理事者を代

表いたしまして、一言ご挨拶を申し上げます。

今日の環境・生活分野におきましては、交通

安全対策や食品の安全・安心対策、地球環境問

題、生活の基盤となる社会資本の整備、交通ネ

ットワークの強化など、多くの課題に直面して

おり、本県におきましても、さまざまな課題を

抱えております。

これらの課題は、県民の生活に密接に関連し

たものばかりであり、私どもといたしましても、

「長崎県総合計画 チャレンジ２０２０」をはじ

め、各部局が策定した計画の着実な推進を図る

とともに、県民の安全で安心な生活の確保、Ｎ

ＰＯ等との協働の推進、地球温暖化対策やプラ

スチック資源循環戦略の推進、国立公園等を活

かした地域づくり、洪水・土砂災害・地震等の

自然災害対策、産業や生活の基盤である幹線道

路などの社会資本の整備、県営交通事業におけ

る地域生活交通の確保と経営健全化など、これ

まで取り組んできた施策を、さらに前進、発展

させ、市町や県民の皆様とも力をあわせながら、

県民の皆様の快適な暮らしの実現に全力で取り

組んでまいります。

山本委員長、久保田副委員長をはじめ、委員

の皆様方のご指導、ご鞭撻のほど、よろしくお

願い申し上げます。

それでは、環境生活委員会所属の各部局長を

ご紹介いたします。

県民生活部長木山勝巳君、環境部長宮﨑浩善

君、交通局長太田彰幸君、以上でございます。
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どうぞよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより議事に入ります。

今回の議題は「環境生活行政所管事務につい

て」及び第91号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第7号）」のうち関係部分並びに、
令和2年2月定例会における、本委員会の審査内
容等についてであります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、徳永委員、中村泰輔委員

のご両人にお願いいたします。

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。

お手元に配付しております審査順序のとおり、

まず始めに、委員会を協議会に切り替え、関係

部局の所管事務の概要について説明を受けるこ

ととし、明日、土木部の所管事務の説明が終了

した後、分科会において、付託議案に限って審

査を行い、さらに審査終了後、3月9日からの委
員会の審査内容等について、協議することとし

たいと存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

なお、所管事務の概要説明に関するご質問等

につきましては、特に理解しにくかった点につ

いての質問にとどめ、具体的な質問につきまし

ては、各課へ個別に質問していただくか、3月9
日からの委員会の中で行うことにしたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

また、分科会への理事者の出席につきまして

は、付託議案に関係する範囲で、お手元に配付

しております配席表のとおり決定したいと存じ

ますので、ご了承をお願いいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

準備のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１０分 休憩 ―

― 午後 ３時３９分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 委員会を再開いたします。
本日の委員会はこれにてとどめ、明日は、午

前10時から再開し、土木部の概要説明を受ける
こととしたいと思います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れ様でした。

― 午後 ３時４０分 散会 ―
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２ 月 ２６ 日

（関係部局所管事務概要説明・

経済対策補正審査・委員間討議）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２６日

自   午前１０時 ０分

至   午前１１時５９分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山本 由夫 君

副委員長(副会長) 久保田将誠 君

委 員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 宮島 大典 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

土 木 部 長 岩見 洋一 君

土 木 部 技 監 藤田 雅雄 君

土 木 部 次 長 天野 俊男 君

土木 部参事 監
（まちづくり推進担当）

村上 真祥 君

監 理 課 長 井上 和広 君

建設 企画課 長 川添 正寿 君

道路 建設課 長 馬場 一孝 君

道路 維持課 長 馬場 幸治 君

港 湾 課 長 平岡 昌樹 君

河 川 課 長 浦瀬 俊郎 君

河川 課企画 監 松本 憲明 君

砂 防 課 長 鈴田  健 君

住 宅 課 長 高屋  誠 君

用 地 課 長 佐々木健二 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山本(由)委員長】 おはようございます。
委員会を再開いたします。

これより、昨日に引き続き、関係部局の所管

事務の概要説明を受けることといたします。

委員会を協議会に切り替えます。

― 午前１０時 １分 休憩 ―

〔協議会〕

― 午前１１時１６分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

【山本(由)分科会長】 これより、分科会による
審査を行います。

予算議案を議題といたします。

土木部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【岩見土木部長】土木部関係の議案についてご

説明いたします。

予算決算委員会 環境生活分科会関係議案説

明資料（経済対策補正）をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
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するため、必要な予算を追加しようとするもの

であります。

土木部所管の令和元年度補正予算は記載のと

おりであり、歳出予算は、合計147億5,559万
1,000円となっております。
次に、補正予算の主な内容についてご説明い

たします。

道路新設改良費42億3,642万2,000円の増、重
要幹線街路費10億2,148万7,000円の増、道路災
害防除費9億4,442万3,000円の増、港湾改修費
20億550万円の増、総合流域防災費25億7,250
万円の増、地すべり対策費4億5,990万円の増、
急傾斜地崩壊対策費4億7,985万円の増、都市改
造費1億3,000万円の増などを計上いたしてお
ります。

なお、繰越明許費及び債務負担行為について

は、記載のとおりであります。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山本(由)分科会長】 次に、監理課長より補足
説明を求めます。

【井上監理課長】土木部関係の経済対策補正予

算の内示状況について、補足してご説明いたし

ます。

お手元にお配りしております、課長補足説明

資料の1ページ、令和元年度 国経済対策補正予
算にかかる内示状況をご覧ください。

去る1月30日に国において経済対策補正予算
が成立し、同日に内示があったところでござい

ます。

内示状況につきましては、記載のとおり、公

共事業については、道路建設課、道路維持課、

港湾課、河川課、砂防課、住宅課の各事業にお

いて、合計141億9,933万9,000円、単独事業に
ついては、住宅課の事業について1,300万円の内
示額となっております。また、国直轄事業につ

いては、道路、港湾、河川の各事業について内

示があっており、県が支出する負担金は、5億
1,863万5,000円となっております。
また、ゼロ国債事業については、国道251号

出平有明バイパス等について3億3,000万円の
内示額となっております。

なお、別途、予算決算委員会参考資料として

お配りしている、「令和元年度 2月補正予算
案（経済対策分）」の概要には、補正予算案に

おける各事業箇所について記載をいたしており

ます。

以上で、経済対策補正予算にかかる内示状況

について説明を終わらせていただきます。

続いて、2ページをご覧ください。
繰越明許費について、補足してご説明いたし

ます。

表の一番下の土木部合計の欄をご覧ください。

今回お願いいたしておりますのは、合計191件、
142億3,695万6,000円であります。
年度内に適切な工期が確保できないものにつ

いて繰越明許費として計上しておりますが、経

済対策の趣旨から、可能な限り、早期発注に努

めてまいります。

金額の内訳については、道路橋りょう費99件
61億6,565万8,000円、河川海岸費70件44億
1,210万円、港湾空港費17件24億550万円、都市
計画費4件11億6,448万7,000円、住宅費1件
8,921万1,000円となっており、国の直轄事業負
担金分を除く全額を計上いたしております。

以上で説明を終わらせていただきます。

【山本(由)分科会長】 ありがとうございました。
以上で説明が終わりましたので、これより予
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算に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】久しぶりの環境生活委員会になり

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

確認の意味を踏まえて質問をいたします。今

の今、説明がありました、部長からの説明資料

の中で、今回の補正はということで、「安心と

成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、必

要な予算を追加しようという形で、約147億
5,000万円ということでありますが、これは昨年
と比較してどうなのかということを、まず確認

させていただいてもいいでしょうか。

【井上監理課長】 昨年の内示額ですけれども、

これが90億円となっておりますので、今回、57
億円増加しておる状況でございます。

【宮本委員】 ありがとうございます。

57億円増ということは、これはやはり自然災
害のほうが主であるという捉え方でよろしいん

でしょうか。確認させてください。

【井上監理課長】閣議決定されました「安心と

成長の未来を拓く総合経済対策」、このうち、

主に災害からの復旧・復興と安全・安心の確保

について必要な予算を計上しているものでござ

います。

【宮本委員】 はい、了解いたしました。

説明資料の2ページの中にも、道路であった
りとか、重要幹線街路とかありますが、今回、

主に重点的に取り組む、県として力を入れた補

正というところについて、もう少し詳しくお聞

きできればと思いますが、よろしいでしょうか。

【馬場道路建設課長】今回の補正でございます。

道路新設改良費としまして42億円等を計上し
ており、また、重要幹線街路費としましては10
億円の予算を計上しているところでございます。

経済対策ということでございますので、まず、

すぐに工事として発注ができるような箇所、そ

れから、補正というふうなことで、令和2年度
内に完了できるような箇所、そして、用地補償

についても多少いただいておりますけれども、

そういった箇所は買い取り請求とか、すぐに用

地が取得できて、なおかつ、その後工事が着手

できるような箇所について要求をさせていただ

きまして、このたび多くの予算をいただいてい

るところでございます。

主な事業としましては、やはり地域高規格道

路でございます島原道路でありますとか、その

他主要幹線道路について要求をさせていただい

たところでございます。

【宮本委員】 ありがとうございました。

いただいた資料の中で、箇所づけの部分があ

ります。今の第91号議案の中で、それぞれ主な
公共事業一覧、地域別というものがありますが、

これは地域別に分かれてはいるんですが、中身

の確認ですが、これは長崎県内万遍なくいって

いるという感じで捉えていいんでしょうか。

それとも、先ほどもあったとおり、安心と安

全ということで考えるならば、8月末の大雨で
あったりとか、そういったところで被害を受け

たところがちょっと強く出ているのかなと思い

ますが、地域的な分散についてお聞きできれば

と思いますが、よろしいでしょうか。確認です。

【浦瀬河川課長】今回、河川事業につきまして

は、今現在、29河川で河川改修を行っています
けれど、今回の補正につきましては、20河川と
情報基盤の合わせて21箇所と、国の直轄の負担
金の予算を確保しております。

これにつきましては、まず、河川の予算とい

うのが国の予算に動向されまして、なかなかつ

かないという状況がございます。それで、近年、

補正予算に頼るといいますか、補正予算をなる
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べく多くとっていこうというスタンスで臨んで

おりまして、最大限、とにかく活用できる箇所

というのを調査しまして、それで河川事業にお

きましては、今現在、護岸とか、用地とか、そ

のあたりで進捗可能だろうという予算を最大限、

今回計上しております。その予算がついており

ます。

ということで、離島を含めて、万遍なく河川

については配分されていると思っております。

【馬場道路建設課長】道路関係事業としまして

は、県内各地万遍なく要求はさせていただいた

ところでございますけれども、どうしても、先

ほど申しましたように地域高規格道路の島原道

路であるとか、西彼杵道路であるようなところ

に多く予算をいただいているところでございま

して、それぞれの地域でおおむねの率を申し上

げますと、やはり諫早市管内が島原道路という

ことで多くいただいておりまして、全体の

25.4％ほどいただいております。それから、西
彼杵道路を施工しております西彼杵郡というふ

うな整理になっておりますけれども、これが全

体の19％の予算がついているところでござい
ます。

それぞれの地域でできるだけ経済対策として

は多く予算をいただきたいと思ったところ、結

果として、そういう国の枠もございますし、そ

ういうように条件化されたというようなところ

もございますので、バランスがすべてとれてい

るというようなことではございません。

【川添建設企画課長】今、個別の事業について

河川と道路のほうから説明がありました。

全体的なところで、私のほうから、配分的な

イメージを話させていただきますと、令和元年

度の当初と今回の補正と配分的にどうかという

ところをご説明しますと、まず、離島と本土と

分けまして、離島が、当初予算では、毎年大体

15％ぐらいの予算配分をしておりますが、今回、
対馬の韓国人対策というものがあって、国土交

通省のほうもそこにてこ入れをしていただきま

した。その結果、離島の配分が約23％というこ
とで、離島に若干手厚いというような状況があ

ります。本土で大体77％ぐらい、今回全体で、
先ほどの147億円のうち77％ほどは本土のほう
で配分されております。

その中で、確かに長崎、佐世保、県央、それ

ぞれ事業によって、補正ということなので、用

地の進捗とか、当面使えるというところについ

て手厚い予算が施されて、そこは、多少地域差

はあります。

【宮本委員】ありがとうございました。全体的

に確認をさせていただきました。

「安心と成長の未来を拓く」という形で、ど

うしても必要な箇所が多々あるかと思います。

補正だけではなくて、また、令和2年度当初予
算についても確認をさせていただきたいと思っ

ています。

以上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに質問はありません
か。

【田中委員】久しぶりといいますか、国のほう

も鳴り物入りの大型補正と我々は聞いていたん

だけれども、今、宮本委員からの質問で、去年

からすると1.5倍ぐらいの、ちょっと私自身は不
満なんだけれども、2倍ぐらいの補正が出るの
かなと思って期待しておったんだけれども、今

回の補正の国の規模に対する県の比率、いつも

大体1％、1％という感じで我々は言っていたん
だけれども、どんな感じですか。長崎県の充足

というか、頑張った割には、満足だったのかど

うか、そこら辺を聞かせてください。
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【井上監理課長】今回の国の経済対策補正予算

のうち、国土交通省の公共事業関係予算は1兆
7,074億円となっております。これに、今回の本
県の内示額147億円を見ますと、パーセンテー
ジとしまして0.86％ということになっておりま
す。

一方、昨年、平成30年の補正を見ますと、1
兆2,495億円に対して90億円が本県にというこ
とで、昨年は、比率で言いますと0.72％という
ことですので、昨年を大きく上回って今回は内

示をいただいているということが言えるのでは

ないかと思います。

【田中委員】課長にとっては大体満足できる数

字だというような評価に聞こえるんだけれども、

国の大型補正の予想が大きかったものだから、

久しぶりに、10年ぶりぐらいの大型補正をやる
ぞというような判断。もっと言うと、小渕内閣

のあの当時の別格補正を組んだ経済対策から見

ると、全然規模が小さいという感じね。公共事

業としては、まあまあまだという評価だけれど

もね。それはそれとして、評価はしておきたい

と思います。頑張ってくれているんだなという

ことでですね。

そこで、内容をお聞きしますけれども、特に

入りの部分で、分担金が3億円ですね。国庫支
出金が74億円ぐらいかな、内訳として。ここら
辺は、例年どおりの比率でしているのかな。こ

の分担金・負担金の関係は、教えてください。

【井上監理課長】この分担金・負担金につきま

しては、市町の負担金が主なものかと思います

けれども、毎年の事業によって変わってくると

思いますので、今、数字は持ち合わせておりま

せんが、特に大きな変更はないのではないかと

思います。

【田中委員】地方債がどうなのかな、比率から

すると、68億円ほど発行しているからね。国庫
負担金が74億円、地方債が68億円、大体そんな
もんかな。

住宅の1億3,000万円というのは、これは要素
は、どういう要素だったのか。

【高屋住宅課長】 住宅関係の1億3,000万円に
つきましては、長与町から受託しております高

田南の区画整理事業の分の事業費になっており

ます。（「地方債の比率等々は全然変わらない

の、例年と。事業別の関係は」と呼ぶ者あり）

【井上監理課長】すみません。昨年度との比較

という数字は持ち合わせておりませんけれども、

基本的に、可能な限り効果的な財源措置をする

ということで、地方債等も積極的に活用してい

るところでございます。

【田中委員】昔に比べると、補助金から交付金

みたいな形にずっと移行しているので、そこら

辺を流れ的には聞きたかったんだけれども、わ

かりました。

そうすると、直轄部分について改めて聞きた

いと思う、5億1,800万円。事業費としては、大
体5倍から6倍ぐらいに見ればいいのかな、事業
費ベースとして見れば。これは、県の負担金で

しょう。道路関係は私も把握しているんだけれ

ども、道路以外の問題ではどうなのかな。これ

は全部道路かな。港湾がちょっとあるか。

道路で言うと、西九州なんかが18件ほどかな、
なんかでこうやる、あの直轄の負担金と、大体

ほかのところも同等の感じなのか。今回は島原

のほうと西彼杵の関係の予算がちょっと入って

いるという話だったけれども、どんな感じです

か。

【井上監理課長】 まず、私のほうから、直轄事

業負担金の全体的なところですけれども、今回、

県としては約5億円計上しておりますが、国の
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事業としては約31億円ということでお聞きを
しているところでございます。（「6倍」と呼
ぶ者あり）はい、委員おっしゃるとおり、約6
倍というような形になろうかと思います。

このうち、県の負担金の対象となる事業が約

22億円ということですので、県費については
22％程度の負担になっているというような状
況でございます。

【浦瀬河川課長】今回の負担金の中に河川事業

も含まれております。一級水系の本明川の支川

の半造川におきまして、築堤工事で7,000万円の
工事を国のほうが予算計上していますけれど、

それの負担金としまして約1,500万円を県の負
担金として計上させていただいております。

【馬場道路建設課長】 道路関係としましては、

西九州自動車道の松浦佐々道路に、事業費とし

まして17億円の補正がついております。また、
森山拡幅であるとか、針尾バイパスのほうにも

それぞれ1億円ずつ予算化されております。
その負担につきましては、県としましては、

3分の1が基本となりますけれども、そこに後進
地域のかさ上げ等もございまして、3分の0.68
というのが県の負担金でございます。数字的に

は、これまでとほぼ変わりはないところでござ

います。

ということで、道路関係としては4億4,000万
円の金額を計上しているところでございます。

【平岡港湾課長】港湾事業の国直轄工事の負担

金でございますけれども、厳原港の防波堤撤去

の工事に、事業費としまして2億7,000万円の負
担金として6,120万円が計上されているところ
でございます。率としまして、22.6％程度にな
るかと考えられます。

【田中委員】今後お願いしたいのは、やっぱり

直轄に少し特化したような予算を頑張ってほし

いなと、直轄。事業費としては、今も出たよう

に、5倍から6倍の事業費が見られるわけだから、
地元の効果も大きい。だから、直轄でもう少し

頑張ってくれると、私の針尾バイパスの例で挙

げると、今日、立体の開通式か何かがあるよう

な話も、式じゃないけれども、江上バイパスの

開通が。ありがたいことなんだけれども、まだ

まだ、残工事を考えれば、2,200万円ぐらいの感
じでね。これは針尾バイパスも、森山拡幅も同

じ金額になっているので、これはこんなもんか

と、同じ金額になっているのはこんなもんかと

思うんだけれども、粗々でやるわけだろうから

ね。しかし、これは繰り越しにはならないわけ

だろうからね。今年度事業、早速追加してやっ

てくれるような話なんでしょうかね、直轄に関

して言うならば。

【井上監理課長】県の予算としましては、直轄

事業負担金は、年度内に納付をすることになり

ますけれども、事業そのものは国のほうで実施

されますが、年度内着工は難しいのではないか

と思っております。

【馬場道路建設課長】今回、国のほうで補正予

算がついておりますところも、全部を把握して

いるところではございませんけれども、おおむ

ね工事としましては、これから発注する部分と

いうような形になりますので、繰り越しという

のがほぼ見込まれていると思います。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はございませ
んか。

【溝口委員】 今回、経済対策ということで、一

応予算が147億円ついたんですけれども、県の
ほうとして要求していた額はどのくらいだった

んでしょうか。

【井上監理課長】今回ですけれども、国のほう

には約228億円の要望を行っているところでご
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ざいます。

そのうち、直轄を除いて142億円の内示をい
ただいておりますので、内示率は62.4％という
ような状況でございます。

【溝口委員】 わかりました。ただ、62.4％とい
うことで、県のほうとしては満足した形の要求

額となったわけですかね。やはりまだまだ力を

入れてやらなければいけない部分があったので

はないかと、そういう部分については、県のほ

うとしてどのように考えておりますか。

【馬場道路建設課長】道路建設関係の今回の補

正の内示率につきましては、全体と大体近いと

ころで、61％ぐらいでございました。
ただ、全国を見ますと、島原道路であるとか

西彼杵道路、地域高規格道路については補助事

業で実施をしております。それと、交付金事業

と双方ございますけれども、補助事業につきま

しては、全国でも2番目の大きな予算というよ
うなことになっておりまして、九州では一番と

いうような形になっております。交付金事業に

ついては、全国平均並みかなというふうに考え

ておりますけれども、道路としましては、大変

多くいただいたと思っているところでございま

す。

【溝口委員】努力してたくさんもらったという

ことで、本当に皆様方の努力に感謝をしたいと

思います。

今回、経済対策でございますので、ほとんど

繰越明許になるかもわかりませんけれども、発

注としては、この3月までのうちにということ
を考えているわけですか。その辺について、お

尋ねしたいと思います。

【井上監理課長】おっしゃるとおり、この経済

対策の趣旨を考えますと、できる限り早期発注

に努めるというような方針で対応することにし

ております。

現時点ですけれども、約7割程度が年度内に
入札執行できるのではないかということで、準

備を進めているところでございます。

【溝口委員】 わかりました。できる限り、やは

り今年度中に発注ができるように努力をしてい

ただきたいと思っております。

以上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はございませ
んか。

【中村(泰)委員】 よろしくお願いいたします。

まさしく数字の見方を教えていただきたいん

ですけれども、こちらの数字で合計が、国の直

轄を除いて142億2,300万円、それで、こちらの
資料ですね、合計値が142億3,600万円、若干数
字が、合計値が異なっていまして、同じ冊子で、

これをめくっていただいて、国の直轄事業を除

いた分の合計値が、これも違うんですね。数字

が3つ違うんですが、なぜ違うのか。
【井上監理課長】今、ご覧いただいた資料は内

示の資料ということなんですけれども、実は、

港湾課の一部の事業において、内示後に国との

調整に時間を要したものがございまして、今回

の県の予算額としては、一定見込額で計上させ

ていただいたところがございます。

この分の差額が2,461万7,000円、これは少し
多目に予算としては計上させていただいている

ような状況でございますので、この分につきま

しては、国からの内示額に合わせる必要があり

ますので、今年度の専決補正のほうで減額をさ

せていただく予定にしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
恐らくこちらの資料でも、この数字とこちら

の数字の違いだと思うんですけれども、地域別

の参考資料のこの数字とも違うんですね。これ
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はなぜなのか。

【井上監理課長】地域別の資料につきましては、

県の当初予算額と合わせた数字でつくっており

ます。

【中村(泰)委員】 ちょっと説明がよくわからな
いんですけれども、数字が、こちらが142億
2,300万円、こちらの資料が142億3,600万円。
【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４６分 休憩 ―

― 午前１１時４６分 再開 ―

【山本(由)分科会長】分科会を再開いたします。

【井上監理課長】今、ご覧いただいている資料

のほうが、公共事業の部分が142億2,395万
6,000円ということなんですが、その下のところ
にあります単独事業の住宅課関連分ですね、こ

の1,300万円を足しますと、繰越額の142億
3,695万6,000円になります。
【中村(泰)委員】 要は、別の数字を足さなけれ
ばならないということですね。それがどれなの

かよくわからなかったんですけれども、別に合

計値がずれているわけじゃないということです

ね。（「はい」と呼ぶ者あり）わかりました。

ありがとうございます。

もう一点なんですけれども、今回の補正で、

地域別のいろいろな内容を拝見したんですけれ

ども、やはり今年度は災害が多くございました

ので、災害にかかる費用がどれぐらいだったの

か。例年に比べてどれぐらい変化したのかとい

うところを含めて、よろしくお願いいたします。

【馬場道路維持課長】災害に要した費用という

ことでございますけれども、道路維持課では、

防災安全交付金ということで、道路ののり面等

の防災対策ということで補正予算をいただいて

いるところでございます。

これにつきましては、約9億4,000万円いただ
いておりまして、昨年度とは比較できませんけ

れども、のり面対策、防災対策としてかなりの

補正予算をいただいたところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。可能
ならば、補正の中でどれぐらい防災で要したの

かというところを大まかでも結構ですので、割

合を教えていただければ、大変ありがたいです。

そして、今回の補正で十分安全対策であると

か、そういったところのケアができたのかとい

うところを教えていただけますでしょうか。

【馬場道路維持課長】道路維持課分でございま

すけれども、今回、経済対策補正で約19億3,000
万円補正をいただいたところでございます。

それに対しまして、先ほど申しました防災対

策につきましては約9億4,000万円ということ
で、半分弱を防災対策に要しているところでご

ざいます。それ以外は、交通安全とか、未就学

児の対策とか、橋りょう補修でございます。防

災対策につきましては、半分弱をのり面対策に

補正をいただいているところでございます。

【浦瀬河川課長】河川課に関係します分が、県

予算と国の負担金がございまして、約29億円す
べてが防災に関する予算でございます。

【鈴田砂防課長】砂防課は砂防事業、地すべり

対策、急傾斜事業の補正をいただくようにして

おりますが、砂防課の事業というもの自体が安

全・安心のための事業ですので、全体が防災に

かかわる事業でございます。

昨年夏の災害に特化して言えば、先行して、

昨年の11月定例会で、災害に直接関連する砂防
関係の関連事業につきましては6億円を計上さ
せていただいて、今取り組んでいるところでご

ざいます。

【平岡港湾課長】港湾課につきましては、補正
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予算約25億円のうち、主要プロジェクトであり
ます肥前大島港に約5億円ついておりまして、
そのほかの予算につきましては、老朽化対策、

安全・安心の事業のほうについているような状

況でございます。大体約75％ぐらいが、そうい
う安全・安心のほうの事業にとられているとい

うふうに考えております。

【中村(泰)委員】 わかりました。ありがとうご
ざいます。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はございませ
んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第91号議案のうち関係部分については、原案
のとおり、可決することにご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、可決す

べきものと決定されました。

審査結果について、整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５２分 休憩 ―

― 午前１１時５２分 再開 ―

【山本(由)分科会長】分科会を再開いたします。

これをもちまして、分科会の審査を終了いた

します。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

理事者の皆様には、大変お疲れさまでした。

― 午前１１時５３分 休憩 ―

― 午前１１時５３分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、3月9日からの委員会の審査内容等
を決定するための委員間討議を行います。

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。

審査の方法については、委員会を協議会に切

り替えて行いたいと思いますが、ご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午前１１時５８分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に通知することといた

します。

ほかにご意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ないようですので、これを
もって本日の環境生活委員会を閉会いたします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時５９分 閉会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月９日

自   午前１０時 ０分

至   午後 ４時 １分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山本 由夫 君

副委員長(副会長) 久保田将誠 君

委 員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 宮島 大典 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

土 木 部 長 岩見 洋一 君

土 木 部 技 監 藤田 雅雄 君

土 木 部 次 長 天野 俊男 君

土木 部参事 監
（まちづくり推進担当）

村上 真祥 君

監 理 課 長 井上 和広 君

建設 企画課 長 川添 正寿 君

建設企画課企画監 松園 義治 君

新幹線事業対策室長
（ 参 事 監 ）

大塚 正道 君

都市 政策課 長 植村 公彦 君

道路 建設課 長 馬場 一孝 君

道路 維持課 長 馬場 幸治 君

港 湾 課 長 平岡 昌樹 君

港湾 課企画 監 松永 裕樹 君

河 川 課 長 浦瀬 俊郎 君

河川 課企画 監 松本 憲明 君

砂 防 課 長 鈴田  健 君

建 築 課 長 三原 真治 君

営 繕 課 長 平松  彰 君

住 宅 課 長 高屋  誠 君

住宅 課企画 監 小山 俊一 君

用 地 課 長 佐々木健二 君

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（環境生活分科会）

第1号議案
令和2年度長崎県一般会計予算（関係分）

第8号議案
令和2年度長崎県用地特別会計予算
第11号議案
令和2年度長崎県港湾施設整備特別会計予算
第14号議案
令和2年度長崎県港湾整備事業会計予算（関
係分）

第15号議案
令和2年度長崎県交通事業会計予算
第16号議案
令和2年度長崎県流域下水道事業会計予算
第77号議案
令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6号）
（関係分）

第83号議案
令和元年度長崎県用地特別会計（第1号）
第85号議案



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月９日）

- 16 -

令和元年度長崎県港湾施設整備特別会計補正

予算（第4号）
第86号議案
令和元年度長崎県流域下水道特別会計補正予

算（第3号）
第89号議案
令和元年度長崎県港湾整備事業会計補正予算

（第3号）（関係分）
第90号議案
令和元年度長崎県交通事業会計補正予算（第

1号）

７、付託事件の件名

〇環境生活委員会

（1）議 案

第19号議案
長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例（関係分）

第42号議案
旅館業法施行条例の一部を改正する条例

第43号議案

公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例

第44号議案
長崎県食品衛生に関する条例の一部を改正す

る条例

第45号議案
長崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条

例の一部を改正する条例

第46号議案
長崎県立都市公園条例の一部を改正する条例

第47号議案
長崎県港湾整備事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例

第48号議案
長崎県災害危険住宅の移転促進等の助成に関

する条例の一部を改正する条例

第49号議案
長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する

条例

第50号議案
長崎県特定公共賃貸住宅条例の一部を改正す

る条例

第51号議案
長崎県営住宅条例の一部を改正する条例

第52号議案
長崎県営交通事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例

第61号議案
契約の締結について

第62号議案
契約の締結について

第63号議案
契約の締結について

第64号議案
契約の締結の一部変更について

第65号議案
契約の締結の一部変更について

第66号議案
財産の処分について

第67号議案
権利の放棄について

第68号議案
権利の放棄について

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・海運・船員の政策諸課題に関する申し入れ

・要望書（「佐世保市の利水は、石木ダム建設

の代替えとしては、南部水系下ノ原ダムかさ

上げ3.5mの高さが可能であることと、佐々
川からの取水1日5,000トンで、足りること。
ほか」を陳情します。）
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・産業動物診療及び公務員獣医師等の確保と処

遇改善に関する要望書

・地方港湾・印通寺港内の泊地整備区域内の浚

渫整備に関する陳情

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【山本(由)委員長】 おはようございます。
ただいまから環境生活委員会及び予算決算委

員会環境生活分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

19号議案「長崎県の事務処理の特例に関する条
例の一部を改正する条例」のうち関係部分ほか

19件であります。
そのほか、陳情4件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を、

環境生活分科会において審査することになって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第1号議案「令和2年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分ほか11件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

これより、土木部関係の審査を行います。

【山本(由)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

土木部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【岩見土木部長】土木部関係の議案についてご

説明いたします。

予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料の土木部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第8号議案「令和2年度長崎県用
地特別会計予算」、第11号議案「令和2年度長
崎県港湾施設整備特別会計予算」、第14号議案
「令和2年度長崎県港湾整備事業会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分、
第83号議案「令和元年度長崎県用地特別会計補
正予算（第1号）」、第85号議案「令和元年度
長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第4
号）」、第89号議案「令和元年度長崎県港湾整
備事業会計補正予算（第3号）」のうち関係部
分であります。

はじめに、土木部所管の令和2年度当初予算
関係についてご説明いたします。

土木部では、本県の長年の課題である「県民

所得の向上」、「人口減少の抑制」、「地域活

力活性化」を図るために、社会資本や広域交通

ネットワークの整備促進に取り組むとともに、

国の「防災・減災、国土強靭化のための3か年
緊急対策」に沿って必要な予算を確保し、県単

独事業においても、緊急自然災害防止対策事業

に加えて、新たに創設される緊急浚渫推進事業

を最大限に活用することにより防災・減災対策

に集中的に取り組んでまいります。

これにより、第1号議案「令和2年度長崎県一
般会計予算」の土木部関係の歳入歳出予算は、

それぞれ2ページに記載のとおりでありますが、
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このうち歳出予算につきましては、公共事業費

が793億89万3,000円で対前年度当初予算比
107.6％、単独事業費は117億8,047万4,000円で
対前年度当初予算比116.9％と、昨年度を上回る
予算計上となっております。

歳出予算の主な内容につきましては、3ペー
ジからをご覧ください。

都市計画関係では、重要幹線街路費74億
5,008万4,000円、道路関係では、道路新設改良
費200億338万3,000円、交通安全施設費、公共・
単独合計で33億3,767万8,000円、道路災害防除
費、公共・単独合計で26億8,458万1,000円、港
湾・空港関係では、港湾改修費、公共・単独合

計で56億2,680万6,000円。
5ページをご覧ください。
河川・砂防・ダム関係では、総合流域防災費

17億2,322万9,000円、河川改修費16億3,187万
円、堰堤改良事業費16億3,313万9,000円。

6ページをご覧ください。
火山砂防費16億4,047万6,000円、急傾斜崩壊
対策費21億7,092万1,000円。
建築関係では、長崎県大規模建築物耐震化支

援事業費9,896万7,000円。
住宅関係では、公営住宅建設費12億5,365万

円、県営住宅維持管理費13億6,476万5,000円な
どを計上いたしております。

このほか、主なものとしまして、建設業ＰＲ

ビデオ制作事業費305万6,000円、新幹線事業費
193億9,551万6,000円、子育て応援住宅支援事
業費3,000万円、移住者向け住宅確保加速化支援
事業費1,220万円などを計上いたしております。
このほか、債務負担行為については、8ペー

ジから10ページに記載のとおりであります。
次に、第8号議案「令和2年度長崎県用地特別

会計予算」、第11号議案「令和2年度長崎県港

湾施設整備特別会計予算」、第14号議案「令和
2年度長崎県港湾整備事業会計予算」のうち関
係部分については、それぞれ10ページから記載
のとおりであります。

12ページをご覧ください。
第77号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第6号）」のうち土木部関係の歳入歳出
予算は、それぞれ記載のとおりであります。

補正予算の主な内容は、13ページ以降に記載
のとおりでありますが、新幹線事業費68億
1,559万6,000円の減、港湾改修費6億1,662万
5,000円の減、河川総合開発費8億7,731万5,000
円の減、河川等災害復旧費10億1,131万6,000円
の減などを計上いたしております。

このほか、繰越明許費については、記載のと

おりであります。

次に、15ページからの第83号議案「令和元年
度長崎県用地特別会計補正予算（第1号）」、
第85号議案「令和元年度長崎県港湾施設整備特
別会計補正予算（第4号）」、第89号議案「令
和元年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第

3号）」のうち関係部分については、それぞれ
記載のとおりであります。

最後になりますが、令和元年度予算につきま

しては、本議会において補正をお願いいたして

おりますが、歳入におきまして、国庫支出金等

に未決定のものがあり、歳出におきましても年

間執行額の確定等に伴い今後整理を要するもの

もありますので、3月末をもって専決処分によ
り措置させていただきたいと考えております。

ご了承を賜りますようにお願いいたします。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。
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【山本(由)分科会長】 次に、監理課長より補足
説明を求めます。

【井上監理課長】土木部関係の当初予算案の概

要について、補足してご説明いたします。

お手元にお配りしております、課長補足説明

資料の1ページをご覧ください。
土木部関係の令和2年度当初予算案の総額は、

一般会計1,097億5,573万8,000円、特別会計38
億7,481万3,000円、港湾整備事業会計のうち収
益的支出8億1,602万2,000円となっており、令
和元年度と比較した場合の増減額及び比率は記

載のとおりでございます。

下段の表中、公共につきましては、公共事業

費を示しており、前年度当初予算比107.6％とな
っております。これは、令和2年度は、引き続
き国の防災・減災国土強靱化のための3か年緊
急対策の期間であること、国土交通省の公共事

業関係予算案も、令和元年度並みが計上されて

いることなどを踏まえ、予算計上したものでご

ざいます。

また、同じ表中、単独等につきましては、前

年度比116.9％となっておりますが、これは県単
独事業においても自然災害防止事業をさらに積

極的に実施するため、緊急自然災害防止対策事

業債に加え、令和2年度から新設される緊急浚
渫推進事業債を活用することで必要な予算を確

保したことによるものでございます。

一般会計歳出予算の内訳につきましては、表

の右側に記載のとおりでございます。

2ページをお開きください。
土木部関係の令和2年度当初予算一般会計歳

出予算について、各課別に令和元年度と比較し

た表となっております。

増減額、比率及び主な増減内容については、

それぞれ記載のとおりでございます。

続きまして、土木部関係の繰越明許費につい

て、補足してご説明いたします。

3ページ、繰越明許費理由別調書をご覧くだ
さい。

表の縦の区分が款、項、目の予算科目、横の

区分が繰越明許費の理由別内訳となっておりま

す。

表の左端の欄を上から見ていただきますと、

総務費、土木部、災害復旧費、その下が一般会

計合計であります。

繰越明許費の一般会計合計は、606件、417
億2,453万8,000円、一番下の特別会計を含めた
土木部合計は740件、429億8,803万1,000円とな
っております。この額は、11月定例会で議決い
ただいたもの及び、先日議決をいただきました

経済対策補正予算にかかるものを含めた土木部

関係の令和元年度全体の繰越明許費となってお

ります。

一般会計合計額の欄には、その内訳として、

うち経済対策分①、通常分②に区分して、件数、

金額を記載しています。

先に議決をいただきました経済対策補正分に

かかる繰越明許費①は191件、142億3,695万
6,000円、経済対策分を除いた通常分②は415件、
274億8,758万2,000円となっております。
次に、一般会計の繰越明許費を理由別にご説

明いたします。表の右のほうに繰越理由を6つ
に区分して整理しております。

まず、地元調整にかかる繰越明許費が184件、
110億7,078万2,000円、具体的には、関係機関
との調整や工事用道路にかかる調整、工事施工

に伴い発生する騒音や振動などの地元調整等に

日数を要したため、繰越しとなるものでござい

ます。

次に、用地補償にかかる繰越明許費が45件、
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24億7,398万7,000円、これは用地補償額に対す
る不満や代替地の要求にかかる交渉、建物移転

などに日数を要したための繰越しということで

ございます。

次に、設計工法等にかかる繰越明許費が45件、
21億6,364万円、これは工法の検討や当初想定
していなかった諸条件の変更に伴う設計変更な

どに日数を要したため、繰越しとなるものでご

ざいます。

次に、事業決定の遅れ・補正にかかる繰越明

許費が281件、173億4,797万6,000円、これには、
先日議決いただいた経済対策補正分にかかる繰

越明許費約142億円も含んでおります。
次に、資機材や人材ひっ迫、入札の不落・不

調にかかる繰越明許費が50件、18億3,025万円。
次に、その他の繰越明許費が1件、68億3,790

万3,000円、これは新幹線整備事業の負担金にか
かる繰越明許費でございます。

繰越額については、本庁各課及び各地方機関

に繰越し縮減のための推進員を置き、毎月の進

捗状況、課題等を把握するなど、その縮減に向

けて取り組んできたところであります。予算に

ついては、本来、年度内に執行すべきものであ

り、事業効果の早期発現のため、引き続き事業

の早期執行に努力するとともに、できる限り繰

越額を縮減するよう努めてまいります。

以上で説明を終わらせていただきます。

【山本(由)分科会長】 次に、提出がありました
「政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料（政策的新規事業の計上状況）」につい

て、説明をお願いいたします。

【井上監理課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本分科会に提出いたしま

した資料について、ご説明いたします。

当資料は、県民生活部・環境部・土木部にお

ける政策的新規事業の計上状況の一覧ですが、

土木部については、表の一番下にある、建設業

ＰＲビデオ制作事業費の1件となっており、事
業概要、計上額等については、記載のとおりで

あります。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【宮本委員】それでは、ただいまご説明いただ

きました議案について、確認の意味も含めて質

問をさせていただきます。

部長説明がありました。まずは資料の7ペー
ジになります。

第1号議案になります。来年度の一般会計予
算の中で、建設業ＰＲビデオ制作事業費につき

まして、305万6000円計上されています。県内
の建設業のイメージアップを図るという形、就

職者数を増加させるため、一番最初の委員会で

もありましたが、これについて詳しくお伝えを

いただけますでしょうか。

【川添建設企画課長】建設業界の課題といたし

まして、建設業界は、他の産業に比べ高齢化、

新規入職者が少ない、あるいは3Ｋイメージで
イメージが悪いというのがございます。

そうした中で、そうしたイメージを払拭する

ために、今までさまざまな取り組みを行ってい

ますが、さらに、今回、強力にまた推し進めよ

うということで、そういったイメージの払拭等

をして定着を図りたいということで、こういっ

たビデオ制作をしようという企画を考えており

ます。
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ビデオをつくって放映するのは、テレビはも

ちろん、ＳＮＳ、あるいはYouTube、そういう
ので放映して流して若者の心をつかむ。あるい

は「土木の日」はさまざまなイベントを展開し

ておりますが、そういったところで流す。Ｕタ

ーンとかＩターン、そういった窓口でも放映を

する。そういったことから県内就職の高校生、

大学生、あるいはＩターン・Ｕターン、そうい

う方たちに対するアピールをしたいというよう

な目的でやろうとしております。

【宮本委員】そうするならば、これをつくる、

今から入札とかあるんでしょうけど、制作会社

に委託という形になるんでしょうが、県内の建

設業者への就職数を増加させるため、イメージ

を払拭するためということでありますが、放映

期間であったりとか、ＳＮＳへのアップ時期に

ついては、これは年間を通してというイメージ

でよろしかったでしょうか。

【川添建設企画課長】まずは、制作の内容に関

しては、いろんな業界、広告代理店とか、ある

いは新聞社、そういう人たちを仲間に入れて、

今、議論の展開を1月から始めたところです。
今回、議会で予算が通りましたら、すぐ4月

から半年ぐらいかけてビデオ制作に入る予定で

す。

この300万円は放映自体のお金は含まれてお
りません。今、広報課で流しているような県内

のＰＲ等を活用しながら流していきたいと考え

ております。

【宮本委員】確認ですけれど、高校生とかはも

ちろん対象で、広く普及されるんでしょうけど、

広報の仕方というか、どのような形で周知をさ

れるのか。ただ単に流すだけではなかなか、ぱ

っと見る機会が少ないかなと思うんですが、そ

の広報、周知についての考えについてお聞かせ

いただければと思います。

【川添建設企画課長】先ほど申しましたように、

まず、ビデオ自体は30分もの、あるいは30秒、
15秒、そういったものをつくりまして、広報媒
体は、先ほど言ったようなテレビ、ＳＮＳ、あ

るいはYouTube、ほかにもいろんなイベント等
に活用して、そういった媒体を活用することを

今回目的としていますので、ほかのいろんなイ

メージアップにつながる取組は取組としてやっ

ておりまして、そういったものを複合的に組み

合わせて効果を図りたいと考えております。

【宮本委員】「Ｎなび」という長崎の就職応援

情報サイトもありますので、そういったところ

と連携するのもいいんじゃないかと思いますが、

例えば産業労働部との連携であったり、雇用労

働政策課、若者定着課などとの連携でのビデオ

放映、YouTube放映、ＳＮＳの連携の仕方とか
というのは、今のところではお考えか何かあり

ますか。

【川添建設企画課長】当然ながら、産業労働部

とは連携をするということで、今回の予算獲得

が図られております。

今、委員のほうが言われましたＮなび、ある

いは移住ナビ、そういうのと連携しながら、効

果的な方法を模索しながら増やしていきたいと

思います。

【宮本委員】わかりました。イメージを払拭さ

せるためにという形でありますので、今までも

さまざまな取組はされてこられたかと思います

が、ビデオ制作、ＳＮＳ、YouTubeに上げたり
とかという形で、さらに県内就職につながるよ

うな取組をもうちょっと議論していただければ

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

それから、戻りますけど、同じ資料の4ペー
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ジになります。

交通安全施設費、公共事業と単独事業を合わ

せて約33億円になっております。ちょっと確認
でございます。私も一般質問で以前行いました、

自転車活用推進計画について、今議会の一般質

問でも、我が会派の川崎議員からもありました

が、サイクルツーリズムに取り組むという形で

答弁があっていますが、来年度、恐らくこの交

通安全施設費の中に含まれてくるかと思います

が、サイクルツーリズムについての費用、予算、

どれくらいかかっているのか、確認させてくだ

さい。

【馬場道路維持課長】サイクルツーリズムの予

算のお尋ねですが、令和2年度は5,250万円を予
定しております。

【宮本委員】5,250万円、もうちょっと詳しく、
どういったところにという形、もしくは、施設

整備についての今の計画があれば、教えてくだ

さい。

【馬場道路維持課長】サイクルツーリズムの計

画としまして、現在3地域、上五島地域、下五
島地域、大村湾南部地域の関係市町で、今、計

画を策定しているところでございます。

それに基づきまして、ルートの設定や案内標

識、路面表示などの走行環境整備とか、グレー

チングを細めに変更するとか、そういった走行

安全対策としまして5,250万円を計上している
ところでございます。

【宮本委員】わかりました。ちなみにですけど、

一般質問でもありましたけれども、南島原市に

対する取組は、この5,250万円の中には入ってな
いですね。まずは南島原市の予算になって、県

のほうは入ってないという理解でよろしかった

でしょうか。

【馬場道路維持課長】南島原市が策定されてお

ります、南島原市自転車活用推進計画でござい

ますけれども、これは島原鉄道の廃線跡地を自

転車・歩行者専用道路として整備を行うという

ことで、南島原市が主体となっているところで

ございまして、この予算の中には入っておりま

せん。

しかしながら、いろんな計画策定の中の指導、

助言、いろんな協議会等を通じて、南島原市と

は一緒になって取り組んでいくということにし

ております。

【宮本委員】ありがとうございました。ぜひと

も協力して市と連携とりながら、県のほうもし

っかりバックアップしていただきたいというこ

とをお願いしておきます。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【山田(朋)委員】 7ページの子育て応援住宅支
援事業費について伺いたいと思います。

こちらは、以前から近居・同居の支援等を行

っていたかと思うんですが、新たに多子世帯等

も、すみません、多子世帯ももう行っていたか

もしれませんけど、今までやってきた事業成果

とか件数とかを教えていただければと思います。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２７分 休憩 ―

― 午前１０時２７分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【高屋住宅課長】長崎県子育て応援支援事業に

ついて、今年度は70件の申請があっております。
【山田(朋)委員】 この3,000万円で70件分を用
意していると、新年度予算は、ということです

よね。

私がお尋ねしたのは、これは何年もやってい

る事業だから、その実績等を教えてもらいたい
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なと思って、まずお聞きしたんですけど。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２８分 休憩 ―

― 午前１０時２９分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【高屋住宅課長】すみません。昨年度までの資

料が手元にございません。

子育て応援支援事業につきましては、今年度

が新規の事業でございまして、今年度の現在ま

でが70件ということです。
過去の実績ですが、今手元に資料がありませ

んので、後ほどでよろしいでしょうか。

【山田(朋)委員】 子育て応援住宅支援事業費と
いう中身では、今回新たに多子世帯を増やした

という理解でいいんですかね。過去何年も近

居・同居の関係では同じようなメニューがあっ

たかなと思ったので、そこでお尋ねをしたとこ

ろであります。

申し訳ないけど、十分に想定される質問だと

思うんですよね。ぜひ用意をいただかないとい

けないのかなと思います。

これは70件ということでありますが、市町の
負担等もなく、これは国のお金ですか、県の一

財ですか、その辺を教えてもらっていいですか。

【高屋住宅課長】負担につきましては、国費が

45％入るような形になっております。それと、
市と県でそれぞれ補助をするようにしておりま

して、県が20万円、市が20万円ということで、
合計40万円を上限にしております。
【山田(朋)委員】 わかりました。21市町、ここ
は手挙げをしている、これの事業に参加をする

市町のみでの取組という理解でいいですか。

（「今、実績、何市町行える感じですか」と呼

ぶ者あり）

【高屋住宅課長】 現在、20市町の実績がござ
います。

【山田(朋)委員】 わかりました。
次に、もう一点、移住者向け住宅確保加速化

支援事業について伺いたいと思います。

離島・半島で賃貸物件等が少ないところにと

いうことでありますが、これは事業的に再掲み

たいです。これは過去にやっていて、また上げ

た事業という理解でいいんですか。どういう理

解か、教えていただきたいと思います。

【高屋住宅課長】移住者向け住宅確保加速化支

援事業につきましては、令和元年度からの新規

事業でございます。（「中身、スキームを」と

呼ぶ者あり）

中身としましては、従来は、各市町の空き家

バンクという形で空き家の活用をしてまいった

わけでございますけれども、なかなか空き家バ

ンクの活用が進まないという状況がございまし

た。

理由としましては、空き家はあるんだけれど

も、実際はなかなか貸していただけない。その

内情を見ますと、例えば移住者を入れるという

方にとっては、全く見ず知らずの方に貸すとい

うのは、なかなか進まないとか、中に家財道具

が残っているとか、お盆・正月には家族が帰っ

てこられる、あるいは仏壇があるとか、さまざ

まな問題がありまして、空き家バンクの登録を

待っているという状態ではなかなか進まないと

いうような状況がございました。

そこで、今回の事業の中では、各市町に空き

家活用団体というものを認定していただきまし

て、その空き家活用団体の方が、その空き家の

掘り起こし、それと、移住者のマッチングとい

うものをやっていくということです。空き家活

用団体の中には、地元の方のメンバーもありま
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すし、移住された方もいます。そういった方が

一緒になって団体を立ち上げるんですけれども、

そういった方であれば貸していただけると、そ

ういうような方もいらっしゃいますので、そう

いった空き家活用団体を設けて、そこの空き家

活用団体が一旦お借りして、リフォームをして、

それで移住者の方に転貸をするというような形

の事業になっております。

【山田(朋)委員】 空き家活用団体が、21市町の
うちどういう状況にあるのかと、あと、この予

算では、リフォームの予算までは出てこないと

思うんですけれども、各団体の運営費だけだと

思うんですけれども、こういうリフォームの費

用は、この空き家活用団体の皆さんで工面をし

ていただいて、それを空き家とリフォームをし

たお金を乗せた分の家賃を取るとか、売るとか、

そういう形の考え方ですか、教えてください。

【高屋住宅課長】今年度は五島市のみの実施に

なっております。

来年度につきましては、それに加えまして、

島原半島の3市、島原市、雲仙市、南島原市そ
れと壱岐市が事業を行うということになってお

ります。

事業の中身としましては、活動費ももちろん

ですけれども、改修費まで補助対象にしており

ます。限度額としましては、1戸当たりの150万
円ぐらいを想定しておりまして、その3分の2を
補助するというような形になっております。残

り3分の1は空き家活用団体の負担というよう
な形になっております。それを家賃で取り戻す

というような形になっております。

【山田(朋)委員】 わかりました。本年度は五島
市のみということで、この金額だというふうに

理解をしました。来年、島原半島とか増えたら、

また予算が大きくなるということで、3分の1空

き家活用団体の負担があると思うんですけれど

も、不動産業をされているところ、財政的にそ

ちらのご負担等はないのかなと思ったんですけ

れども、ちゃんとある程度の、ＮＰＯとか、何

かお金を工面しないといけない部分も幾らか出

ると思うんですけど、そういったことは、とこ

ろどころで中身に加わる人たち、メンバーは違

ってくると思うんですけど、そこもご理解いた

だいて、負担なく可能ということで、こういう

取組をいただいているということですよね。

【高屋住宅課長】特に最初は収入がありません

ので、自己資金をまずは拠出するとか、あるい

は銀行から融資を受けるとか、そういった形で

当初は動かすと。その後は家賃が入ってきます

ので、その家賃で、借り入れがある場合には償

還をしたりとか、余剰が出れば、それを次の投

資に回したりとか、そういう形で回していくよ

うな形で考えています。

【山田(朋)委員】 わかりました。ありがとうご
ざいました。

【宅島委員】先ほど全体的な予算の額を、令和

元年度の当初予算額からすると16億7,500万円
増の前年度比103.7％の474億6,000万円の一般
会計という案でございますけれども、ここで、

道路建設課の130億円、道路維持課の52億8,000
万円、港湾課の59億円、河川課の54億6,000万
円、砂防課の38億5,500万円、住宅課の62億円、
それぞれ大まかでいいんですけれども、例えば

道路でいくと何路線を、数ですね、大まかな数

でいいんですけれども、何カ所ぐらいという路

線の数の工事をやられるのか、また、港湾では

どのくらいの港の整備をやるのか、砂防課では

何カ所の砂防事業をやるのか、それぞれ教えて

いただければと思います。

【馬場道路建設課長】公共事業予算につきまし
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ては、箇所数がおおむねはっきりしておりまし

て、60カ所から70カ所の間だったかなと考えて
おります。65カ所をちょっと超えたぐらいだっ
たかと記憶しております。

【馬場道路維持課長】道路維持課では、交通安

全施設費です。歩道等を整備する路線名は把握

しておりませんが、県内59カ所で実施予定でご
ざいます。道路災害防除費としまして、これも

県内・離島を含め65カ所を予定しているところ
でございます。それと、橋梁補修でございます

が、県内58橋の補修を予定しているところでご
ざいます。

【平岡港湾課長】 港湾課の防波堤・岸壁・道路

等の整備にかかる部分としまして、本土では、

肥前大島港ほか17港、離島部では、厳原港ほか
14港を予定しております。
【浦瀬河川課長】まず、河川事業でございます

けど、公共の河川につきましては、29河川の河
川改修費が含まれております。

また、河川開発事業費につきましては3事業
ございまして、まず、石木ダム・浦上ダムの建

設費、それと堰堤改良事業が25ダム、情報基盤
整備事業が19ダムでございます。
【鈴田砂防課長】 砂防課では、砂防事業、地す

べり対策事業、急傾斜対策事業などに取り組ん

でおりますけれども、平成31年度が砂防・地す
べり・急傾斜合わせて120カ所実施しておりま
した。来年度につきましては、全体で125カ所
の実施を考えております。

【高屋住宅課長】住宅課の分の主な事業といた

しましては、まず、都市計画関係に含まれるも

のとしましては、高田南地区の区画整理事業が

入っております。それと、市街地再開発事業関

係ですけれども、新大工町の再開発と諫早駅周

辺の再開発事業が含まれております。それと、

公営住宅関係でございますけれども、既設の公

営住宅の改善事業としまして、長崎市内の深堀

団地、それと毛首団地、佐世保市の花高団地の

改善事業が入っております。

【宅島委員】 ありがとうございます。

470億円のすばらしい予算でありますので、
繰越すことなく、予算が通ったらですけれども、

ぜひきちんと執行していただきたいと思います。

それと、都市政策課の27億円減、この理由に
ついて説明をお願いいたします。

【植村都市政策課長】都市政策課の所管事業は、

目の前の連続立体交差事業1カ所のみでござい
ます。こちらの事業がほぼピークを超えまして、

間もなく新しい駅舎の開業、高架線への切り替

えの予定でございます。その後、既存の鉄道施

設の撤去工事ですとか、その撤去した後に道路

を整備する等の工事が残っておりますけれども、

事業全体としては、大きなピークを超えたとい

うことで、今年度から来年度にかけて大きく予

算が減るような形になっております。

【宅島委員】 ありがとうございました。

こういった令和2年度の当初予算の概要であ
りますけれども、国の国土強靱化のための3か
年緊急対策等々、また、これに引き続いて新た

な国土強靱化の基本計画を各市町村が出さなけ

ればいけないとなっていますので、土木部とし

ても、各21市町ときちんと連携をとり合ってや
っていただきたいと思います。

終わります。

【山本(由)分科会長】 ほかに質問はありません
か。

【中村(泰)委員】 日々のご尽力、誠にありがと
うございます。

まずは、予算決算委員会の横長の当初予算の

資料についてでございます。
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歳出の様子を拝見させていただきますと、私

がチェックするに、5つの課で人件費が下がっ
て、さらに、下がっているにもかかわらず歳出

が上がっているところがございます。建設企画

課、新幹線事業対策室、道路建設課、港湾課、

河川課と。当然、人件費と事業のボリュームと

いうのが、一定で相関する場合とそうじゃない

場合があろうかと思うんですけれども、全体的

に歳出が上がっていってる中で人件費が減ると

いうことは、県の職員の皆さんのご負担が上が

っているのかなというような懸念をいたしまし

たので、もし特筆してコメントがございました

ら、よろしくお願いいたします。

建設企画課、新幹線事業対策室、道路建設課、

港湾課、河川課です。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時４４分 休憩 ―

― 午前１０時４４分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【天野土木部次長】まず、私は人件費について

お話しさせていただきますが、一般論としまし

て、今ご覧になられておりますのは、それぞれ

の総務費のほうでも職員給与費に当たるかと思

うんですが、例えば建設企画課の場合、マイナ

スになっておりますが、基本的に職員の新陳代

謝と申しまして、平均年齢が上がったり下がっ

たりする課がございます。主にそういった要因

で、現在の職員数が、来年度このままだったら

どうなるかというところで試算をしております

ので、そういった部分での増減が出ているかと

思います。

給与制度的には、最近は、職員手当の期末手

当、勤勉手当、その部分が、わずかですが上が

っておりますので、その部分は増ですが、新陳

代謝による増減がこういうところに反映されて

いるかと思っております。

【中村(泰)委員】 すみません。答えにくい質問
だったかと思うんですけれども、要は、県の職

員の皆さんに負担がかかっていないのかといっ

たところの確認をしたく質問をさせていただき

ました。

当然、平均年齢が下がれば人件費が下がると

いうのは、それはそういった傾向はあると思い

ますので、事業規模が太くなっているにもかか

わらず人が減るといったところは、負担がかか

るということを意味すると思いますので、そう

いったところをご配慮いただければと思います。

また、特別会計の歳入、同資料の55ページに
なります。

特別会計の収入として思い切りぐっと減って

いるようです。こちらは、いろんな施設の売却

といったところの話だとは思うんですけれども、

特別会計の歳入が減るということと、今後、特

別会計がどういうふうに見通せるのかといった

ところをご回答願います。

【松永港湾課企画監】特別会計の現状と今後の

見通しでございます。

港湾施設特別会計につきましては、用地の造

成をして、基本的に埠頭用地に関しましては貸

付け収入で起債等を返済します。その背後に都

市再開発用地があり、これはもともと埋立ての

時に関係する市町が、こういう利用で使いたい

と、例えば企業誘致用に使いたいというふうな

利用計画を県のほうに示していただいて、県の

ほうで造成をしたということで、この都市再開

発用地は、基本的にその市町に県が売却して、

市町に活用していただくというふうになってお

ります。

現状としましては、やはり埋立てまでの時間
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がかかったことで、例えば市町がこういった企

業誘致で使いたいということを当初考えておら

れましたけれども、市町の財政状況とか環境の

変化で、なかなか買戻しが進んでいません。埠

頭用地に関しては、利活用ということで、70％
台では稼働しているんですけれども、やはり予

定から少し下がって、収入が上がってないとい

うことでございます。

今後につきましては、収入を増やすため、土

地売却については、今年度も関係市町を回りま

して、財政状況もあるでしょうけど、いち早く

購入してくださいと依頼を行い、埠頭用地につ

いても、いろんな利活用を検討していくことで、

何とか収入を上げていきたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。この
特別会計が回っていけば、市町においてもいろ

んな攻めの施策が打てるということだと思いま

すので、積極的に連携をとりながら、拡大を、

また維持をお願いしたいと思います。

同資料の65ページになります。港湾整備の事
業会計で、福田神ノ島地区公園道路の工事とい

うことで、減となっております。

私は、先日、神ノ島自治会の皆さんと港湾漁

港事務所の陳情に参加をさせていただいて、ま

さにここの話をしたんですけれども、これから

頑張っていこうと。そういったところで、予算

がぐっと減っていっていると。減ったことに対

してのお考えを教えていただければ、よろしく

お願いします。

【松永港湾課企画監】 65ページの予算の5,550
万円の減のことでございます。

これは資本的支出ということで、実際に販売

する土地に関連する工事ということになってお

ります。具体的には、土地に隣接する沿道工事

の関係が少し減っているということでございま

すが、これは、長崎市とどういう形で整備する

かということの検討に時間がかかったというこ

とで、落としております。

これにつきましては、また、次年度で対応す

るという形になっております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。売却
に関わるところも含めて、中身があれなんです

けれども、地元の要望も強いですので、ご配慮

いただければと思います。

質問が多くなりますが、予算決算委員会の環

境生活委員会分科会課長補足説明資料になりま

す。こちらの概要の部分です。

災害復旧費が25％の増ということでござい
ます。本年度、災害が非常に多かったというこ

とで、特に対馬、五島とかあの辺り、特に離島

の被害が大きかったという認識でございまして、

あるマスコミから聞いたんですけれども、対馬

の道路が今でもかなりひどい状況にあると。多

分、そういったところの手当てでこれだけの、

25％の増なのかなというふうに考えておりま
すが、そこも含めてご回答をお願いします。

【馬場道路維持課長】対馬の道路の災害でござ

いますけれども、対馬の大きな災害が厳原町下

原というところで、7月20日の台風5号によりの
り面が被災しまして、地すべりを起こしたとこ

ろでございます。

それを今現在、観測をしていまして、地すべ

りでございますので、国の本省のほうで災害の

査定の協議中でございます。

予算については、災害査定は、一応5月ごろ
と聞いていますが、今のところ、これに関する

経費としては数億円かかるということで、まだ

額は、今設計中でございます。対馬の災害等々

です。

【浦瀬河川課長】令和元年度の災害につきまし
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ては、県工事で48カ所、市町が220カ所ござい
まして、トータルで268カ所ございました。
ちなみに、平成30年度につきましては、全体

で144カ所、県事業が25カ所ということで、対
馬だけじゃなくて全体的に災害が多かったと認

識しております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
私の質問がよくなかったんですけれども、こ

の25％の増というのが、恐らく今年度の災害の
手当てにつけられるだろうということで理解を

しております。対馬の問題について、ここに含

まれていないというようなご回答なのかなとい

うふうに思うんですけれども、地元の方がかな

り苦しんでおられるようで、明らかに夜とか突

っ込んでいったら、ほんと事故を起こすような

状況になっていると。それが、カラーコーンだ

けでしか守られていないと。この状況の中で台

風が来たら、さらに、本当に道路が分断される

といったような状況になっております。

もちろんご認識だとは思うんですけれども、

早急に予算をつけていただいて、すぐに工事を

していただきたいと思います。よろしくお願い

します。

【馬場道路維持課長】対馬の災害につきまして

は、この予算に入っているところでございます。

早期復旧につきましては、先ほど答弁しまし

た、災害査定が5月ごろということでございま
すので、それ以降早急に着手し、早期回復でき

るように努力してまいりたいと考えております。

【天野土木部次長】先ほどの委員の職員給与費

に関する質問につきまして、補足して申し上げ

たいと思います。

予算の資料について掲載されておりますのは、

各課の総務費で掲げられている職員給与費でご

ざいまして、土木部全体で言いますと、おおむ

ね令和2年度が780名分で、これは振興局なんか
も全部含めてでございますが、トータル57億円
の予算を計上しております。

それは、先ほどの総務費以外に事業費組込み

人件費というのがございまして、各事業費です

ね、道路橋梁費であるとか、河川海岸費だとか、

その事業費の中に組込まれている人件費がござ

います。これは、例えば事業費が100つきます
と、一般的にはその5％分を事務費として計上
いたしまして、そのうちの最大72％は人件費に
充てられるというふうになっております。

ですから、例えば補正とかで予算がどんとき

ますと、残業とかが増えて人件費も多く必要に

なりますが、そういった場合には、事業の予算

と増えた分に伴って、その5％の事務費がきて
いますので、そういったものを事業費組込みと

かで充てるということが可能となっております。

それから、もともとが総務費以外でもそうい

ったものがございますので、トータルでは780
名で57億円というのが、土木部の人件費の全体
の姿でございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。全体
としてはそういうふうになっているというのは

わかりましたし、事業規模のある一定のパーセ

ントが人件費につくという構成も理解しており

ます。

しかしながら、私が申し上げたところは、各

課で前年度と比較しての話ですので、全体の話

が適用できる部分と、各課で、ローカルで何が

起きているのかといったところを懸念しており

ますので、各課、そういったところで意識して

いただければと思います。お願いします。

【浦瀬河川課長】先ほどの災害復旧の関係で補

足説明をさせていただきます。

災害復旧については、災害が起きまして、そ
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れから現地で災害査定というのを受けます。そ

れが終わってから、実際工事に入っていくわけ

なんですけれど、今年度は非常に箇所が多くご

ざいまして、例年は年内に災害査定が終わるの

が、対馬については、一部、1月にも災害査定
を行っています。

それで、繰越し手続につきましては、11月定
例会で承認いただいていますので、災害査定が

終わると、すぐに工事の発注の準備を行うこと

になりますので、実際現地に入るというのは、

通常、次年度からになります。ただ、道路事業

について、どうしても通行に支障があるとか、

家屋の境界に影響があるとなれば、災害査定を

待たずに応急措置としてやる工事もございます

けれども、一般的なやり方としましては、今説

明したとおりでございます。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【田中委員】 具体的な質問の前に、関係資料、

この中に防災・減災、国土強靱化のための3か
年緊急対策事業、これは国の事業なんですね。

説明資料の1ページ、「防災・減災国土強靱化
のための3か年緊急対策」に沿って必要な予算
を確保すると。国の事業、これの概略みたいな

ものをまずお聞きしたい。国の予算、3か年計
画でどうなっているのか。

そして、これは国の予算の中でも別枠予算に

なっているんですかね。今まで、従来の予算の

一部を取り込んで強靱化対策をやっているのか。

なぜならば、予算枠とか補助率が従来のもの

と違うのかどうか。一緒ならば、私はあまり意

味ないと思っているんだけれども、国がこれだ

け3か年計画をやる以上は、いろいろな意味で
補助率にしたって予算枠にしたって確保されて

いるものと思うので、これが一つ。

それから、もう一つは、県の単独事業で緊急

自然災害防止対策事業をやり始めているね。こ

れはいいことなんですけどね。これの大体の流

れを。

もう一つは、緊急浚渫推進事業、これは県単

でやり始めた。県単でしかやれないこともある

んだけれどもね、国の予算がつかないところも

あるんでね。

この3点について、少し詳しくお聞かせくだ
さい。

【浦瀬河川課長】 防災・減災、国土強靱化のた

めの3か年緊急対策につきましては、実際別枠
といいますか、特にうちの県でついている予算

といいますのは、河川の伐木、掘削でございま

す。

これについては、公共事業、今、29河川行っ
ていますけれど、その中で十数河川について3
か年で予算がついております。

それと、緊急自然災害防止事業につきまして

は、これは県の単独予算でございますけれども、

これにつきましては、先ほどの3か年予算を契
機としまして、国のほうがつくられた事業債で

ございます。これにつきましては、対象が、河

川におきましては河川、ダムになっておりまし

て、令和2年度までが期限となっております。
この内容につきましては、できた当時は、河

川だけと思っていましたけど、その後、昨年の

4月1日に国のほうから文書通達が来ておりま
して、その中でダムでも使えるということで、

実際令和2年度から、この予算についてはかな
り計上させていただいておりまして、具体的に

は、河川事業で約10億円、ダム事業で約4億円、
合わせて約14億500万円計上させていただいて
います。

それと併せまして、緊急浚渫推進事業費でご



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月９日）

- 30 -

ざいますけれど、これにつきましては、昨年度

の令和元年東日本台風を受けまして、総務省が

新たに地方債を発行しておりまして、これが期

限がございまして、令和2年度から5カ年間とい
うことで、今年度が900億円、5年間で4900億円
の事業費になっております。

県でも、これについては積極的に活用したい

と思っていまして、特に市町からの要望、かな

り掘削、伐採、多くございます。この中で、県

としましては、令和2年度の予算としまして、
河川の掘削約5.1億円、また、ダムの掘削につき
ましては、ダムをつくった当時、100年間土砂
がたまる推計をしておりまして、それがたまれ

ば浚渫するということなんですけれど、県内の

ダムにおきましては、今、計画どおり大体たま

りつつあって、そこまで支障があるところはご

ざいません。ただ、上流の開発等によって、一

部たまっているところがございまして、具体的

に言いますと、猫山ダムでございますけれども、

これについては、今後掘削することになります

が、どういうふうにして掘削したらいいか、測

量・設計等を約2000万円計上しております。
【鈴田砂防課長】 砂防課のほうでも、この3か
年緊急予算関係が配分されておりまして、令和

元年度の内示で見ますと、その前の年より、予

算自体も10億円程度増えておりますけれども、
昨年の内示の中で約三十数％がこの緊急の予算

ということで配分されております。

緊急予算につきましては、起債の充当が

100％ということで、通常ですと、まず、一般
公共事業債が90％ですので、そこら辺が有利に
なっているところでございます。

あと、緊急自然災害防止事業につきましても、

砂防課でも実施しております。これについては、

従来砂防課では、緊急のついていない、自然災

害防止事業というのを実施しておりましたけれ

ども、これが充当は100％ですけれども、その
後の交付税措置が大体40％程度、平均してその
くらいだったんですけど、今、緊急事業、令和

2年の2カ年事業におきましては70％が交付税
措置ということで、そこら辺が有利になってお

ります。

それを受けまして、平成30年度までは砂防課
関係では5億円弱の事業費でしたけれども、令
和元年、令和2年につきましては、10億円を超
えるような予算を組んでいるところでございま

す。

【馬場道路維持課長】道路維持課でも防災・減

災、国土強靱化のための3か年緊急対策としま
して、まずもって道路のり面、盛り土等に関す

る緊急対策として、道路のり面の対策を計上し

ております。本年度予算計上している19億円の
うち約11億円が緊急3か年の対策となっており
ます。

それと、もう一つでございますが、市街地に

おける電柱に関する緊急対策ということで、電

柱倒壊に対応した無電柱化の推進ということで

あります。これは、今年度8.5億円の予算のうち
5億円が緊急3か年対策の予算となっておりま
す。

【平岡港湾課長】 港湾事業の防災・減災、国土

強靱化のための3か年緊急対策は、重要港湾以
上の外貿コンテナターミナルやフェリーターミ

ナルの浸水被害対策及び貨物流出対策が対象と

なっておりまして、令和2年度県予算では、福
江港、郷ノ浦港のフェリー可動橋の浸水被害対

策として約300万円を計上しているところでご
ざいます。

県単の自然災害の事業につきましても、港湾

課のほうでもやっておりまして、海岸事業とし
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まして、来年度に6億5000万円を計上させてい
ただいているところでございます。

【井上監理課長】 今、関係課長のほうから、防

災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策
の課ごとの考え方をお示しさせていただいてい

ます。

委員から最初に、一つ目のご質問ということ

で、この3か年緊急対策の概要、全体像につい
てのご質問があったかと思います。そちらのほ

うを私のほうからご説明させていただきます。

平成30年12月に決定されているものでござ
いますが、重要インフラの緊急点検の結果及び

対応方策など、それからブロック塀、ため池等

に関する点検の結果などを踏まえて、防災のた

めの重要インフラ等の機能・維持、それから国

民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維

持の観点から、国土強靱化基本計画における45
のプログラムのうち重点化すべきプログラム等、

20のプログラムに当たるもののうちで、特に緊
急に実施すべきハード・ソフト対策を3年間で
集中的に実施するとされたものでございます。

取り組む対策の内容、事業規模のめどとしま

しては、項目が160項目、財政投融資の活用を
含めおおむね7兆円程度をめどとするというこ
とで定められておるものでございます。

主なものを申しますと、防災のための重要イ

ンフラ等の機能維持がおおむね3.5兆円、国民経
済、生活を支える重要インフラ等の機能維持で

3.5兆円程度ということで、当時示されておりま
す。

本対策の期間でございますが、平成30年度か
ら令和2年度までの3年間ということでござい
ます。

二つ目のご質問で、単独事業の状況について

のご質問があったかと思います。そちらについ

てでございますが、長崎県としましては、長崎

県中期財政見通しにおいても、県の財政状況は

厳しく、大幅な予算の増は見込めない状況でご

ざいますけれども、限られた予算を効率的に執

行できるように優先順位をつけながら、有効な

予算執行に取り組むとともに、近年、県単独事

業が減少している現状において、できる限り確

保できるように、計画的な維持管理が実施でき

ないこととか、市町からの多くの要望に応えき

れていないということなど、現状の課題を財政

課のほうに訴えかけておりまして、シーリング

基準の見直しなど、できる限りの予算確保がで

きるように働きかけを行ったところでございま

す。

令和2年度は、国の防災・減災、国土強靱化
のための3か年緊急対策にあわせて、先ほど申
しました緊急自然災害防止事業債、さらに、緊

急浚渫推進事業債を積極的に活用するというこ

とで、さらなる単独予算の確保ができるように

取り組んでおりまして、結果としまして、当初

予算費の116.9％の予算を確保しているところ
でございます。

ちなみに、国内の普通建設単独事業のシーリ

ングの基準の推移でございますけれども、平成

29年度に対前年度80％ということで非常に厳
しい状況を設定されましたが、それ以降につい

ては、対前年度90％を確保するということで財
政当局と話をしておりまして、今回、併せて、

この見直しの関係で、大幅な予算の確保に当た

っているというところでございます。

【天野土木部次長】 今、監理課長のほうから3
か年計画の詳細なご説明を申し上げましたが、

私のほうからも具体的な数字のところにつきま

して、補足して申し上げさせていただきます。

3か年対策は国土交通省以外の分もございま
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すが、土木部が関係しております国土交通省関

係につきましては、平成26年度以降、我が国全
体で6.0兆円の公共事業予算がずっと続いてお
ったんですが、平成31年度の当初予算では、3
か年緊急対策分ということで6.9兆円、初めて
15％増という数字が当初予算に組み込まれて
おります。令和2年度も、ほぼ変わらないぐら
いだったかと思います。

それを踏まえまして、内示の状況でございま

すが、これはまだ、元年度までの内示しかござ

いませんが、内示ベースで、令和元年度は599
億円ということで、これは実は、平成30年度464
億円と比べまして、29％増という数字になって
おります。その599億円のうち、3か年緊急対策
分として78億円が計上されております。
それから、単独でございますが、単独につき

ましても、先ほど監理課長がご説明したとおり

でございますが、今回、17％増ということで118
億円ついておりますが、実は単独事業につきま

してはずっと減ってきておりました。これが、

昨年度、平成31年度予算から初めて、緊急自然
災害防止事業対策債が使えるようにしまして、

これは所要額を計上ということで、従来の80億
円から100億円ということで25％の大幅増が令
和元年度に達成されております。

今回はさらに、緊急自然災害に加えまして、

緊急浚渫推進事業ということで、これも起債が

充てられる、有利な起債が充てられるというこ

とで、さらに100億円から117億円ということで
17％の増ということになっております。
そういうことで、単独もここ2年間、それま

ではずっと下がっておりましたが、令和元年度

から増加基調に転じたという状況でございます。

【馬場道路建設課長】先ほどの防災・減災の費

用ということでのご質問でございますけれども、

道路改良事業としましては、14カ所で29億円を
計上しているところでございます。

また、ちなみに、先ほど宅島委員から、来年

度予算は何カ所かというところも合わせますと、

69カ所のうち14カ所が防災・減災の対象箇所に
なっております。

【田中委員】内容がちょっと多過ぎて、答弁を

もらってもわからないので、委員会にまとめた

報告を出してほしいなと、私は要望しておきた

いと思います。各課でなくて、土木部として、

この3か年緊急対策。
これは2年で終わりですか。30、31、2年で終

わりなんですか。

【岩見土木部長】 防災・減災、国土強靱化のた

めの3か年緊急対策につきましては、3カ年とい
うことで、平成30年度の補正予算、それから平
成31年度・令和元年度の当初予算、そして今回
の令和2年度の当初予算で終わりという計画で
ございます。

しかしながら、国土強靱化につきましては、

この3カ年だけで終わるものではないというこ
とで、これにつきましては、11月定例会でも意
見書を議決していただきましたけれども、その

後につきましても、国土強靱化を計画的に進め

ていく必要があるということで、令和3年度以
降についても、何らかの予算措置をしていただ

きたいということを国に対して強く要望してい

るところでございます。

【田中委員】詳細を調べてみないとわからない

けれども、国がこういう3か年計画をやろうと
して頑張っているのに、長崎県のあなたたちは、

財政課から言われれば、すみませんという感じ

で引っ込むというのは、これだけ国が、内容を

聞いてみると、補助率にしたって、採択にした

って、有利な時期に財政課からいろいろ言われ
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てあまり伸びてなかった、この3年間。今年度
は伸びているけれどもね。

だから、こういうのは財政課にもう少し厳し

くあなたたちも当たらなきゃ。県の財政は財政

だけれども、国がこうやってやるという時に、

県の財政は破綻するわけじゃないんだから、

少々のことでは。だから、国がやっている時は

もう少し、あなたたちは財政課に対して、国に

沿ってお願いしますというような感じでやっぱ

り頑張ってもらわなければと思うけれども、報

告書を見なければ何ともえ言えないので、この

3カ年どのぐらい長崎県の公共事業というか、
そういうレベルは上がっているのか、後でちょ

っと検証したいと思うけれども。

そういう国の緊急対策に沿って、県も県単事

業を加えてやったという意味だね。県単事業も

加えて、国の強靱化に対して県ももう少しやろ

うという感じでね。時間の関係でどうなのか、

もう一つ、後で具体的に予算では聞きたいと思

うけれどもね。単独は増えている。金額は17億
円だ。パーセントでは増えている。17億円で天
下を取ったような話にはならない。もっと県単

事業、本当は、金の使い方としては、県単はあ

まり使ってほしくはないけれども、事土木に関

しては仕方ない。やれない事業があるわけだか

ら、採択されない事業が。県の単独事業でやら

なきゃいかんね。だから、あなたたちももう少

し厳しく財政当局と話し合うべきだし、委員会

としても、委員長、ぜひバックアップしなけれ

ば、長崎県のレベルは上がっていかない。

後でまたもう一回、本予算の質問をさせても

らいます。

ひとまず終わりたいと思います。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１７分 休憩 ―

― 午前１１時１７分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【田中委員】県単の事業で、少し聞いておきた

いと思うんだけれども、例えば自然災害防止で、

急傾斜なんかを県単でやるとする。そうすると、

補助事業の場合は、国、県、市の負担率は50、
40、10ぐらいだったのかな。ただ、市がやる事
業となると、50、10、40ぐらいでやる事業があ
るんだよね、市がやる急傾斜事業ね。しかし、

補助率が違うだけで、事業費は変わらないんだ

けれどもね。しかし、県単をよく使うというこ

とは、余計予算を組んでくれるということは、

市としては大きな予算が組める。県からこれだ

けもらうと、大きな予算が組める。ということ

で、緊急自然災害防止対策事業は、負担率の関

係で言うと、県よりも市町がより期待している

事業だと思って、これはぜひ推進してほしいと

思う。

それから、緊急浚渫、これは河川だけなのか

な、港湾もあるのかな。河川の浚渫土は、あれ

は一般廃棄物でいいの、産業廃棄物じゃなくて。

ちょっと聞かせてください。

【浦瀬河川課長】産業廃棄物になります。公共

残土処理場に捨て土しております。

【田中委員】そうなると、これは今後ともやっ

てもらいたいと思うんだけれども、やっぱり残

土処理、浚渫土の処理をする場所を、もうそろ

そろ県も新しくどこか、1～2カ所ぐらいは準備
しなきゃいかんと思うね。やらなきゃいかん、

河川も、港湾だってそうですよ。しかし、どこ

でも持っていけない、この浚渫土は。昔、時津

に持ってきて、今、立派な有効活用になってい

るけれどもね。あれはもう50年近く昔の話だか
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らね。ああいうのを例に挙げるとすれば、長崎

県もどこか1～2カ所ぐらい公共残土というか、
浚渫土の処理ができる場所を確保すべきだ。そ

れをしなければ、この事業は進んでいかないよ。

河川も産業廃棄物とするなら、どこにでも捨て

られないとするならば、ぜひこれは県のほうも

考えてほしいと思います。

これは、答弁だけ聞いて終わります。

【川添建設企画課長】今、田中委員のほうから

残土処理の場所が少ないような話がございまし

た。

県としては、毎年残土の開発等を受入れて、

そういう許可を上げております。決して、委員

がおっしゃるような少ないような状況ではない

ような感じです。今手元に資料がございません

ので、箇所数は言いませんが、県内、かなりの

数があるのは間違いございません。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時２０分 休憩 ―

― 午前１１時２０分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【溝口委員】 全体的に、今回、当初予算として

は、先ほど宅島委員が聞きましたけれども、

109.2％ということで増額になっているんです
けれども、この説明資料の22ページなんですけ
れども、歳出額について、都市政策課が71.1％
ということで30億3,000万円減額になっており
ます。それから、道路建設課が123.6％というこ
とで52億8,000万円、それから砂防課の126.7％
は、先ほども災害防止のためということで聞い

ているんですけれども、内容について説明をし

ていただきたいと思います。

それと、住宅課です。122.9％ということで、
8億9,641万1,000円増額になっているんですけ

れど、その主な予算編成の事由をお尋ねしたい

と思います。

【植村都市政策課長】都市政策課の歳出予算が、

平成31年度から令和2年度にかけて29％減とな
っておりますけれども、この理由といたしまし

ては、当課で所管しておりますＪＲ長崎本線の

連続立体交差事業、こちらのほうが高架構造物

並びに駅舎の建築工事が本年度で終わりまして、

来年度以降、残工事、残工事の内容は、既存の

鉄道施設の撤去と、その後に道路等を整備して

いくという内容になりますけれども、工事が今

年度でピークを超えて、残りは残工事に入って

いくということで、29％減の大きな予算の減少
になっているということでございます。

【馬場道路建設課長】道路建設課の予算としま

しては、123.6％の伸びということでございます
けれども、令和元年度の当初、国のほうから内

示につきまして大きな伸びがあったということ

でございまして、それをベースとした予算を組

んでいるということです。

令和元年度の予算からしますと、大きな伸び

になっておりますけれども、今年度の当初、内

示からの伸びというようなところからしますと、

大きな伸びではなくて、少しの伸びというとこ

ろでございます。

【鈴田砂防課長】砂防課の予算が、今年度に比

べまして来年度は126.7％ということで、20億
円程度増額させていただいております。

これは、先ほどから出ておりますような3か
年予算で、砂防関係の予算というのは、国のほ

うもつけていこうという方針がありまして、県

としても当初予算を組ませていただきまして、

現在の国の流れと同様に取り組んでいこうとい

う大きなところがございます。

個別に申し上げますと、そういう流れの中で、
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特に離島の砂防事業とかで、来年度本体のコン

クリート打設を迎える箇所が結構ありまして、

そこら辺の額が増えているところでございます。

【高屋住宅課長】住宅課のほうは、昨年度に比

べて122.9％ということになっておりますが、主
な内容といたしましては、高田南の区画整理事

業の残工事について、今年度一括契約をいたし

まして、来年度から着手するということが1点。
それともう一つ、新大工町の市街地再開発事

業、これの工事が来年度本格化するということ、

この2点が主な内容になっております。
【溝口委員】都市政策課のほうは、ＪＲ長崎駅

が完成したからということでございますけれど

も、それに伴って、やはり歳入のほうも、国か

らの補助というのが減ってきたわけですか。

【植村都市政策課長】事業費が、歳出予算が減

りますので、国からの補助金というのも、当然

減ってまいります。

【溝口委員】わかりました。減額になったのが、

ものすごく、あまりにもという感じだったんで

すけれども、やはり駅舎のほうの建設が大変か

かったのかなという感じがするんですけれども、

それと同時に、道路建設課の関係ですけれども、

浦頭のほうに、箇所づけでちょっと申し訳ない

んですけれども、6億2,000万円ついていると思
うんですけれども、その工事内容について、今

年度である程度右折帯が完成できていくのかど

うか、聞かせていただきたいと思います。

【馬場道路建設課長】 国道202号の浦頭拡幅と
いうことで、令和2年度の予算としまして6億
2,000万円を計上させていただいているところ
でございます。

この浦頭工区につきましては、浦頭交差点の

ところにつきまして、今年度完成するというこ

とで進めておったところでございますけれども、

想定以上に事業が進捗しておりまして、浦頭交

差点から東明中学校付近ぐらいまでの約800メ
ートルの部分の完成が、今年度図られるという

ふうになっております。

来年度、この予算につきましては、継続して

佐世保側に向けて用地の取得、あるいは工事の

進捗を図ってまいりたいと思っているところで

ございます。

【溝口委員】 そうしたら、東明まで、一応幼稚

園のところまで拡幅工事が完成するということ

ですか、4車線化になるんですか。
【馬場道路建設課長】浦頭交差点から、東明中

学校の交差点部分は、まだ少し残っているとこ

ろでございますけれども、その手前ぐらいまで、

約1キロあるんですけれども、そのうち800メー
トルぐらいは4車線化が今年度できるというよ
うな見込みでございます。

【溝口委員】 4車線化ができて、それで、例え
ば浦頭のほうに帰る時に、右折帯を設けないと

いけないと思うんですけれども、右折帯の長さ

は大体どのくらいの計画をしているんですか。

【馬場道路建設課長】右折帯の長さということ

でございますけれども、すみません、正確な平

面図がここにないもので、所定の右折帯を曲が

る場合には、そこが一番のネックになりますの

で、交差点ごとに設置をしていくということで

計画をさせていただいております。

【溝口委員】そうですか。右折帯の長さという

のは、大体決まってないんですかね。そうしな

いと、工事費なんかはきれいに決めてからいっ

ている段階の中で、ただ、右折帯はあまりつく

らないで浦頭のほうに入るということになって

くるとなると、まだ混雑の解消になってこない

んじゃないかと思うんです。ある程度右折帯も

考えていかないといけないんじゃないですかね、
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何十メートルかは。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時２９分 休憩 ―

― 午前１１時２９分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【馬場道路建設課長】先ほど申しました浦頭交

差点から東明中学校につきましては、令和元年

度の予算で完成をさせるということでございま

すので、浦頭交差点の右折帯の延長としまして

は、今情報が入りまして、110メートル程度を
予定しております。

令和2年度の予算につきましては、その東明
中学校から、西海パールラインの入り口交差点

がございますけれども、残りの1.2キロ区間を用
地及び工事を進めていくということになります。

【溝口委員】 今言った、また新しく令和2年度
にする事業費としては、そうしたら、幾らにな

っているんですか。ちょっと見つけることがで

きなかったんですけれど。この6億2,000万円は
専決案件ですか。

【馬場道路建設課長】 先ほど申し上げました6
億2,000万円というのは、令和2年度の予算でご
ざいます。

【溝口委員】 令和2年度の事業概要、大体どの
くらいになっているのか。6億2,000万円の概要
ですね。

【馬場道路建設課長】一覧表に載せております

ように、全体区間が約2キロございますが、先
ほど申しましたように、東明中学校交差点から

西海パールライン交差点のほうに用地取得を進

めていくということと、用地取得ができました

ところから、随時4車線化の工事を進めていく
というふうなことでございます。

詳細につきましては、予算がついてから、具

体的に積算をしたりしていくところになります

が、詳細については、まだこれからということ

になります。

【溝口委員】 それでは、一応クルーズ船、今の

状態では、なかなかクルーズ船も入ってくるこ

とはできないんですけれども、クルーズ船が入

ってきたら、やはり50台、100台という車の数
になってくるわけですから、右折帯もある程度

よく考えていただいて、早めに整備をしていた

だきたいなと思っております。

それから、西九州自動車道ですけれども、全

体の本年度の事業費が幾らで、県の負担金が幾

らになっているのか、お尋ねしたいと思います。

【馬場道路建設課長】 西九州自動車道の松浦

佐々道路を現在、国のほうで進めているところ

でございます。

来年度の予算としまして、県が計上しており

ますのは80億円でございます。これに近い予算
が組んでいただけることを期待しているところ

でございます。

県の負担としましては、3分の1を基本として、
かさ上げ率が1.15倍ございまして、金額としま
しては18億6,600万円程度でございます。
【溝口委員】わかりました。せっかく国のほう

が西九州自動車道の整備については、予算をあ

る程度前向きにつけているようでございますの

で、県のほうとしても、それに応えるか、まだ

事業費を上げて、早く完成するように努力をし

ていただきたいと思っております。

以上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【平岡港湾課長】 先ほど田中委員のほうから、

緊急浚渫事業は河川だけかというご質問がござ

いましたので、お答えさせていただきます。
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現在、港湾事業のほうは、この緊急浚渫事業

には含まれておりません。

また、先ほど残土処分場についてお話がござ

いましたが、港湾で行います海上部の埋立て、

廃棄物処理護岸等の可能性につきまして、港湾

のほうでは、現在、地方機関のほうに照会をか

けている段階でございます。

【高屋住宅課長】 先ほど山田(朋)委員のほうか
らご質問がありました、子育て関係の実績につ

いて、ご報告させていただきます。

平成28年度から平成30年度にかけて、3世代
同居・近居促進事業を行ってまいりました。実

績といたしましては、平成28年度の補助実績が
32件、平成29年度が132件、平成30年度が221
件となっております。

【山本(由)分科会長】 ほかに、委員の方から質
疑はありませんでしょうか。

【鈴田砂防課長】 先ほど港湾課長のほうから、

緊急浚渫についてありましたので、砂防課から

も補足させていただきます。

緊急浚渫事業の中で、砂防課におきましても、

砂防ダムの掘削が対象になっております。ただ、

まだ国のほうからはっきりした基準等が出され

ておりませんが、来年度当初予算としては2カ
所、約800万円を計上させていただいていると
ころでございます。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時３６分 休憩 ―

― 午前１１時３７分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
ほかに質疑はありませんか。

【田中委員】 それでは、令和2年度当初予算の
大枠についてお聞きをします。

一般会計は109.2％のアップと、1割アップぐ

らいに、少し余分に言ってもいいと思うんだけ

れども、1割アップという感じでね。そのうち
で、一般会計の中で普通建設事業で言うと、公

共が107％、単独が116％、直轄が133％という
ような、これですよ、この説明資料、いいです

か。

私が言いたいのは、頑張ってくれているなと

いうのは、直轄で頑張ってくれると、真水の事

業量としては増える。だから、公共で55億円、
単独で17億円、直轄で14億円の増になっている
けれども、この14億円は5倍以上の価値がある
と。だから、73億円ぐらいの事業費になるわけ。
14億円増えましたよというと、事業量としては、
真水としては73億円ぐらいの事業量、増えてい
ることになるわけ。

そういうことを換算すると、2割アップ近い、
真水の事業量としては、今年度はね。例年に比

べると、18％か19％ぐらいになるのかな。そう
いう感じがしていて、真水の事業量としてはよ

く頑張ってくれているなという評価をしている

わけです。だから、直轄を特に頑張ってほしい。

これは長崎県の根幹のところが直轄事業になっ

ているんでね。

そこで、予算に関連してということで聞くけ

れども、直轄事業の県の負担金は道路、港湾、

河川、ダム、おのおの違うと思うんだけれども、

大体の関係を教えてもらえるかな。

【馬場道路建設課長】道路建設課が所管してお

ります西九州自動車道等の高規格関連道路とし

ましては、先ほども少し申し上げましたが、3
分の1を基本として後進地域のかさ上げが、来
年度は1.15倍ということで、3分の0.7というふ
うになりました。先ほど80億円に対して18億
6,600万円というふうな負担でございます。
そのほか、一般改築につきましても、同じよ
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うに3分の0.7、具体的に申しますと、針尾バイ
パス等の一般改築事業ですけれども、3分の0.7
ということです。

それから、交通安全事業、歩道整備等々につ

きましても、3分の1から2分の1という事業がご
ざいまして、その額は小さいところでございま

すので、おおむね3分の0.7ぐらい、令和2年度試
算としてはそういったところでございます。

【平岡港湾課長】港湾事業におきます直轄事業

と補助事業の負担率の割合ですけれども、補助

事業の国費が50％に対しまして、直轄事業の国
費は55％となっております。
それに合わせまして、県費が、補助事業で

37.5％、これが直轄事業では33.75％となること
になります。

【松本河川課企画監】 本明ダムにつきまして、

来年約40億円の予算と国から話を聞いており
ますけれど、そのうち約23％が県の負担になっ
ているところでございます。

【鈴田砂防課長】砂防課では、雲仙のほうで直

轄事業をしていただいておりますけれども、基

本としては3分の1が県の負担、後進地域の補塡
とかつきますけれども、基本は3分の1が県、3
分の2が国となっております。
【田中委員】直轄事業に関して言うと、直轄だ

から国がやってくれるかと思うけれども、直轄

も、普通の補助金事業も、一般の補助金事業も、

率としては一緒だという経験を、私は昔したこ

とがあるのでね。佐世保の港なんか、補助事業

でやるのも、国の直轄でやるのも、負担金は一

緒だ、負担率は一緒だ。しかし、若干この中身

としては、やっぱり有利な形にはなっているわ

けですね、普通の一般の事業よりも直轄のほう

がね。それは、当たり前だと思うけれども。だ

から、直轄を増やしてほしいと、どんどん頑張

って直轄は増やしてほしいと。ただ、県の負担

があるので、これも大変であるけれどもね。

単独事業は、これは一般財源でやる事業だか

ら、そのまま、事業費即県の負担になるわけだ

けれどもね。

公共事業費に関して言うと、今は、昔の補助

金事業から交付金事業が相当増えているような

感じがするんだけれどもね。交付金事業と補助

金事業の大体の流れを教えてもらえますか。

【馬場道路建設課長】道路事業におきましては、

地域高規格道路等の予算につきましては補助事

業ということで実施をしております。また、一

般の改良事業につきましては、交付金事業を活

用して整備を進めているところでございますけ

れども、今年度の予算でいきますと、半分、半

分ぐらいの程度ということで、補助事業と交付

金になっております。

できるだけ補助事業を活用して多くとってい

きたいと、国のほうが重点化をしているところ

がございますので、補助事業でしっかり要望し

ていきたいと思っておりますし、また、交付金

についてもしっかり要求をしていきたいと思っ

ているところでございます。（「ほかの課はな

いの。まとめてくれる」と呼ぶ者あり）

【天野土木部次長】補助金と交付金の関係でご

ざいますが、平成22年度ぐらいだったかと思う
んですけれども、はっきりした年度は間違って

いるかもしれないんですが、社会資本整備総合

交付金ができまして、基本的にはほとんどが、

補助事業がほぼなくなって交付金事業に移行し

ていったという流れがございました。ございま

したが、先ほど令和元年度の予算につきまして

は129％といったお話もさせていただきました
けれども、ここにきまして、従来交付金事業だ

ったものが、再度補助に戻るといった流れが出
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てきておりまして、本年度は補助のほうが大分

増加したといった数字がございます。

平成30年度は、内示が464億円のうち補助が
59億円、交付金事業が405億円でございました
が、平成31年度予算につきましては、トータル
599億円で29％の増、そのうち補助事業が217
億円ということで、これは前年度の59億円の3
倍以上の数字になっております。その分、交付

金事業につきましては、405億円から381億円と
いうことで若干減っていると。そういった補助

事業が、ここにきてちょっと増えてきていると

いった流れがありまして、今年度、県の内示額

は29％の増という数字が達成されたというこ
とになっております。

【田中委員】 要は、何を言いたいかというと、

県が限られた財源なんで、裏打ちをする。その

裏打ちの財源関係で、同じお金で事業費として

は大きくやれることもあるので、交付金と補助

金の関係を聞いたんだけれども、また補助金事

業は多くなってきているということですね。補

助金事業というのは、もちろんだけれども、ほ

かの事業には流用はできないので。交付金事業

だと、若干、精算の時に少し動くようなことも

聞くんだけれども、そこら辺はどうですか。

【馬場道路建設課長】 道路事業で申しますと、

社会資本整備交付金につきましては、パッケー

ジを設けておりまして、道路関係では、4つほ
どのパッケージがございまして、それは内部で

多少、そこは用地がたまたま進まなかったので、

工事が進んでいるところに流用するといった箇

所間の流用はやったりしておりますけれども、

なかなかパッケージ間のやりとりというのは、

国と協議する必要がございまして、なかなか難

しいところもございます。

【平岡港湾課長】港湾事業におきます交付金の

流用関係でございますが、港湾事業におきまし

ては、本土部と離島部それぞれにつきまして、

重点、通常というような形で予算が配分されて

まいります。例えば、本土部の重点の分であれ

ば、その中での流用は可能という形になってお

ります。

【田中委員】それでは、災害復旧についてお聞

きしたいと思うけれども、災害復旧は従来どお

りのパターンでずっと動いているんですかね。

30億円一応計上されて、長崎県は他県に比べる
とあまり被害がなかったので。国との関係は、

従来と変わらず、大体災害復旧は3カ年事業で
復旧していくんだけれども、そこら辺はどうで

すか。

【浦瀬河川課長】災害復旧事業については、以

前からのシステムと変わっておりません。

ただ、本年度につきましては、やっぱり被害

が多かったということで、11月定例会で補正予
算はいただいております。

最終的に、今回、また10億円ほど落としてお
りますけれども、それについては、災害の査定

が終わりましてお金が決定したということで、

精算ということで落としております。

【田中委員】最後にしますけれども、新幹線の

ことで聞かせてください。

新幹線事業費を193億円計上しているんです
けれども、流れ的には、もうそろそろ終わりに

近づいてきましたよね。令和2年度の予算で、
大きな予算は令和3年度ぐらいまでかな。予算
の関係は、順調ですか。

【大塚新幹線事業対策室長】新幹線の予算につ

きましては、全体事業費が約6,200億円、そのう
ち長崎県分につきましては約4,700億円が全体
事業費でございますけれども、令和2年度の当
初予算まで含めて、事業費的には3,872億円を要
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したということになっております。

ということで、令和3年度以降の残事業につ
きましては、1,000億円を切ったという状況でご
ざいます。

事業につきましては、現場のほうも順調に進

んでおりますので、令和4年度の開業というも
のについては、今のところ問題はないのかなと

いうふうに考えております。

【田中委員】そうすると、来年度で大体いける

という見通しですかね。令和4年度開業だもん
ね。令和4年度開業といっても、4月の開業と翌
年の3月の開業もあるんで、そこら辺の流れを
ちょっと、予算のついでと言ったら何だけれど

も、聞かせてほしい。

【大塚新幹線事業対策室長】 令和4年度開業を
目指しているということで進んでおりますけれ

ども、残念ながら、鉄道・運輸機構、ＪＲ九州

から、令和4年の何月に開業するというところ
までは、まだ正式に公表はされておりません。

私どもが見ているのは、現場の進捗度合いと

いったものを見ておりますけれども、土木につ

きましては、ほぼ、95％以上、現在進んでおり
ますし、残る建築、電気等の工事についても順

調に工事が進んでおりますので、令和4年度の
できるだけ早いうちには開業していただけるの

ではないかというふうに、我々としては考えて

いるところでございます。

【田中委員】新幹線の予算計上に関して、私は、

議論としてずっと話しているんだけれども、別

枠でやるべきだという感じでやっているんだけ

れども、ずっと公共事業費の枠の中で引き継い

でいるんだ。

ただ、後でも出てくるけれども、ＪＲの負担

金次第では、ものすごく予算と内容が違ってく

る、県の負担率が。今年度も戻ってくるのが相

当あるけれどもね、戻ってくるというか、計算

上の違いでね。

だから、それを考えると、特別会計でやるべ

きと、令和4年で終わると思わないのでね。あ
と、武雄から先もあるんでね。支障はないです

か、担当課として。

【大塚新幹線事業対策室長】特別会計ではとい

うお話ではあるんですけれども、現状として、

一般会計の中でやっておりますが、残り1,000
億円の中で、確かに令和4年度開業ということ
になりますと、令和3年度まではかなり大きな
予算で事業を進めることになろうかと思います

が、ただ、新幹線開業後も、実際に走り出して

からいろいろ、ほかの新幹線の例を見ますと、

例えば騒音とか振動とか、そういったことに対

するいろんな対応とか、後は残務整理とかござ

いますので、予算自体につきましては、令和5
年度ぐらいまで継続して、額的にはそんなに大

きなものではないかと思います。

現在、一般会計の中でやっておりますけれど

も、今後ともそういった形で継続していくとい

うふうに、現時点では考えております。

【天野土木部次長】新幹線事業負担金につきま

しては、県の内部でも予算要求上、これは除外

経費ということになっておりまして、ほかの公

共事業費等には影響を与えない仕組みになって

おります。

令和2年度の公共事業費の計上の考え方につ
きましては、令和元年度が当初予算、それから

6月補正で70億円以上の補正を計上いたしまし
たが、前年度の内示後ベースに比べて大体

100％ということでしておりまして、このこと
は新幹線事業負担金がどうか、新幹線事業負担

金はまだ高い数字にございますが、それへの影

響があるといったものでは、一切ございません。
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【山本(由)分科会長】 ほかに、委員の方からご
質問はないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 それでは、委員長を交代
します。

【久保田副会長】 分科会長。

【山本(由)分科会長】 1点だけ、説明資料の11
ページの第14号議案の「令和2年度長崎県港湾
整備事業会計予算」なんですけれども、この予

算については、たしか令和2年度で閉鎖になる
というふうに聞いておりますけれども、予定ど

おり会計が閉鎖になるのか。そして、もしそう

であるならば、閉鎖に向けて未売却地の売却で

あるとか、売れないものの移管についてどうい

うふうに計画をされているのか、そこを併せて

ご説明をお願いします。

【松永港湾課企画監】港湾事業会計、いわゆる

企業会計の閉鎖につきましては、来年度、令和

2年度で一応閉鎖ということで、これに関しま
しては、平成30年度から部内、あと庁内で、閉
鎖後どういうふうにするかということにつきま

して、年3回程度検討しまして、現時点におき
ましては、おおむね今の企業会計で、一つは販

売土地についてどうするかと。これが残ったと

いうことを前提にして、この土地の受入れをど

こでやるのかということについて、検討を進め

ている状況でございます。

それから、非売却地と申しまして、土地を売

った後に残った道路とか法面、水路、この関係

も、一部は長崎市のほうに移管手続もしている

んですけど、なかなか条件等が合わずに、やは

りこれの維持管理も必要ということで、その分

の維持管理経費をどうするかと、大体この2つ
についての検討をしてきたところでございます。

来年度閉鎖ということになりますので、一応

来年度、上半期を期限として、最終的に方向性

が決まりましたら、また議会のほうにもお諮り

をしたいと考えております。

条例等の改正もございますので、その辺も併

せましてということで、今考えているところで

ございます。

【山本(由)分科会長】 わかりました。
【久保田副会長】 委員長を交代します。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第8号議案、第11
号議案、第14号議案のうち関係部分、第77号議
案のうち関係部分、第83号議案、第85号議案及
び第89号議案のうち関係部分については、原案
のとおり、可決することにご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

それでは、午前中の会議はこれにてとどめ、

しばらく休憩します。

午後は、1時30分から委員会を再開します。

― 午前１１時５８分 休憩 ―
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― 午後 １時３０分 再開 ―

【山本(由)委員長】 会議を再開いたします。
午前中の分科会の河川課長の答弁の中で、少

し訂正があるようですので、求めます。

【浦瀬河川課長】午前中の田中委員からの残土

の処分は一般廃棄物か、産業廃棄物かのお尋ね

に対し、私が、河川の浚渫等に伴い発生します

残土については産業廃棄物になりますとお答え

しましたが、訂正させていただきます。

河川の浚渫等の工事に伴い発生します土砂に

つきましては、産業廃棄物処理法に規定する廃

棄物に該当せず、分類的には一般廃棄物及び産

業廃棄物でなく、建設発生残土となります。

建設発生残土につきましては、近傍の残土処

理場に運搬処理しております。

【山本(由)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

まず、土木部長より総括説明をお願いいたし

ます。

【岩見土木部長】環境生活委員会関係議案説明

資料土木部の1ページをお開きください。
土木部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第46号議案「長崎県立都市公園条例の一部を改
正する条例」、第47号議案「長崎県港湾整備事
業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例」、第48号議案「長崎県災害危険住宅の移転
促進等の助成に関する条例の一部を改正する条

例」、第49号議案「長崎県建築関係手数料条例
の一部を改正する条例」、第50号議案「長崎県
特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例」、

第51号議案「長崎県営住宅条例の一部を改正す
る条例」、第61号議案「契約の締結について」、

第62号議案「契約の締結について」、第63号議
案「契約の締結について」、第64号議案「契約
の締結の一部変更について」、第65号議案「契
約の締結の一部変更について」、第66号議案「財
産の処分について」、第67号議案「権利の放棄
について」、第68号議案「権利の放棄について」
で、その内容は記載のとおりであります。

なお、第47号議案以外は、補足説明資料を配
付させていただいております。

続きまして、議案外の報告事項についてご説

明いたします。

資料の4ページをお開きください。
（和解及び損害賠償の額の決定について）

平成31年4月から令和元年12月に発生した県
の管理瑕疵による事故の和解及び損害賠償の額

の決定3件を専決処分させていただいたもので
あり、内容は記載のとおりであります。

（契約の締結の一部変更について）

一般県道諫早外環状線道路改良工事に伴う長

崎本線跨線橋等新設工事、一般県道奥ノ平時津

線道路改良工事（（仮称）久留里トンネル）、

郡川河川改修事業に伴う大村線 松原・竹松間

30km334m付近郡川橋りょう改良工事及び池
田沖田線街路事業に伴う大村線 松原・竹松間

30km480m付近福重橋りょう改良工事、一般県
道諫早外環状線の建設事業におけるランプ改良

工事の施工、以上4件において専決処分させて
いただいたものであり、内容は記載のとおりで

あります。

（公共用地の取得状況について）

令和元年11月1日から令和2年1月31日までの
土木部所管の公共用地の取得状況については、

諫早市における本明川ダム建設工事ほか24件
であります。

続きまして、土木部関係の主な所管事項につ
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いて、ご説明いたします。

（石木ダムの推進）

石木ダムについては、川棚川の抜本的な治水

対策及び佐世保市の慢性的な水源不足解消のた

めに必要不可欠な事業であり、特に近年、県内

外で自然災害が頻発していることから、防災・

減災の上でもその重要性が一層高まっておりま

す。

現在、付替県道工事の進捗に全力を挙げてい

るところでありますが、来年度はダム本体工事

の一部に着手したいと考えており、現場の安全

を確保しながら、事業の着実な推進を図ってお

ります。

また、昨年11月29日には、反対住民の方々が
提起されていた事業認定取消訴訟の控訴審判決

において、第一審に続き、石木ダムの公益上の

必要性が認められたことから、改めて石木ダム

の目的などを県民の皆様にご理解いただけるよ

う、分かりやすい形でお伝えするため、新聞や

県の全世帯広報誌等も活用し、引き続き広く周

知してまいりたいと考えております。

未だ土地の明渡しをいただいていない反対住

民の方々に対しては、事業に協力していただけ

るよう、引き続き粘り強く働きかけを続け、令

和7年度末のダム完成を目指し、佐世保市及び
川棚町と一体となって事業の推進に全力を注い

でまいります。

（幹線道路の整備について）

県においては、交流人口の拡大や産業振興を

支える規格の高い道路の整備を重点的に進めて

おります。

このうち、島原道路の諫早インター工区につ

いては、九州横断自動車道と接続する諫早イン

ターから小船越インター間の約1.6kmが本年3
月22日に完成供用し、既に部分供用している栗

面インター間とあわせて工区全体の約4.3kmが
完成することとなりました。この整備により、

諫早市街地の国道34号、57号の交通混雑が緩和
されるとともに、高速性・定時性が図られるこ

とから、地域活性化や救急搬送支援に大きく寄

与するものと考えております。

今後も残る工区について、早期完成が図られ

るよう、引き続き、全力で取り組んでまいりま

す。

（九州新幹線西九州ルートの建設推進につい

て）

九州新幹線西九州ルートについては、昨年12
月に諫早市内の第1平山トンネル外3箇所工事
と宇都橋りょう（合成けた）製作・運搬工事が

竣工し、長崎県内の主要な土木工事40工事のう
ち、17工事が竣工しました。また、今年1月に
は新大村（仮称）駅における駅舎の新築工事や、

諫早市内の国道57号をまたぐ橋桁の架設工事
が開始されるなど、令和4年度の開業に向けて、
順次工事が進められております。

今後とも、関係機関、地元市町と連携して、

安全に工事が完成するよう取り組んでまいりま

す。

（ＪＲ長崎本線連続立体交差事業について）

長崎駅周辺では、現在、九州新幹線西九州ル

ートの建設をはじめ、官民で様々な事業が進め

られていますが、このうち、県が平成21年度か
ら事業を進めてまいりましたＪＲ長崎本線連続

立体交差事業については、本年3月28日に、高
架線路へ切り替わり、長崎駅、浦上駅の新駅舎

が開業する運びとなりました。

高架線路への切り替えにより、4箇所の踏切
が除却され、踏切での交通渋滞や事故の危険性

が解消されるとともに、東西市街地の一体化が

図られることで、長崎市のまち全体の発展や賑
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いの創出に大いに寄与するものと考えておりま

す。

引き続き、令和3年度の事業完了に向け、仮
線撤去及びその後の側道等の整備を進めてまい

ります。

（地方創生の推進について）

地方創生の推進に向けて策定を進めておりま

す第2期総合戦略については、去る11月定例会
において素案をお示しし、ご議論いただいたと

ころであります。

施策体系のうち土木部分では、「1．地域で
活躍する人材を育て、未来を切り拓く」におい

ては、第1期総合戦略から引き続き建設産業の
担い手の確保・育成や、更なるＵＩターンの促

進に向けた空き家活用団体への支援に、「2．
力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す」

においては、企業誘致の推進に繋がる道路・港

湾施設の整備や、魅力ある観光まちづくりのた

めのサイクリングモデルルートの整備に、「3．
夢や希望のあるまち、持続可能な地域を創る」

においては、頻発化・激甚化する自然災害から

県民の生命と財産を守るための防災・減災に資

する国土強靭化の推進、産業振興や交流人口の

拡大に繋がる人流・物流を支える交通ネットワ

ークの確立や持続可能な魅力ある都市・地域づ

くりなどに、積極的に取り組んでまいります。

このほか、公共事業の再評価についてを、追

加1としてお配りしており、内容は記載のとお
りであります。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。

何とぞ、よろしくご審議のほどお願いいたし

ます。

【山本(由)委員長】 次に、道路維持課長より補
足説明を求めます。

【馬場道路維持課長】長崎県立都市公園条例の

一部改正について、補足してご説明いたします。

お手元にお配りしております課長補足説明資

料の1ページ、「長崎県立都市公園条例の一部
を改正する条例」についてをご覧ください。

今回、改正しますのは、物価変動に伴う使用

料の改正及び県立総合運動公園のサッカー場を

廃止することに伴い、有料公園施設からサッカ

ー場を削除するものであります。

まず、使用料の改定についてご説明いたしま

す。

県立都市公園の使用料につきましては、毎年

消費者物価指数を用いて物価変動の影響額を試

算しており、10円以上の変動があった場合に改
定を行うこととしております。

公園管理者以外の者が売店等の便益施設を許

可を受けて設置する場合の使用料について、前

回改定した平成9年度以降の物価変動率を乗じ
て算定した結果、県立総合運動公園の設置許可

にかかる使用料について、現行の平方メートル

当たり月額130円から140円に改正するもので
あります。

次に、サッカー場の廃止についてご説明いた

します。

2ページをご覧ください。
県立総合運動公園のテニス場は、利用者が多

いため、現在のコート8面だけでは予約がとり
づらく、また、県大会などの大きな大会の開催

は困難な状態でございました。

このような中、平成30年7月に諫早市から、8
面のテニス場を市の負担で整備をする。廃止が

必要となる現サッカー場の機能は、市が久山港

に整備するサッカー場で代替可能という提案を

受け、県と市で協議をしてまいりました。サッ

カー場の利用率約30％に対し、テニス場は約
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70％とテニス場利用の需要が多いこと、また、
平成30年2月にサッカー場の利用に関する説明
会を行い、利用者から理解を得られたこと、さ

らに、諫早市が久山港に整備していたサッカー

場が、昨年8月に供用開始され、県民が公平に
利用できるようになったことから、サッカー場

を廃止し、そこに諫早市が8面のテニス場を整
備することとしたものであります。

令和2年度に諫早市がテニス場の整備を行い、
令和3年度から新テニス場の利用を開始したい
と考えております。

なお、管理運営につきましては、現在のテニ

スコートと一体として行う必要があることから、

地方自治法第252条の14に定める事務委託を県
が諫早市から受け、県が一体的に管理していき

たいと考えています。

事務委託を市から受託するに当たっては、令

和2年11月定例会に関係議案を提出し、ご審議
いただきたいと考えております。

以上で説明を終わらせていただきます。

【山本(由)委員長】 次に、砂防課長より補足説
明を求めます。

【鈴田砂防課長】 第48号議案「長崎県災害危
険住宅の移転促進等の助成に関する条例の一部

を改正する条例」について、補足してご説明い

たします。

5ページをご覧ください。
まず、1．の現行条例の目的でございますが、

がけ崩れ等により住民の生命に危険を及ぼす恐

れのある区域内に建つ住宅など、災害危険住宅

の移転を促進するため、移転者の住宅移転に要

する経費に対して、県が助成措置を講ずるため

のものであります。

次に、2．の改正の理由としましては、社会
資本整備総合交付金交付要綱のうち、災害危険

住宅の移転にかかる国の助成事業である、がけ

地近接等危険住宅移転事業が拡充されたことを

受けて、現行条例における「災害危険住宅の定

義の追加」及び「災害危険住宅の移転に対する

助成限度額の引上げ」について所要の改正を行

おうとするものであります。

次に、3．の改正内容のうち、まず、「災害
危険住宅」の定義の追加について、説明いたし

ます。

現行の条例では、表の上段に記載している、

（1）建築基準法の規定により災害危険区域と
して指定された区域内に当該指定の際既に建築

されている住宅、（2）建築基準法に基づく条
例の基準に適合しない昭和35年9月30日以前に
建築された住宅、（3）土砂災害特別警戒区域
として指定された区域内に、当該指定の際既に

建築されている住宅、（4）地すべり等危険区
域として指定された区域内に、当該指定の際既

に建築されている住宅を危険住宅の定義として

おります。

このたび、国のがけ地近接等危険住宅移転事

業の交付要綱における対象住宅が追加されたこ

とにあわせ、表の下段に記載している（5）土
砂法に規定する基礎調査を完了し、土砂災害特

別警戒区域に指定される見込みのある区域内に、

既に建築されている住宅、（6）国のがけ地近
接等危険住宅移転事業に着手した時点から過去

3年間に災害救助法の適用を受けた地域内に、
既に建築されている住宅の2つを、今回の条例
改正案で追加することとしております。

次に、資料の6ページをご覧ください。
災害危険住宅の移転にかかる市町補助事業に

対する助成限度額の改正についてですが、国の

交付要綱において、がけ地近接等危険住宅移転

事業の限度額が80万2,000円から97万5,000円
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に改正されたことから、本条例の助成限度額を

事業の除却等の限度額の4分の1である20万円
から24万3,000円に改正するものであります。
なお、がけ地近接等危険住宅移転事業におけ

る負担割合は、国が2分の1、県が4分の1、市町
が4分の1となっております。
最後になりますが、4．の条例施行日は、公

布の日からを予定しております。

以上で補足説明を終わります。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 次に、建築課長より補足説
明を求めます。

【三原建築課長】今回、改正を提案しておりま

す条例案について、補足してご説明いたします。

補足説明資料の7ページをご覧ください。
第49号議案「長崎県建築関係手数料条例の一

部を改正する条例」についてですが、建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を

改正する省令が令和元年11月16日に施行され
たことに伴い、本条例の一部について所要の改

正を行うものでございます。

省令の改正内容についてですが、資料の8ペ
ージをご覧ください。

建築物省エネ法の評価方法につきましては、

建築物の用途により、標準計算、仕様確認、簡

易計算による3つの評価方法が定められており
ます。

今回の省令改正により、既存の省エネ評価方

法であるモデル建物法と同様に簡易な計算方法

であるフロア入力法、小規模モデル建物法、モ

デル住宅法が新たに追加され、また、共同住宅

の共用部分を計算しない評価方法が申請者の任

意の判断で選択できることとなっております。

なお、本省令改正につきましては、令和元年

11月16日の施行となっておりますが、新たな3

つの評価方法につきましては、令和2年4月1日
または令和3年4月1日より運用開始されること
となっております。

本条例の改正に当たり、従来のモデル建物法

及び新たに追加される3つの評価方法は簡易計
算に分類されることから、国土交通大臣の定め

る簡易な評価方法として、手数料条例上の表現

を整理しております。

手数料額の設定につきましては、従来より国

土交通省より算定方法が示されておりまして、

新たに追加される簡易な方法による評価方法の

事務量にあっては、従来の仕様確認による評価

方法と事務量が同等であるということから、仕

様確認による認定手数料と同額としております。

また、施行日につきましては、建築物省エネ

法の評価方法の運用開始日である令和2年4月1
日としております。

以上で補足説明を終わります。

各委員のご審議を賜りますよう、よろしくお

願い申し上げます。

【山本(由)委員長】 次に、住宅課企画監より補
足説明を求めます。

【小山住宅課企画監】今回、改正を提案させて

いだたいたおります条例案について、補足して

ご説明申し上げます。

資料の9ページをご覧ください。
まず、第50号議案「長崎県特定公共賃貸住宅
条例の一部を改正する条例」についてですが、

民法の一部を改正する法律の公布に伴い、特定

公共賃貸住宅の入居者の連帯保証人について、

極度額の定めを行おうとするものであります。

特定公共賃貸住宅につきましては、収入基準

を超える収入があるために、公営住宅に申し込

むことのできない中堅家族層のために、良質な

賃貸住宅として整備を行ってきたものであり、
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長崎市及び佐世保市の県営住宅において、合計

49戸を管理しております。
連帯保証人の極度額を家賃の24カ月分とし

たことにつきましては、国土交通省が行った裁

判例の調査結果や本県の県営住宅における過去

の行政執行までに要した期間などを検討した上

で、鋭意適切な執行を行うために設定したもの

であります。

続きまして、10ページをご覧ください。
第51号議案「長崎県営住宅条例の一部を改正

する条例」については、地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴い、認知症

患者等の収入申告義務につきまして、職権調査

によって収入把握と家賃決定を行うことができ

るよう、必要な定めを行おうとするものであり

ます。

また、民法の一部を改正する法律の公布に伴

い、県営住宅の入居者の連帯保証人について極

度額を定めるとともに、不正入居にかかる住宅

の明渡請求に基づく支払期後の付加利息の設定

を民法に基づき行おうとするものであります。

なお、県営住宅にかかる連帯保証人の極度額

を家賃の24カ月分としたことにつきましては、
先ほどの第50号議案での説明と同様でござい
ます。

以上で補足説明を終わらせていただきます。

委員各位のご審議を賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。

【山本(由)委員長】 次に、道路建設課長より補
足説明を求めます、

【馬場道路建設課長】 11ページをご覧くださ
い。

第61号議案「契約の締結」について、ご説明
いたします。

主要地方道厳原豆酘美津島線道路改良工事

（（仮称）尾浦トンネル）であり、工事場所は、

対馬市厳原町尾浦～安神でございます。

当該区間は、幅員狭小で見通しが悪く、普通

車の離合も困難な箇所であることから、円滑な

交通と安全な生活道路の確保及び産業支援を図

るために道路改良工事を実施するものでありま

す。

工事延長313メートル、幅員は車道5.5メート
ル、全幅員で7メートルであります。トンネル
工が313メートルでございます。
契約相手としましては、小宮・東邦特定建設

工事共同企業体であり、契約金額は11億6,935
万5,000円であります。
契約工期は、令和3年9月30日限りとしており
ます。

12ページをご覧ください。
位置図・平面図等を示しております。施工箇

所は、対馬の南東部に位置しております。

13ページ及び14ページにつきましては、入札
結果一覧表を示しております。

入札は、昨年12月25日に総合評価落札方式で
執行しており、参加7者のうち最も高い評価値
となりました小宮・東邦特定建設工事共同企業

体を落札者として決定しております。

その後仮契約を行い、今回、契約案件として

上程させていただきました。

続きまして、15ページをご覧ください。
第64号議案「契約の締結の一部変更」につい
て、ご説明いたします。

一般県道諫早外環状線道路改良工事（諫早Ｉ

Ｃ分離橋上部工）であり、工事場所は、諫早市

貝津町であります。

地域高規格道路島原道路の一部として、島原

半島地域と県央地域の交流を促進するとともに、
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都市内の環状道路として諫早中心部の渋滞を緩

和することを目的に実施しているものであり、

九州横断自動車道諫早インターに接続するラン

プ橋であります。

工事延長197メートル、幅員は車道3.5メート
ル、全幅員6.0メートルで、橋梁上部工における
桁の製作及び架設工事を行うものであり、オン

ランプ橋197メートル及びオフランプ橋189メ
ートルの分離橋となっております。

請負者は、大島・増崎特定建設工事企業体で

あり、現在の契約金額9億8,604万円を1億2,878
万5,800円増額し、11億1,482万5,800円に変更
するものであります。

工期につきましては、令和2年3月25日までと
して、変更はありません。

16ページは位置図、また、17ページは平面図
を示しております。

18ページをご覧ください。
今回の変更内容につきましては、長崎自動車

道と国道34号をまたぐ橋梁の架設工事におい
て、当初計画では6ブロックに分割した桁を2日
間で架設を行うこととしておりましたが、道路

管理者であるＮＥＸＣＯ西日本や国土交通省と

の協議の結果、桁下の交通安全確保のため、桁

を3ブロックに分割し、1日で架設を終える計画
に変更しております。

そのため、桁を吊り上げるクレーンを120ト
ン～160トン吊り用から、200トン～550トン吊
り用に変更し、現地で組めない桁を多軸式特殊

台車により運搬してきて、直接架設する工法に

変更しております。これらにより、約8,000万円
の増額となっております。

次に、19ページをご覧ください。
もう一つの主な変更要因としまして、公共工

事設計労務単価の上昇に伴い増額を行うもので、

表にありますように、工事にかかる労務単価が

1～7％増額しております。
続きまして、20ページをご覧ください。
第65号議案「契約の締結の一部変更」につい

て、ご説明いたします。

一般県道佐世保世知原線道路改良工事（（仮

称）板山トンネル）であり、工事場所は、佐世

保市知見寺町から世知原町の上野原であります。

当区間は、幅員狭小で急カーブの連続、視距

が確保されておらず、また、冬場の凍結や濃霧

による交通規制が多く発生していることから、

2車線道路を整備することにより、安全・安心
な生活道路の確保を図るものでございます。

工事延長1,640メートル、幅員は車道5.5メー
トル、全幅員で7メートルであり、トンネル工
が1,602メートルでございます。
請負者は、奥村・梅林・小山特定建設工事共

同企業体であり、現在の契約金額42億1,829万
5,400円を1億2,665万5,100円増額し、43億
4,495万500円に変更するものであります。
工期につきましては、令和4年7月13日までと
しており、変更はありません。

21ページをご覧ください。
位置図・平面図を示しております。

22ページをご覧ください。
今回の変更内容につきましては、契約を令和

元年7月10日で行っておりましたが、入札手続
中に生じた公共工事設計労務単価や材料費の上

昇に伴い、増額措置を行うものであります。

表にありますように、工事にかかる労務単価

が3％～9％程度上昇しております。
以上で説明を終わります。

【山本(由)委員長】 次に、河川課長より補足説
明を求めます。

【浦瀬河川課長】河川課及び道路建設課の契約
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案件について、ご説明いたします。

資料の23ページをご覧ください。
今回審議いただくのは、第62号議案でござい

ます。

工事名は、郡川河川改修事業に伴う大村線松

原・竹松間30キロ334メートル付近郡川橋りょ
う改良工事及び池田沖田線街路事業に伴う大村

線松原・竹松間30キロ480メートル付近福重橋
りょう改良工事でございます。

工事の場所は、24ページの位置図にお示しし
ていますとおり、大村市皆同町及び沖田町で、

新幹線の車両基地の彼杵側の場所に位置します。

事業は、大村を流れます二級河川郡川の洪水

被害の解消及び大村市街地の交通渋滞緩和と地

域の利便性の向上を目的としまして、郡川橋り

ょうの改良工事については河川課、福重橋りょ

うの新設工事につきましては道路建設課の所管

事業となります。

次に、工事概要ですが、25ページの図面をご
覧ください。

計画平面図の左側の水色でお示ししています

のが郡川になりますが、その中で赤色でお示し

していますのが郡川橋りょう部になります。洪

水が流せるように橋りょう下の断面を確保する

ため、橋りょうの長さを68.9メートル、幅を
6.675メートルにし、ＰＣ.2径間下路桁橋の構造
に改良いたします。

また、右側の黄色でお示ししています路線が

池田沖田線街路になりますが、赤色でお示しし

ています福重橋りょうは、延長26.2メートル、
幅員6.45メートルのボックスカルバート構造で、
新しく設置いたします。構造は、下の図のとお

り、一般図でお示ししております。

この2つの橋りょうが接近していますことか
ら、図面では黒色の線でお示ししています既存

のＪＲ軌道を緑色の線でお示ししています、図

面でいきますと下のほうに延長760メートルの
仮線を一度に設置し、列車の軌道を、工事期間

中、一時的に切り替えて、2つの橋りょうを同
時に施工し、完了後にもとの軌道に戻す仮線方

式という工事の方法により工期の短縮及びコス

トの縮減を図ることとしています。

本年度は、計画平面図で緑色部の仮線の設置

工事を行っており、令和2年度は黒色の線で示
しています既存の線路を緑色で示しています仮

線への切り替え工事を完了させるとともに、郡

川橋りょうにつきましては、左の図の黒色で示

す既存の橋りょうの撤去工事、また、福重橋り

ょうにつきましては、右下の図の赤色で示しま

すボックスカルバートの工事を行うこととして

おります。

契約相手は九州旅客鉄道株式会社で、事業全

体の工期は平成30年から令和6年度末までを予
定していますが、そのうち令和2年度に委託し
ます実施協定予定額が5億円を超える見込みで
あり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得または処分に関する条例第2条の規定により
議会の議決を経る必要がございます。

令和2年度の実施協定予定額は7億6,894万
5,000円で、そのうち、河川課所管分が3億9,744
万4,000円、道路建設課所管分が3億7,150万
1,000円となります。
以上で、第62号議案「契約の締結」について
の補足説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 次に、住宅課長より補足説
明を求めます。

【高屋住宅課長】 続きまして、26ページをご
覧ください。

第63号議案「契約の締結」についてでござい
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ます。

工事名は高田南宅地整備事業であり、工事の

場所は、27ページの位置図のほうにお示しして
おりますとおり、西彼杵郡長与町高田郷でござ

います。

28ページの計画平面図をご覧ください。
太線で囲まれた範囲が、今回の事業区域でご

ざいます。この範囲の18ヘクタールにつきまし
て、設計業務と建設業務を一括施工いたします。

26ページへお戻りください。
工事概要は、3に記載のとおりでございます。
契約相手は、松尾建設・西海建設・田浦組・

第一復建・ペック高田南宅地整備事業共同事業

体で、契約金額は48億8,137万4,300円でござい
ます。

契約期間は、令和7年3月31日限りでございま
す。

29ページから31ページの入札結果一覧表を
ご覧ください。

落札者の決定に当たり、技術提案や配置予定

技術者と企業の能力、保留地取得価格提案と施

工体制の評価点から算出した加算点と入札価格

により、表内の右から2列目の欄の評価値を計
算し、この数値が最も高い業者を落札者といた

します。

最も高い評価値となりました松尾建設・西海

建設・田浦組・第一復建・ペック高田南宅地整

備事業共同事業体を落札決定といたしました。

その後仮契約を行い、今回、契約案件として

上程させていただきました。

以上をもちまして、補足説明を終わらせてい

ただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 次に、住宅課企画監より補
足説明を求めます。

【小山住宅課企画監】「権利の放棄」について、

補足してご説明いたします。

32ページをご覧ください。
今回、県営住宅の退去者の未納家賃の権利の

放棄については、第67号議案及び第68号議案の
2件でございます。いずれも権利の放棄にかか
る議決を求める基準に沿って放棄すべき案件を

整理し、お諮りするものでございます。

今回、債権を放棄しようとする理由について

ご説明いたします。

第67号議案は、債務者が破産免責許可を受け
た者であり、また、第68号議案は、債務者が死
亡し、その唯一の相続人が相続放棄をしたもの

であります。いずれも名義人死亡後の正規の手

続を経ていない入居者であり、連帯保証人がい

ないことから、支払いの請求を行うべき相手が

おらず、債務者本人による時効の援用でもない

ため、地方自治法第96条第1項第10号の規定に
より、議会の議決をいただいた上で権利の放棄

を行おうとするものでございます。

以上で補足説明を終わります。

委員各位のご審議を賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。

【山本(由)委員長】 次に、港湾課長より補足説
明を求めます。

【平岡港湾課長】 第66号議案「財産の処分」
について、補足して説明いたします。

33ページをお開きください。
多比良港埋立地は、雲仙普賢岳から発生する

土石流等の土砂や公共残土等を処分するために、

県が護岸を整備して、平成4年度から埋立てを
開始し、平成27年度に第1期埋立てとして約14
ヘクタールを部分竣工いたしました。

今回売却するのは、そのうち約6.8ヘクタール
の用地で、雲仙市はその土地を企業立地用地と
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して利用する計画であると伺っております。

売却面積は6万7,926.92平方メートル、売却価
格は5億4,681万1,706円で雲仙市への売払いを
予定しております。

本案件につきましては、予定価格が7,000万円
以上かつ2万平方メートル以上の土地の売払い
であるため、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得または処分に関する条例第3条の規定
に基づく議決事件に該当いたしますことから、

県議会の議決を得ようとするものであります。

説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山本(由)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】それでは、議案について質問をさ

せていただきます。

まず、課長補足説明資料の5ページになりま
すが、第48号議案につきまして、「長崎県災害
危険住宅の移転促進等の助成に関する条例の一

部を改正する条例」について、改正の目的と理

由と内容とをご説明いただいて一定の理解をし

たんですが、まず最初に、現行で言いますと、

5ページに書いてあります（1）から（4）、こ
れに該当するのが災害危険住宅の定義であると

いうことだったんですが、ちなみに、この現行

で、6ページにありますような補助を受けられ
た方が今まで、過去にどのくらいいらっしゃる

のかというのは、件数とかはわかりますか。

【鈴田砂防課長】この条例ができた当時は、結

構な数があったんですが、ちなみに、近年10年
間を言いますと、実績1件、または実績なしと
いうことで、過去10年間に絞りますと3件の実
績がございます。

【宮本委員】 わかりました。3件ですね。
少ないと言っていいか悪いかわかりませんが、

それに今回から（5）と（6）が追加されました
と。がけ地近接等危険住宅移転事業が拡充され

たことを受けてということでありますが、ちな

みに、（5）に該当するような地域が長崎県内
にあるのか。また、（6）に該当するような地
域、住宅があるのかというのを確認させていた

だきたいんですが、よろしいでしょうか。

【鈴田砂防課長】 今回追加されました、まず、

（5）ですけれども、（5）は土砂法の基礎調査
で、土砂災害の特別警戒区域に指定される見込

みのある区域というふうになっています。これ

までは指定された区域となっておりましたけれ

ども、基礎調査を実施しまして、その後ホーム

ページで公表したり、住民の皆さんに縦覧した

り、市町の意見を聞く、これが3カ月ほど手続
にかかります。その3カ月程度を経て指定とい
うふうになるんですけれども、その指定を待た

ずに、調査が終われば、その3カ月間でこうい
う事業に取り組もうとしたところも、今回、こ

の事業に該当するということで、ちなみに、現

在、1月末の時点で基礎調査が終わっているの
が約2万8,000件ございまして、まだ指定までな
っていない案件、今指定の手続が終わっている

のが2万6,000件ぐらいありますので、この数字
の差にあたる住宅で、もしこの事業をしようと

いう方がおられたら、それが該当するというこ

とになっています。

（6）につきましては、災害救助法の適用を
過去3年間に受けたというところで、長崎県で
は、現時点では、この（6）の案件はないと考
えております。

【宮本委員】 そうするならば、この第48号議
案というのは、今後、この補助制度、市町の補
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助事業を受けやすくなりますというイメージと

いうか、そういったイメージでよかったでしょ

うか。確認させてください。

【鈴田砂防課長】今回拡充されたことについて

は、（5）番のほうは大きいんですけれども、
基礎調査が終わりますとホームページに公表し

て、皆さんにお知らせしますので、知った時点

で、指定はまだできてないんだけれども、そう

いうことだったら、私は移転しようかなとか、

そういう方がいらっしゃったら、そこはこの助

成が受けやすくなると思います。

ただ、先ほど過去10年間で3件と申しました
けれども、事業開始からトータルでしますと

500件ぐらいの助成を受けた方がいらっしゃい
ますが、そもそも昭和35年に建築基準条例がで
きる前に建った住宅などがこの対象、建築基準

条例ができた後は、ある程度がけ地からは一定

の距離を離しなさいとか、そういうことで規制

がかかっておりまして、今後も土砂災害の特別

警戒区域にかかりますと、住宅は、一定の構造

上安全な住宅にしなさいとか、そういう規制が

かかってきますので、この助成事業に適する住

宅はだんだん少なくなってくると考えておりま

す。

【宮本委員】 わかりました。私も勉強不足で、

こういった補助事業があるということを改めて

確認をさせていただきまして、（5）と（6）み
たいなものを追加することによって、この住民

の方々にとっては非常に朗報になろうかと思い

ますので、公布の日から施行となっております

から、また周知のほうをお願いしたいと思って

おります。よろしくお願いいたします。

併せて、第50号議案、第51号議案について、
これも確認をさせてください。

長崎県特定公共賃貸住宅条例の一部を改正す

る条例と県営住宅条例の一部を改正する条例、

これも理由と改正内容等について、わかりまし

た。24カ月分という上限の根拠もお示しいただ
いたところではあるんですけど、これは連帯保

証人制度の見直しについてということで、これ

は一般質問でもあっていましたが、今回は、連

帯保証人の人数を2名から1名に緩和するとい
うことであります。1名残すというところはわ
かる気もしますが、残したところの、2名から1
名にしたところの根拠について、理由というか、

お示しいただけますか。

【小山住宅課企画監】先般、国土交通省住宅局

より、平成30年度に、県営住宅の標準管理条例
から連帯保証人の義務づけを廃止すると、そう

いう制度の通知がなされております。

ただ、その中で、連帯保証人をもし残す場合

であっても、連帯保証人がいないことのみによ

って県営住宅に入れないことがないように努め

ていただきたいという趣旨の内容が記載されて

おります。

それに基づきまして、今回、条例ではなくて

規則の改正になるんですけれども、連帯保証人

の人数を、まず2名から1名にいたしまして入居
しやすくするというのと、もう一つは、長崎県

営住宅条例第13条の3項に、連帯保証人の連署
を必要としない者という規定がございます。こ

れについて、これまでその基準がなくて、申請

様式もなくて運用がなされてこなかったという

ことがありましたので、今回、その連署を必要

としない者の基準を定めまして、「連帯保証人

連署免除申請書」という名前の申請書をつくり

まして、特別な事情がある方については連帯保

証人を免除する方向で進めていきたいと考えて

おります。

【宮本委員】ありがとうございました。いただ
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いた資料の中にもそういった記載があります。

2名から1名に緩和して、連帯保証人の連署を必
要としない者について基準を作成したというこ

とで、申請書というのを新たにつくるんですよ

ということで、先ほども説明がありましたとお

り、入りやすくなるんですよという話がありま

した。

ちょっと調べてみますと、兵庫県は4月から
は連帯保証人の登録を撤廃する方針を固めたと

いうことで、兵庫県の中にもさまざまな市町が

あるんですが、市町から反発の意見もあったと

いう方向はあるみたいですが、やはり連帯保証

人を撤廃するというところに踏み切るとなると、

非常に厳しいところがあるんだろうなというふ

うに考えたりもします。

そこで、連署免除の基準ということで①番か

ら⑥番まで、今のところは検討中ですよという

想定がありますよね。すみません、この⑥のそ

の他特別な理由がある者、これは、今のところ

県ではどういった者を想定されているのかなと

いうのがちょっと気になったんですけれども、

この⑥に該当する者というのはどういった者を

想定されているか、今考えがありますならば、

教えてください。

【小山住宅課企画監】実際の入居手続において、

入居決定者の方からそういう申し出があった時

には、まず、とりあえずどういう状況かをつぶ

さにお聞きして、必要であれば戸籍謄本なんか

もお見せいただいた上で、本当に連帯保証人に

なっていただけそうな親族がない、あるいは遠

方におられるとか、そういう事情がもし把握で

きるような状況でございましたら、それは特別

な事情ということで認めていくことの検討はし

ておりますが、ただ、これは一概に言えません

ので、その都度、その都度で具体的に、つぶさ

に審査をさせていただくことになろうかと思っ

ております。

【宮本委員】いずれにせよ、公営住宅に入りや

すい緩和ということで条例が変わったというこ

とになっておりますので、しっかりとこういっ

たところも、今後入られる方についても周知を

していただきたいと思っております。

一方では、これに付随して第67号議案から第
68号議案、32ページですけれど、権利の放棄と
ありますよね。これに関係するかもしれません。

これは連帯保証人がいないため、債権の回収が

不能と2件ともあるんですが、これはそもそも
連帯保証人がいない、不正入居とありますけど、

ここに至るまでわからなかったのかなと、単純

に思うんですが、どういうんでしょうかね。こ

ういったのは、恐らくほかにもたくさんあるん

でしょうか。ないかもしれませんが。これは、

こういった不正入居にならないような手だてと

いうのはされてなかったのかどうか、そこも確

認させてください。

【小山住宅課企画監】この不正入居というのは、

ちょっと表現が悪うございますけれども、もと

もとは名義人が父親でございまして、その子ど

もさんと同居されていた世帯でございます。父

親が亡くなられて、67号議案につきましては、
本来息子さんは入居の承継ができない方でござ

いましたので、退居してくださいというふうに

指導しております。ところが、退居費用が捻出

できないとか、引っ越し先が決まらないという

ことでずるずると住み続けられまして、結果的

に1年半ぐらいかかって退居されております。
その間の期間が不正入居期間というふうに考え

ているところでございます。

68号議案も、同様に名義人の方は父親でござ
いまして、父親が同じように亡くなられまして、
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その後子どもさんが住んでおられたんですが、

この方は承継入居の基準を満たしておったので、

手続をとってくださいという指導をしておりま

した。ところが、この方につきましては、ある

日突然、家をふらっと出られまして行方不明に

なられたものですから、しばらくの間行き先が

わからずに、そのままずっと荷物だけ置いて居

住が続いていたと。ただ、本人はどこにいるか

わからないという状況が続いておりまして、そ

れが、いわゆる不正入居期間というふうになっ

ております。

なかなか承継入居ができない方については、

出て行ってくださいというふうに申出するんで

すけれども、次の行き場所がすぐに決まらない

とかということもありまして、そういう方につ

いては不正入居になるんですけれども、大体の

方は、家賃はそのままお支払いをされているよ

うなことがありますので、こういう案件になる

ようなことはないんですけれども、今回たまた

まこういう二人の方がそういった不正入居期間

があったということで、権利の放棄ということ

でさせていただきたいと考えております。

【宮本委員】こういう事案が発生するので連帯

保証人というのは大事なんだろうという認識で

いるんですが、いずれにしても、入りやすい要

件緩和ということでなっているということを確

認しつつ、こういった不正入居という言葉は悪

いかもしれませんが、こういった方々をキャッ

チすることも大事だろうと思いますから、そこ

は、今、指定管理なされていると思いますけど、

しっかりと協力して防止というか、対策を講じ

ていただきたいということを要望させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 ほかに、議案に対する質疑
はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第46号議案ないし第51号議案及び第61号議
案ないし第68号議案については、原案のとおり、
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」について、

説明をお願いいたします。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時２５分 休憩 ―

― 午後 ２時２５分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開します。
【井上監理課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した土木部関係の資料について、ご説明いたし

ます。

提出しております内容は、1,000万円以上の契
約状況一覧表、陳情・要望に対する対応状況、

附属機関等会議結果報告となっております。

なお、今回の報告対象期間は、令和元年11月
から令和2年1月までに実施したものでござい
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ます。

初めに、資料の1ページをお開きください。
1,000万円以上の契約状況について、建設工事

関係の委託、建設工事、その他の3つに区分し、
契約状況一覧表、入札結果一覧表を添付してお

ります。

1ページから37ページまでが建設工事関係の
委託、38ページから218ページまでが建設工事、
219ページから232ページまでがその他となっ
ております。

次に、資料の233ページをお開きください。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

についての県の対応状況を記載しております。

最後に、274ページから最終ページまで、附
属機関等の会議結果を記載しております。

以上で、説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】以上で、説明を終わります。
次に、陳情審査を行います。

事前に配付しておりました陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

2番と9番と17番になります。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

まず、先ほど説明のありました「政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料」につ

いて、質問はありませんか。

【中村(泰)委員】入札結果一覧表の33ページに

なります。

地すべり対策工事ということで、すみません、

私のほうが不勉強で申し訳ないんですが、「類

似落札済」という記載がございまして、類似落

札済の方が一番下の値段で出されているんです

けれども、この類似落札済というのは、過去、

私は見たことがなかったので、どういう経緯な

のか、ご教示願います。

【鈴田砂防課長】地すべり関係の事業でという

お尋ねでしたので、砂防課のほうからお答えさ

せていただきます。

同じ日に同様の工事を2つ、3つと出します時
に、すべて同じ業者の方がとられると、受注の

バランスとかを考えると、あまり適切でないと

いうことで、1件目の入札でとられた方は、次
の落札に関しては辞退をお願いしますというよ

うな仕組みをつくっておりますので、それで、

2番目の改札をする時に、1件目をとられた方に
ついては、「類似落札済」という表示をするこ

とになっています。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
これは物を買うとかいう場合においても、同

じようなものなんでしょうか。工事に関わる特

殊な例なのか。

【松園建設企画課企画監】物を買うというのは、

我々のあれではちょっとわからないんですけれ

ど、工事を発注する場合、あと、業務委託を発

注する場合において、管内とかで同じような工

事があった場合には、応札者なり指名業者が重

複するような状況になりますので、そういう時

に類似工事として発注して、同一の業者がとら

ないように、一方は類似落札済として先抜けに

して、2番手においては、次点の方が落札する
というようなシステムになっております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。そう
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いう仕組みであるということを理解いたしまし

た。

もう一つは、要望になるんですけれども、会

議結果報告のところで、280ページ、長崎南北
幹線道路ルート選定委員会で、複数のルートに

ついて議論がなされたと。こちらについて、ど

ういったルートで、それが時間とか、距離とか、

例えば工事費用とか、そういったパラメーター

がとられていると思いますので、そういった資

料がもしあれば、いただければ大変ありがたい

です。よろしくお願いします。

【植村都市政策課長】長崎南北幹線道路ルート

選定委員会、当課のほうで所管をしております

けれども、これまで2回会議を開催しまして、
今回、ここに載っておりますのは第2回目の会
議でございます。

1回目、2回目の委員会を通しまして、現在の
ところ、長崎の市街地の西側のほうですね、主

にトンネルで茂里町から時津町まで結ぶという

ことで、そういうルート帯がいいのではないか

という方向になっております。

ただ、一部区間については、もう少し詳細な

検討が必要という状況でございますので、地元

の皆様との意見交換も実施をしながら、現在、

詳細なルート検討の作業を進めているところで

ございます。

今、検討対象としております区間の延長は約

6.5キロ、時間の短縮については、現在、国道206
号を通って時津町、井手園交差点から長崎市内

の大波止までおおむね30分程度かかっており
ますけれども、長崎南北幹線道路が完成いたし

ますと、これが、南北幹線を通過する場合で10
分程度になります。また、国道のほうも交通量

が減って流れがよくなります関係で、国道を通

っても20分前後に短縮されるという効果を見

込んでいるところでございます。

先ほど、別途資料が必要ということですか。

（「はい」と呼ぶ者あり）委員会の開催状況及

び、そこでどういう意見が出てきたかというこ

とについて、あと、委員会に提示した資料につ

きましては、都市政策課のホームページのほう

にアップしておりますので、それをご覧になっ

ていただければと思います。

【山本(由)委員長】 よろしいですか。
【中村(泰)委員】 はい。
【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【ごう委員】 今の中村(泰)委員に関連すること
で、お尋ねさせてください。

このルート選定委員会が令和元年度に2回開
催されたということでございますが、この令和

2年におきましてのスケジュール感ですが、ど
れくらいの間隔で、何回ぐらい開催されるのか。

そしてルートの選定、絞り込みを進めていかれ

ると思いますけれども、いつごろを目処にこの

ルートを選定していこうとしているのか、現在

のところのスケジュール感、予定などがあれば、

お聞かせください。

【植村都市政策課長】今後のスケジュールでご

ざいますけれども、今年度中にもう一回ルート

選定委員会を開催する予定でございまして、そ

の3回目の会議においておおむねのルート帯を
決定したいと思っております。

そのルート帯と申しますのが、おおむね100
メートルから200メートルぐらいの幅を持った
中でのルートということです。年度内にルート

帯を決定した後、詳細な設計を進めてまいりま

して、それが数カ月かかるかと思いますけれど

も、それができ次第、地元の皆様にお示しをし

まして、地元説明会ですとか、公聴会とか、そ

ういったものを開催して、皆様に詳細なルート
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をお示しするということになります。

国との協議とかも行ったり、その後、計画案

の縦覧を行いまして、都市計画審議会に付議し

て、そこで認めていただければ、都市計画決定

に至るということで、その後、事業化という流

れになりますが、今のところ、都市計画決定に

どれだけ時間を要するのかというところが、は

っきり申し上げられる状況にございません。

ただ、私どもとしましては、長崎市北部の交

通渋滞が深刻化している状況を鑑みまして、で

きる限り早く事業化に結びつけたいということ

で、都市計画の手続等を進めてまいりたいと思

っております。

【ごう委員】詳細にご説明いただきまして、あ

りがとうございます。

この道路につきましては、長崎市のほうから

もずっとルート選定委員会を開いてほしいとい

う要望から始まって、今、これが実現をして、

今年度中に3回目が開かれるということで、す
ごくどんどんと進んでいる感じはいたしており

ます。

やはり本当に一日も早く完成するのが、長崎

市民の皆様方ならず、多くの皆様方のご要望だ

と思います。そしてまた、地元の皆様方には不

安なこともたくさんあろうかと思いますので、

このルート選定委員会の中でしっかりと地元の

ご意見も聞いていただいて、皆様方が本当に喜

んでこの道路が完成するように進めていただけ

ればと思っております。ありがとうございます。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【宮本委員】 いただいた資料の248ページと
262ページなんですけど、県の対応がそれぞれ
詳細に書いてありますが、東彼杵道路建設促進

期成会及び長崎県離島振興協議会 長崎県過疎

地域自立促進協議会から出されている要望の中

で、東彼杵道路についてですけれど、これはも

ちろん期成会に参加しておりますが、これは確

認です。有料道路事業の活用を含めた整備手法

の検討ということでなっています。有料道路事

業の活用を含めた整備手法で検討していくこと

が、一番、計画段階評価には近いということで、

今、県としても動いているという考え方でよろ

しかったでしょうか。

まず、確認させてください。

【馬場道路建設課長】東彼杵道路の早期着手に

向けての取組ということでございますけれども、

東彼杵道路につきましては、地域高規格の候補

路線という形で、大分前から位置づけはされて

いったところでございましたが、なかなか整備

が実現しないというふうな状況にあった中で、

有料道路を活用した整備手法といった中で、少

し明るい兆しが出てきまして、それを前提に、

今後検討を進めた中で事業化していくというよ

うなことで、県としても、そういったことで有

料事業を活用した検討を含めて、国のほうには

検討いただき、そして、早期に事業化をしてい

ただきたいと思っております。

【宮本委員】そうですね、今まで動いてなかっ

た。しかし、この有料道路事業の活用を含めた

整備手法というのであれば、少し早くなるとい

う理解ではあるんですが、ただ、県民の方々の

負担が増えるというところからするならば、そ

の他の事業活用とかでもいけないのかなと思う

んですが、それでもいかないから、こういった

有料道路事業を活用するということに至ったと

いう経緯もありますので、引き続き、これは要

望が一番、国への働きかけが一番なんだろうと

確信しております。

東彼杵道路は、やっぱりＩＲ、そして地域の

交流についても大事な道路なので、引き続き、
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私もいろいろ活動させていただければと思って

おります。

もう一点、256ページになりますけれど、三
県架橋について、島原・天草・長島架橋につい

て、これも具体的に書いてあります。恐らく毎

年こういった形で対応されているんだろうと思

います。

公明党も、昨年から再び、長崎、熊本、鹿児

島の県議会が集まって、三県架橋について勉強

会を始めたところです。いろいろ具体的に書い

てあって、まさしくそのとおりで、平成20年に
海峡横断プロジェクトが凍結されて、ずっと厳

しい状況と書いてありますが、一つ確認ですけ

ど、これは、来年度は長崎県が担当県ですよと

聞いたんですが、それは間違いなかったでしょ

うか。確認をさせてください。

【馬場道路建設課長】この三県架橋につきまし

ての取組として、長崎、熊本、鹿児島の3県で
連携して取り組んでおるところでございますけ

れども、来年は長崎県が事務局という形になり

まして3県で連携して取組を、少しずつでござ
いますけれども、取り組んでいくというところ

でございます。

【宮本委員】事務局だったですね。これは何か

計画とかされていますか。ここには、3県合同
で要望活動はもちろんでしょうけれど、少年サ

ッカー大会とか、いろんな機運醸成を図ると書

いてあるんですけど、事務局となるに当たって、

今までと違った推進大会をするのか、国への働

きかけを強化するとか、そういった取組の構想

が何かあれば、教えてください。

【馬場道路建設課長】まだ具体的な来年度の計

画というのは、これから両県とも相談しながら

決めていくということになろうかと思います。

【宮本委員】わかりました。非常に壮大なプロ

ジェクトですね。ただ、書いてありますとおり、

大規模災害の時には非常に大事な道となること

は間違いありませんので、事務局となる以上は、

持ち回りなんでしょうけど、何かちょっと今ま

でと違ったものをしていきながら、機運を高め

ていく必要があろうかと思いますので、しっか

りそこは練っていただきたい、構想していただ

きたいと思いますので、どうぞよろしくお願い

します。

【溝口委員】測量設計関係のあれで、指名競争

入札と一般競争入札の2つがあるんですけれど
も、その中でどのような形でそれを決めている

のか、教えていただきたいと思います。

【松園建設企画課企画監】業務委託については、

県内企業を基本として、管内とか、県内の企業

をまず優先的に考えております。

あと、高度な業務で、どうしても県内に業者、

実績を持つ業者がいない時は、県外のみの指名

ということもあり得ます。

現在、もともと県外企業のみで指名をやって

いた部分につきまして、県内である程度実績が

ある業者がいらっしゃれば、一般競争で拡大し

てやっているところでございます。

【溝口委員】 県外とか、県内とか、そういう基

準の中でというのは、一般競争入札が、今度は

2件しかないんですよね。それで、一般競争入
札の落札者の中身を見ると、例えば14ページな
んかは、2人の一般競争入札業者しか出なかっ
たと。普通だったら、一般だから、全部参加す

るような形で一般競争入札をしているんだろう

と思うんですけれども。

それと、もう一つは、18ページの6つ、指名
競争入札だと10業者以上ということで当たっ
ていると思うんですけれども、一般競争入札に

なったら参加者が少ないんですよね。
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だから、その辺について、なぜこのように一

般競争入札をして少ないのか。それも、2件だ
けですけれども、そうしたら、もう一般競争入

札でいいんじゃないかという形もあるし、全部

指名競争入札でもいいんじゃないかと、そうい

う疑問が湧くんですけれども、その辺について、

どのようなお考えを持っていますでしょうか、

お尋ねいたします。

【松園建設企画課企画監】先ほど申しましたよ

うに、指名競争において、14ページでいけば、
1,000万円以上なので、10者の指名になるとこ
ろでございます。

しかしながら、県内の業者にこういう登録と

か実績を持つ業者がいないもので、通常であれ

ば、県内と県外の混合指名で10者でするところ
でございますけれども、一応県内にも6者程度
の業者がいるということで、あえて一般競争入

札で、県内企業の受注を目指したところでござ

います。結果として、2者が応札されたという
ことでございます。

18ページにつきましては、従来であれば、県
外業者のみでやっていたところでございますけ

れども、先ほど言いますように、実績等が、県

内業者で、テクリスという情報を見るところが

ありますけど、それを見て、実績があるという

ことで、指名になると、どうしてもここも県内

と県外の業者を合わせて10者になるところで
ございますけれども、県内業者のみで競争性を

保てるということで、一般競争で実施させてい

ただいたものでございます。

【溝口委員】ただですね、私たちも県内の業者

の皆さん方にできるだけ落札するようにしてく

ださいということをお願いしているんですけれ

ども、そのことについて、一般競争入札だった

ら県内にいるからということですけれども、私

たちも測量・設計の皆さん方といろいろ話をし

ますけど、今、県の皆さん方とも勉強会をしな

がら、恐らくここに出ている部分については、

できない業者はいないんじゃないかと私は思っ

ているんですね。

だから、そういうことであれば、一般競争入

札でしてもいいんじゃないかという気がするわ

けですけれども、県外の方々をなぜ入れないの

かわからない。1,000万円以上、何十億円となっ
たら、それはだめかもわかりませんけれども、

その辺についてはちょっと疑問が残るんですけ

れども、一般競争入札と指名競争入札の中身を

見ていて、どうもおかしいという感じがするん

ですけれども、いかがですか。

【川添建設企画課長】今の一般か指名かという

ところですけれども、基本、委託に関しては指

名でやっているというのが実態でございます。

ただ、そうした中で、今、溝口委員が言われ

たように、県内の業界から、自分たちもできる

ものがあるというような中で、じゃ、県内に限

って一般で広く応募したらどうかという提案で、

今回こういうふうに拡大を、2～3年ほど前から
やってきているというような状況です。

ただ、やっぱり一般にしても、こういうふう

に数が少ないというような状況で、我々として

は、県内業界のほうにもう少し頑張っていただ

きたいという思いはございます。

【溝口委員】わかりました。そういう意味でわ

かるんですけれども、やはり県内の業者の方々

も、ある程度勉強してきていると思うので、一

般競争入札になった時に、できる限りの方々に

参加をしていただくようにということをやはり

していかないと、県内の業者はますます技術が

ないというふうに見られてくるかなという感じ

がするんですけれども、私たちから見ても、恐
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らく職員の皆さん方とも県内の測量・設計の皆

さん方は勉強会をして、かなり技術を高めてい

るんじゃないかと思うんですけれども、やはり

そういう機会を与えてやるためにも、そうした

ら、一般競争入札でという形になってくるんじ

ゃないかという感じがするんですけれども、試

みとして、2～3年ぐらい前から、少しずつ一般
競争入札を増やしているということですけれど

も、2つということは、何十件ある中の2つとい
ったら、ちょっと疑問が残るかなという感じが

しますけれども、これ以上は言いませんので、

どうぞ頑張ってください。

【山本(由)委員長】 ほかに、この項について質
問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、次に、議案外所管事務一般についてご質

問はありませんか。

【田中委員】 3点ほど確認をしておきたいと思
います。

1点は、石木ダムの推進という説明なんだけ
れど、2点確認をしておきたいと思います。
現状、残られた13世帯、どこか移ってもらわ

なきゃいかんわけだけれども、従来の移転地が

何カ所か残っているという話は聞くけれども、

従来の移転地に移るというのは、現実的に不可

能だと思うので、だから、近辺でやはり移転先

の確保、団地構想的なものをつくって、やっぱ

り手を差し伸べなければ、動くに動けないとい

う感じが私はしているので、移転先についての

県の配慮をぜひ求めたいと思うんだけれども、

それについての見解。

もう一つは、ダムの管理事業、見返り事業と

いうのはちょっと何だけれども、見返り事業に

近いね。地元貢献事業、青写真をやはり早くつ

くらなきゃだめ。特に川棚町と相談をして、ど

ういう事業を並行してやっていきたいと思うと

いうような地元貢献事業をやってほしいと思う

のです。

この2点について、考え方をただしておきた
いと思います。

【松本河川課企画監】集団の移転代替地につき

ましては、ご存じのように、既設ダムの下流側

に代替宅地をつくりまして、そこについては、

既にご了承いただいた方については、移転をし

ていただいています。

委員、ご指摘のように、ほかにそういった団

地の構想がないかということなんですけれど、

13世帯の方、今後協力していただけるのであれ
ば、我々も一生懸命、今、粘り強く交渉をやっ

ているところでございますけれど、地元の川棚

町とそういった話を持ってきていただけるので

あれば、ぜひそういった移転地についても、今

後検討したいと考えております。

それと、水源地域の整備計画といいまして、

将来的な地域振興策とか、生活再建等について、

地元川棚町、それと佐世保市、県で、これまで

も促進調整会議という会議を経まして、現在ま

でに13項目の推進事業というのを今まで検討
しまして、今も川棚町内で、今後の対応につい

て、県、市、町で検討いたしているところでご

ざいます。

今後、今、委員が申されました水源地整備計

画につきましては、昨年、再評価で工期を3年
延ばして、令和7年度完成というふうにいたし
ておりますので、その工期に合わせたような形

で、今後整備が進めていければということで、

先ほど言いましたように、県、市、町一体とな

って検討してまいりたいと考えておるところで

ございます。
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【田中委員】今お話があったように、ダムの完

成とこの事業、並行してやって、同時完成とい

うような形ぐらいのことを考えないと、地元の

人も見えないよね、どういう事業をやってくれ

るのかとか、目に見えない。ぜひこれをお願い

しておきたいと思います。

もう一つは、移転先は、旧移転先があるから

と、それは知っている。しかし、今までのいき

さつからいって、同じ移転先に行くとはちょっ

と考えられない。だから、周辺で新たに、残り

たいとおっしゃるわけだから。ダムの周辺、で

きれば400～500メートルぐらいの範囲で適地
をぜひ探して、10世帯になるか、10世帯でも結
構な土地になるわけだからね。皆さん方の団結

からすれば、一緒に移転するというのが望まし

いと私は思うけれどもね。ぜひ、これは配慮方

をお願いしておきたいと思います。

次に、幹線道路の整備についてと書いてある

けれども、島原道路だけなのかな、長崎県の幹

線道路は。えらいサービス精神がないな、当初

予算というのに。長崎県の幹線道路は島原道路

1カ所なのかな。まだいろいろな幹線道路はあ
ると思うけどね。先ほどもいろいろ要望が出て

いるように、あると思うけれども、えらい、ち

ょっちょっちょっとという感じなんだね。当初

予算なら、もう少し親切な説明をすべきだよ。

懸案の幹線道路はいっぱいあるんだから。これ

は、私は、一つ落ちているなと思っているんだ

けれどもね。

その中で具体的に言うと、西彼杵道路と東彼

杵道路、大体並行して進むのが我々の理想だっ

たんだけれども、金子知事の時代に、西彼杵が

何もないから、西彼杵を優先してやってくれと

いう話で進んでいるんだけれども、もうそろそ

ろ、大村湾の一周ということを考えれば、西彼

杵道路、東彼杵道路並行してやるべきだと思う。

それには、まず、路線の青写真、正確なもの

じゃないけれども、大体どこら辺を通るんだと、

路線、東彼杵にしたって、大体どういうコース

を通るんだということぐらいは検討はしている

と思うけれども、非公開と言うけれども、大体

の線は、やっぱり示さないと、地元としては関

心が薄い。ぜひ、西彼杵・東彼杵道路の青写真

的なものをできるだけ早く、大まかにいいから、

公表してほしいなと思う。

もう一点は、針尾バイパスの事業なんだけれ

ども、これも幹線道路に絡めて、東彼杵道路の

スタートみたいなものだからね。4車線工事が
始まっているけれども、あとどのくらいの残工

事量があるのか、把握しているとは思うのでね。

そうすると、何年ぐらいで大体、どのくらいの

予算をつければ完成するのか、これをお聞かせ

ください。

【馬場道路建設課長】 まず、1点目の西彼杵道
路と東彼杵道路につきまして、概略的なルート

を早めに検討すべきじゃないかというようなお

話でございます。

まず、西彼杵道路につきましては、北から、

あるいは南から、現在整備が実施されて、供用

できている部分もございます。その間、抜けて

いる区間の整備につきましては、現在、おおむ

ねどういったところにインターチェンジをつく

るべきか、概略的なルートも含めまして検討を

進めているところでございます。年度をまたが

って検討を進めたいと思っていますので、来年

度、おおむねのルートというものをお示しでき

るかなと考えております。

また、東彼杵道路につきましては、先ほど有

料道路を活用した検討をしていただくというこ

とで、国に要望をしているところでございます
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が、我々としては、国でやっていただく事業と

いうことで考えているところでございます。国

のほうで計画段階評価に、来年度以降早めに着

手をいただいて、その中でおおむねのルートと

いうのも検討されるものと考えております。

（「針尾バイパスは」と呼ぶ者あり）

針尾バイパスにつきましてですけれども、20
億円を超える残事業が、現在残っております。

ＩＲ推進のためにも、我々としても、針尾バイ

パスの早期完成をお願いしたいと思っていると

ころでございますけど、まだ現在は、その完成

時期というものはお示しはできてない状況でご

ざいますけれども、ＩＲ等ができますと、それ

に間に合うように、何とか整備をお願いするよ

うに、今後要望していくことになるかと思いま

す。

【田中委員】西彼杵道路、現実にやってもらっ

ているけれども、まだ原案としては、佐世保側

は大塔からになっているけれども、しかし、あ

れは現実的ではないと思うので、どう処理する

のか。大塔起点というのは、現実的じゃない。

今、202号から行っているわけね。先のほう、
やっているけれども。

東彼杵に関しては、やっぱりある程度国にや

ってもらうから、お任せじゃなくして、地元の

盛り上がりをつくるためにも、大体どこら辺を

通るんだと、どういう構想があるんだぐらいの

ことをやらないと、もう何年、30年、我々は30
年待っている事業なんだけれどね。新幹線の見

返り事業と思っている、私は。あの頃はそうい

う位置づけだった、東彼杵道路は。早岐駅がな

くなったね。

それから、針尾バイパス、残工事20億円ぐら
いで済むかな。まだ橋を架けなきゃいかん。大

学のインターもつくらなきゃいかん。最終的に

はハウステンボス終点の、あそこの立体交差的

なものもやらなきゃいけない。これも、最終的

なハウステンボスの入り口ね、あそこの構想あ

たりがある程度早めに、もう青写真をつくって

もらわなきゃ、どういうことになるのか。そう

しないと、4～5年じゃ間に合わないと思うんだ
けれども、どうですか。

【馬場道路建設課長】私どもとしましても、針

尾バイパスというのは、県央地域、また長崎空

港への連絡道路の一部として、早期の整備とい

うものを強く願っているところでございますの

で、国に対しては、早期完成を強く要望してい

きたいと思っております。

【田中委員】要望していきたいのは、我々も要

望していきたい。大体路線がどうなるのかと、

針尾橋起点であろうと思う、ハウステンボス入

り口が起点だろうと思う、東彼杵道路はね。そ

れさえ、まだはっきりしないわけだから。早く

ある程度の、もう絶対的なものじゃなくしても、

大体のルートみたいなものは、やっぱりやるべ

きだと思うね。

終わりに新幹線、新幹線もあと、令和2年度
～令和3年度予算、令和2年度予算は、今度大体
決まったね。あと令和3年度最終という感じで
見ているんだけれども、令和4年度もあるとい
うような話も、先ほどはちょっとしていたけれ

どもね。

そうすると、来年度にどんとくるのか、最終

的に。その中で、2点ほど確認しておきたいと
思います。

複線化事業はどう位置づけになったのか。あ

の複線化事業は、ＪＲがやるとすれば、位置づ

けとして、武雄―肥前山口の複線化事業。これ

は全部佐賀県が負担しなきゃいかんのよ、ＪＲ

と佐賀県が。長崎県が負担してやるわけでしょ
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う。新幹線の管轄の中でやるから、新幹線事業

の中でやるから。だから、これはどういう進捗

をして、どのくらいの予算が計上されてやって

おるのか。

最終的にフリーゲージの時は、新鳥栖駅で連

結部分があったよね。あれ、要らなくなったね、

今の時点では。あの予算の削減は、どのくらい

のものが削除されたのか。ここら辺をちょっと

聞いておきたい。

【大塚新幹線事業対策室長】肥前山口―武雄温

泉間の複線化事業についてでございます。

先ほど委員のほうからお話がございましたと

おり、平成24年度に認可をされた当初の工事実
施計画では、フリーゲージトレインが新大阪ま

で直通運行するということが前提で、その中で

わずかな遅れが新幹線ネットワークに支障を及

ぼしかねないということで、国において武雄温

泉、それから隣駅の高橋間のアプローチも含め

て、武雄温泉―肥前山口間の全線複線化が計画

をされたものでございます。

その後、フリーゲージが、皆様ご存じのとお

り、頓挫をいたしまして、現在、武雄温泉駅で

は対面乗換方式という形に見直しになっている

わけでございますけれども、この複線化事業に

つきましても、令和4年度の暫定開業時におき
ましては、ダイアの安定性を一定確保すること

が可能な、必要最低限、高橋―大町間の部分複

線化及び肥前山口―大町間の高速化ということ

で、現在事業が進められております。

予算に関しましても、先ほど委員ご指摘ござ

いましたとおり、ここにつきましては、佐賀県

内ではございますが、対面乗換方式ということ

で、新幹線の一部ということで共通経費の費用

の中で事業をやっておりまして、この部分につ

きましては、長崎県、佐賀県で応分の負担をし

てお金を出しているということでございます。

令和元年度、令和2年度につきましては、工
事が最盛期に入っておりまして、鉄道・運輸機

構のほうからは、年間約30億円程度の予算でや
っているというふうにお聞きしております。

事業の内容につきまして、先ほどご説明いた

しました、肥前山口と隣駅の大町間の高速化事

業につきましては、ロングレール化の工事が既

に完了いたしております。

続く、大町―高橋間の複線化事業につきまし

ては、用地の取得が約98％ぐらいまで終わりま
して、現在、地盤改良等の工事をやっておりま

して、令和4年度の新幹線開業時までには工事
が完了するというふうにお聞きいたしておりま

す。

それから、もう一点、新鳥栖駅のアプローチ

線の予算のことについてでございますけれども、

その分が、具体的に事業費として幾らで、現在

のスキームの6,200億円の中にどのように反映
されているかということにつきましては、申し

訳ございません、私のほうでは把握をいたして

おりません。

【田中委員】アプローチ線は把握をしてないと。

しかし、事業費としては、従来入っていたわけ

で、今度要らなくなったんだよ。本当は、それ

は削除されてあるべきだと思うけれども、内部

の関係で把握できてないなら、改めてまた、次

の機会にと思うけれども、要は、肥前山口―武

雄間の複線化、これは完全にやられているんで

すか。全部複線になるんですか。

【大塚新幹線事業対策室長】この件に関しまし

ては、国のほうから私どもがお聞きしておりま

すのは、もちろん当初、認可の段階では、武雄

温泉―肥前山口間は複線化というふうにはお聞

きいたしております。
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しかしながら、現在、事業をやっております

のは、先ほど申しましたとおり、中間駅の大町

―高橋の間の複線化及び肥前山口―大町間の高

速化事業だけでございます。これにつきまして

は、暫定開業時に列車の定時性を確保するため

に必要最低限のものをまずはつくるというとこ

ろまでしかお聞きしておりません。

【田中委員】そうすると、我々が当初想定した

ようないきさつからすると、相当かけ離れた感

じになっているんだけれどもね。要は、長崎本

線と佐世保線が、武雄から肥前山口まで合流す

るからね、2線が。それは、フリーゲージと佐
世保線と2線だったわけだけれどもね。だから、
運転本数とかなんとか増えるであろうと、だか

ら、複線化が必要だということで、当初から複

線化事業、複線化事業と言っていた。本来なら、

あれは佐賀県がやるべきなんだ、佐賀県とＪＲ

九州、複線化はね。武雄と肥前山口なんか、全

部佐賀県なんだ。それを長崎県が8割り近い負
担をしてやっているわけだからね、新幹線の範

囲内でやるということになっているから。そう

なると、もう少し関心を持って、完全にこの複

線化ができるかどうかというのは、やっぱり長

崎県としてははっきりしてもらわないといかん

なという気持ちを持っていますので、ぜひ頭に

入れておいてください。

また、改めて、6月定例会等々もありますの
でね。終わります。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ３時１０分 休憩 ―

― 午後 ３時２５分 再開 ―

【山本(由)委員長】 会議を再開します。
午前中の質疑の中で国土強靱化のための3か

年緊急対策、それから県の単独事業の2事業に

ついて資料を要求しておりましたけれども、そ

れができたということでしたので、先にこの説

明だけ受けたいと思います。

【井上監理課長】午前中の田中委員からのご質

問に関して資料をまとめさせていただきました

ので、簡単にご説明させていただきます。

まず、1ページ目が3か年緊急対策の概要とい
うことで、これは私がご説明した内容なんです

けれども、内閣官房国土強靱化推進室が作成し

た資料を一部編集したものでございます。内容

については、先ほどご説明したとおりでござい

ます。

次のページが、国及び県予算の推移、これは

あくまで当初予算ベースではありますけれども、

国と県の予算の推移を一覧にしたものでござい

ます。

まず、国の予算のところを見ていただきたい

んですけれども、下のところに、国費ベースで

の伸び率というところで、平成28年度から平成
30年度までは0、0、0ということで、ここは伸
びは基本的にありませんでしたが、この3か年
計画が始まりました元年度に、一気に15.6％と
いうことで伸びているというような状況が、こ

ちらのほうでわかると思います。

これにあわせまして、県の予算の推移としま

しては、上のほうが一般会計ということですけ

れども、土木部関係の予算で見ますと、元年度

が1,005億円、そして令和2年度が1,097億円と
いうことで、それぞれ伸びているところでござ

います。

元年度につきましては、国の内示増の分につ

いては、6月補正で調整を、増額をしている関
係上、こちらの資料にはまだ、この分の数字し

か出てきておりませんけれども、6月補正のほ
うで増額をしているような状況でございます
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最後のページが、普通建設単独事業費の推移

をまず上のほうに記載させていただいておりま

す。シーリング基準のところ、下を見ていただ

きたいんですが、これは財政課のほうで定めて

おります、内部のですけれども、平成29年度、
ここで一旦80％ということで大幅に下がって
いるわけなんですけれども、土木部としまして

は、財政課に対して必要性を訴えてまいりまし

て、平成30年度にまた再度、90％まで戻してい
るという状況でございます。

基本的には、シーリング基準については、平

成30年度以降90％ということになっておりま
すけれども、平成31年度と令和2年度について
は、下のほうに書いております緊急自然災害防

止対策事業と緊急浚渫推進事業、これはシーリ

ングの枠外ということで、所要額を要求できる

ということで整理をしておりますので、その関

係で、前年度比が大幅に伸びているというとこ

ろでございます。

下のほうには、緊急自然災害防止対策事業と

緊急浚渫推進事業について、それぞれの事業概

要と事業内容を各事業ごとに、前年度比という

ことで整理させていただいたものでございまし

て、一番下のところに書いておりますが、どち

らの事業についても、充当率100％、交付税措
置率70％ということで、非常に有利な起債にな
っておりますので、積極的に活用しているとい

うような状況でございます。

以上で、説明を終わらせていただきます。

【山本(由)委員長】 それでは、議案外質疑を続
行します。

質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 和解及び損害賠償の額のとこ
ろについて伺いたいと思います。

4ページに書いているんですけれども、まず、

1件目が、岸壁と連絡橋と接合部分の破損によ
り通行車両を破損させたとあります。倒木もそ

うですが、次が、グレーチングが跳ね上がった

ことにより損傷を与えたということであります

が、それぞれに県が管理する道路等は、定期的

に車が回って安全確認をしているものかなとい

うふうに認識をしていましたが、どういった風

に点検業務を行っているのか、その辺を教えて

ください。

【馬場道路維持課長】道路のパトロールの件で

ございますけれども、道路の監視パトロールに

つきましては、交通量の区分によって、回る路

線の回数を変えているところでございます。

車の交通量が1日5,000台以上通る道路につ
きましては、週に3回すべて回る。その下でご
ざいますが、1日5,000台未満500台以上につき
ましては、週に2回以上パトロールを行う。そ
れと、500台未満につきましては、週に1回とい
うことでございます。県が管理する自動車専用

道路につきましては、1日3回パトロールを行う
ということでしております。

【山田(朋)委員】 区分によってということであ
りますが、今回の内容からして、ここの分がど

れだけの交通量の場所かわかりませんけど、ど

の程度の点検をしているのかなと。車両を止め

て、どこか破損がないかとかを事細かにしてい

るのか、ただ通ってみて、何か倒木がないか、

石が転がってないか、その程度なのか。こうい

ったことで県民の車を傷つけるようなこと、場

合によっては、今回は車だけだったけれども、

グレーチングが飛んだりして人の頭に当たった

りとか、そういったことも起こり得るのかなと

思うんですけれど、どういった程度の安全点検

をしているのかを、教えてください。

【馬場道路維持課長】道路のパトロールにつき
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ましては、今言った回数でございますけれども、

毎日パトロールする上で、変化がないかどうか

という視点で回っております。変化を感じたと

ころにつきましては、降りて徒歩でパトロール

するというところでございます。

それと、道路ののり面でございますけれども、

道路ののり面につきましては、年に1回ないし2
回の点検は行っているところでございます。

その他橋梁とかトンネルでございますけれど

も、通常パトロールに加えまして、これは5年
に一回の定期点検というのをやっておりまして、

それは近接目視にて点検をやっているところで

ございます。すべてのトンネル、橋梁につきま

しては、5年に一回の近接目視の点検を行って
いるところでございます。

【山田(朋)委員】 各振興局、黄色い車をよく見
かけるんですけど、あの車で、振興局ごとにパ

トロールをしているという理解でいいんですよ

ね、所管しているところ。朝から晩まで車を回

しているのか。1日2人一組とか、どれだけ管理
するのがあるのかを、まず教えてもらっていい

ですか。

【馬場道路維持課長】県の管理する道路が約

2,450キロございます。それで、各振興局ごとに
直営班と委託班というのがございまして、運転

手を含めて各3名程度乗ってパトロールしてい
るところでございます。振興局の規模に応じて

2班とか、3班とかパトロール班を配置してパト
ロールしているところでございます。

【山田(朋)委員】 約2,450キロメートルという
ことでありました。3名一組で直営と委託の分
と、管理する長さによって2台だったり3台だっ
たり出しているということですよね。5年に一
回はトンネルとかは目視で点検をするというこ

とでありましたが、今回の事故の場所とかも、

多分、いつも通ってはおったけれども、なかな

か気づいてなかったところだと思うので、今後、

そのあり方というのも、これを受けて、この倒

木の件も、木が生い茂っているところとか、定

期的に切ってもらったと思うんですけれど、こ

ういったことも含めて、こういう事故を受けて、

今後ルールを変更するとか、これだけ広さがあ

るから、一々あちこち止まっては見られないん

でしょうけど、今週はここを見たから、次はこ

っちを見るとか、そういったこととかを考えて

いくのか、その辺を教えていただけますか。

【馬場道路維持課長】今回の倒木の件につきま

しては、道路外の桜の木が強風により折れて、

それによって車に当たって車を損傷したと。通

常、そういう台風後につきましては、すぐ台風

の次の日、警報がとれた後に、明るいうちに道

路をすべてパトロールして、そのときに、当然

落ちているとか危ないところは撤去している状

況でございます。

通常の倒れかけているのはどうかというのは、

できる範囲やりたいんですけれども、そこまで

は把握してない状況でございますが、台風時の

倒木等現地の確認は行っているところでござい

ます。

【山田(朋)委員】 これを受けて、今後、通常の
車でぱあっと通るだけ、少し言葉は悪いですけ

れど、何人かの方が見ながらは行ってくれよら

すとでしょうけれども、ある程度のスピードの

中で走る中のルールと、こういったことが起き

たことによって、少し見直しをする考えがない

のかというのをお尋ねしていたんですけれども。

【馬場道路維持課長】委員ご指摘の今後の業務

の内容の見直しというか、これはパトロール強

化に踏まえて、そういった危険箇所を抽出して、

重点的にチェックして回るように、今後取り組
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んでまいりたいと思っております。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【宮本委員】 1点だけ質問をいたします。
議案外所管事項ですけど、さきの議会の一般

質問でもさまざま議論がなされていましたけれ

ども、新型コロナウイルスに対する対応なんで

すが、今、日本はもとより、全世界が新型コロ

ナウイルスの影響で経済に大打撃が起きている

という現状があります。連日報道でも、この話

題ばかりで、生活についても非常に大きな支障

を来しているのは、皆さんもご承知のとおりか

と思います。

マスクであったり紙製品の不足であったり、

医療機関にさまざな影響が出ているんですけれ

ども、あえて土木部関係で、建築、もしくはい

ろんなところで資材が入ってこなかったりとか、

人手が不足していたりだとか、そういったとこ

ろで何かしらの影響があるのではないかと思う

んですが、そういったものへの影響が、例えば

工期が延長したりとかというのがあれば教えて

いただきたいのと、今後、こういったのが予想

されるというようなところまで、そして、今こ

ういったので県は対応しているというのがあれ

ば、教えていただければと思います。

【松園建設企画課企画監】委員ご質問の新型コ

ロナウイルス感染症の現状と対応ということで、

現状においては、2月に千葉と熊本で、建設業
で従事される方の感染が報告されているところ

でございますけれども、現時点では、長崎県内、

建設関係の感染者の報告はあっておりません。

対応についてでございますけれども、2月27
日に国からの通知を受けまして、現在、土木で

稼働中の工事につきまして、3月15日までの期
間の中で、一時中止をされるかどうかという意

向調査を行っております。

結果としましては、稼働中の工事で780件中
10件が、一応一時中止の意向があると。業務委
託につきましては、631件のうち33件が一時中
止の意向を出されております。

それに続きまして、3月2日に、市町について
同様な調査を行いました。工事につきましては、

1,700件のうち6件が一時中止の意向を持つと、
業務委託については、585件中1件の一時中止の
意向を出されております。

現在、それに伴って工事の中止をすることに

よって、年度内完成を予定していたけど延びる

というような状況もありますので、その点につ

いては、再度調査をかけているところでござい

ます。

【川添建設企画課長】先ほど委員の質問の中に、

資材等とかはどうなのかというご質問がありま

したので、その点について、私のほうから加え

てご説明いたします。

県では、毎年、これは東日本大震災から、5,000
万円以上の発注している工事に対して逼迫状況

を調査しています。

逼迫の内容としましては、資材と技術者と重

機がどういう状況なのかというのをやっていま

して、毎月月末を締めに、報告を10日ぐらい以
降に受けていますが、今回、コロナウイルスに

関して新聞等で、いわゆる製造ラインの遅れ、

あるいは搬送の遅れというのが報じられており

ます。

そこで、うちのほうとしても、2月末の報告
を早めて、先週の中日くらいで報告を受けたと

ころです。その時点によりますと、コロナウイ

ルス関係で資材が届かないとか、そういう状況

については、報告は今のところあっておりませ

ん。

【宮本委員】わかりました。やっぱりさまざま、
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一時中止になったりとか、件数としては、長崎

県は幸いというか、患者さんが出てらっしゃら

ないということもあって、件数としては少ない

かもしれませんが、やっぱり一時中止とかあり

ますね。大型の事業についてはないということ

ではあるんですけど、また今後、どこで終息す

るかというのはわからない状況ですので、今後

とも長引くことが予想されます。それに対する

対応も、県としても打っていかなければならな

いと思います。

このような形での相談窓口というんですかね、

一般質問でもいろいろ出ていましたが、この土

木関係における、そういった企業からの相談窓

口とかというのは開設されたりしているんです

か。もしくは、何らかの相談とかが、今までで

寄せられているものがあれば、教えていただけ

ればと思います。

【松園建設企画課企画監】基本的には、これが

現場の監督というか、技術者の状況とかもあり

ますので、一番最初には、現場、現場の業者と

担当とか、そういう話が先に入ってくるかなと

思っています。

一応、ウイルス対策云々の話になると、あと

は建設企画課に相談があれば、そこで受けるこ

ともあろうし、現実的に、今現在、そういった

特別な状況の報告というのは受けていないよう

な状態です。

【宮本委員】 そうするならば、県から、どうな

んでしょうね、外でのお仕事になるので、込み

入ったところでの作業じゃないかもしれません

が、接触するというのは難しいですね。何らか

の情報提供とか、こういったところに気をつけ

てくださいみたいな、業界に対しての呼びかけ

とかというのはされていますか。あれば、教え

てください。

【川添建設企画課長】建設業の場合は、やはり

発注者と受注者ということで、日ごろから我々

と業者というのは対話が進んでいるというか、

そういうことを重ねながら業務を進めています。

ほかの製造業とかみたいに、民間企業がやって、

そこの相談だったら、そういった相談窓口とい

う機能が果たせるでしょうけど、我々の場合は、

常日ごろから業者と対話をしているような状況

の中で、業者のほうが、そういったコロナウイ

ルス関係でいろいろ支障が出るということであ

れば、それはすぐ情報として入るので、委員の

ご心配のところは、我々のところはそこまで対

応しなくても、いろんな意味では可能かと思っ

ております。

文書等でも、今回のコロナウイルスは、先ほ

ど企画監が申しましたように、国の文書で、コ

ロナウイルス関係で一時現場を休みたい時には、

遠慮なく申出ていただきいということも言って

いますし、専任技術者が、例えば学校が休みに

当たって、子どもの面倒を見ないといけないと

いう時には、技術者の交代も認めるような文書

も出しております。

そういった対応はきめ細やかに、一応対応は

できるというような状況でございます。

【宮本委員】 わかりました。観光とか、飲食業

だけでなく、やはりいろんなところに影響が出

ているということを改めて痛感して、情報提供

は広く、間違った情報を適することもそうです

し、業界関係の方々からもいろんなご相談をい

ただければ、先ほどあったとおり、そういった

緊密にとれているという状況であれば、安心な

んですけど、今後どういった形でこれが長引い

て、どんなところで影響が出てくるかというの

はわかりませんので、県としても柔軟な対応を

していただきますように、また要望いたします。
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【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。
まずは、先ほど途中まで申し上げておりまし

た、関係議案説明資料のＪＲ長崎本線連続立体

交差事業についてでございます。

3月28日に高架化、新駅舎開業というところ
で、これは新型コロナウイルスの関係で、特に

延期もなく、また式典、議員含めていただいて

いると思いますが、こういったところの変更が

ないか、まずはご回答願います。

【植村都市政策課長】 3月28日に新しい長崎駅
舎の開業記念式典を執り行いまして、併せて、

一般市民の方々にもお集まりいただいて関連イ

ベントを開催するということを企画して、1月
に県議会議員の皆様をはじめとする関係者の

方々にご案内をいたしておりました。

先月、国が、3月半ばまでのイベント等の自
粛を呼びかけたことを受けまして、不特定多数

が集まる関連イベントの中止は直ちに決定した

んですが、開業記念式典につきましては、長崎

にとって100年に一度のまちづくりの転機であ
るということですとか、今後予定しております

新幹線開業への機運を高めるという意味合いも

ございましたので、コロナウイルスの感染拡大

が落ち着いてくれば、ひょっとしたら開催でき

るかもしれないというふうに考えまして、判断

を先送りしておったような状況でございます。

ですけれども、開催まで20日を切った現時点
で、事態の沈静化が見られない現状では、極め

て開催は難しいのかなというふうに考えており

まして、一両日中に正式決定をして、出席をご

予定してくださっていた皆様、それから報道機

関の皆様にはお知らせをしたいと思っておりま

す。

【中村(泰)委員】 ご回答ありがとうございます。
私もこの式典は、非常にアピールする場だと

思っておりましたので、何とかこれをやってい

ただきたいという思いもありながらというとこ

ろでございます。苦渋の決断だと思いますが、

冷静にご判断いただければと思います。

先ほどの宮本委員の質問に関連いたしまして、

資材の遅れがないというところでご回答いただ

きました。例えば自動車会社とかは、部品が入

らなくてもうラインが進まないというような状

況でございます。

公共工事が、どれだけ中国材とかが入ってい

るのかというところは、私もなかなか存じ上げ

ておりませんが、今後そういった懸念がないの

か。

今、入ってきている材料というのが、どこか

のヤードというところにストックされていたが

ために、まだ顕在化していないのか、そういっ

たところをご回答願います。

【川添建設企画課長】国のほうも工事中止の申

出を受け付けたのが今月1日というか、2月の末
ぐらいからなので、今後、いろんな意味で製造

ライン等で、確かに委員おっしゃるとおり、一

部のものについては、日本だけじゃないところ

のものは、日本のものじゃなくても、例えば鉄

鋼メーカーのほうで、去年ぐらいから高力ボル

トというのが非常に逼迫している状況がござい

ます。建設工事はいろんな材料を使っている中

で、そういった一つの部品で、結構工期も左右

されるような状況があるので、今後そういった

ものが、影響があるものがあるのかないのか、

そういうのはきちんと見ていきたいと、見た上

で柔軟に工事を延期するとか、そういうことも

対応していきたいと思っております。

【中村(泰)委員】 ご回答ありがとうございます。
鉄とかは、特に原料を外から入れているとい

ったところもあるので、そういった情報を早め
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にキャッチされて、事前にアレンジをしたら、

被害が最小限になろうかと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

続きまして、また条例に関わる話で、事前に

質問すべきものでございましたが、課長補足説

明資料の18ページになります。
工事を、2日かかっていたことを1日でやると

いうお話で、すばらしいと思います。しかしな

がら、8,000万円の増額というところで、これは
重機の値段の差が出てきているのかなと思いな

がらも、工事期間が1日に短縮をされたことで、
ここまで減る分も、人件費含めてあろうかと思

いますが、簡単で構いませんので、8,000万円の
増額の要因をご説明お願いいたします。

【馬場道路建設課長】 課長補足説明資料の18
ページでございますけれども、当初、長崎自動

車道のＩランプというのがございます。それか

ら、国道34号がそこの脇に走っているわけです
けど、その上に架設するということで、着色し

てあるように、6ブロックに分けて2日間にかけ
て架設をするという工法から、今回、3つのブ
ロックに分けて1日で架設するということです。
これは、平成28年度によその県で、こういう

架設中の工事で、桁が落ちて事故が発生したと

いうようなことから、下に支えを持ったままで

車の供用開始するのはだめだというふうなこと

で、国のほうから通知がありまして、そういう

ことをしないような工法に切り替えたものでご

ざいます。

今回、8,000万円の増額というようなことでご
ざいますけれども、右側の絵で薄い緑になって

いる下に、特殊車両台車ということで、長い桁

を運んできまして、それを一遍で架設するとい

うような工法なんですけれども、この多軸式特

殊台車というのが、大きなタイヤを連結した、

一般的には普通使わない車両でございまして、

これをリースして施工するというようなことで、

これだけでも4,000万円ぐらいの増額になって
いるところでございます。

それから、クレーンも大型クレーンというふ

うなことで、当然、2日間を1日でということで
短縮、コストが安くなっている部分も中にはあ

りますけれども、やはり大型クレーンのリース

料が高うございまして、それに伴って大きな増

額になっているところでございます。

【中村(泰)委員】 わかりました。ありがとうご
ざいます。

続きまして、同資料の19ページです。
労務単価の上昇により増額変更を行ったとい

うところでございますが、契約日が平成27年で
あると。参考になっている労務単価が平成27年
2月というところで、なぜこんなに古い話が今
ここで上がってきているのかというところにつ

いて、まずはご回答願います。

【馬場道路建設課長】 19ページの資料でご確
認いただきたいんですけれども、右下のほうに、

参考としまして、起工日と契約日を載せており

ます。まず、設計書を発注のための起工をする

といった時が、平成26年12月5日ということで、
その時点で使用していた労務単価が、この表の

左側のＡの欄ということでございます。その契

約する手続期間がかかるということで、契約日

が平成27年3月となっております。平成27年3
月になりますと、実際は平成27年2月に単価更
新が行われるところなんですけれども、その単

価で工事が実際は施工されるということで、そ

の時点の単価に更新するということになってお

ります。

特例措置でこういうことをやっていくわけで

すけれども、この単価を見直した金額で契約を
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するのが、業者からの申出があって、それで日

付を確定してやっていくというような手法にな

っておりまして、請け負った業者のほうが、そ

の時点でというようなことではなくて、特例措

置で契約をし直してくれというふうな申入れが

最終になってあったというようなことで、その

時点で改正を行う、契約変更を行うというよう

なことでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
要は、業者の方の申入れというところで管理

をされているという理解でおりますが、であれ

ば、例えば単価が下がった場合はどのようにな

るんでしょうか。そういった場合も、業者が申

入れてくるということは考えにくいんですが、

どのような感じになっていますか。

【松園建設企画課企画監】スライド条項で、今、

契約の25条ということで、特例措置で上がる分、
平成26年2月から大幅に上がったということで、
年々特例措置で、上がる分は今やっているんで

すけれど、現実的に、下がった部分でスライド

条項を使ったことがないんですけど、実際とし

ては下げるべきなのかなというぐらいで、今明

確に、下がった事例でしたことがありませんの

で、その辺は研究して、また、その時点で対応

したいと考えるところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
私も労務単価の調査を以前した時に、ずっと

上がり続けてきているので、多分、最近下がっ

たということはないというのはわかった上で質

問したんですが、これからどういう社会的な流

れの中で、これが下がるということはあり得ま

すので、そのときにどのように対応するのかと

いったところを具体的にご提示いただければと

思います。

最後になりますが、残土の件で田中委員のほ

うから先ほどお話がございましたが、今、ＭＩ

ＣＥであるとか、今後、ジャパネットのスタジ

アム構想の中でいろいろな整備がされるだろう

と。そこについては、県の工事ではないんです

けれども、長崎市で残土を持っていく場所がな

いというような話を聞いておりまして、先ほど

多くのところに持っていけるというようなお話

が出たんですけれども、例えば長崎市のような

状況を抱えた市町が、しっかりと県内で運べる

ような体制になっているのか。

なぜそれを確認するかというと、もし県外に

持っていった場合に、県外業者の方が作業する

可能性があるので、やはり県内に仕事を落とす

という観点で、そういった体制が整っているの

か、ご回答をお願いいたします。

【川添建設企画課長】委員の質問とはずれるか

もしれませんが、県内の工事で残土が出た場合

の県の考え方を申しますと、まず、自分たちの

工区で使えないかというのが優先順位で上がり

ます。その次に、使えない場合はどうするかと

いうと、50キロ以内の他の公共工事に流用でき
ないか、それが2番目の優先順位です。3番目と
いたしましては、ほかの民間工事、民間工事も、

区画整理とか大きいものを対象にしているんで

すが、そういうところへの50キロ以内への流用
が可能かというのが3番目にきまして、4番目に
なって、やっと処分場への廃棄ということで考

えております。

県としましては、今、大体県内で60カ所の処
分場が、我々としては処分場の単価を参考にし

ているだけであって、県のほうに申出があった

60カ所の受入れの単価を、基本単価表というの
を持っていまして、それを予定価格を算出する

上で参考にしながらやっているというような状

況で、そのほかには、民間の会社が自分たちの



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月９日）

- 72 -

ところで受入れる場所というのが幾つかあると

は聞いております。

今、ご質問の民間工事で発注した場合、そこ

を公共のセクターがそういうものを持つことが

どうかということに関しては、県としてはそう

いうところまで、今まで考えたことはございま

せん。

ただ、県の工事で発注したものに対して、例

えばトンネルとか何とかとなると、やはり影響

が大きいので、そういうものは残土処分とかじ

ゃなくて、別の観点から盛土の工事をそこで時

期を調整して、捨て土と使うところをタイアッ

プさせて工事を行うと、そういったことを工夫

しながらやっているというような状況でござい

ます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
確かに、民間の工事で、県のそういったとこ

ろを活用するかどうかというのは、また別次元

の話になってきますので。

ただ、今後、私が確認をするに、なかなか場

所がなくて、もしかしたら県外に持っていかな

いといけないというような話も聞いて、であれ

ば県のところに活用ができないのかといったと

ころも、もし検討する余地があれば、またご相

談をさせていただければと思います。

【山本(由)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、土木部関係の審査結果について整理した

いと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ０分 休憩 ―

― 午後 ４時 ０分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、土木部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、環境部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時 １分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１０日

自   午前１０時 ０分

至   午後 ３時４８分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 山本 由夫 君

副委員長（副会長） 久保田将誠 君

委 員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 宮島 大典 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

環 境 部 長 宮﨑 浩善 君

環 境 部 次 長
兼廃棄物対策課長

重野  哲 君

環境 政策課 長 本多 敏博 君

地域 環境課 長 吉原 直樹 君

水環境対策課長 本田喜久雄 君

自 然 環 境 課 長 立田理一郎 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山本(由)委員長】 おはようございます。
委員会及び分科会を再開いたします。

これより、環境部関係の審査を行います。

【山本(由)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

環境部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【宮﨑環境部長】 おはようございます。

令和2年2月定例県議会 予算決算委員会環境

生活分科会関係議案説明資料 環境部の1ペー
ジをお開きください。

環境部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第16号議案「令和2年度長崎県
流域下水道事業会計予算」、第77号議案「令和
元年度長崎県一般会計補正予算（第6号）」の
うち関係部分、第86号議案「令和元年度長崎県
流域下水道特別会計補正予算（第3号）」の4件
であります。

はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般
会計予算」についてご説明いたします。

環境部では、令和2年度において、「長崎県
総合計画チャレンジ2020」の基本理念のもと、
未来につながる環境にやさしい長崎県を目指し

て、「長崎県環境基本計画」に掲げる環境保全

対策等に引き続き取り組むとともに、環境と経

済の好循環や地域課題の解決等の視点を加えた

各種施策を推進してまいります。

歳入予算は、合計で23億7,396万8,000円、歳
出予算は、2ページ上段に記載のとおり、合計
で40億584万1,000円を計上いたしております。
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歳出予算の主な内容は、2ページから6ページ
に記載のとおりでございますが、地球温暖化対

策の推進について2,240万4,000円、長崎発東ア
ジアの環境技術発信事業について480万円、環
境保健研究の推進について939万4,000円、諫早
湾干拓調整池の環境保全対策について790万
4,000円、大村湾の環境保全及び活性化について
684万1,000円、環境の監視等について4億3,223
万5,000円、水道施設の整備及び市町上下水道事
業の広域化・共同化について11億3,984万6,000
円、汚水処理施設の整備について3億8,636万
8,000円、資源循環型社会づくりの推進について
6,271万5,000円、廃棄物対策の推進について7
億5,771万2,000円、自然環境を活かした地域づ
くりの推進について1億6,889万2,000円、野生
生物の保全及び管理について4,138万円を計上
しております。

続きまして、6ページの中ほどになりますが、
債務負担行為の計上につきましては、記載のと

おりであります。

次に、第16号議案「令和2年度長崎県流域下
水道事業会計予算」につきまして、ご説明いた

します。

長崎県流域下水道会計につきましては、令和

2年4月1日より地方公営企業法を適用すること
としており、予算の内容及び債務負担行為につ

いては、7ページに記載のとおりであります。
次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」のうち関係部分につき
ましてご説明いたします。

歳入予算は、合計で2億5,075万4,000円の減、
歳出予算は、合計で2億5,354万1,000円の減を
それぞれ計上しております。

これは、予算年間所要見込額等に基づく補正

であり、主な内容は8ページから9ページに記載

のとおりであります。

また、繰越明許費の設定につきましては、9
ページ中ほどに記載しております。

次に、第86号議案「令和元年度長崎県流域下
水道特別会計補正予算（第3号）」につきまし
てご説明いたします。

歳入・歳出予算ともに4億2,645万7,000円の
減を計上しております。

これは、国の内示減に伴う補正であり、内容

は、9ページ下段から10ページに記載しており
ます。

また、繰越明許費の設定につきましては、10
ページ中ほどに記載いたしております。

最後に、令和元年度予算につきましては、本

議会において補正をお願いいたしておりますが、

今後、年間の執行額の確定に伴い、調整、整理

を行う必要が生じてまいりますので、3月末を
もって、令和元年度予算の補正について、専決

処分により措置させていただきたいと考えてお

りますので、ご了承を賜りますようお願いいた

します。

以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)分科会長】 次に、提出がありました
「政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料（政策的新規事業の計上状況）」につい

て、説明をお願いいたします。

【本多環境政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本分科会に提出いた

しました資料について、ご説明いたします。

資料の1ページをお開きください。
これは、県民生活部、環境部、土木部におけ
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る政策的新規事業の計上状況でございます。

環境部では、水道広域化推進プラン策定事業

費ほか4件を要求しておりましたが、事業内容
等の精査や事業の見送りにより、記載のとおり

の状況となっております。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【宮本委員】 それでは、第1号議案「令和2年
度長崎県一般会計予算」のうち関係部分につい

て、確認の意味も込めて質問いたします。いた

だいた資料もさまざまありますが、詳しく教え

ていただきたいと思います。

歳出になりますが、地域環境課、昨年度と比

較いたしますと、約1億6,000万円の増になって
います。水環境対策課におきましても、約1億
3,700万円の増になっております。資料の中にも
書いてあるんですけど、増の理由についてもう

少し詳しくご説明いただけますか。

【吉原地域環境課長】宮本委員ご質問の地域環

境課の令和2年度の歳出にかかる1億6,821万円
の内訳でございますが、これは、本来、原子力

災害対策事業のうち原子力発電施設緊急時安全

対策交付金を用いた事業については、これまで

危機管理課のほうが予算を取りまとめて計上し

ておりましたが、この分を令和2年度から各課
が要求するということになったもので、約5,000
万円、計上課が変わったということで増になっ

ております。

また、平常時のモニタリング体制の強化、機

器整備、分析の外注などで約6,000万円の増、そ
れから、放射線のテレメーターシステムを構築

する機器の耐用年数を迎える分がありますので、

それの更新、あと、監視端末の増設ということ

で7,000万円の増になっておりまして、合計で約
1億6,000万円の増になっております。
【本田水環境対策課長】水環境対策課の関係予

算で申しますと、今回増額になっております主

なものとしましては、生活基盤施設耐震化等交

付金事業と申しまして、これは市町が行います

水道の施設整備につきまして、国から一括して

交付金を受けまして、それを市町に配分すると

いうものでございますけれども、全額が国費に

なっております。

それが、昨年度は9億4,639万9,000円でした
ものが、今年度は11億2,545万6,000円というふ
うになっておりまして、これが主なものでござ

います。

それと、下水道の広域化のプランとか計画の

作成というものがございまして、水道広域化推

進プラン策定事業が約2,000万円、それと、生活
排水処理広域化・共同化計画策定事業が約1,000
万円と、これで先ほどの増額分というのが発生

しております。

【宮本委員】地域環境課ですが、先ほどご説明

いただきました原子力災害対策整備事業費、こ

れは今までは危機管理課でやっていたものを、

令和2年度からは環境部が取扱うということ。
じゃ、危機管理課は、令和2年度からこの事業
はなくなるということでよろしかったでしょう

か。

【吉原地域環境課長】 これまで各課のほうで、

その年度に必要な予算書を作成し、危機管理課

が取りまとめて予算計上していたものを令和2
年度の予算からは、各課が予算計上していくと。

これにつきましては、福祉保健部、危機管理

監、あと環境部、それぞれ3部で予算を組み上
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げて、危機管理課がこれまで予算計上していた

んですが、令和2年度からはそれぞれの課で予
算を計上していくということになっております。

これまでは危機管理課が予算計上しておりま

して、平成31年度までは、危機管理課のほうか
ら再配当を受けていたものでございます。

【宮本委員】 複雑ですね。そうしたら、危機管

理課でも上がっている、各課においてもという

ことですね。

そうなれば、原子力災害対策整備事業費、モ

ニタリングの強化だとかテレメーターの更新、

これは確認ですが、初歩的な質問で申し訳ない

んですが、これは毎年こういった更新とか強化

対策というのはやっているんでしょうか。確認

させてください。

【吉原地域環境課長】この原子力災害対策にか

かる事業としまして、まず、玄海原子力発電所

の30キロ圏内におきまして、放射線量率を測る
モニタリングポスト、そういった施設を7カ所、
それと、それを補完するための施設として、原

子線量計というものを15カ所設置しておりま
す。そして、そのデータを各市、または県庁の

サーバーのほうにデータを取り込んで常時監視

するシステムというものがございますけれども、

それにかかる保守点検委託料とか、あと、耐用

年数に伴って機器の更新費用が発生いたします。

また、設備のほうにつきましても、原子力規

制庁のほうから、平常時におけます機器の設置、

令和2年度では、可搬型モニタリングポストを
新たに2台設置してくださいとか、あと、放射
能の各種分析を図るための装置を設置してくだ

さいという要求に応じて予算を計上することに

なっておりまして、額につきましては、原子力

規制庁との調整で、増減はあるということでご

ざいます。

【宮本委員】 わかりました。いずれにせよ、可

搬型というのは、持ち運びできるタイプですよ

ね。そういった形で、モニタリングについても

強化するということですね。一定の理解をいた

しました。

いずれにせよ大事な事業であり、各課によっ

て取りまとめるということは、それぞれの課で

体制も強化していくということでの理解をいた

しましたので、またしっかりと、どういうふう

になっていくのかというのを、今後見ていきた

いと考えます。

あと、水環境対策課につきましては、水道施

設の整備、これはそのまま各21市町に分配され
るというようなイメージでよろしかったでしょ

うか。

【本田水環境対策課長】 委員ご指摘のとおり、

20市町にそのまま分配されるということでご
ざいます。国からの内示がありましたら、とい

う条件つきですけれども。

【宮本委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

次に、各課で見ていきたいんですが、先ほど

部長説明資料がありました2ページになります
が、地球温暖化対策の推進についてというとこ

ろで、今回、2,240万4,000円計上されています。
これは議案外のほうでも出てくるみたいなんで

すが、計画を策定すると書いてあります。家庭

とか事業所、省エネ活動の普及推進と書いてあ

りますが、この予算を使ってどのようなことを

やっていくのか、もうちょっとより具体的に教

えていただけますか。

【本多環境政策課長】地球温暖化対策の取組で

ございますけれども、本県の場合、地球温暖化

の原因となっております温室効果ガスの排出量

の内訳を見ますと、家庭生活でありますとか、
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自動車などの移動手段に関するようなものが全

体の4割以上を占めているということもありま
すし、あと、製造業などを除く中小企業を中心

とした事業者の排出割合というものが高いとい

うことがございますので、まずは県民お一人お

ひとり、あるいは事業者それぞれが温暖化対策

の大切さを認識していただいた上で、省エネな

どに自発的に取り組んでいただくということが

重要であると考えているところでございます。

そこで、現在、そのような取組を促すような

普及啓発活動に力を入れているところでござい

ます。

具体的には、来年度につきましては、今年度

からの事業の取組の継続ということになります

けれども、家庭部門におきましては、九州7県
が共同で行います「九州エコライフポイント」

でありますとか、あと、小学4年生から6年生を
対象にした「省エネ日記」によりまして、各家

庭で節電などの省エネに取り組んでいただいて、

今後の自主的な取組とか拡大につなげていただ

くというふうな取組とか、あと、運輸部門につ

きましては、スマートムーブということで、な

がさき環境県民会議が主体となりまして、県民

運動として「エコドライブ」でありますとか、

「ノーマイカーデー」の取組とか、そういった

ことを、これも自主的に取り組んでいただくと

いうことを進めております。

それから、事業者につきましては、事業者を

対象とした「省エネセミナー」を毎年開催して

おりまして、国の事業を活用した省エネ診断で

ありますとか、具体的な経営に当たっての省エ

ネに取り組んだ運用改善、それから施設の改修

へのアドバイスなどを行うようにしておりまし

て、省エネが経営改善にもつながるというとこ

ろを実感していただくため、実際取り組んでい

ただくという取組を進めているところでござい

ます。

それから、全体的な普及啓発といたしまして

は、「地球温暖化防止活動推進員」というもの

を県が各地域で温暖化防止活動に取り組んでい

る方々に委嘱をいたしまして、そういった推進

員の方々が地域や学校における学習会とか、イ

ベントでの講演、体験活動を通じて、一人ひと

りが取り組む温暖化対策へのヒントとかきっか

けを与えていただいております。それによって、

地域の皆様の地球温暖化に対する意識を高めて

いただくというふうな取組を行っているところ

でございます。

現在、「地球温暖化対策実行計画」に基づい

て、こういった取組を進めているところですけ

れども、来年度が計画の終期になっております

ので、令和3年度からの新しい実行計画の策定
作業を進めているところでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。県民と

か事業者に対して普及啓発という形で、理解い

たしました。推進員の方々が中心となって、各

地域で学習会を開くというのは大事なことだと

思いますから、どこまで実効性があるかは、今

後検証されると思いますが、また、取組につい

ても、1年間検証させていただきます。
もう一点だけ、同じ資料の4ページです。
汚水処理施設の整備について、額が約3億

8,000万円あります。これは浄化槽設置整備事業、
農業集落排水事業という形で助成を行うという

ことですが、これも初歩的な質問で申し訳ない

んですが、浄化槽設置については、来年度はど

れくらい設置の予定かというのは、今のところ

ありますか。

【本田水環境対策課長】今の宮本委員のご質問

の前に、先ほどの答弁で、一つだけ訂正をさせ
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ていただきたいと思います。

先ほど生活基盤耐震化等交付金事業、これに

ついて20市町ということでお答えしたかと思
いますけれども、これは、毎年実施する市町は

変わりまして、来年度につきましては10市町で
ございます。申し訳ございません。

今ご質問がありました汚水処理施設の整備で

ございますけれども、浄化槽の設置基数としま

しては、来年度は2,025基を想定した予算を計上
させていただいております。

【宮本委員】ありがとうございます。ちなみに、

浄化槽の普及率というのはわかるんですか。こ

れも、もしわかればお聞かせいただければと思

います。

【本田水環境対策課長】 平成30年度末での集
計になりますけれども、浄化槽の普及率は、普

及人口というベースで見まして、14.2％となっ
ております。これは県の全体の人口に対しての

割合でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。来年度

2,025基ということで浄化槽の設置、市町が実施
するということになりますので、いろんな課題

等も出てくるかと思いますが、普及が少しずつ

進んでいくものと思いますので、また、これに

ついてもしっかり見ていきたいと思います。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【田中委員】今の交付金事業について、もう少

し詳しく、初めてなんでね、私もいきなりは。

これはいつから始まったのかというのと、取り

まとめというか、交付金事業だから上から下り

てはくるんだけれども、要求はするわけでしょ

うから。要求の市町との関係、仕方のね。取り

まとめと配分、そこら辺のことを中心に聞かせ

てもらえますか。11億円あるんですね、取りま

とめで。

【本田水環境対策課長】交付金に移行したのが

いつだったか、正確には覚えておりませんけれ

ども、平成10年代の後半だったと思います。
それで、要求と配分の仕方でございますけれ

ども、各市町が次年度、どういう工事をしよう

というのをもとにしまして、要求額を出してま

いります。それを県のほうですべて取りまとめ

まして、全くその要求額どおりを、例年国のほ

うには要望しております。

その結果、配分がございましたら、その時点

でまた、さらに、最低必要額等々も調べまして、

市町の事業が滞らないような形で配分を行って

いるという状況でございます。

【田中委員】昔から、大体水道事業は企業会計

等でやっているところが多いので、県からは、

国からは補助はあまりないんだという形で認識

はあったんだけれども、こういう事業があると

すれば、上限がどのくらいあるのか、国のパイ

がどのくらいあるのかと思うんだけれど、例え

ばの話、佐世保市の水道は漏水がひどいんだよ。

それはなぜかというと、戦前の海軍工廠の水道

をそのまま使っているから。漏水対策をすれば

いいじゃないかと言うけれども、膨大な漏水は

やるけれども、わからない漏水というのがある

わけね。だから、それをずうっとやるとすれば

大変というよりも、財政的に負担が伴わないの

でやらないということで、ずっと認識してきて

いたけれども、こういうものがあるとすれば、

やれるわけね。年度別に計画を立てて、ずっと

ね。

これは、ずっと続く予算ですか、国のほうは。

【本田水環境対策課長】 この予算については、

時限は定められておりません。当面、続いてい

くものと認識しております。
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【田中委員】もう一つ、例えば市の事業費に対

して交付金が丸々下りるのか。今年5億円事業
費をやりますよと、国に上げているのが交付金

がとれましたというのでやれるのか。そこら辺、

市町との関係の取りまとめというか、それはど

ういう形で行っているんですか。

【本田水環境対策課長】水道事業の補助率の場

合は、本土の場合は4分の1から、最大で10分の
4というふうになっておりまして、その割合だ
けが交付金で措置されて、あとは企業会計のほ

うで資金をつくっていくということになります。

最初のご質問の補助金の枠でございますけれ

ども、要求枠としてのキャップはございません。

ちなみに、全国的な予算としましては、前年度

で…。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２８分 休憩 ―

― 午前１０時２８分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【本田水環境対策課長】 予算としましては、

600億円程度が全国で措置されておりまして、
最近はこのくらいで安定して予算が確保されて

おります。

昨年度も、要求した予算に対して、ほぼ交付

されたという状況でございます。

【田中委員】 600億円の枠ということになると、
大体6億円が長崎県の枠と、我々は考えるんだ
けれどもね、10％だからね。ところが、12億円
近く、11億円とっているということは頑張って
いる。

ただ、私が知りたいのは、例えば市から上が

ってくる事業が丸々採択してもらえるのか。こ

れはうれしいことだから、どんどんやるべきと、

事業費が下りてくるわけだから。

ただ、例えば佐世保市水道局の事業として、

交付金で裏打ちなしに全部やれるのかという感

じなんだね。裏打ちをしなければ採択ができな

い、事業化できないというような形ならば、受

け皿のほうも簡単に事業化できない。国からき

た金で事業が少しずつでもやれるとなれば、毎

年でもね。例えば5億円でも毎年やれれば、10
年で50億円だから、大変な進展をするんだけれ
ども、そこら辺の感覚的なものをお聞きしたい

んです。国に対するあれがうまくすっといくの

か。査定が厳しくていろいろと、いや、簡単に

いかないんですよならば、また大変なんだけれ

どもね。

【本田水環境対策課長】国のほうでの査定とい

うのは、このところはほぼ要求額がきておりま

す。

それで、先ほども申し上げましたように、こ

の補助の割合と申しますのは、4分の1から10分
の4、水源の施設、ダムなどは唯一2分の1が措
置されるんですけれども、残りにつきましては、

やはり企業会計ですので、そこの中で自己資金

なり企業債を発行して手当てして、それを後々

償還していくということになります。（「裏負

担が大きいということだね」と呼ぶ者あり）は

い、そうです。（「それじゃ、簡単に採択でき

ないよな」と呼ぶ者あり）

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【宅島委員】 私も、今の4ページの11億3,984
万6,000円の計上分についてですけれども、この
水道管理の徹底や市町が実施する水道施設の耐

震化、老朽化対策への支援、この項まではきち

んとやっていただきたい。

それと、その後なんですけれども、「県内市

町の上下水道事業における将来にわたる効率的
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かつ持続可能な事業運営を図るため、広域化・

共同化を推進する」、こういう文言で、結局、

国が水道事業を民営化したいというような、厚

生労働省の一部の政策があるんですけれども、

県内の基礎自治体はほとんどの自治体が反対な

んですね、水道事業の民営化に。こういった文

言で計画をさせて、水道を民営化にしたらいい

ですよとかいうものの対策なのかなとも、私自

身は受け取っているんですけれども、やっぱり

命の水というか、きちんとした水を供給すると

いうことは行政の責務であると考えます。

諸外国のいろんな民営化をしているところの

水を見ると、茶色く濁ったり、到底飲める水が

供給されなかったりと、大問題も起きているも

のですから、そこら辺は、こういったあめとむ

ちじゃないけれども、先にあめだけなめさせて

おいて、後で民営化だぞとか、そういったこと

にならないように、きちんと県も、基礎自治体

が基本的には決めることではありますけれども、

そこら辺はきちんと監視をしながらやっていた

だきたいと思いますけれども、いかがでしょう

か。

【本田水環境対策課長】委員のご指摘、ご心配

というのは、私どもも共有しておりますが、国

が民営化を推し進めているという認識は、我々

のほうは持っておりません。国としましては、

人口が減少していくと、施設のほうも昭和40年
代にできたものが全国的には多いものですから、

急激に老朽化が進むというようなことがござい

まして、どうしても水道事業自体の経営を、今

までとは違って、もっとシビアにやっていかな

きゃいけないということの中で、ある意味こう

いう選択、いろんな選択を考えなさいという中

にコンセッションがあって、これ自体は民間の

事業者が行うものですので、相当のスケールメ

リットがないと、なかなか実際にそれに採用す

るところもないというふうに考えております。

県内におきましては、民営というのは、基本

的には想定しておりませんで、県内の中での市

町の施設、長崎県の場合は、非常に山がちで水

源も分散しておりますので、全国的に見て、施

設が多くございます。この施設を、人口が減少

していく中で、そのまま更新していくのかとい

うのは、幾ら何でも合理性がないということで、

今回、県のほうが音頭をとって、最大限効率の

いい運営をしていくように仕向けてほしいとい

うことで、水道法の改正もございまして、県が

その役割を果たすことになったものと認識して

おります。

今回、広域化・共同化の関係の計画策定を予

算要求しておりますけれども、この中で、本県

で実施できる合理化の限界といいますか、その

辺もきちんと見極めまして、それをもちろん実

施していくということと並行して、限界が見え

れば、それをもとにした本県の地域特性に応じ

た国への支援の要求というのも一緒にやってい

こうというふうなことで考えております。

【宅島委員】 ありがとうございます。21の基
礎自治体のほとんどのアンケートでは、民営化

には反対だということでありますので、そこら

辺を理解しながらやっていただきたいと思いま

す。

それと、全国的には、宮城県が県としては上

下水道をコンセッション方式で民間に委託とい

うことで、宮城県自体は2022年から始まるみた
いです。ここに書いてある広域化・共同化を推

進するためには、例えばコンサルとかなんとか

が入りながらの調査をして、どうすれば効率が

よくなるかとか考え出してくると思うんですよ。

そのときに、こういった民間でやりませんかと
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か、民間でやったら広域でできますよとか、そ

ういったことが、議論が進んでくるというのも

あるので、そこら辺は、地元の基礎自治体が民

営化でやりますという意思があれば、何も問題

はないんですけれども、やりたくないのに、こ

ういった予算を配られて、じゃ、調査した結果、

民営化にいきますよとか、そういったことにな

らないように注意をしていただきたいというこ

とを発言させていただきたいと思います。

いかがですか、部長。

【宮﨑環境部長】この水道の広域化につきまし

ては、先ほど担当課長が説明いたしましたとお

り、実は国の通知を受けまして、市町村の区域

を越えた推進方針を定めるプランをつくりなさ

いと、そういうふうな要請が県になされている

ものでございます。

それで、来年度からこのプランの策定業務に

入ろうかと考えているんですけれども、今、委

員からご指摘がありました、民間に委ねると、

そういうふうな考え方はこの中には入れており

ません。あくまでも市町の区域を越えて広域化

をするというのが、どういうパターンがあるか

ということを、一度コンサルあたりにシミュレ

ーションしていただきまして、それを踏まえて

枠組みといいますか、広域化といいますか、そ

ういうものを各市町にお示ししたいと、そうい

うふうに考えているところでございます。

【宅島委員】 わかりました。この11億3,984万
6,000円のうち、じゃ、水道施設耐震化及び老朽
化に幾ら使うのか、そして、広域化・共同化を

推進するための経費として幾らかかるのか、そ

れを教えてください。

【本田水環境対策課長】委員ご質問のことです

けれども、この11億529万7,000円の中には、ま
だ水道が普及していないところをやる分が幾ら

か含まれておりますけれども、ほとんどの事業

費につきましては、管路の更新とか、あと施設

の更新に使われるものと思います。まだ集計が、

2つに分けた分は持ち合わせておりませんので。
割合的には、もうほとんどが更新関係でござい

ます。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時３９分 休憩 ―

― 午前１０時３９分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【本田水環境対策課長】 11億3,984万6,000円
の内訳でございますけれども、このうち水道施

設の整備に要するものが11億529万7,000円で、
あと、水道の広域化推進プランの策定に要する

経費が2,015万9,000円でございます。
【宅島委員】ありがとうございました。ほとん

どが老朽化対策とか、施設のやり替えとかとい

うことで、一定理解をいたしました。

この2,015万円というのが、こういった広域
化・共同化を推進するために、県がこれをコン

サルなり、一回公告して発注するということで

理解していいんですか。

【本田水環境対策課長】委員ご指摘のとおりで

ございます。これは2カ年でやる予定にしてお
ります。来年度も同様な予算を計上させていた

だきたいと思っています。

【宅島委員】理解ができましたので、私が先ほ

ど冒頭申し上げた、基礎自治体の意思というも

のも尊重しながら進めていただければと思いま

す。

ありがとうございました。

【山本(由)分科会長】 ほかにご質疑はありませ
んか。

【溝口委員】 2ページの長崎発東アジアの環境
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技術発信事業について、480万円組まれており
ますけれども、これは昨年度からになっている

のか、よくわからないんですけれども、説明資

料をもらった時に、長崎発東アジアの環境技術

発信事業費として547万8,000円だったんです
が、この事業費とちょっと差額があるんですけ

れども、この辺についてはどうなっているのか

なと思ったんです。それはそれとしていいです

けど、それは調べておいてください。

それで、今回もですけれども、前からだと思

うんですけれども、東アジア地域との環境保全

に関することでいろいろと共同的に研究して課

題解決に向けて努力をしていきたいということ

ですけれども、今まで課題解決としてどのよう

な話し合いをし、そして、韓国と福建省、環境

省が入っていると思うんですけれども、福建省

と8県市道ということで関係して入っているん
ですけれども、この8県と市道は大体どのよう
な形になっているのか、お尋ねしたいと思いま

す。

【本多環境政策課長】長崎発東アジアの環境技

術発信事業につきましては、来年度の予算とし

ましては、480万円を計上しているところでご
ざいます。

それから、具体的な交流の取組につきまして

は、中国では福建省と環境技術交流の協定を締

結しまして、それに基づいて共同研究でありま

すとか、人材交流を進めているところでござい

ます。

それから、お尋ねがございました韓国につき

ましては、日韓海峡沿岸地域ということで、九

州北部の3県、福岡、佐賀、長崎、それから山
口県を加えたところで、日本側がこの4県、そ
れから韓国につきましては、釜山広域市、全羅

南道、慶尚南道、それから済州道ということで、

1市3道、これらを合計しまして8県市道によっ
て、共同事業ということでさまざまな研究をし

ておりまして、具体例を挙げますと、これまで

酸性雨の共同調査でありますとか、大気関係で

はＰＭ2.5に関する調査でありますとか、あと、
最近では地下水の成分調査とかも実施している

ところでございます。

そういった調査やシンポジウム等を共同で開

催しているところでございます。

【溝口委員】わかりました。もし協定書があっ

たら、協定書を見せていただければと思います。

酸性雨とか、ＰＭ2.5、地下水ということです
けれども、地下水なんかは、共同することとい

ったら、どこら辺を調査研究していこうとして

いるのか、そこら辺についてお尋ねしたいと思

います。

【本多環境政策課長】大気とかであれば、ＰＭ

2.5であれば広域的なこととかございますが、地
下水ですと、それぞれの国、地域での地下水の

状況の調査ということになるんですけれども、

そういった中で、それぞれの国、地域で共通す

る課題等がないかを調査しまして、それを検証

することで、共通する部分でありますとか、そ

れぞれの地域の特殊性というか、地域の特殊性

に応じた結果ですとか、そういったものを分析

いたしまして、今後のお互いの地下水の対策な

どにつなげていこうという趣旨で取り組んでい

るところでございます。

【溝口委員】 酸性雨とかＰＭ2.5だったら全体
的に関係することであるから、そのことについ

ては、やはり研究していかないといけないと思

うんですけれども、特に、今、世界的に温暖化

ということで話し合いがされておりまして、そ

れは全世界でしていくことかもわかりませんが、

結構、中国関係の温暖化というか、廃棄物とい
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うかいろいろ多いと思うんですけれども、その

辺の影響についても、やはり話し合いをしてい

かないといけない部分なんですけれども、ただ、

私が思うのは、この題目で「長崎発東アジア」

ということで考えてみれば、福建省との協定と

いうよりも、やはり東アジアに向けて、皆さん

方と共有した協定を結んでやっていくというこ

とは大事なことではないかと思うんですけれど

も、このことについての考え方をお尋ねしたい

と思います。

【本多環境政策課長】まず、先ほどの共同研究

のテーマにつきましては、これまで一定、そう

いった大気でありますとか、酸性雨であります

とか取り組んできたところもございまして、今

後は、委員がご指摘のとおり、地球温暖化対策

でありますとか、海洋プラスチックの問題であ

りますとか、そういった広域にわたる課題とい

うのもございますので、そういったところも、

今後共同で何かできることがないかということ

を、今検討しているところでございます。

それから、韓国、中国に限らず東アジアとい

う部分につきましては、福建省につきましては、

ご案内のとおり、長崎県と福建省で友好県省を

結んでいるということとか、歴史的なつながり

とかがかなり強い部分がございましたので、こ

れまで福建省を中心にしてきていたところでご

ざいます。

今後は、アジア・国際戦略に基づいて、県全

体として、そういった東アジアとの交流を進め

ていく中で、環境技術面での交流につきまして

も、可能な限り経済交流まで結びつくような形

で、そういう環境面での人材交流ですとか、共

同での調査研究というものを進めていければと

思っているところでございます。

【溝口委員】わかるんですけれども、やはりそ

れぞれの国と共同ということでございますので、

福建省と長崎が姉妹という形で友好関係にある

んですけれども、ほかのところも、例えばベト

ナムとか、友好にしているところがあると思う

んですけれども、やはり日本の西側ということ

になれば、結構東アジアということになってく

るので、環境ということになれば、やっぱり西

側の皆さん方とちゃんとした形をとってもらわ

ないと、季節風でみんな日本のほうに入ってく

るという形になるんですけれども、その辺も、

せっかく名前が「長崎発東アジア」ということ

になっていますので、その辺については広げて

いく必要があるんじゃないかと思っております

ので、このことについては、皆様方で検討して

いただきたいなと思っております。

ただ、協定書を結んでそういう研究をすると

いうことはわかるんですけれども、長崎の持ち

出しとして、今回、480万円を計上しているん
ですけれども、全体的なこの勉強会、研修会と

いう形の中では、予算的にはどのくらいの予算

を組んでいるのか、教えていただきたいと思い

ます。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時５１分 休憩 ―

― 午前１０時５２分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【本多環境政策課長】共同研究にかかる負担で

すけれども、韓国の場合ですと、8県市道ござ
いますけれども、それぞれの県が75万円ずつ負
担して実施をしているところでございます。

【溝口委員】 1県で75万円ということですから、
それの8掛けになるわけですか。それでは、合
計でよかったですけれど、それについては、い

いです。
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ただ、やっぱりせっかく研究するからには、

それを今後の環境の改善につながるような制限

をしながらやっていかないといけないと思うん

ですけれども、今何年目になっているのか、私

も聞いてなかったので、今までの成果というか、

それをもとにしてそれぞれ協定の中で、またそ

れを実行していこうと、そういう話になってい

るのかどうか、そのことについてお尋ねしたい

と思います。

【本多環境政策課長】それぞれ申し上げますと、

中国におきましては、平成22年度から取組をし
ているところでございまして、これにつきまし

ては、人材交流を中心に行ってきているところ

ですけれども、そういう中でも、県内の企業が

中国でビジネス的な展開ができるような形に持

っていこうということで、そういった視点も取

り入れながら、現在、福建省の生態環境庁のほ

うと協議しながら進めているところでございま

す。

それから、韓国につきましては、共同調査と

いたしましては、先ほども申し上げた酸性雨の

共同調査が平成7年でございまして、それから
ずっとテーマを定めまして、大体2カ年で一つ
のテーマという形で共同調査を実施していると

ころでございます。

先ほども少し申し上げましたけれども、こう

いったテーマを定めた調査研究共同事業につき

ましては、一通りこれまで実施してきたという

こともございますので、今後につきましては、

この共同調査に変えまして、それぞれの日韓の

両国地域が抱えているような環境面での課題と

かについて会議の中で発表していただくような

形で、そこで意見交換をするようなことを、今

後、考えているところでございます。

【溝口委員】ちょっとわからなくなってきたん

ですけれども、結局、福建省とは人材交流は平

成22年度からやっていますよということです
けれども、私は、やっぱり環境部として、技術

発信事業ということで取り組んでいると思いま

すので、予算をわざわざここに計上しているわ

けですから、そのことについて、それぞれの国

が一緒に共同研究ということの中で、年に一回

とか、2年に一回とか寄って、いろいろな情報
発信をして、話し合いをして、課題を見つけて

一つのことについて、それぞれの国で一緒にや

ろうということが、この発信事業の目的じゃな

いかという感じがしましたので、そのことにつ

いてお尋ねしているわけですね。

ただ、今聞いたところ、韓国とは酸性雨につ

いての話し合いをしたということですけれども、

それについてどうするかという課題までいって

ないわけですよね。だから、研究をするなら、

協定でも結んで何かをやっていこうという、そ

ういう政策的なことをやっていかないと、この

事業の意味がないんじゃないかと私は思ってお

りますので、このことについては、今後また検

討していただきたいと思っております。

次に、4ページの汚水処理施設の整備につい
てですけれども、先ほど宮本委員からも質問が

あったと思うんですけれども、全体的には3億
8,636万8,000円組んでいるんですけれども、そ
れで浄化槽設置整備費として、それぞれ個人ま

たは市町設置の件についてと、集落があるかな

と。そのことについては2億8,000万円、一応組
んでいると。それから、農業集落排水のことに

ついては、県のほうとしては1,600万円組んでい
るんですけれども、皆さん方から説明を受けた

時は、大体農業集落関係としては1億5,300万円
が全体の事業費であるということを聞いており

ますけれども、そのことと一緒に、やはり個人
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的な処理施設と、都市的な下水処理場との関係

が出てくると思うんですけれども、やはり浄化

槽を設置しなければいけない部分と、都市的な

下水道処理ができるところとの関係があると思

うんですけれども、特に、20市町から申し込み
があっているということですけれども、このこ

とについてどのような指導をし、また、個人的

な基数を増やしていくのかどうか、そこら辺に

ついての環境部としての考え方をお尋ねします。

【本田水環境対策課長】汚水処理をどのように

進めていこうと考えているかというご質問だと

思うんですけれども、汚水処理には、集合処理

で行いますいわゆる下水道、それと浄化槽、こ

の2つに大きく分けられるんですけれども、集
合処理につきましては、やはり人家が密集して

いるところでないと、なかなか費用がかさむと

いうことがございますので、今現在、整備をし

ようとしているところ以外で、新たな下水道施

設を整備するというところはもうないだろうと

考えております。人口も減少していく中ですの

で。

今現在、まだ20処理区というのが未着手で、
一応集合処理でやろうというふうな計画を持っ

ているところがあるんですけれども、こちらに

ついても、現在、集合処理では後々採算がとれ

ないだろうということを指導しまして、集合処

理をやめて浄化槽でやろうというふうに計画の

変更を、市町のほうには促しております。

そして、市町の浄化槽の整備につきましては、

現在も補助をしておりますけれども、これを続

けまして、今からは、もう少し下水道が残って

いるところがあるんですけれども、これが終わ

った後は、浄化槽だけで普及率が伸びていくと

いうことになると思います。

佐世保市の下水道が、まだしばらくかかるよ

うな状況でございますけれども、基本的には、

それが終われば、浄化槽ということで指導をし

たいと思っております。

【溝口委員】わかりました。県のほうとしては、

都市下水処理は大体限界にきているので、今後

は個人的な浄化槽を進めていこうということの

考え方ですね。個人的な浄化槽も、3次処理と
かができて、きれいな水ができるわけでしょう、

処理してから。

それを進めていくためには、やはり個人とし

てはなかなかきつい部分が結構あるわけですよ

ね。だから、補助金等が必要になってくると思

うんですけれども、それを普及させていくため

には、今までの補助金関係だけでは、私は足ら

ないのではないか。これを進めていくためには、

国も一緒になって、国からの補助も受けながら、

やっぱり県市はそれを補っていくような形をし

ていかないといけないのではないかと思うんで

すけれども、このことについての考え方をお尋

ねします。

【本田水環境対策課長】浄化槽の個人の負担と

いうのが結構重いというのは、私どものほうも

認識しておりまして、市町のほうも、国が個人

設置型というのに補助しますのが、6割は個人
で出して、4割を公で何とか見ようということ
で、4割に対して、離島地区では2分の1、本土
地区では3分の1という国の補助があるんです
けれども、市町の中には、6割の部分について
も継ぎ足しの補助を行っているところがござい

ます。

そういう市町、要するに、普及を進めたいと

いうことで努力をしている市町につきましては、

4割という公費負担の限界を引き上げてもらえ
るような形にできないかということで、国への

要望も行っております。
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【溝口委員】わかりました。やはり個人のほう

に浄化槽を普及させていくということであれば、

そのことについての国の政策を変えていかなけ

ればいけないと思うんですね。だから、このこ

とについて、県の方針をしっかりとした形で持

つよう県にお願いしていかないといけないと思

うんですけれども、環境部長の考え方を聞かせ

ていただきたいと思います。

【宮﨑環境部長】汚水処理についてのご質問で

すけれども、私のほうから、改めて整理をして

説明させていただきたいと思っています。

今現在、平成30年度末ですけれども、長崎県
の汚水処理の率というのが80.9％でございます。
これは汚水処理人口の比率でございます。その

うち下水道が62.7％、農業集落・漁業集落が
3.6％、浄化槽が14.2％と、おおむねこういうふ
うな状況になっておりまして、その中でも、特

に、現在、汚水処理の人口普及率が50％未満と
いうところが、実は離島・半島に多くあります。

今後、汚水処理を進めていくためには、やはり

この離島・半島地域の普及率をとにかく上げて

いく必要があるということになるわけでござい

ますけれども、こういうふうな離島・半島にお

いて、今後、要するに下水道事業ができるかと

いうふうに考えた時に、やはり家屋の密度とか

を考えた場合に、なかなか下水道というのが施

工しにくい。施工しにくいというのは、経営が

成り立たない可能性があると。

そこで考えているのが、やはり浄化槽の設置

ということで、個人の家庭にそれぞれ浄化槽を

入れて汚水処理をすると。それをやっぱり進め

ていく必要があるというふうに考えております。

ですから、この点に関しましては、離島・半

島の自治体に対しまして、できるだけ浄化槽を

設置するようにお願いはするんですけれども、

やっぱり予算との関係から、一定限度があると

いうふうなところがあります。

それに加えまして、やはり個人設置型という

ふうになりますと、先ほど担当課長が言いまし

たように、6割は自分で負担をしないといけな
いということで、なかなかそこの数が少ないと

いうことでございます。

しかしながら、やはり汚水処理というのは進

めていかないといけませんので、そこは市町に

理解をしていただいて、一定進めていただく必

要があるというふうに考えております。

県としましては、もう一つの考え方といたし

まして、やはり個人設置型でやった場合に、個

人に判断を委ねるということになりますので、

なかなか進まないというふうなことも、実は懸

念されるところでございます。ですから、一方

では、市町村が浄化槽を設置しまして、数戸の

家庭の管、汚水を処理するような市町村設置型

の浄化槽の普及というのも必要であるというこ

とで、今現在、島原市におきまして、それをモ

デル的にやってもらうということで推進しよう

というふうに考えております。

その場合に、個人負担というのがおおむね1
割という形になりますので、個人の方には理解

をしていただけるんじゃないかというふうに思

っています。

いずれにしましても、離島・半島地域におい

て、特に汚水処理を進めないといけませんので、

今後、個人設置型、そして市町村設置型、こう

いうものを複合的に設置するような形で市町に

お願いをしていきたいと考えております。

【溝口委員】今、モデル型で島原のほうにとい

うことですけれども、これは農業集落とか、漁

業集落とかの排水ということじゃなくて、市が

中心になった形でのモデル的な排水処理という
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ことを考えているんですか。

【本田水環境対策課長】そのとおりでございま

す。

【溝口委員】 先ほどから言われているように、

離島・半島ということで、長崎県は大変厳しい

状況になっていくと思うんですけれども、特に

有人国境離島新法を考える時に、やはり離島は

離島で人々が住んで守っていかなければいけな

いと、そういう形の中では、やはり浄化槽の整

備というのは必要になってくるかと思いますの

で、今の1割負担ということであれば、個人的
にもやりやすくなっていくんじゃないかと思っ

ておりますので、そのことについては、特に離

島・半島、集落が少ないところにモデル型の部

分を設置できるような施策をしっかりと県のほ

うで検討して進めていただきたいと思っており

ます。

それと、農業集落排水施設ですけれど、今回、

県の持ち出しとして8,600万円ですか、それで、
これは全体で事業費として1億5,300万円とい
うことになっていると思うんですけれども、5
市町で実施するということですが、方針として

は、すみません、わからないかもしれないから、

この間の委員会の勉強会の説明資料の中に入っ

ているんですけれども、11ページです。それで、
5市町がどこになっているのか、どういう規模
の農業集落排水施設ということを考えているの

か、お尋ねしたいと思います。

【本田水環境対策課長】来年度実施を予定して

おりますのは、西海市、諫早市、東彼杵町、小

値賀町、雲仙市の5市町になりまして、事業費
として上げております金額以外に、直接国のほ

うから交付される事業としまして、諫早市がも

う1カ所やっております。
その中で、今回ここで計上しております8,600

万円のほうにつきましては、すべて改築更新で

して、これらについては新しい整備ではござい

ませんが、直接交付される分で、諫早市の大草

地区のほうで整備を進めておりまして、これに

つきましては、730人というのが対象の人口に
なっております。

【溝口委員】すみません。先ほどは私が間違っ

ていました。国費のほうが8,553万円ですね。そ
して、県の持ち出しが8,600万円ですけれども、
今、国直轄ということを聞いたんですけれども、

諫早のほうで730戸を予定しているということ
ですけれども、ここは、完全に国のほうはちゃ

んとするということで、名前、どこの地区と言

ってもいいんですか。実際、どこの地区をする

ようになっているんですか、農業集落は。

【本田水環境対策課長】こちらのほうは、地方

創生汚水処理施設整備推進交付金という内閣府

のほうの交付金を使ってやっておりまして、こ

れについては、県のほうでは政策企画課のほう

が窓口となって、国とのやりとりをしておりま

す。

この交付金は、ほかの交付金と同じように、

箇所づけでくるというものよりも、県のほうに

一括してきまして、交付金のやりとりとしては、

国から直ですので、我々のほうでその交付金の

事務を行っております。

【溝口委員】 それでは、諫早の分については、

国直轄ということであれば、県の持ち出しとい

うのはないわけですね。

なぜこの諫早だけ国直轄の事業ができたのか

どうか、その辺についてお尋ねしたいと思いま

す。

【本田水環境対策課長】これは、通常言う国の

事業というわけではございませんで、県に一旦

交付されて、それをまた再交付すると、間接補



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月１０日）

- 88 -

助するという形ではないというものでございま

す。

そして、これがどうしてここの諫早だけでき

ているかと申しますと、この地方創生汚水処理

施設整備推進交付金と申しますのは、2つ以上
の汚水処理の事業をこの交付金でやるならば、

こちらの内閣府の予算を使えるというふうにな

っておりまして、諫早市の場合ですと、農業集

落排水と、あと浄化槽の分をこの交付金を使っ

て、今やっております。

それと、先ほどから申すのが漏れておりまし

たけれども、この事業につきましては、長崎県

のほうからも5％の補助を行っております。こ
れは県の単独費で補助を行っております。

【溝口委員】 わかりました。2カ所以上のもの
があれば、地方創生事業としてやっていけると

いうことですけれども、今、モデル的かわかり

ませんけれども、今後、そういうところがあっ

たら、大体2カ所といっても規模的な問題があ
ると思うんですね、戸数的な問題とか。そうい

うことについては、県のほうとしてはどのよう

に指導していこうとしているのか、お尋ねした

いと思います。

【本田水環境対策課長】 2カ所というわけでは
ございませんで、2つの種類の汚水処理の整備
をセットでやるということでして、先ほどから

ありました、県費補助を行っております浄化槽、

この整備と農集の整備という2事業を一つのパ
ッケージでやるという形で、この交付金は使え

るということになっております。

【溝口委員】 一応違う種類の処理場を2カ所集
めてするということであれば、この事業は使え

るということですけれども、県内にそういうと

ころが、規模的な問題もいろいろあるかもわか

りませんけれども、何カ所ぐらいあるのか、調

査等はしているんでしょうか。

【本田水環境対策課長】この交付金を使うこと

が特別有利ということではございませんで、予

算が、一時期、こちらの交付金を利用するとつ

きやすいというところがございまして、市町の

ほうで選択しております。

今年度までは佐世保市のほうも下水道の整備

と浄化槽の整備をこの交付金で行っておりまし

たけれども、予算のほうの使い勝手が悪いとい

うようなこともございまして、来年度からは、

またもともとのパッケージのほうに戻るという

ことで、特段これを使うから有利ということで

はございません。

【溝口委員】 それでは、その事業ができて、個

人負担的なものが発生してくると思うんですけ

れども、処理した経費とかいろいろなことがあ

ると思うんですけれども、このことについては、

運営について、できた時にも負担が個人的にあ

るのか、それとも、これに関わる人たちが運営

費用を出していかなければいけないようになっ

てくるのか、その辺についてのお尋ねをしたい

と思います。

【本田水環境対策課長】農業集落排水につきま

しては、完成した後、接続するための接続負担

金が、各市町徴収しているというふうに認識し

ております。

そして、その後につきましては、通常の下水

道なんかと同じように、使用料を、水道の使用

水量に応じて負担するという形です。

それと、浄化槽につきましては、最初に6割
相当の金額を負担して、それで設置しました後

は、ご自分で管理をされるということになると

思います。

【溝口委員】そうしたら、組合的なものをつく

って運営をするのかということを聞いたんです
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けれども、そうしたら、運営は、今までのよう

な組合的な形の中でやっていくということにな

るわけですか。

【本田水環境対策課長】農業集落排水につきま

しては、市町が運営してまいります。

【溝口委員】以上で終わりたいと思います。あ

と、皆さんが、時間があると思いますので、ま

た後からしたいと思います。

【本田水環境対策課長】先ほど宅島委員のほう

からご質問がありました、水道施設の整備及び

上下水道事業の広域化・共同化についての11億
4,000万円の内訳の中で、一つ事業が漏れており
まして、下水関係の広域化・共同化計画の策定

のほうも同時に進めるようにしておりまして、

それに要する経費が1,014万円、これも計上して
おります。申し訳ございません。

【山本(由)分科会長】 ほかに、予算議案に関す
る質疑はございませんか。

【徳永委員】諫早湾干拓調整池の環境保全対策

についてですけれども、この中で、調整池での

再生可能エネルギーの導入を推進とありますけ

れども、これはどういったものをやろうとされ

ているのか、お尋ねいたします。

【吉原地域環境課長】諫早湾干拓調整池の周辺

には、まだ活用されてないような干陸地もござ

います。また、調整池の中もまだ、水面に関し

てはボート等で利用されているところもござい

ますけれども、そういった、まだ活用されてな

い地区、場所を活用したところで、再生可能エ

ネルギーとしまして、バイオマスの発電とか、

あと太陽光の発電施設とか、そういったものが

この地域に設置ができないものかどうかという

ところを検討している事業でございます。

【徳永委員】今からそういう実証実験か何かを

やるということなんですか。もうちゃんとプラ

ンニングできているんですか。

【吉原地域環境課長】実証試験とかはまだやっ

てないところでございます。

ただし、そういった設置した場合の影響がど

ういうものがあるか、そういったところを今検

討している段階でございます。

【徳永委員】 わかりました。そうであれば、ど

ういったものをやろうとしているのか、資料等

もあれば、ただ、これじゃ、何をやるのか皆目

検討がつかないものですから、またそこはよろ

しくお願いしたいと思っております。

それと、自然環境を活かした地域づくりの推

進について、「国立公園雲仙の利用拠点である

雲仙温泉地域において、滞在環境の上質化に向

けた官民一体となった取組を進めたい」とあり

ますけれども、この内容を、どういうものなの

か、お願いいたします。

【立田自然環境課長】雲仙では、雲仙の利用拠

点上質化プロジェクトというものを県ではやっ

ておりまして、それには、環境省ですけれども

国、雲仙市、県、それから民間で連携して、雲

仙の温泉街を魅力的なものにしていこうという

形でプロジェクトを組んでいます。

プロジェクトの中身として、課題としては、

雲仙の地域全体のブランド、あるいは戦略が打

ち出せていないということ、温泉街の魅力が乏

しいということ、それから、インバウンドを含

めた多様なニーズの対応が遅れているというこ

とで考えておりまして、1番目につきましては、
雲仙市が中心となって、今、雲仙の観光戦略と

いうものをつくろうとしておりますので、それ

は雲仙市が担当しております。

温泉街の魅力についてですけれども、一つは、

雲仙の地獄に使っていない配管や古い配管がか

なり汚い状態で残って景観を損ねているという



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月１０日）

- 90 -

積年の課題を解決するということで、これは雲

仙市が中心になって、廃屋の撤去とか配管の整

備というものをやろうとしております。

もう一つ、温泉街の活性化ということで、国

で、環境省で予算をとっていただいて、県が施

工の委任を受けるという形で、雲仙の中心部で

使われていない児童公園の跡地などの整備とい

うものを計画しております。

今回予算に含まれているのは、最後に話しま

したインバウンドに関する対応ということなん

ですけれども、昨年度、今年度と観光庁からの

支援をいただいて、外国人に実際に来ていただ

いて、外国人目線で雲仙の魅力を説明する文章

をつくってもらう。自然環境課で持っている看

板について、既に英語の文章になっているもの

はあるんですけれども、それはどうしても日本

語を直訳したものになっているので、それでは

なかなか外国人に魅力は伝わらないということ

で、観光庁の事業で、外国人がそのままテキス

トを起こすというものに支援いただいて、それ

は全額観光庁に持っていただいているんですけ

れども、それを昨年度と今年度とやっておりま

して、テキストができ上がっておりますので、

来年度につきましては、それを看板などにして、

実際に形にするということで考えているものが

約2,000万円ほどの予算として計上していると
いう状況になっております。

【徳永委員】これは国が主導でやっていますけ

れども、ただ、ちょっとわかりづらいですね、

毎年これに載ってきますけれども。

そして、実際、政策的新規事業については、

2,795万円の要求に対して1,974万円と、これは
事業内容等の精査ということで、これは要求額

に満たない金額ですよね。これがやはり物語っ

ているんではないかなと私は思うわけですよ。

確かに、今課長がいろいろと、こういった事業、

そしてまた、対策をやるということで、それは

私も理解をいたしますけれども、ただやはりも

っと、今どういうものが必要であって、そして

また、何が求められているかということも、こ

れこそ精査をしてやらないと、いっぱい並べて

やっても、今の現状が物語っているでしょう、

なかなか難しい状況の中にあるということが。

だから、そういったところも含めて、もっと

基本的な政策、対策というのを私はもっとコン

パクトにやったほうが、それと雲仙温泉の方、

そしてまた雲仙市と、そういったものはどうな

んですか。

【立田自然環境課長】まず、予算要望額から減

っている分についてなんですけれども、こちら

につきましては、県で、今後県有の施設とかを

どう利活用していくかという活用計画をつくる

というものを想定して出しておったんですけれ

ども、それにつきましては、雲仙市が観光戦略

を今検討している中で、ワーキンググループを

つくって、そういった自然関係の利活用につい

て検討しようという形で調整がつきましたので、

そちらで検討していこうという形でその予算を

削ったという形になっております。

今、徳永委員おっしゃられましたとおり、何

を重点にやっていくか、優先的にやっていくか

というのは重要だと思っておりまして、汚い廃

屋とか配管というものをまず撤去しないと、来

た人が、来てがっかりしてしまってはリピータ

ーを呼べないということで、そこを何とかしよ

うというのは、もう平成23年に「雲仙プラン
100」というものをつくった時から挙げられて
いる事業でして、それについて、これまでどう

しても予算というものがない中で、どうやって

いこうかというところで考えていたものが、昨
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年から国際観光旅客税、いわゆる出国税の予算

で、そういったことをできる支援が新たにでき

ましたので、それを活用して、まず優先的にそ

れをやっていこうということを考えています。

それから、もう一つ、繰り返しになってしま

いますけれども、やはり来た人が十分な魅力を

理解することができないというところは、まず

最初にやっていくべきことであろうということ

で、多言語化とかを進めておりまして、委員お

っしゃる、しっかり考えないといけないところ

というのは、今も検討中でありますけれども、

観光戦略を雲仙市とともに、我々も検討委員に

入っておりますので、検討して、これからもっ

と詰めていかないといけないところはまだ残っ

ていると感じております。

【徳永委員】わかりました。それは大事なこと

ですから、特に配管は以前から大きな問題であ

りますから。

それと、課長は環境省から来られていますか

ら、一つ大きな問題は、環境省の規制が、結構、

雲仙のほうではやはり大きな課題なんですね。

それと、やはり環境省の土地がいろいろと借地

があると、この問題。こういったところを、せ

っかく国から来られているんですから、私はこ

こをもっとやっていただきたいんですよね。こ

れは、多分、課長のほうにも、関係者からそう

いう要望は来ていると思いますので、そういっ

たところはどう考えているのか、聞かせていた

だけませんか。

【立田自然環境課長】自然公園法の規制ですけ

れども、規制そのものを緩和するということで

はないんですけれども、今回、国際観光旅客税

の補助のメニューができた時に、その計画を上

げるという形で採択を受けております。その計

画というものが、まさに上質化事業の計画にな

るんですけれど、やはりそういった計画に位置

づけることで、事前に国と調整をして、これま

でなかなかできなかったような対策というもの

が進めていけるのではないかという形で調整を

図っているところです。

土地に関しましては、今、旅館の方が借りて

いるところと、今、活用できてないところとあ

ると思うんですけれども、特に我々としては、

環境省の土地で使われてない部分というのがあ

るのではないかということで環境省に話をして、

環境省の直轄事業の施工委任を受けるという形

で、環境省の土地での利用拠点の整備というも

のができるような形で、今、計画をつくってい

るところでございますので、これからも進めて

まいりたいと感じております。

【徳永委員】詳細はここでは申し上げませんけ

ど、ただ、その規制を、これぐらいなら、規制

は緩和してもいいだろうと、これによって国立

公園雲仙が持っている魅力をもっと発信できる、

そしてまた、誘客にも大きな貢献になるにもか

かわらず、やっぱり環境省、どうしても国の規

制、そしてまた、そういった権限が強いところ

があるものですから、ここは、再度しっかり、

そのために国から来ておられるんですから、こ

こをもう一度精査をしていただいて、じゃ、何

ができるかというのを、私は一つ、二つ、三つ

としていただきたい。今まで来られていますけ

れども、理解はされながら、その壁が全然破ら

れていないというのが現状でありますから、こ

こは強く要望して終わりたいと思います。

【山本(由)分科会長】 ほかに、予算に関する質
疑はございませんか。

【中村(泰)委員】 日々のご尽力、ありがとうご
ざいます。

環境保健研究の推進ということで、「熱中症
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発生の地域特性と気象との関連性に関する研

究」、228万5,000円と環境政策課のほうで予算
が上がっております。

比較的小規模のものではございますが、近年

の温暖化を反映した施策とも言われますが、過

去、こういったところで具体的に政策を打たれ

ていたのか、また、過去と比べて費用はどうい

うふうに変わったのか、お知らせ願います。

【本多環境政策課長】県の環境保健研究センタ

ーにおける、これは経常研究の中の一つのテー

マといたしまして、来年度から新たに「熱中症

発生の地域特性と気象との関連性に関する研

究」ということを進めるようにしているところ

でございます。

これは、委員ご指摘のとおり、地球温暖化に

伴う異常気象とか気候変動によって、県民の生

活に影響を与えているという部分で、熱中症と

いうのが大きな課題となっておりますので、そ

ういった熱中症の注意喚起とか、普及啓発等を

するに当たって、その基礎データとなるものを

調査しようということで、県内の複数の箇所に、

学校には百葉箱があると思います。そういった

学校の百葉箱などに温度計とか湿度計を設置い

たしまして、それのデータを常時とりまして、

それをもとに、それぞれの地域によってどうい

った特性があるのかということを分析しまして、

その特性に応じてそれぞれの地域での熱中症対

策というものを考えていくように、そのための

基礎調査として位置づけようということで考え

ているところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。各学
校で温度データをとるといったところで、まず

は取り組まれるということでございます。

県民・市民の皆様にとっても、この問題はか

なり興味がある話であって、これはやはり行政

が主導で動かなければ、子どもを持たれている

ご家庭、または、お年寄りの方も動き方がわか

らないというか、そういったところがあろうか

と思います。

データをとるといったところは非常にありが

たいんですけれども、イメージとしては、例え

ば県南地区で温度がこれぐらいだと、そのとき

に、この地区はプラス何度、この地区はマイナ

ス何度みたいな感じで事前に予想して、それを

各学校にお知らせをするというイメージなのか。

つまりは、どういった、周知も含めてしないと

意味がないので、なかなかそこまで含まれては

ないかとは思いますが、そういったビジョンは

いかがでしょうか。

【本多環境政策課長】委員ご指摘のとおり、最

終的には、それぞれの地域で具体的にどういっ

た熱中症に対する対処をとっていくべきかとい

うところまで結びつけていく必要があるかと思

っていまして、まずは、そのデータを分析して、

それぞれの地域の特色というか、特性をまず把

握した上で、具体的な周知の方法でありますと

か、対策につきましては、福祉保健部のほうと

も連携をして、具体的な施策というものに、今

後つなげていきたいと思っております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。デー
タどりだけでこれぐらいの値段がかかるだろう

というのは、優に想像ができるんですけれども、

すみません、私もアイデアがないので申し訳な

いんですけれども、その後どういうお知らせを

していくのかといったところが、県民の皆様に

とっても安心した暮らしをしていくという上で

非常に重要であろうと。人口減少が叫ばれてい

る中で、長崎はこれだけ自分たちの命のことを

気にしてくれているんだといった一つのアピー

ルになろうかと思いますので、思いとしては、
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補正をつけてでも、今年の夏までに何とかして

いただければという思いでございます。

先ほどは、各学校単位というお話だったんで

すけれども、できればご高齢者に向けての周知

であるとか、そういったことも含めてご検討い

ただければと思います。

次の質問に移ります。

廃棄物対策の推進ということで、海岸環境保

全対策推進費、これは廃棄物対策課になります

が、海岸環境保全対策費の推進費用としても

8,100万円と、これが追加で国庫補助事業費の増
ということでなっておられて、もともとの全体

の費用としても6億5,700万円というぐらいの
ボリュームで、非常に大きなインパクトがあり

ます。

こちらは、近年取り上げられているプラスチ

ックごみ、マイクロプラスチック、そういった

ところを意識して金額が上がっているのかなと

思うんですけれども、その背景をお知らせ願い

ます。

【重野次長兼廃棄物対策課長】委員ご質問の海

ごみの補助金に関する部分ですけれども、現在、

10市5町でこの海ごみの補助金を使って海ごみ
の回収・処理、それから、発生抑制対策を行っ

ています。

今回要望するに当たって、市町にどれぐらい

この対策費として必要かどうかという要望額を

とったところ、今回、約8,000万円プラスして6
億3,940万円という形で要望をさせていただい
たという形でございます。

あと、国のほうで全国的な予算もございます

ので、その辺で精査をした中で交付決定がなさ

れるという形になっていくと思います。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。各市
町の要望というところで、積み上がった足し算

でこうなったということは理解いたしました。

近年、非常にこれが問題になっていて、長崎

県の現状がどうなのか。対馬あたりで非常にご

みが増えているんだという話は伺うんですけれ

ども、どのような状況なのか、お知らせ願いま

す。

【重野次長兼廃棄物対策課長】海岸漂着物の現

状ということでございますけれども、平成30年
度は県内で1,762トン回収をしております。この
事業自体を平成22年度から行っていますけれ
ども、大体2,000トン前後で増減して推移してい
るということでございます。

今年度につきましては、この前、久保田議員

の一般質問でも回答していますけれども、約

2,000トンぐらい回収をしておりまして、今後、
その辺の数値の精査をして、今年度の数値を出

していきたいということで考えております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。多分、
全体のボリュームが2,000トンだというお話だ
と思うんですけれども、特に海洋プラスチック

といったところで、プラスチックごみの話でも

う少しお伺いをしたいんですが、私もこれをい

ろいろ調査する中で、例えばストローといった

プラスチックのごみがすごく注目をされている

んですけれど、農業の被覆の被膜がプラスチッ

クでできていて、例えばそれをまいて水で溶け

て、ちょこっと穴が開いて、じわじわ、じわじ

わ被覆が溶けていくということで、実は被覆の

全体に薄い膜ができていると。私は知らなかっ

たんですけれども、それがすごく問題になって

いるんだということをあるところで聞きまして、

そのあたりが長崎県のご認識はどのようなこと

になっているのか、すみません、関連に近いん

ですけれども、お願いします。

【重野次長兼廃棄物対策課長】農業用のプラス
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チックについては、現在、農家を中心として1
カ所に回収をして適正に処理をしているという

ことでは確認はしているんですけれども、中国

に輸出していた部分が中国に行けなくなったと

いうふうなところで、現在国内で焼却処理、も

しくは埋立て処分でなされているということで

確認しておりますけれども、詳細な部分につい

ては、データとして持ち合わせておりません。

【中村(泰)委員】 中国で回収するというところ
は、ありがとうございます。

もう少し、実際お伺いしたかったところとし

ては、それが県内において具体的に問題になっ

てないかとか、そういったところであるんです

けれども、ご認識はありますか。

回収して燃やすとかというところではなくて、

それが、例えば他の自治体であれば、それが目

に見えてわあっと出てきたりしているんですね。

長崎ではそういったのがないか。

【重野次長兼廃棄物対策課長】農業用のビニー

ルの処理について、適正に処理されているとい

うことで確認しているところでございまして、

そのような事実についての情報はありませんの

で、今後、情報収集していきたいと考えており

ます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
もう少し調べていだたければ、そういったも

のであるとか、人工芝とか、ほかの自治体で川

ですくって調査をしたら、農薬とか人工芝も含

めて、いろんなごみが出ているんだと。なので、

ストローだけじゃなくて、本当に多種多様なプ

ラスチックごみというか、そういったごみが今

すごく出ているので、そういったところを把握

されて、しっかりと対策を打っていただきたい

と思います。お願いします。

【山本(由)分科会長】 ほかに、予算に関する質

疑はありませんか。

【田中委員】 確認を含めて2点ほど。
先ほどから議論があっている浄化槽設置関係、

あれは県の負担は全部一般財源かどうか。従来、

国からもきていて、それを動かすような感じの

認識を私は持っていたんだけれども、今はすべ

て一般財源になってしまっているのか。

【本田水環境対策課長】県からの補助金という

のも、国からの交付金相当をしておりまして、

2つの予算を県のほうでは扱っております。
それで、県予算となっておりますのは、県か

らの補助金だけでして、国からの交付金につき

ましては、その事務を県のほうで行っていると

いうことでございます。

【田中委員】 予算書の16ページになるのかな、
一般財源で2億8,400万円、すべて入り込んでし
まっているから。昔は、国の枠があって、それ

で県が負担して市のほうに落としていたんだね。

今度は、もうすべて県の一般財源という話にな

っているから、どうだったのかなという確認だ

けれども。

【本田水環境対策課長】県の一般財源になって

おります分は、県から、先ほど申し上げました

個人負担の4割に対して3分の1を、国の交付金
とほぼ同額を補助しておりまして、その財源と

しましては、一般財源とはなっておりますけれ

ども、その8割が特別交付税で措置される予算
を使っております。

【田中委員】それならば、普通は国の支出金と

か、その他とかという形で処理するのが従来だ

ったけれども、これは純然たる一般財源という

ことになると、県の単独みたいな意味合いにな

ってしまうんだけれどもね。そういう慣行にな

ってしまったわけ、今は。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。
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― 午前１１時４４分 休憩 ―

― 午前１１時４７分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
【田中委員】もう一点は、これは流域下水道事

業会計予算、第16号なんだけれども、南部浄化
センターの維持管理包括的民間委託費9億
6,000万円、これは債務負担行為にもなっている
みたいだけれども、ここら辺の仕組みを教えて

ください。

【本田水環境対策課長】流域下水道の処理場の

管理でございますけれども、これは現在は、平

成21年度からは3年ごとの包括的民間委託とい
うことで、通常の簡単な修繕あたりまでは包括

して民間に委託しております。

それが、現在第4期目ということで契約して
おりますのが、平成30年度から令和2年度まで、
来年度までということになりますので、それ以

降の令和3年度から令和5年度までの分を来年
度中に契約するということで、債務負担の申請

をさせていただいているところでございます。

【田中委員】金額云々じゃなくてシステム、シ

ステムがこんな感じで包括民間委託みたいな、

指定管理者的な問題じゃなくて。従来の県の予

算に関して比較する時に、削減しているのかな

というのがポイントなんだけど、民間委託の感

じでね。そこら辺がちょっと聞きたかったとい

うことなんです。わかりますか。従来の予算に

関して、こういうやり方がいいのかどうか。

【本田水環境対策課長】この流域下水道の管理

につきましては、流れがありまして、平成20年
度までは県で直営でやっておりました。その際

に、包括民間委託にすればコストの縮減が図れ

るということで、平成21年度から包括のほうに
移行しているわけですけれども、その後につき

ましては、今直営でやると幾らかかるかという

のは、なかなかはじくことはできませんので、

今直営でやればどうなるかというのはわからな

いんですけれども、通常、国のほうも包括民間

委託で合理化するようにというふうに勧めてお

りまして、この包括的民間委託の歩がかりあた

りも、国のほうが作成したものを使っておりま

すので、合理的な形での維持管理が図られてい

るものと認識しております。

【田中委員】従来、業種がいろいろあるからね。

いろいろな委託をやっていたのを、包括して1
社に任せてやっているということでしょう、こ

の意味はね。1社に任せてやったほうが、より
よかったのかなという話なんですか。いろいろ

な種類があったと思うよ。昔、議論した記憶が

あるから。それを今度は包括してやっている。

指定管理者とはまたちょっと違う感じのやり方

なんだね、民間委託の感じのね。システムその

ものがどうだったのかなという話をしたけれど

も、まあまあ、それはそれで結構です。そうい

うことになっているということなんでね。

もう歴史があるわけね。そうすると、2度目
かな、3度目ですか。
【本田水環境対策課長】 平成21年度から3年ご
とで行っておりまして、現在、4期目でござい
ます。

【田中委員】 平成21年のころなのかな、いろ
いろ議論した記憶がちょっとあるんでね。外さ

れた人が結構いたんでね、従来仕事をやってい

て、包括になったもんだから。そこが、今度全

部一括してやるもんだから、そこに全部権利と

いうか権限が移ってしまうもんだからね。わか

りました。

最後に、確認しておきたいと思うんだけれど

も、浄化槽設置でやっていくのはいいのよ、そ
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れはそれとしてね。ただ、公共下水道の料金、

維持管理費で言うと、大体月2,500円とすると、
年間3万円ぐらいになるよね。これが家庭の負
担。ところが、浄化槽になると、倍近くになる

ケースがあるのよ。これは、私がずっとこの委

員会でやってきたことなんだけれどもね。それ

は解決しているのかな、それを解決しなければ、

我々も勧めづらい、浄化槽をやったほうが清潔

でいいですよと。ただ、維持管理費が公共下水

道の倍近くになるというのは、やっぱり不自然

なんだ、家庭の負担がね。それはある程度解決

の方向に向かっているのか、確認して終わりま

す。

【本田水環境対策課長】 正直申し上げますと、

公共下水道のほうが、特に密集度が高いところ

以外につきましては、施設の費用も随分、浄化

槽よりも、1人頭で考えますとかかっておりま
す。しかし、公共事業的な整備によりまして、

施設の整備に要する経費を、今までは使用料に

あまり反映してないので、今委員がおっしゃら

れたような月3,000円程度の料金で済んでいる
んですけれども、これにつきましては、今回や

ります広域化・共同化の計画とかいうのと並行

して進められているんですけれども、各下水道

事業者に、小さいところまで含めて企業会計を

適用しなさいと。これは、実際かかっているコ

ストがどういうものなのかを見えるようにする

という第一段階を行っておりまして、その後に

は、適正な料金を徴収しなさいというふうに推

移していくものと考えております。

そうなりますと、もちろん公の金が全然入ら

ないような形には、水道みたいにはならないと

思うんですけれども、施設の費用が非常に高額

でございますので。それでも、今からは下水道

のほうが上がっていって、浄化槽の実際の管理

費に近づいていくものというふうに考えており

ます。

【山本(由)分科会長】 ほかに、予算に関する質
疑はございませんか。

しばらく休憩します。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午前１１時５４分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
午前中の審議はこれにてとどめ、しばらく休

憩します。

午後は、1時30分から分科会を再開します。

― 午前１１時５５分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 分科会を再開します。
午前中に引き続き、予算議案に対する質疑を

行います。

質疑はありませんか。

【溝口委員】先ほども質問させていただいたん

ですけれども、資源環境型社会推進費として

6,271万5,000円が計上されております。そのう
ち新規事業といたしまして、食品ロス削減推進

事業費が413万9,000円計上されているんです
けれども、この計上された経緯としては、「長

崎県食品ロス削減推進計画」を策定していくと

いうことでございますけれども、その策定にか

かっている取組と、いつまでの期間にこれを完

成させていくのか、お尋ねをしたいと思います。

【重野次長兼廃棄物対策課長】委員ご質問の件

ですけれども、食品ロスは消費者のライフスタ

イルや事業者の商慣習などが要因と考えられ、

その削減に向けては、食べ物を無駄にしない意

識の醸成と、その定着を図ること。また、食べ

られる食品は廃棄することなく、できるだけ食
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品として活用することが求められております。

県といたしましては、来年度から啓発ポスタ

ーの募集、県民を対象としたフェスタの開催等

と啓発活動を継続していくとともに、県内市町

社会福祉協議会等に対して、ガイドラインを活

用した取組を促し、フードバンク事業の拡大に

努めることとしております。

さらには、国の基本方針等を踏まえた、本県

の食品ロス削減推進計画を策定して、消費者の

計画的な買い物などに関する意識の改革や食品

の製造、販売、消費に至る一連の過程における

事業者の取り組み支援などを行い、県民・事業

者と一体となった食品ロス削減に向けた県民運

動に取り組んでいきたいと考えています。

考え方といたしましては、令和5年度まで、
一応意識の醸成に努めていきたいということで

考えおります。

【溝口委員】 わかりました。策定については、

一応でき上がってしまっているということで理

解していいんですか、今の考え方だと。

【重野次長兼廃棄物対策課長】今月中に国の基

本方針が出されるようになっておりますので、

それを踏まえた形で来年度策定をするという形

で考えております。

【溝口委員】わかりました。その期間をいつま

でにするのかというのを聞かせていただいたと

思うんですけれども、来年度中にということで

ございますが、その来年度中までに、それでは

各主体と連携を、意識を醸成しながらというこ

となんですけれども、その辺についての各主体

というのはどのようなところを指しているのか。

それで、県が中心となってやっていくと思うん

ですけれども、市町の役割というのはどういう

ふうに考えているのか、お尋ねしたいと思いま

す。

【重野次長兼廃棄物対策課長】まず、県庁内の

連携ということで、ＮＰＯを所管している県民

協働課、食品衛生法を所管している生活衛生課、

食育とか消費者行政を持っている食品安全・消

費生活課、災害備蓄食料とか生活品困窮対策で

福祉保健課、それから、こども食堂関係でこど

も家庭課、食品リサイクル関係で農山村対策課、

あと、学校給食関係で教育庁などと連携をしな

がら、まず取り組んでいきたいということで考

えております。

あと、県に食品ロス削減推進協議会という形

で学識経験者とか、フードバンク事業者、食品

製造業関係、そういう関係者を集めた食品ロス

削減推進協議会というものがありますので、そ

こで協議をしながら計画を策定していきたいと

いうことで考えております。

【溝口委員】わかりました。一応県庁の中でそ

れぞれの課との連携をとりながらつくり上げて

いくということでございますけれども、また、

ながさき環境県民会議のほうになるわけですか、

協議会を別につくって、今あるわけですか。そ

こら辺について、お尋ねしたいと思います。

【重野次長兼廃棄物対策課長】協議会のほうは、

現在設置して運営しているところでございます。

その協議会に意見を求めながら、計画を策定し

ていきたいということで考えております。

【溝口委員】わかりました。大体県が主体にな

って、協議会の話を受けながらつくり上げてい

くということでございますけれども、その中で、

先ほど聞かせていただいたんですけれども、市

町の役割としては、どのような形になってくる

わけですか。まず、県がこの計画をつくって、

それから、また市町に下っていくような形にな

っていくのかどうか、その辺についてのお尋ね

をしたいと思います。
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【重野次長兼廃棄物対策課長】委員ご質問の件

ですけれども、県がまず計画を策定いたしまし

て、その後、市町のほうに計画を策定するよう

促していきたいということで考えております。

【溝口委員】 わかりました。ただ、食品ロスと

いった場合に、かなりいろんな分野にわたって

あると思うんですけれども、先ほど学校のほう

も出たんですけれども、家庭、あるいはスーパ

ーとかコンビニの売れ残ったもの、そして、食

堂にしたら売れ残りとか、作って食べなかった

とか、そういう形があるんですけれども、いろ

いろな意見を入れた形で、それに対するいろい

ろな県としての考え方をそこに促していかない

といけないという形になってくるわけですけれ

ども、その辺の意見については、この協議会の

中に大体網羅して入っているということになる

のか、県庁の方たちの中で、それぞれの関係す

る部局が違う形の中で取り組んでいこうとして

いるのか、お尋ねしたいと思います。

【重野次長兼廃棄物対策課長】先ほども申しま

したが、長崎県食品ロス削減推進協議会の中に

学識経験者、食品衛生協会、イオン九州株式会

社とか、フードバンク事業者、あと、社会福祉

協議会、それから、こども食堂のネットワーク、

生活学校連絡協議会、それとあと、長崎市、佐

世保市、大村市ということで入れておりますの

で、この中で協議をしていきたいと思っており

ます。

ただ、協議の中でどうしても意見を聞きたい

というふうなところがございましたら、関係団

体に随時協力を願いながら計画を策定していき

たいということで考えております。

【溝口委員】わかりました。大体網羅されてい

くのではないかと思うんですけれども、やはり

どうしてもロスが出るところはまだまだあるか

もわかりませんので、県のほうとして、やはり

ここには聞いておいたほうがいいんじゃないか

という部分があったら、ぜひ聞き取りをして、

そして、計画の中に記入できるものについては

取り入れていただきたいなと思っておりますの

で、その辺についてはよろしくお願い申し上げ

たいと思っております。

ただ、これは議案に関係するかどうか、私も

今のところ定かでないんですけれども、これに

関連した形で、新型コロナウイルスが、今流行

しているわけですね。それで、小・中・高校が

休校いたしました。このことについて、やはり

給食関係がいろいろな形であったと思うんです

けれども、この辺のロスがまた出てきているの

ではないかと思うんです。このことについては、

県のほうとしてどのような事業の中で取り組ん

で、そして対策をしていこうとしているのか、

お聞かせをいただきたいと思います。

【重野次長兼廃棄物対策課長】現在、新型コロ

ナウイルス感染症対策として、小学校、中学校

等の一斉臨時休校などの対応が求められて、学

校給食で活用する予定であった食品が未利用と

なり、場合によっては多量の廃棄物として発生

するおそれがあります。

未利用食品につきましては、消費期限内であ

れば有効活用が可能であり、食品ロスの削減と

か、廃棄物処理の負担軽減の観点から、積極的

な取組が必要と考えております。

今般、農林水産省におきまして、こうした未

利用食品のフードバンクへの寄附推進のため、

全国の食品関連事業者からフードバンクへ寄附

することを希望する未利用食品の情報を集約し

て、全国のフードバンクに対して一斉に情報発

信する取組を進めておりますので、県としまし

ても、ホームページに掲載するとともに、県内
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市町、関係各課に周知したところでございます。

また、県といたしましては、教育庁に対して、

学校給食等における未利用食品の情報について

確認したところ、学校給食現場における食品廃

棄物は発生しておらず、廃棄物として排出して

いないことを確認しております。

また、農林部にも確認したところ、卸売りの

段階でホテルや給食関係取引が不調であるけれ

ども、自宅での食料需要が高まっていることか

ら、大きな影響は生じていないということを確

認させていただいております。

県といたしましては、このような状況を踏ま

えて、県内発生の食品ロスの削減を積極的に進

めるために、県内食品事業者の未利用食品情報

を収集して、県内フードバンクへ情報を提供し、

双方をつなぐ調整を行うこととして、先週の金

曜日、市町に対して給食関係を含め、広く食品

事業者への周知を依頼するとともに、県内フー

ドバンク事業者へも周知をしたところでござい

ます。

また、昨日ですけれども、県学校給食会の納

入事業者の情報を得て、そちらにもファクスで、

この事業につきまして周知を図ったところでご

ざいます。

今後も未利用食品の有効活用について、必要

に応じて、食品関連事業者とか、フードバンク、

市町と関係機関と連携して取組を進めていきた

いということで考えております。

【溝口委員】 わかりました。来年度、食品ロス

削減推進計画の長崎版ができるわけですけれど

も、そのことについて、今後指導していただい

て、本当に今、無駄が多いんですよね、裕福に

なって。だから、その辺についてしっかりとし

た指導ができるように、計画の中に盛り込んで

いただいて、なるべくロスがなくなるように努

力をしていただきたいと要望しておきたいと思

います。

よろしくお願いいたします。

【山本(由)分科会長】 ほかにありませんか。
【山田(朋)委員】 横長資料の9ページ、環境保
全費委託金について伺いたいと思います。

ツシマヤマネコの保護増殖事業ということで

予算が計上されておりますが、この内容を教え

ていただければと思います。

【立田自然環境課長】 こちらにつきましては、

国からの全額委託金になっておりまして、ツシ

マヤマネコの保護増殖、域内保全のためのツシ

マヤマネコのモニタリングですとか、あるいは

島内での交通事故の防止のための普及啓発、そ

ういったことを対馬市に委託するという形で事

業を行っているものになっております。

【山田(朋)委員】 モニタリングとかを対馬市に
委託をすると、何か定点カメラみたいな観察を

してもらうということですか。モニタリング調

査、どうなっているんですか。

【立田自然環境課長】 対馬市に委託するのは、

交通事故対策であったり、あるいは、イエネコ

の対策のほうを対馬市に委託しておりまして、

カメラ、モニタリングにつきましては県でやっ

ております。

モニタリングですけれども、カメラでツシマ

ヤマネコが通って使っているような道に自動撮

影をするものでしたり、あるいは踏査をしまし

てふんを回収して生息状況を調査すると、そう

いったような調査になっております。

【山田(朋)委員】 わかりました。増殖とあった
ので、もしかしたら、いろいろ増やすための何

かをしているのかなと思ったけれども、自然の

摂理に任せる中で行っているという理解ですよ

ね。
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それで、私が知識不足のために、対馬で、今

何頭ぐらい、上と下と両方いるんですよね、生

息しているのは。どういった状況にあるのかを

教えてください。

保護センターみたいなものがあったと思うん

ですけど、そこには1頭だけ保護を、大分昔に、
エイズのヤマネコか何かが保護されていたこと

だけ記憶しているんですけれど、今どういう状

況でこのセンターを使っているのか、教えてく

ださい。

【立田自然環境課長】現在の頭数ですけれども、

今、第5次の現地調査というものを環境省がや
っておりまして、暫定ではあるんですけれども、

島内に約100頭ほどというふうに言われており
ます。

島内の状況ですけれども、主に上島におりま

して、下島は、一部カメラ等で撮影が確認され

ているという状況です。

センターですけれども、以前から飼育してお

りましたものが昨年亡くなりまして、また1頭、
新たに来ているという形でございます。それは

動物園で生まれたものを、普及啓発といった目

的のために、島内に来られる方がなかなかヤマ

ネコに会うことができないということで、展示

をしているという形になっております。

補足ですけれども、保護増殖事業というもの

は、種の保存法という法律に基づいて保護増殖

計画というものを国がつくることになっており

まして、その一部分を県が担っているという形

になっておりますので、増殖というのは、動物

園とかで個体数を増やしていくとか、そういっ

たことも全体の事業の中には含まれておりまし

て、県の事業には、そういった直接的に増やす

ものは入っていないという形になっております。

【山田(朋)委員】 あと1点だけ伺いたいんです

けれど、福岡市立動物園と佐世保の森きららで

ヤマネコの保護増殖をしていただいていると思

うんですけど、今どういう状況にあるのかを教

えていただければと思います。

【立田自然環境課長】まず、全国なんですけれ

ども、全国で32頭ツシマヤマネコが飼育されて
おりまして、うち8頭が福岡市の動物園におり
まして、九十九島の動植物園に7頭いるという
状況になっております。

【山田(朋)委員】 以前も、大分前だったんです
けれど、森きららのほうが、予算がかなり厳し

くなったとか。それぞれの動物園で保護増殖し

ていただいている費用というのは、国から直接

ちゃんと、そういう各動物園等にいっているん

ですか。県も少し絡んでいるとか、どういった

流れですか。

【立田自然環境課長】確かに、ご指摘のとおり、

動物園は厳しい状況ではあるんですけれども、

一方で、動物園がこれまで動物を展示して来訪

者に見せるといったものが中心だったものが、

今、動物園もやはり社会的な責務ということで、

国内の希少な動植物を増やすということを環境

省と動物園で協定を結んで一緒にやっていこう

という形になっておりますので、動物園が自ら

の努力という形で保護増殖を行っております。

県からも、お金については出していないという

形になっております。

【山本(由)分科会長】 ほかに、予算に関する質
疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【山本(由)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第16号議案、第
77号議案のうち関係部分及び第86号議案につ
いては、原案のとおり、可決することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【山本(由)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

まず、環境部長より総括説明をお願いいたし

ます。

【宮﨑環境部長】環境生活委員会関係議案説明

資料 環境部の1ページをお開きください。
環境部の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第45号議案「長崎県浄化槽保守点検業者の登録
に関する条例の一部を改正する条例」でありま

す。

第45号議案「長崎県浄化槽保守点検業者の登
録に関する条例の一部を改正する条例」は、令

和2年4月に施行される改正浄化槽法において、
浄化槽保守点検業者の登録に関する条例に、保

守点検業に従事する浄化槽管理士に対する研修

の機会の確保に関する事項を定めるものとされ

たことから、所要の改正をしようとするもので

あります。

この改正により、高度処理の機能が備わった

ものやコンパクト化された浄化槽についての新

たな知識を得ることで、進歩する浄化槽技術へ

の対応が可能となり、浄化槽の適切な維持管理

につながると考えております。

以上をもちまして、議案関係の説明を終わり

ます。

次に、議案以外の主な所管事項についてご説

明いたします。

資料の2ページをお開きください。
（上下水道の広域化・共同化計画策定について）

人口減少により使用料収入の減少が見込まれ

る中、県内市町の水道事業や下水道などの汚水

処理事業の効率的かつ持続可能な経営基盤の強

化が求められており、市町の行政区域を越えた

広域化・共同化計画の策定に向けて、関係市町

と連携しながら、課題認識の共有や関係資料の

収集を行ってまいりました。

来年度から2カ年の業務委託で、事業経営の
将来予測や施設の統廃合、施設管理の共同化な

どの検討を行い、水道広域化推進プラン及び汚

水処理の広域化・共同化計画を令和4年度まで
に策定してまいります。

次に、資料の4ページをお開きください。
（令和2年度の組織改正について）
令和2年4月1日付けで組織改正を行うことと

しておりますので、その概要についてご説明い

たします。

県民生活部及び環境部につきましては、特に

県民生活一般に密着し、安全・安心で快適な生

活環境を保全・向上していくための施策分野に

ついて、より広い視点から総合的・一体的に施

策・事業を推進し、発信力を強化するため、両

部を「県民生活環境部」に再編することとして

おります。

今後とも新たな組織体制のもと、より効率的、

効果的な県政運営の実現に努めてまいります。

このほかご報告いたしますのは、地球温暖化
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対策の推進について、ＰＣＢ廃棄物の適正処理

の推進について、国立公園雲仙の活性化に向け

た取組について、生物多様性保全の推進につい

て、地方創生の推進についてであり、内容は記

載のとおりであります。

以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)委員長】 次に、水環境対策課長より
補足説明を求めます。

【本田水環境対策課長】条例案件について、ご

説明いたします。

補足説明資料1のほうをご覧ください。
第45号議案「長崎県浄化槽保守点検業者の登

録に関する条例の一部を改正する条例」は、浄

化槽管理士に対する研修の機会の確保に関する

事項を追加するものでございます。

浄化槽については、近年の社会的要請から、

窒素・リンの処理能力を高めた高度処理の浄化

槽やコンパクト化された浄化槽の普及が進み、

保守点検においても新しい知識が必要になって

きております。

このため、令和2年4月1日から施行される浄
化槽法の一部を改正する法律では、浄化槽保守

点検業者の登録に関する条例の中に、浄化槽管

理士に対する研修の機会の確保に関する事項を

定めるものとされておりますことから、所要の

条例の改正をしようとするものであります。

なお、浄化槽の保守点検業務に従事する者と

して浄化槽管理士制度が設けられており、浄化

槽の管理者から委託を受けて保守点検を行うと

きは、この浄化槽管理士の資格を有する者が従

事することになっております。

次に、条例改正の概要についてご説明します。

浄化槽保守点検業者は、在籍する浄化槽管理

士に研修の機会を確保することをまず義務づけ

ております。その上で、浄化槽保守点検業者に

在籍する浄化槽管理士が、業者登録の日の前3
年以内に県が定める研修を少なくとも1回は受
講していることとし、このことを登録の条件と

しております。

浄化槽管理士が受講する県が定める研修とし

ましては、浄化槽の保守点検に関する研修であ

って、一般社団法人全国浄化槽団体連合会、公

益財団法人日本環境整備教育センター及び県が

指定しております指定検査機関、このいずれか

が実施するものを受講していただくようにして

おります。

なお、条例の施行につきましては、令和2年4
月1日施行でありますが、参考資料の裏面のほ
うにお示ししておりますとおり、県が定める研

修の受講を登録の要件とするタイミングにつき

ましては、令和5年4月1日以降の新規及び更新
の登録から適用するよう、3年間の猶予期間を
設けております。

この条例の改正により、浄化槽管理士の研修

の受講が確保され、進歩する浄化槽技術への対

応が可能となり、将来にわたり浄化槽の適切な

維持管理が期待できるものと考えております。

以上で補足説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 ただいまご説明をいただきま
した分でお尋ねをしたいと思います。

今回新たに研修の機会を確保するための条例

の一部改正ということでありますが、今までは、

この資格を取っただけで特に更新制とかもなく、



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月１０日）

- 103 -

こういった研修もなかったという理解でよろし

いでしょうか。

【本田水環境対策課長】 委員ご指摘のとおり、

制度上はそうでございました。実際には、新し

い浄化槽、新製品とか出てまいりますと、製造

業者の方に来ていただいて、その仕組みとかメ

ンテナンスの要領については勉強されていたと

いうふうな形だと思います。

【山田(朋)委員】 対象者、県内にこの資格をお
持ちの方が、浄化槽管理士が何人いるのか。そ

れと、この研修の機会を、どちらかの行うとこ

ろで実施をする、3年に一度ということであり
ますが、県はこういったことに関しての研修機

会を確保することは、ホームページとかに掲載

して、でも自分たちが適時、3年の時がきたら、
自分たちで勝手にちゃんと受けなさいよという

ぐらいの関わり方なのか、どういった関わり方

をするのかも、併せて教えてください。

【本田水環境対策課長】まず、浄化槽管理士の

人数ですけれども、県内には500名程度いらっ
しゃるというふうに把握しております。

県の登録と長崎市の登録と佐世保市の登録と

3つございまして、正確な人数は把握できない
んですけれども、県の登録が435人で、あと、
佐世保市、長崎市がございますけれども、重複

している業者もいらっしゃいますので、500名
程度がいるというふうな把握をしております。

これからこの研修に関して県がどのように関

わっていくかということでございますけれども、

この研修自体は、先ほど紹介しました、国の全

国的な公的機関のところで、今回の法改正を受

けまして、新しい技術あたりについての統一的

な研修を全国各地で開いてくださるということ

になっておりますので、それに対して開かれる

ことを、浄化槽協会とも併せましてお知らせし

ていくというふうな関わり方を考えております。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【溝口委員】改正のあれは、業者登録の日の前

3年以内に県が定める研修をしなければいけな
いということですけれども、令和2年4月1日か
ら施行なんですけれども、令和5年4月1日以降
からですよということですけれども、例えば令

和3年とか4年に業者登録になった人というの
はどのような形になってくるんですか。

【本田水環境対策課長】 令和5年3月31日まで
につきましては、過去3年以内に在籍するすべ
ての浄化槽管理士の方が受講されているという

書類の添付は求めませんけれども、令和2年4月
1日からは、受講の機会を確保するように、業
者のほうに努力義務を課しておりますので、当

然、今までしていた業者は拡充されたり、仮に

今までされてなかったところは、そういう機会

をちゃんと確保するようになっていくものと考

えております。

令和5年3月31日までの登録に関しては、要件
としておりません。何も添付がなくても更新を

受け付けますし、登録も受け付けます。

【溝口委員】 3年と言っていますけど、例えば
令和4年に業者登録になっても、あと1年ですけ
れども、それは求められて、令和5年4月以降の
受講をしなければいけませんよということにな

るんですか。3年に1回できているもので、令和
2年から5年までの間に、業者のあれで、4月1日
から施行になりますので、もしかしたら、受け

ているかもわからないですね。令和3年とか4年
に業者登録になった人は研修を受けているかも

わかりませんけれども、これでいけば、やっぱ

りまた受けないといけないということになるわ

けですか、令和5年以降も。登録された人は。
【本田水環境対策課長】 令和5年3月31日まで
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に登録を受けられたところの管理士につきまし

ては、次の更新までの間にまた一回受けていた

だくということになります。

なぜこういうふうにしたかと申しますと、今

回の法改正のもともとの理由なんですけれども、

今現在、浄化槽管理士の方の技術が不足してい

るということで、浄化槽の保守管理が適正に行

われてないというわけではございませんので、

予防的な法改正だというふうに我々のほうは理

解しておりますので、すべての業者が、義務と

しては平等になるように、令和5年4月1日から
の登録について研修実績の添付を義務づけると

いうふうにしております。

【溝口委員】 そうしたら、施行的には令和2年
4月1日からですけれども、県としては、令和5
年4月以降からしか研修もしないということに
なってくるんですかね。そこら辺が、理解に苦

しむんですけれども。

それと、今回、受講ということになると、今

まで受講してなかったので、受講料とかも発生

はしなかったと思うんですけれども、今回受講

をしなければいけないということは、料金が発

生するということになるわけですか。

【本田水環境対策課長】 例えば令和5年5月1日
が更新日を迎えられる業者、令和2年5月1日に
登録か更新をされる業者ですけれども、この業

者につきましては、令和2年5月1日以降に既に
研修を受けて、有効になる期間に入りますので、

当然、令和2年度、ちょっと準備の関係があり
ますから、令和3年度ぐらいからになると思う
んですけれども、受講していただくことになっ

ていくと考えております。

それと、料金のほうですけれども、やはりそ

こに講師とか、テキストとかいうのを団体のほ

うでも準備いたしますので、それに伴う費用は

発生いたします。

【溝口委員】 わかりました。そうしたら、受講

料としては、幾らという定めは、今のところは

決めてないということで理解していいんですか。

【本田水環境対策課長】 はっきりした金額は、

まだ決まっていないということでございます。

【溝口委員】 ただ、令和2年4月1日から施行と
いうことになれば、5月に受ける人がいるかも
わからないし、6月に受ける人がいるかもわか
りませんので、その辺の受講料については、や

はりしっかりとした定めをしていかないと、あ

と1カ月後に指導ができないんじゃないかと思
うんですけれども、その辺についてはいかがで

すか。

【本田水環境対策課長】 令和5年4月1日以降の
登録または更新よりも、それより遡ること3年
以内ということがございますので、受講するタ

イミングというのはかなり幅広くありますから、

その中で受講していただければいいというふう

な内容での改正を行っております。

【溝口委員】 わかりました。それでは、受講料

についてはいつまでに決めていくのか。県のほ

うで定めるんですか、受講料についても。

【本田水環境対策課長】受講料につきましては、

実施する団体のほうで設定いたしますので、県

が定めるものではございません。

【溝口委員】そうしたら、もう決まっているん

じゃないですか、受講料というのは。まだ国の

施行がされてないから、決まってないというこ

とですか。

【本田水環境対策課長】現在、講習の内容とか

を固めている段階みたいでして、およそどのく

らいのことを想定しているという情報までは来

ているんですけれども、最終的に幾らにするの

か、全国一律にするのかとかというところは、
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まだはっきり決まっておりません。

【山本(由)委員長】 ほかに、議案に関する質疑
はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第45号議案については、原案のとおり、可決
することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、議案は、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」について、

説明をお願いいたします。

【本多環境政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました環境部関係の資料について、ご説明い

たします。なお、今回の報告対象期間は、昨年

11月から本年1月までに実施したものとなって
おります。

初めに、資料の1ページをご覧いただきたい
と思います。

県が箇所付けを行って実施する個別事業に関

し、市町等に対し内示を行った補助金でござい

ます。

直接補助金の実績につきましては、資料1ペ

ージに記載のとおり、緑といきもの賑わい事業

補助金の1件となっております。
また、間接補助金の実績につきましては、資

料2ページに記載のとおり、長崎県浄化槽設置
整備事業補助金の11件となっております。
次に、資料3ページをご覧いただきたいと思

います。

1,000万円以上の契約状況についてでござい
ますが、3ページに記載のとおり、1件となって
おります。なお、4ページに入札結果一覧表を
添付しておりますので、ご覧いただきたいと思

います。

次に、資料5ページをご覧いただきたいと思
います。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

につきましては、島原半島振興対策協議会外か

らのジオパークの活動推進及び知名度向上への

支援についての要望など3件であり、それに対
する県の対応につきましては、資料5ページか
ら7ページに記載のとおりでございます。
次に、資料8ページをご覧いただきたいと思

います。

附属機関等会議結果報告でございます。上段

に記載の附属機関につきましては、長崎県環境

審議会環境基本計画策定部会を1回、長崎県環
境審議会地球温暖化対策実行計画策定部会を1
回、長崎県環境影響評価審査会を1回、長崎県
環境審議会環境計画部会を1回、それぞれ開催
をしております。また、下段に記載の私的諮問

機関等は、希少野生動植物種指定等検討会を1
回開催しております。その内容につきましては、

資料9ページ以降に記載のとおりでございます。
説明は、以上でございます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。
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【山本(由)委員長】 次に、議案外の所管事務一
般に対する質問を行うことといたします。

まず、今説明がありました「政策等決定過程

の透明性等の確保などに関する資料」について、

質問はありませんか。

【山田(朋)委員】 1ページの社会福祉法人くじ
らを対象にしたこの補助金ですけれども、私は

とてもすばらしい補助金だなと思ったんですが、

これはどういった費用内訳になっているのかと、

これはずっと継続してある事業なのか、希望者

はほぼ100％とれるものなのか、どういった風
になっているのか、中身を教えてください。

【立田自然環境課長】こちらは、緑といきもの

賑わい事業というものになっておりまして、市

町村あるいは民間への補助をするものになって

おります。

現状、くじら認定こども園ですけれども、こ

ちらの事業は、子どもたちが園庭で触れ合うこ

とができるようなビオトープをつくることに補

助するものになっております。

民間団体につきましては、2分の1以内の補助
になっております。現在のところ、件数として

は、手が挙がったところに全部補助金をつけさ

せていただいているんですけれども、金額が、

必ずしも満額つけられるという状況にはないと

いう形であります。ただ、できる限り配分をし

て配るようにしているという状況にございます。

事業自体は、これまでも継続してきておりま

して、平成21年から実施している事業になって
おります。

【山田(朋)委員】 2分の1以内ということなので
80万円か幾らか、この全費用の中でかかったの
かなと思うんですが、あと、市町村もというこ

とであったから、小学校とか、そういったとこ

ろにもつくっていただくといいのかなと思うん

ですが、今の話だと、希望どおりの額じゃない

かもしれないけど、リクエストがあった場合は

100％、今までもつくってこられているという
理解ですか。大体どれくらいの予算を確保して

いるんですか。

平成21年からの実績も、そんなに上がらず、
何件か、何件かぐらいでちょこっとずつ上がっ

ているような感じですか。どういうふうな感じ

ですか。

【立田自然環境課長】毎年変動はございますけ

れども、最近は、年間4件から6件程度補助をし
ている状況になっております。

金額は満額ではないですけれども、補助の内

容として合致しているものに関しましては、基

本的に何らかの補助をしているという形をこれ

まではとってきております。

すみません。別件なんですけれど、先ほど山

田(朋)委員から質問がございました、ツシマヤ
マネコの保護増殖事業で、モニタリングと交通

事故対策と猫の適正飼養で、うち交通事故と猫

適正飼養は対馬市と答弁いたしましたけれども、

猫適正飼養の部分だけ対馬市に出しております

ので、遡って訂正させていただきたいと思いま

す。

【山本(由)委員長】 ほかに、「政策等決定過程
の透明性等の確保に関する資料」について、質

疑はありませんか。

【宮本委員】 1点だけ確認をさせてください。
いただいた資料の3ページです。1,000万円以
上の契約状況一覧表です。1件しかないんです
けれど、一般競争入札になっており、契約相手

の方が福井県となっております。4ページを確
認すると、入札結果一覧表の中でも、この1者
しか入札があってない状況ですが、契約の名称、

ちょっと長いですけど、長崎県流域下水道事業
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公営企業会計システム運用保守業務委託、こう

いう委託をする会社、企業というのは長崎県に

ないのかなと思うんですけれど、これについて

もう少し詳しくお聞かせいただけますか。

【本田水環境対策課長】委員ご質問のことです

けれども、この委託業務は、今度の4月1日から
流域下水道が企業会計に移行することに伴いま

して、新しい会計を企業会計独自でしていくと

いうことで、そのシステムの構築をまず平成30
年度と令和元年度の2カ年で行っております。
そして、今回ここに上がっておりますのは、

このシステムを、ソフトウエアの保守運用をし

ていく業務でございまして、これは令和2年度
から令和6年度までの5年間の一括の契約でご
ざいます。

そして、ご質問にありました、県内でできる

ところがないのかということですが、最初に、

平成30年からこのシステムをつくります時に
も一般競争入札を行いまして、その際には、県

内の業者も参加されております。そして、結果

的に価格で福井県の業者がとったということな

んですけれども、今回、保守点検につきまして

も、県内の業者でも実施できるはずだというこ

とで、今回の要件につきましては、県内に本支

店を持っている業者と、あと、県外では、この

構築に関わった三谷コンピューターだけが参加

できるという条件で、見積もり期間といいます

か、周知期間も、通常10日から2週間ぐらいし
かとらないんですけれども、一月ほどとりまし

て公告を打ちましたけれども、結果としまして、

この1者しか申込みがなかったということで、
このような入札結果になっております。

【宮本委員】 わかりました。4月1日から企業
会計に移行する、新会計に移行するということ

でのシステム移行ですよと。ソフトの保守にな

りますということで、平成30年と令和元年の2
カ年においては、この会社がずっとされていた

という説明があって、理解いたしました。

一般競争入札なので、県内のほうにも1カ月
という期間をかけたにもかかわらずなかったと

いう状況なんですね。難しいんでしょうかね。

5カ年ということですので、今後こういうシス
テム運用保守業務ができるような企業が県内に

できることを祈りたいということになるんでし

ょうけど、今後、こういった業務委託が出てく

る際には、先ほどのような形で、ちょっと入札

期間を長く持ってもらうとかそういった対応を、

また今後もしていただければと思いますので、

よろしくお願いします。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。
先ほどの宮本委員の1,000万円以上の契約状

況の件で、これは契約金額が裏と表で違うんで

すけれども、どちらが正なのか、それともどう

いう見方をすればよいのか、お知らせ願います。

【本田水環境対策課長】これは、裏のほうが入

札に付する額ということで、消費税を抜いた額

になっておりまして、表のほうが消費税込みの

金額でこのような違いが生じております。

【中村(泰)委員】 承知いたしました。ありがと
うございます。

続きまして、長崎県の環境影響評価審査の内

容で、11ページでございます。
平戸市から馬渡島の洋上風力発電事業の会議

が行われたというところで、委員の方から、鳥

類や海生生物については国内外の最新の知見に

基づいて調査をするようにということでござい

ましたが、これは、多分、風車の羽に鳥が当た

るとか、海底の生物に悪影響を及ぼすとか、そ

ういった懸念だろうと思いますが、もう少し具
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体的に教えていただければ、お願いします。

【吉原地域環境課長】この風力発電事業のアセ

スにかかる審査委員の意見ということで、まず、

先ほど中村(泰)委員がおっしゃったように、鳥
類・哺乳類に関しましては、設備への衝突、そ

れから移動経路が変わってしまうというところ

への配慮をしてくださいと。海生生物への配慮

ということで、現地調査または工事中の音、水

中での音によって、魚類の回遊経路とか、産卵

前の影響がないように配慮をしてくださいと。

また、風車自体の騒音への配慮ということで、

住居等から十分な距離を確保するということ。

そして、また景観への配慮ということで、眺望

等設置においては、関係者にきちんとヒアリン

グをとってくださいとか、あと、住民に身近な

景観にもなっていますので、そこを配慮してい

ただきたいということ。自然公園の展望地から

も、併せて見ていただくようにと。また、世界

遺産も平戸のほうにはありますので、その部分

も考慮して設置をするように配慮してください

ということで、審査会のほうは出しているとこ

ろです。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
五島沖が、先般、経済産業省のほうから指定

をされたと。そういったところで、産業労働部

を中心に洋上風力はすごく進めておられますが、

やはり環境に対する影響というのをすごく、イ

メージがあまりよくないといったところから、

こういったお声が出ているのかなということで

懸念をしておりまして、五島沖は、聞くところ

によると、逆に魚が寄ってくるとか、そういっ

たお話も伺っております。

私は、以前の仕事でこういったことをやって

おったので、知見は多少あるんですけれども、

何というのか、五島沖のものをどういうふうに

これからうまい具合に反映をしていくのかとい

ったところを踏まえて、お知らせいただけない

でしょうか。

【吉原地域環境課長】 五島沖に関しましては、

先ほど委員からご説明がありましたように、再

生可能エネルギーの海域利用促進法における地

域指定というのが、昨年の12月になされたとこ
ろです。

今後、こういう水面の利用に関して指針のほ

うを経済産業省が作成して、公募占用計画を事

業者が提出して設置に向かっていくと。経済産

業省がその後認定をして、セッティング可とい

うような段取りになっております。

五島におきましては、五島市のほうでも、や

はり再生可能エネルギーを導入したいというこ

とと、あと、先ほどおっしゃったように、魚が

周辺に寄ってくるというようなお話もあって、

再生可能エネルギーの導入促進に向けて動いて

いるという状況でございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
五島沖の実証試験でいろんな知見を得ている

はずですので、そういったすごくプラスになる

ような話をこういった場面でも積極的にしてい

ただければ、すごくイメージを払拭できるとい

うか、プラスのほうに持っていけると思います

ので、どうぞよろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、ほかに質問がな
いようですので、次に、議案外所管事務一般に

ついて質疑を行います。

議案外所管事務一般について、質問はありま

せんか。

【ごう委員】地球温暖化対策の推進についてと

いうことで、質問をさせていただきたいと思い
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ます。

今回、予算のほうにも上がっておりまして、

次期計画の策定などをなさっているところだと

は思います。

この地球温暖化対策の推進というのが、今、

ＳＤＧsの目標13にもしっかりと掲げてあって、
気候変動に具体的な対策をということになって

おりますので、県が策定する計画もより具体性

を持ったものにしていかなければならないと思

っています。

横長の資料にもあったんですが、環境と経済

成長の好循環を生み出す施策を盛り込んだ、次

期地球温暖化対策推進計画を策定するとともに、

家庭や事業所等で取り組む省エネ活動の普及促

進を実施するということになっております。

私は、この経済成長というのが、今後大きな

ポイントになってくるのではないかと思ってい

るんですが、その前に、この資料の中にありま

した、これまでも温暖化対策についてはさまざ

まな取組を行ってこられていて、九州エコライ

フポイントの冬季の取組でも、昨年の冬、2,108
世帯の参加があったということで、例年よりも

増加をしているということでありました。これ

が家庭を巻き込んでいくこと、個人を巻き込ん

でいくこと、県民を巻き込んでいくことに非常

に大きな効果を生むと思っております。

この九州エコライフポイントの取組のここ数

年の実績をお伺いしたいと思います。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時２５分 休憩 ―

― 午後 ２時２５分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再会します。
【本多環境政策課長】九州エコライフポイント

の参加者数の実績でございますけれども、平成

27年度から申し上げますと、平成27年度が
2,261世帯、平成28年度が1,789世帯、平成29年
度が2,482世帯、平成30年度が2,953世帯でござ
います。これは、夏季と冬季と2回に分けて実
施していまして、夏季と冬季を合わせた実績に

なります。

【ごう委員】 平成27年からの実績の数を、今
ご提示いただきました。毎年ばらつきが大きい

なという印象を私は持ちました。今、地球温暖

化防止に向けて対策をしていくには、県民一丸

となってということが言われている中で、毎年、

夏と冬とやっている中で数のばらつきがあると

いうのがどうしてなのかなというのが、1点疑
問です。

これだけ一生懸命取り組んでいくのであれば、

年々上がっていくべきものではないかと思って

いるんですが、そのあたりをどのように評価し

ていらっしゃいますか。

【本多環境政策課長】 先ほど申し上げたのは、

夏季と冬季を合わせた実績ということで、今年

度につきましては、説明資料の中では、冬季の

分を2,108世帯ということでお示ししていると
ころなんですけれども、夏季の分を加えますと

3,042世帯ということで、これは昨年度を上回っ
ているような形にもなっております。どうして

も年間で参加される方の数はばらつきがあるん

ですけれども、毎年なるべく多くの方に参加し

ていただきたいということで、いろんな形で広

報には努めているところでございますし、これ

は九州7県で連携して取り組んでいるものでご
ざいますので、九州全体として、そういった参

加のための周知とか、広報活動というものを実

施しているところでございます。

【ごう委員】 わかりました。昨年は3,042とい
うことで増えているということですが、では、
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九州7県で取り組んでいらっしゃるということ
ですけれども、九州全体で見た長崎県の実績と

いうのはどのような評価ですか。

【本多環境政策課長】九州全体で見ましても、

長崎県はほかの県よりも、実績としては比較的

多いという状況にございます。

【ごう委員】 7県で見ても多いということは、
それはすばらしいと思います。

しかしながら、やっと3,000世帯に到達してい
るということでありまして、やはり周知のやり

方、それから、申込みの仕方とかをもう少し工

夫しなければいけないのではないかと思ってお

ります。

また、用紙が県庁に行ったらもらえるとかと

いうことにもなっていますが、ご高齢の方々は、

ウェブから参加することが難しいので、取りに

行くことになったりとかするんでしょうけれど、

その申込みの用紙の配布場所を少し考えるとか、

またいろんなことが考えられるのではないかと

思いますので、そのあたりご検討を要望したい

と思います。

エコライフポイントにこうやって参加をして

いただいて、今度、エコライフポイントが使え

る取扱店というのがありますよね。その取扱店

が、今、この長崎県内の状況は、何軒ぐらいで

どうなっているのかというのをお知らせくださ

い。

【本多環境政策課長】エコライフポイントを使

用可能な店舗というのは、コンビニエンススト

アですとか道の駅とかで、九州全域で設置をし

ているところなんですけれども、県内の状況は、

すみません、後でまたお知らせしたいと思いま

す。

【ごう委員】県民の皆様方の意識を高めていく

ため、そして巻き込んでいくためには、そうい

ったところがもう少しきちんと明確に県民の皆

様に伝わったほうが、より参加される世帯が増

えていくのではないかと思いますので、エコラ

イフポイント取扱店舗などを増やしていくこと

なども積極的に取り組んでいただければと思い

ます。

次に、環境と経済成長の好循環をというとこ

ろで、1点お尋ねをしたいんですが、国が2018
年から導入しておりますＪクレジット制度とい

うのがありますが、長崎県内で、今、このＪク

レジット制度の取組状況というのがどのように

なっているのかというのをお聞かせください。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時３１分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再会します。
【本多環境政策課長】Ｊクレジットと申します

のは、ながさき太陽光倶楽部ということで、県

内の一般家庭で太陽光設備を設置している方た

ちに会員になっていただきまして、そこで太陽

光発電した電力を自家消費した分を環境価値に

換算して、それをクレジット化した上で、その

クレジットを売買することで企業価値を高めて

いただくとか、企業の社会的貢献に使っていた

だくという取組です。

その実績といたしましては、クレジットの認

証量につきましては、これまで平成24年から取
り組んできまして、平成30年度までの時点で、
二酸化炭素の量に換算しまして9,634トンのク
レジットの認証の実績がございます。それを県

内の企業等を中心にクレジットとして売却して

おりまして、その売却が、これまでの累計で784
万5,248円ということになっております。
【ごう委員】わかりました。ありがとうござい
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ます。

あと、Ｊクレジット制度のホームページを見

てみますと、登録プロジェクトというのが掲載

されているんですが、現在、全国で223の登録
プロジェクトがあって、その中で長崎県で登録

されていたのが4つでした。223のプロジェクト
のうち4つのプロジェクトが長崎県のプロジェ
クトとしてありました。こういうところをもう

少し企業や団体に周知をしていく活動が必要で

はないかと思っております。このＪクレジット

制度というのが、今、課長がおっしゃったよう

に、企業のカーボン・オフセットにつながった

りとか、販売商品の付加価値としてつけること

によって、その企業のメリットが上がっていく

ということになりますし、ＰＲにもどんどんつ

ながっていくと思います。

こういったことで、政策の中にうたっている、

経済成長の好循環というのにつながっていくの

ではないかと思っていますので、私は、次期計

画を立てる中では、このＪクレジットの件など

をもう少し積極的にやっていただいて、企業を

巻き込んでいくことが必要ではないかと思って

おりますので、よろしくお願いいたします。

それと、今、ＳＤＧsが非常に重要だというこ
とで、長崎県では、壱岐市がＳＤＧs未来都市と
して名乗りを上げ、そして、その中で、昨年の

9月に「気候非常事態宣言」というものをされ
ました。それくらい大変なことになっているん

だということを皆さんに認識を共有してもらお

うということで、この宣言をされております。

こういうことを長崎県の中の壱岐市がやり始

めたということについて、長崎県としては同じ

ようなことを他市町にも啓発をしていって巻き

込んでいく必要があるのではないかと思ってお

りますが、そのあたりについて、長崎県の気候

変動についてどのように思っていらっしゃるの

か、今後どうしていくのか、お聞かせください。

【本多環境政策課長】委員ご指摘のとおり、気

候変動問題というのは世界的な規模で課題とな

っておりますし、当然、長崎県においてもそれ

にどう対応していくかというのは、非常に大切

なことだと思っております。

そういう中で、壱岐市として、昨年9月に非
常事態宣言をされたということは、従来から壱

岐市で取り組んでおられる再生可能エネルギー

の利用促進など明確なビジョンを掲げて、それ

に基づいて、今後より積極的に取り組まれてい

くという旨の表明をされたというふうに理解を

しておりまして、長崎県といたしましては、壱

岐市のように明確なビジョン、今後の方向性、

そういったものをお示ししながら具体的な目標

の設定というものをしていきたいと考えており

まして、先ほども申し上げましたが、今の地球

温暖化対策実行計画というのが来年度までの計

画になっておりますので、令和3年度以降の次
期計画の策定に向けて、そういった施策の大き

な方向性と、それから、それに基づく具体的な

削減目標を、有識者の意見とかを聞きながら、

また、今後議会の意見とかもお聞きしながら、

そこの目標なんかを明確に定めた上で、それを

いかに県民の方々に周知していくか、そういう

手法についても、併せて検討させていただこう

と思っております。

【ごう委員】ありがとうございます。ぜひその

次期計画がより具体化されて、ＳＤＧsの目標
13、気候変動に具体的な対策をとなっておりま
すので、持続可能な長崎県にしていくためにも、

ぜひお願いしたいと思います。

【山本(由)委員長】 ほかに、一般議案外で質問
はありませんか。
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【宮島委員】 1点だけ、午前中予算審議の中で、
徳永委員のご質疑にも関連をするわけでありま

すけれども、国立公園の活性化に向けた取組に

ついて、お尋ねをしたいと思います。

午前中の説明の中では、国立公園雲仙につい

てのインバウンド対策についてのご説明があり

ました。一方、先日、環境省のほうで、全国の

34カ所の国立公園に対しまして、昨年2019年の
1月から9月に訪れた訪日外国人、この人数とい
うものが発表されまして、511万人、前年同期
比では5万3,000人の減少、約1％減ったという
ような推計が発表されたということでありまし

た。

この期間の全体の訪日客数が4％増えている
ということでありますので、担当の発言によれ

ば、国立公園の利用というものが頭打ちになっ

ているというような報道もあったわけでありま

すけれども、この期間、県内にあります2つの
国立公園、ここを訪れた訪日外国人の数という

ものについてお聞きをしたいと思います。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時４０分 休憩 ―

― 午後 ２時４１分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再会します。
【立田自然環境課長】環境省が推計をしている

ところなんですけれども、環境省の推計では、

まず、西海国立公園では4万5,000人というふう
に推計されております。それから、雲仙天草国

立公園では2万3,000人という形で推計されて
おりまして、どちらも10％以上減少していると
いう形で推計が出ている状況でございます。

【宮島委員】ありがとうございました。地方の

ほうは、やっぱり国立公園を訪れる外国人が減

っているというような傾向であったみたいであ

りますけれども、西海、雲仙天草双方ともに、

やはり10％以上減っているということであっ
たということだと思います。

改めて、1点確認なんですけれども、国立公
園のインバウンド対策というのは、基本的に自

然環境課、環境部のほうで所管をされていると、

観光振興課とはもちろん連携もされているんで

しょうけれども、そういう理解でよろしいんで

しょうか。

【立田自然環境課長】国立公園のインバウンド

対策につきましては、自然環境課で所管してい

ると認識しておりますけれども、どうしても国

立公園内だけで完結するものではございません

ので、観光関係の部局、あるいは自治体とも連

携してという形になっております。

特に、場所によっては、宿泊施設が必ずしも

国立公園内にはないということもございますの

で、国立公園内だけの対策で増やすということ

が難しいということもございますので、連携は

密にやっていくべきかなと考えております。

【宮島委員】これまでの取組に対しては敬意を

表したいと思います。

そこでなんですけれども、今、国立公園雲仙

についての活性化に取り組んでいただいている

ということでありますが、この計画を進める中

で、やはり国のさまざまな制約あたりというも

のが課題として上がってきているんじゃないか

というふうにも推測をするわけでありますけれ

ども、現状の課題、認識というものはいかがな

ものか、お聞かせをいただきたいと思います。

【立田自然環境課長】まず、自然公園の規制に

ついてですけれども、もちろんこれまでもやり

たいことができないというような声というのは

あったかと認識しております。

一方で、先日、雲仙市が観光戦略の策定に伴
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い地域のワーキングというのをやったというこ

となんですけれども、その中では、やはり規制

があるがゆえに守られてきたのではないかとい

う声が地域から多くて、規制によって守られた

もの、雲仙の地域を大切にしていこうというこ

とを理念に掲げていきたいというような話もご

ざいます。規制でなかなかできないという足か

せになっている部分もある一方で、やはり規制

があったおかげで雲仙の温泉街、見ていただけ

ればわかるとおり、屋根も色が統一されていま

すし、それが仁田峠から見ると、きれいな街並

みに見えるとか、そういったこともございます

ので、議論する中で、地域としても、規制はい

い部分もあると認識しているのではないかとい

うふうに考えております。

現在の雲仙の課題ですけれども、予算の時に

も少し申し上げましたけれども、やはり全体の

戦略がつくられていないということがございま

す。こちらに関しては、雲仙市が、今、観光戦

略をつくっております。

それから、ずっと長年課題であったものがそ

のまま課題として残ってしまっているというも

のがございまして、その典型的なものが、地獄

にある配管とか廃屋が残ったままであるという

ものを撤去しないといけないだろうと。それは、

昨年来、国内外の有識者に、我々自然環境課で

も来ていただいて現場を見ていただく中でも、

やはりああいったものがそのままであることを

よしとしていることが問題なんだというような

ことも指摘を受けたりしております。そういっ

たものについて、このたび、国際観光旅客税で

半額補助がつくということがありましたので、

まず、今来ている人たちがより満足度が高まる

ようにというところからやっていこうという形

で考えているところでございます。

【宮島委員】ただいま課長のほうからご説明が

ありましたとおりで、地域のほうで、特に後段

のほうで、規制によって自然が守られてきたと

いうことについては、大変大事なことだなと思

います。

一方で、これからインバウンド対策、ここに

も書いてありますけれども、県内の豊かな自然

観光資源を活用したインバウンド対策というこ

とを進めていくためには、前段で言われた、ま

さに自然を生かしたインバウンド対策というも

のをいかにやっていくかということも重要じゃ

ないかというふうに私は思います。

地元の西海国立公園のほうでも、海やしまを

生かした計画が何とかできないかということを、

もう多分、長い間いろいろ検討をされてきたと

思うんですけれども、自然公園法などの制約が

あって、その壁にはね返されてきたということ

が多かったんじゃないかなと思います。

そのときでありますけれども、実は今年にな

りまして、ある新年会に参りましたら、地元の

北村地方創生大臣が、実はこのことに触れられ

まして、ごあいさつの中で発言をされました。

そのご発言の内容というのが、趣旨を申し上げ

れば、国立公園というものは、おっしゃるとお

りに、これまで自然を守ってきたと。しかしな

がら、これからは、やはり観光客の皆様方にそ

の自然をもっともっと楽しんでもらうような機

会というものもつくってまいりたいと、規制改

革担当でもいらっしゃいますので、規制改革の

立場から、この国立公園というものを生かして

いきたいというようなごあいさつがあったんで

すね。

私はそれを聞いて、非常に我が意を得たりと

いうような思いがありまして、ぜひ行政のほう

としても、この考え方を進めていただきたいな
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と。特に、今、数字が上がってきたように、こ

の国立公園を訪れる方が大幅に減っているとい

うことを見ても、ぜひこのことを進めていただ

きたいというふうに思うわけでありますけれど

も、ぜひ、大臣あたりに県を挙げて陳情をいた

だきたいと思うわけでありますけれども、いか

がでしょうか。

部長、いかがでしょうか。

【宮﨑環境部長】まず、国立公園雲仙の本課の

事業でございますけれども、その背景といたし

ましては、今、宮島委員がおっしゃいましたよ

うに、まず、雲仙の観光客数というのが、ここ

10年25％減っております。また、ここ10年、観
光消費額というのが約30％、約80億円減ってい
るような状況でございます。ですから、インバ

ウンドのみならず、一般の日本の観光客の皆様

にも来ていただく必要があると考えております。

そういうふうな中にあって、今回、環境省に

おかれまして、やはり国立公園に人を呼び込ま

ないといけないということで、今回の補助制度、

補助のメニューをつくっていただいたものでご

ざいます。ですから、基本的な考え方といたし

ましては、人に来ていただくというふうな考え

方でございます。

それに対しまして、今現在、まずは雲仙市に

おかれまして、雲仙温泉地域の観光戦略といた

しまして、令和3年度までを計画期間として戦
略計画をつくろうとされております。

その中にあって、雲仙市として、今後、雲仙

をいかに再生するかということが、いろんなア

イデアが出てくるだろうというふうに考えてい

ます。その中にあって、現在国の規制が、仮に

かかっているものがあったとすれば、それは積

極的に国のほうに要望を申し上げて、雲仙のほ

うが使い勝手のいいような判断をしていただき

たいと思うところでございまして、実はこれま

で、昨年もそうでしたけれども、政府施策要望

に行った際に、地元からそういうふうな声が上

がった場合には、ぜひとも検討していただきた

いということを自然環境局の局長にもお伝えし

ているところでございますので、今後、引き続

き国のほうに要望をしてまいりたいと考えてお

ります。

【宮島委員】わかりました。せっかく地元から

出ておられる大臣がそのような発言をされたと

いうこともぜひ頭に入れていただいて、そのこ

とも少し盾にとっていただいて、陳情・要望し

ていただければなというふうに思いますし、ぜ

ひこの規制緩和が行われることによって、かね

てでありますけれども、自然をあくまでも生か

しながらも、せっかくのすばらしい雲仙や西海

の自然を生かした国内外の観光というものがも

っともっと活性化になればいいなと思いますの

で、ぜひこれからも強力に政策を実行していた

だきたいと要望しておきたいと思います。

【山本(由)委員長】 ほかに、議案外に質問はあ
りませんか。

【本多環境政策課長】申し訳ございません。先

ほどごう委員のほうからご質問がありました、

九州エコライフポイントの取扱店舗ですけれど

も、現在、県内では14の業者というか、スーパ
ーとか、コンビニとか、道の駅を合わせますと、

14の取扱い業者がございまして、店舗数にしま
すと、県内で全体で269店舗で取扱っていると
いう状況にございます。

【山本(由)委員長】 ほかに質疑はありませんか。
【宮本委員】 それでは、説明資料の2ページに
なります。ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進につ

いて、お聞きをいたします。

ＰＣＢは、書いてありますとおり、有害物質
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であるということは、もう言うまでもなく、そ

こには、照明器具に使用されている高濃度ＰＣ

Ｂを含有する安定器と書いてあるんですが、こ

れ以外にもＰＣＢが含まれているのは、例えば

橋梁の塗料であったりとか、そういったところ

に使われていることがあるんですが、環境部と

してはそういったものをすべて取扱う必要があ

ると思いますけど、その処理、安定器だけでは

なくて、そういったところについても把握する

必要があると思いますけれども、まず、それに

ついて確認をさせてください。

【重野次長兼廃棄物対策課長】今、委員がおっ

しゃられたとおり、ＰＣＢ含有塗膜についても

県のほうで把握をして、処理期限内に処理をす

るということで、現在指導をしております。

ＰＣＢ含有の塗膜につきましては、委員がお

っしゃられたように、鋼製の橋梁とか、洞門と

か、排水機構等に使用された塗料のことで、昭

和41年から49年までに建設とか塗装がなされ
たものが対象となっているというところでござ

います。

昨年度から、この掘り起こし調査というもの

を県及び市町が所管する橋梁とか、洞門とか、

排水機構、それとかタンクとか、民間の船舶と

か調査をいたしております。

基本的に、昭和41年から49年までに建設した
ところと、塗装が全面塗り替えがされているか

どうかというところを調査させていただいて、

現在、掘り起こし調査の調査対象というのが、

橋梁の部分が153残っております。これにつき
ましては、まず、濃度検査をしていただいて、

濃度が高濃度なのか、低濃度なのかというふう

なところを調査した中で、高濃度の汚染廃棄物

につきましては、来年度の3月までに登録をし
ないといけないという形になっておりますので、

検査をした結果、それを踏まえた中で、今後の

処分について指導をしていきたいということで

考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。確かに、

橋のほうが多いかなという思いがあって、昭和

41年から49年に建造された橋ですから、50年ぐ
らいたった今、付け替えとか、塗装の塗り替え

というのが出てくるんですよね。そういった時

にあった橋梁が153残っているということで、
濃度検査を行おうということで、詳しく説明が

ありましたので、濃度が高いか低いかによって

適切な処理をするという形で理解をさせていた

だきました。

やっぱりこういった形で、ほかにもＰＣＢが

含まれているのは多々あろうかと思いますので、

これも確認ですけれど、橋については、恐らく

土木部とかの所管になろうかと思います。その

ほかについては、環境部が一括してこういった

ものの処理については対応するという認識でよ

ろしかったでしょうか。

【重野次長兼廃棄物対策課長】先ほどの件です

けれども、そういう施設を持っているところは

県警とか、教育庁とか、あと、知事部局で港湾

課とか道路維持課、河川課、農村整備課、森林

整備室、水環境対策課、漁港漁場課、この辺に

調査をかけて、橋梁とか該当するものがないか

どうかというところを調査させていただいて、

数字を環境部で把握して、検査をしていただい

て、期限内の処理に向けてその辺を進めていく

というふうな形で、現在進捗しているところで

ございます。

【宮本委員】ありがとうございました。連携が

とれているということで確認をさせていただき

ました。

特に橋は、塗り替える時とか、はがす時に飛
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び散ったりするというおそれがあって、人体に

も影響するというのを数年前の土木部でもお伝

えをしたところだったものですから、また、濃

度が出てくれば、処理についても教えていただ

ければと思います。

もう一点だけ。ちょっと戻りますけれども、

1ページ、先ほどもごう委員からありまして、
私は分科会でも質問いたしましたが、地球温暖

化対策についてです。

今年の7月からだったと思いますけれども、
レジ袋が有料化になるということであります。

これは地球温暖化対策の一環だと理解している

んですけれど、県内でこういう取組があるのか

どうかの確認ですが、例えば他市では、清掃ご

み袋をバイオマスプラスチックを含有したもの

に変えて、それを地球温暖化対策の一環として

取り組んでいるというところもあるみたいなん

ですね。バイオマスプラスチックが25％入って
おれば、地球温暖化の原因にはならないという

基準があるみたいですけれど、こういう独自の

取組が長崎県内のどこかであれば、教えていた

だきたいのと、なければ、今回、来年度から行

われる推進について、2ページの頭にも書いて
ありますけれども、それぞれと連携し、環境に

配慮したライフスタイルや事業活動を推進する

ということがあるので、こういった取組が来年

度計画があれば、その2点、お聞きをいたしま
す。

【重野次長兼廃棄物対策課長】委員ご質問のレ

ジ袋有料化ということに、まずお答えさせてい

ただきたいと思います。

先行事例としてあるのかということでござい

ますけれども、条例等で定めているところはご

ざいません。ただ、協定を結んでレジ袋有料化

に取り組んでいるところがございます。新上五

島町の8事業者16店舗、それとイオン九州が6店
舗、こちらについては業者とながさき環境県民

会議、それと県の3者で、新上五島町は新上五
島町も含めた形で協定を結んでレジ袋の有料化

に取り組んでいるところでございます。

あと、協定に締結しない独自の取組といたし

まして、西友とか、トライアルカンパニーとか、

ミスターマックスとか、夢彩都というところが

ございますので、こういうところと連携しなが

ら、レジ袋有料化については継続して進めてい

くところで考えております。

今のところ、来年の7月1日からレジ袋の有料
化が進んでいくところでございますけれども、

国のほうで、現在、研修会、講習会等を開いて

周知を図ろうとしていますが、新型コロナの関

係で、なかなかその辺も難しいところがござい

ますので、今後、国のほうと連携しながら、そ

の辺の周知を図りながら、スムーズにレジ袋有

料化の事業が進むような形で、県としても考え

ていきたいと思っております。

あと、委員ご質問のバイオプラスチックの袋

の部分ですけれども、現在、コンビニ等でこう

いうふうなレジ袋を検討しているところがござ

いますので、この辺のレジ袋をもし使われる場

合については、表にきちんと表示をして、例え

ばバイオプラスチックが25％以上のレジ袋で
すよとか、海洋性分解性のプラスチックのレジ

袋を使っていますよとか、耐久性のある、厚さ

が0.05ミリ以上のレジ袋ですよというふうな形
で表示をして使えるようになっておりますので、

その辺もきちんと見極めながら、レジ袋の有料

化について対応していきたいということで考え

ております。

現在、製造しているところは県内ではござい

ません。
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【宮﨑環境部長】ただいまのご質問のバイオプ

ラスチック配合率25％以上のレジ袋について
は、今担当課長が説明しましたように、県内で

製造しているところは、現在ないわけでござい

ますけれども、来年度策定予定の環境基本計画

の中で、どういうふうな取扱いをしていくか、

要するに、そういうのも推し進めていくという

方向性で計画をつくるかどうかというのは、や

はり審議会あたりと協議をして、検討していき

たいと考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。小さな

ところから取り組まないと、温暖化対策は難し

いですね。一気にはできないと思いますから、

こういったのも盛り込んでいただいて、何がで

きるのかを協議していただきたいと思っていま

す。

同時に、私も買い物に行くんですけど、マイ

バッグですかね、エコバッグだったかな、今日

持ってきているんですけれど、結構忘れがちな

ので、マイバッグじゃないけれども、エコバッ

グの推進みたいなのでも、また県も推奨してい

くべきかな。3円とか5円とか取られますもんね。
「大がいいですか、中がいいですか」と聞かれ

て。私も昨日5円払いましたけど、そういった
形で、今はどんどん事業者も進めているので、

県もそれに応じて、マイバッグ、エコバッグの

推進みたいな、おしゃれなマイバッグあります

よみたいなのでもいいんじゃないかと思うので、

そういったのも進めていただいて、レジ袋の有

料化がスムーズに進むように、先ほどコロナの

影響で会合がない、延期とかという話もありま

したけど、可能になれば、早々に開いていただ

いて周知をしていただきたいということを、改

めて要望させていただきます。

よろしくお願いします。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ３時 ３分 休憩 ―

― 午後 ３時２２分 再開 ―

【山本(由)委員長】 それでは、休憩前に続きま
して、質疑を続行します。

議案外の質疑はございませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。
溝口委員の質問に関連するものでございます

が、コロナウイルスの件でございまして、環境

部としては、恐らくフードロスの問題が最大の

問題であろうと認識をいたしております。

先ほどのご答弁では、そこまで大きな問題と

いうか、大量の食料が捨てられるといったよう

な状況には至っていないということでございま

すが、恐らくいろんな形の中ですごく苦労され

て、本来給食に出されるはずであった食料がそ

ういった扱いで、何とかしのいでおられるのか

なというふうに思っております。

これは一つ、会派で雑談の中で出てきた話で

はあるんですけれども、例えば県庁の職員の皆

様に牛乳を1日1本飲んでいただくとか、具体的
に言えばそのような、行政であったり、または

民間の企業の皆さんであったり、そういったと

ころでの連携といったところが、もしやれるの

であれば、ぜひとも積極的に進めるべき話なの

かなと思いまして、恐らくフードロスの所管を

されている環境部が取りまとめになろうかと思

いますので、もしよければ、ご答弁いただけな

いでしょうか。

【重野次長兼廃棄物対策課長】先ほど答弁させ

ていただきましたけれども、未利用食品の有効

利用については、必要に応じて食品事業者、フ

ードバンクや市町などに、今通知のほうを出し

ておりますので、情報を収集しながら、どのよ
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うに活用ができるかどうかを検討しながら進め

ていきたいということで考えております。

また、先ほど申しましたように、情報自体が

入ってきておりませんので、今後の対応として

どうすべきかというふうなところを、今考えて

いるところでございます。

業者としては、寄附ということも考えられる

と思いますけれども、どうしても売りたいとい

うところがあられると思いますので、売れるの

であれば売りたいと。それでも、どうしても廃

棄物として処理をしないといけないとなった時

には、寄附という形の一つの考え方もございま

すのでというふうな形で、周知を図らせていた

だいておりますので、そのあたりも情報収集し

た中で、今委員がおっしゃられたような形で、

有効利用ができるものであれば有効利用してい

きたいということで考えております。

【中村(泰)委員】 ご答弁ありがとうございます。
農水省のほうでも、フードバンクに対しての

情報を提供して、寄附を求めるような動きがあ

り、そういった流れの中で今のような問い合わ

せをされているんだろうと理解をいたしており

ます。

どこまでこの状況が続くか、非常に難しいと

ころがございますが、迅速に情報をキャッチし

ていただいて、具体的に見えるような形で、本

当に企業の皆さんを支えていけるような、それ

は、もう本当に行政しかできないことだと、全

部じゃないですけれども、行政がリーディング

しなければならないことだと思っておりますの

で、具体的な策を持って、少しでも改善に向か

えればと思っております。よろしくお願いしま

す。

【徳永委員】自然環境課長、午前中の質問に関

連するんですけれども、雲仙国立公園で多言語

の解説板を設置したいという旨の答弁がありま

したけれども、これは、例えば雲仙のほうでは

どれぐらい、そしてまた、どういう場所に設置

をというふうに考えておられますか。

【立田自然環境課長】 来年度につきましては、

15基設置の予定で考えております。場所につき
ましては、仁田峠であったり、雲仙温泉街から

歩いて散策できる絹笠山ですとか、そういった

ところに日本語と英語を併記した看板を設置す

る予定にしております。

その設計の費用等も含めた形で予算に入って

いるという状況でございます。

【徳永委員】 英語だけですか。

【立田自然環境課長】観光庁の方針としまして、

まず、看板に併記するのは、英語でしっかりし

たものを書くべきであるという方針です。観光

庁により、英文をネイティブの人に文章をつく

っていただけるという支援をいただいてつくっ

ているものでございますので、日本語と英語の

併記という形になっております。

【徳永委員】これは、ほかの国立公園等でもそ

うなんですか、日本語と英語。例えばほかに中

国語とか、韓国語とか、そういうのはないんで

すか。

【立田自然環境課長】場所によって違うところ

はございまして、韓国語とか中国を併記してい

るところもございます。特に、佐世保に関して

は、そういったところが多くなっていると思い

ますので、まずは看板を設置する段階では、観

光庁の方針に従って日英での整備をいたします。

どうしても多言語になると、看板に入れる情報

が少なくなってしまうということもありますの

で、2次元コードとかいろんな技術もございま
すので、そういったものでほかの国の言語に対

応するとか、そういったところも対応を検討し
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たいと考えております。

一方で、観光庁の有識者でも議論されている

んですけれども、やはり中国の人には中国の人

に受ける文章をつくらないといけない、韓国人

には韓国人向けにと丁寧に対応することが、や

はり重要というふうに言われておりますので、

その中身についてもしっかり検討していかなく

てはいけないのではないかと考えております。

【徳永委員】 その趣旨はよくわかりました。

ただ、雲仙の場合は、中国の方、台湾、香港、

それと韓国、どちらかというと英語圏よりも多

いということですので、今の説明は理解できま

したけれども、せっかくの多言語の看板の設置

ということであれば、また、そういう工夫もし

ていただきたいと思っております。

来年は15ですけれども、その後継続して、最
終的には何枚というのは、そこまでははっきり

してないんですか。

【立田自然環境課長】一定利用が多いところに

関しましては、それで大体整理できるかなと思

っておりますけれども、今後、先ほど少し申し

上げましたけれども、県有施設の利用とかを雲

仙市の観光戦略の中で考える中で、やはり新た

な利用というのをつくっていかないといけない

ということが生じるなど、必要があれば、やっ

ていくことは考えないといけないのかなと思っ

ております。

【徳永委員】それともう一つ、トイレの洋式化

ということもありますけれども、これはどうい

う状況なんですか。

【立田自然環境課長】 こちらにつきましては、

仁田峠の駐車場の横にトイレがありますけれど

も、そこにまだ和式のものが残っているところ

がございますので、全部は変えませんけれども、

もう少し、今の時代はやはり若者あるいは、逆

にお年寄りの方も和式は使いにくいということ

もございますので、和式から洋式の割合を高め

ようということになっております。

【徳永委員】これは非常に大事なことで、これ

は所管が違うんですけれども、例えば私の地元

の県立の百花台公園、ここもやはりトイレを洋

式に変えてくれと。特に高齢者の方が公園に来

て運動して、ところが、トイレに行った時に、

昔の和式であれば、非常に使い勝手が悪いとい

うふうなことが言われて、洋式というのが、今

の時代に大切なことでありますので、これはど

んどんそういうふうにしていただきたいと思っ

ております。

それともう一つは、浄化槽の件なんですけれ

ども、溝口委員からもいろいろ質問がありまし

たけれども、私の記憶する中では、以前は県は、

浄化槽よりも都市下水のほうを推進していたと、

私はそういう認識だったんですけれども、最近

は何か、私は当時から、下水よりも合併浄化槽

をしたほうがいいんだと。かつ、そこの補助率、

交付金を含めて、これをかさ上げしてでも普及

させたほうがいいんじゃないかというふうに言

っていたんですけれども、当時は、国の方針が

そうだったのか、多分そうでしょうけれども、

いつごろからそういうふうに政策変更になった

んですかね。

【本田水環境対策課長】まず、集合処理のほう

は、密度が高いところには最適ということで、

そういうところからずっと整備が進んできてお

りますし、現在もまだ残っているところはござ

いますけれども、それが全国的に見て、一定整

備が大分進んだという段階で、汚水処理の10年
概成というような概念というか考え方が国から

出されておりまして、平成26年にそういう形の
表明がありまして、それは、先ほど申し上げた
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ように、集合処理でやるのに向いている地域と

いうのは、おおむね整備されてきたと。

それと、その後の動きといいますのが、これ

も先ほど少し、別の時にお話ししましたけれど

も、下水道料金というのをもっと適正化してい

かなきゃいけないというのがございまして、そ

うなると、やはり費用がかさむ設備のある部分

については処理費用のほうで、料金のほうで持

ってもらわなきゃいけないというのが出てきま

して、実際に、じゃ、今からまばらな状態のと

ころに事業を計画していたからといって、始め

るかというと、もう始められない状況になって

きているということでございます。

【徳永委員】 そこなんですけど、結局、浄化槽

と下水、問題はランニングコストなんですよね。

だから、下水の場合は、いわゆる自治体が、あ

る意味管理費について補助をしていると、補助

というより、安いんです。合併浄化槽について

は個人管理ですから、これは個人が責任を持っ

てやらなければいけないと、私はそういう認識

があるんですけれども、今の時点というよりも、

当時と今では、合併浄化槽の個人管理と、いわ

ゆる自治体の下水道の1カ月当たりの金額とい
うのは、どうなんですか、平均的な1世帯の。
【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ３時３６分 休憩 ―

― 午後 ３時３６分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開します。
【本田水環境対策課長】 1世帯当たりでの年間
の料金といいますか、費用ということで言いま

すと、下水道につきましては、ちょっと古くな

りますけれども、平成28年度の時点で、年間2
万1,000円程度でございます。それに対しまして、
浄化槽の維持管理に要している費用というのは、

1世帯当たり4万円から5万円がかかっていると
いうのが現状でございます。

【徳永委員】 ここなんですよ。だから、当時も

合併浄化槽がいいというのは、10年前とか、い
わゆる国もそれを推進していた中で、やはりこ

の金額というのは、我々も理解していたんです

よね。しかし、都市下水ができれば、さっき言

われたところと、家があまり密集していないと

ころはどうしてもコストがかかるということで、

当然、合併浄化槽のほうがいいだろうと、いろ

いろあったんですけれども、この金額というの

が、あまりに大きなものだから、住民は合併浄

化槽よりも都市下水のほうを希望していたとい

うのがあったんですね、当時は。

しかし、現実的には、もうなかなか、国のほ

うも変わってきて、ある程度集合体のところは

やった。しかし、そうでないところは合併浄化

槽でやりなさいと。しかし、金額的には、今の

時点でも3年前がこういう金額でしょう。とい
うことは、今の時点でもそう変わりはないとい

うことでいいんですかね。今、令和元年ですが。

【本田水環境対策課長】下水道の料金につきま

しては、現状は、平成28年度からほとんど変わ
っていないというふうに承知しております。

それで、先ほどから申し上げて、わかりにく

いとは思うんですけれども、下水道のほうは、

最初につくる施設としましては、1人当たりで
見ますと、浄化槽よりも平均してかなり高うご

ざいます。それが、国の補助が入ったりとか、

残りの分に起債をしても、それに対する交付税

措置があったりして、交付税措置の分につきま

しては、下水道の会計のほうに繰入れという形

になります。

【徳永委員】それは高いですよ。個人負担はな

いんですよ、結局は。
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要は、下水道をする場合に、合併浄化槽も一

緒ですよ。水回りを変えなくちゃならないんで

すよ、トイレも、結局。旧型の汲み取り式じゃ

どうもならんわけですよ。これは一緒なんです

よ。

ただ、合併浄化槽の場合には、これは完全に

個人負担でしょう、部長そうでしょう。しかし、

都市下水の場合は、そこに金はかかりますよ、

コスト的には。しかし、それは国、自治体が負

担をすると。だから、いわゆる実質的な真水の

負担というのがどうなのかと聞いているんです。

まあまあ、いいですよ。これはもう高いですか

ら。

これは、私は今までのことを話をしたんです

けれども、私が言いたいのは、私の地元の雲仙

市でも旧7町、部長は雲仙市におられましたか
ら、ここで都市下水をしているのが4町、そし
て、してないのが3町、私の国見町、宅島委員
の小浜町、南串山町はそのままですよね。そう

したら、そこに不平等が起きるわけなんです、

結局。同じ雲仙市民であって、片やそっちのほ

うには、それだけの、手厚いと言わないけれど

も、負担が少ない。片やこっちでは、合併浄化

槽にした時に、ランニングコストというのは約

倍をずっと払っていかなければならない。この

辺をどうするかというのが、我々も地元の方か

ら言われるんですよね。要は、合併をする前に、

言い方は悪いんですけれども、旧町によってつ

ばをつけたと、1％でも着工したと。しかし、
片や、私の国見町とか、宅島委員の小浜町はそ

れをしてなかったということで、これが結局、

今からの自治体も下水については非常に厳しい

ものがある。以前は特別会計で処理ができたの

が、総務省から、もう一般会計でやりなさいと、

非常に厳しくなったわけですよね。

だから、そういう面も含めて、言うちゃなん

だけれども、しなければならないところは仕方

なくした。しかし、本当は平等的にしなきゃな

らないところをそうやってしてないと、これは

現実的に、もうあるんですよ。だから、そうい

ったところをどう、下水と合併浄化槽をある意

味同じように、個人負担が同じようにならない

のかというのが、我々が県に、そういうことが

可能なのかどうか。可能ならというよりも、そ

ういうふうにしていただきたいと思いますけれ

ども、そこはどうなんですか。

【宮﨑環境部長】まず、冒頭お話がありました

けれども、県が浄化槽を進めていただいたと、

いつからそういうふうな方針になったのかとい

うお尋ねもあったんですけれども、まず、県の

考え方としましては、先ほども答弁しましたけ

れども、まず、汚水処理ができてない人口率と

いうのが約20％残っています。あと、これをど
う進めるかでありますけれども、ここの進め方

というのは、やはりそれぞれの自治体が、その

自治体の地形とか人口とかを考えられて、浄化

槽を選択されるのか、下水を選択されるのか、

そういうふうな判断になろうかと思っています。

ですから、私どもとしては、必ず浄化槽をや

ってくださいと、そういうふうな指導をやって

いるわけではございません。まずはそれをご理

解いただきたいと思います。

ですから、先ほど雲仙市の例が出ましたけれ

ども、雲仙市においては、やはりまだここの地

区については下水でやろうかというふうな計画

が残っているんじゃないかと思っております。

もう一点の、要するに使用料に差があるじゃ

ないかというふうな話でございますけれども、

確かに、これは差があります。実は、その差が

どこから出てくるかということもいろいろ調べ
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てみたんですけれども、そもそも公共下水道は

国土交通省の所管でございます。一方で、浄化

槽というのは環境省の所管でございます。それ

で、実はそもそもの整備をする時の制度設計の

根本的なところが違いが出ておりまして、これ

を今の時点ですり合わせをするというのは、な

かなか難しいところがございます。かといって、

今委員おっしゃられたとおり、同じ行政のエリ

アの中で、浄化槽をはめているところは高い、

下水道は安いというところで、具体的に雲仙市

でいけば、その差を行政が埋めているような状

況でございます。

ですから、雲仙市から毎年、この差を埋める

ように、ランニングコストを埋めるようにとい

う形での要望が出されております。それについ

ては、国にお伝えはしているんですけれども、

先ほど申しましたように、もともとの制度設計

の考え方が違うところから出ているものですか

ら、今の時点では、それをすり合わせるという

のは困難であるというふうに考えておりますけ

れども、引き続き、そこの差を埋めていただく

ような考え方を、国に対して要望していきたい

と思っております。

【徳永委員】部長、国の縦割り行政の違いとい

うことで理解しましたけれども、課長の説明は

説明で、私もそれは理解しますけれども、ただ、

その中で、絶対公共下水で有利、要するに都市

下水で有利なところ、そして、してないところ

が不利なところだと、それはないんです、さっ

き言ったように。逆に、国見町、小浜町の場合

は、結構人口も多くて密集地も多いのに、逆に

してなくて、そうじゃないところはしてあると、

これは現実の事実もあるわけなんですよね。

だから、そういうものも現実的にありますか

ら、今後、やはり雲仙市も要望しているように、

ここはしっかりまた国に要望していただいて格

差を是正しないと、合併浄化槽もなかなか、や

れやれと言っても、そういう面では進まないと

ころが、ランニングコストは未来永劫払わなけ

ればならないんですから。そういうところも、

私は部長、課長に強く要望してまいりたいと思

いますので、よろしくお願いします。

【山本(由)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、環境部関係の審査について整理したいと

思います。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ３時４６分 休憩 ―

― 午後 ３時４７分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、環境部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、県民生活部関係の審
査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時４８分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１１日

自   午前１０時 ０分

至   午後 ４時 ４分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 山本 由夫 君

副委員長（副会長） 久保田将誠 君

委 員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 朋子 君

〃 ごうまなみ 君

〃 宅島 寿一 君

〃 宮島 大典 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

県民 生活部 長 木山 勝己 君

次長兼県民協働課長 吉野ゆき子 君

男女参画・女性
活躍推進室長

有吉佳代子 君

人権・同和対策課長 丸田 哲久 君

交通・地域安全課長 宮﨑 秀樹 君

統 計 課 長 笠山 浩昭 君

生活 衛生課 長 嘉村 敏徳 君

食品安全・消費生活課長 峰松美津子 君

交 通 局 長 太田 彰幸 君

管 理 部 長 小畑 英二 君

営 業 部 長 濵口  清 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山本(由)委員長】 おはようございます。
委員会及び分科会を再開いたします。

これより、県民生活部関係の審査を行います。

【山本(由)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

県民生活部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【木山県民生活部長】県民生活部関係の議案に

ついてご説明をいたします。

予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料、県民生活部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
の2件であります。
初めに、第1号議案「令和2年度長崎県一般会
計予算」のうち県民生活部関係につきましてご

説明いたします。

歳入予算につきましては、1ページの下段に
ありますとおり、総額11億2,731万9,000円、歳
出予算につきましては2ページになりますが、
総額23億3,988万7,000円を計上いたしており
ます。

歳出予算の主な内容につきましては、県民協

働の推進について553万8,000円、男女共同参画
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の推進について1,724万6,000円、女性の活躍推
進について3,137万3,000円、人権尊重社会づく
りの推進について、4ページになりますが4,250
万9,000円、犯罪のない安全・安心まちづくりの
推進について1,309万7,000円、交通安全対策の
推進について7,937万8,000円、統計調査につい
て7億9,143万4,000円、食品衛生の確保につい
て、6ページになりますが9,531万9,000円、カ
ネミ油被害者対策について1億1,971万1,000円、
動物の愛護と狂犬病予防について7,068万
7,000円、消費者行政の推進について4,427万
5,000円、適正な計量の推進について2,697万
1,000円を計上いたしております。
それぞれの内容につきましては記載のとおり

でございます。

また、債務負担行為につきましては、7ペー
ジ、8ページ記載のとおりでございます。
次に、8ページでございますが、第77号議案

「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6
号）」のうち、県民生活部関係部分につきまし

ては、歳入予算総額2,917万6,000円の減、歳出
予算総額5,211万6,000円の減を計上いたして
おります。

補正予算の主な内容につきましては、9ペー
ジに記載のとおりでございます。

最後に、令和元年度の予算につきましては、

今議会に補正をお願いいたしておりますが、今

後、国庫支出金や年間の執行額の確定に伴い、

調整、整理を行う必要が生じてまいりますこと

から、3月末をもって、令和元年度の予算の補
正について専決処分により措置させていただき

たいと考えておりますので、ご了承を賜ります

ようお願い申し上げます。

以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)分科会長】 次に、提出がありました
「政策等決定過程の透明性等の確保などに関す

る資料（政策的新規事業の計上状況）」につい

て説明をお願いします。

【吉野次長兼県民協働課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本分科会に提

出いたしました資料についてご説明をいたしま

す。

資料の1ページをお開き願います。
これは、県民生活部・環境部・土木部におけ

る政策的新規事業の計上状況でございますが、

このうち、県民生活部では、ＮＰＯとの協働マ

ッチング推進事業費、多様な主体との連携・協

働による動物愛護推進事業費の2件を計上して
おり、その内容については、記載のとおりであ

ります。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【山本(由)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 おはようございます。統計調
査の費用が予算計上されています。

そこで、横長の7ページを見ていくと、統計
調査員確保対策事業委託費とありますが、21市
町で何人を予定しているのかを伺いたいと思い

ます。

【笠山統計課長】ご質問いただきました調査員

確保対策事業でございます。その事業の概要に

ついてご説明をさせていただきますと、これは、

国からの委託で県で実施しておる事業でござい

まして、具体的にいいますと、東京であります
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調査員の中央研修といったものに調査員を派遣

したり、あるいは県で毎年大体2か所ぐらいな
んですけれども、調査員研修会を実施しており

ます。

現在、その調査員研修会の対象者というのは、

県下21市町に登録調査員が約1,300名ほどいら
っしゃいますけれども、その中で経験の浅い方

を中心に研修会を実施しておりまして、来年度

事業について、まだ詳細は固めておりませんが、

本年度でいきますと、40～50名の研修参加者が
いらっしゃったところです

【山田(朋)委員】 県下で1,300名登録をいただ
いているうち、今回の調査で大体何人ぐらいの

方におうちを回っていただいたりとか、様々な

ことをやっていただく予定になっているのか、

そのあたりを教えてください。

【笠山統計課長】調査員の数でございますけれ

ども、来年度予定しております調査員ですが、

調査については県で毎月行う調査と、それから、

概ね5年に1回行われる周期調査と、大きく2つ
ございます。その中で、合計でいきますと、来

年の調査員は、計画上は8,393名予定しておりま
す。このうち、先ほど申し上げました市町を介

して行う調査が8,211名、それから、県で行う調
査が182名、合計で8,393名でございますが、市
町調査の分で一番大きなものは予算であげさせ

ていただきますけれども、国勢調査が約8,000
名でございます。

【山田(朋)委員】 1,300名登録はいただいてい
るけれども、この国勢調査に関しては、今から

各市町で8,000名からの人員確保をいただいて
いるかと思いますが、この人員をもって調査を

行っていただくということですよね。

それで、この予算書を見ていると、統計調査

事務地方公共団体委託費ということで、同じ項

目が2つ並んでいるんですけれども、これの違
いを教えていただきたいなと思いました。金額

がそれぞれ違うんですけれども、これをちょっ

と教えていただけますか。

【笠山統計課長】今、ご質問いただいた統計調

査地方公共団体委託費でございます。こちら7
億3,000万円ほどでございます。これは、統計調
査に直接要する経費でございます。それから、

一番上の統計調査事務地方公共団体委託費、事

務というのがついておりますけれども、（「あ

あ、済いません、ついてましたね」と呼ぶ者あ

り）こちらのほうは、国勢調査を始め調査に要

する経費は、国が全額国庫で賄うということに

なっておりまして、職員の人件費も一部負担を

県のほうでしておるんですが、うちの統計課の

職員の人件費も、概ね国のほうから負担してい

ただいておりまして、こちらの事務委託費のほ

うは、職員の人件費に当たる国庫ということで

ございます。

【山田(朋)委員】 すみません。ちょっと私が事
務のほうを見そびれておりました。

今回、前回の調査から、一部パソコン等でで

きるようになっていたかと思いますが、5年前
の調査の時にどれぐらいが紙ベースで、どれく

らいがネットでの返信だったのか、そのあたり

を教えていただけますか。

【笠山統計課長】 ご指摘のとおり、パソコン、

タブレット、あるいはスマートフォンでの回答

ということですが、現在の調査の環境が非常に

厳しくなっております。そういった意味で、積

極的に導入を進めております。

統計調査全体でいきますと、7割を超える調
査でそういったインターネットの回答というの

が普及しておりますけれども、今持っておる数

字でいきますと、前回の国勢調査でご説明させ
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ていただきますと、オンラインの回答が全国で

36.9％でございます。本県が33.2％でございま
す。

私ども統計課としては、このオンライン回答、

インターネット回答を積極的に進めていきたい

と考えておりまして、この率を少しでも上げる

ということに努力していきたいと考えておりま

す。以上でございます。

【山田(朋)委員】 5年前とすると、ネット環境
とかいったものもかなり上がってきていると思

うので、目標数字があられるとは思いますけれ

ども、その目標に近づいていただきたいと思っ

ております。やっぱり調査員の方々の負担軽減

にも当然つながりますので、適正に調査を行っ

ていただきたいと思っております。

次に、性犯罪・性暴力被害者支援交付金とい

うことで予算が計上されています。この内容を

教えていただけますか。

【宮﨑交通・地域安全課長】支援交付金につき

ましては、249万円の対象経費になっておりま
すけれども、これにつきましては内閣府の男女

共同参画局の性犯罪・性暴力被害者支援交付金

でございます。その対象経費につきましては、

研修会経費、委託費のうちの人件費、それと医

療費等の支援実施分ということになっておりま

す。

【山田(朋)委員】 私は、直接被害者の方に何か
見舞金みたいな形での支給かと思ったんですが、

そういった分ではないということですね。理解

をいたしました。

次に、同じく性犯罪被害者支援事業というこ

とで予算が計上されております。この金額なん

ですけれども、平成28年から「サポートながさ
き」を運営いただいているかと思いますが、毎

年これぐらいの金額でずっと予算が計上されて

いるのかどうか。

当然ですけれども、平成28年度が相談対応件
数305件、平成29年度が397件、平成30年度が
488件。これからも明らかなように、相談の件
数がかなり増えている中で、今の予算と人員規

模で対応ができているのか、その辺も含めてご

回答いただきたいと思います。

【宮﨑交通・地域安全課長】まず予算について

ですけれども、予算につきましては、約800万
円台から900万円台、次の令和3年度の契約に向
けて1,000万円台の債務負担を計上をさせてい
ただいております。

それで、現在の「サポートながさき」の件数

につきましては、先ほど委員のご指摘のとおり、

平成28年が305件、平成29年が397件、平成30
年が488件ということで、それぞれ概ね90件ず
つ増加している状況でございます。

対応につきましては、現在、専門の相談員が

1名、それと女性の非常勤の職員が2名、それと
直接支援等対応をしていただいている男性の相

談員の方2名ということで対応していただいて
おります。

現在、主なものにつきましては、電話相談が

主という形になっておりますので、そのほか、

いわゆる直接外に出向いての対応、これも今現

在していただいております。

これにつきましては、「サポートながさき」

のほうに確認をいたしましたところ、現在の状

況であれば対応できているということで、お話

をお伺いしております。以上でございます。

【山田(朋)委員】 分かりました。
【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【宮本委員】 第1号議案についてちょっと質問
をさせていただきます。
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説明資料の3ページになります。人権尊重社
会づくりの推進についてというところですけれ

ども、下から2行目になります。ＬＧＢＴ性的
マイノリティーへの理解と認識という形になり

ます。

後ほどさせていただきたいんですけれども、

まずは、そこに書いてありますテレビＣＭ啓発、

人権問題に対する県民の意識について現状を把

握するための「人権に関する県民意識調査」な

どなど4,250万円計上されていますが、これにつ
いて内容をお聞かせいただければと思います。

【丸田人権・同和対策課長】 委員ご質問の、来

年度のＬＧＢＴ性的少数者への理解促進という

ことでの内容でございますけれども、まず1つ
目のテレビＣＭについてでございます。

これにつきましては、先般、性的少数者に関

するアンケートも実施いたしまして、その中で

も、やはり周囲の性的少数者に関する差別的な

言動が多いという回答もございます。また、地

域社会に望む取組につきましても、教育・啓発

に関することが25％という高い結果というこ
ともございました。

そういうこともございまして、より多くの県

民の方に性的少数者への正しい理解と認識を深

めていただくために広く啓発をしたいというこ

とで、このテレビＣＭを活用して、県民の方へ

の正しい理解を促進してまいりたいと思ってお

ります。

内容につきましては、15秒ＣＭを60本、今の
ところ予定をしているところでございます。内

容につきましては、性的少数者の支援団体の

方々のご意見もお伺いしながら検討していきた

いと思っているところでございます。

それから、県民意識調査でございますけれど

も、これにつきましては、ただいま長崎県では

人権教育・啓発基本計画に基づきまして、様々

な人権課題への取組をやっておりますが、この

基本計画が、平成29年に第2次改訂をやってお
りまして、その第3次改訂を令和3年度に予定を
いたしております。その関係もございまして、

現在の基本計画に基づきます各種施策の効果と

か、影響、それから、人権に関する県民の意識

の現状、問題点などを把握して、次回の令和3
年度の基本計画の改訂に資したいということで、

来年度、県民意識調査を実施したいと思ってい

るところでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。テレビ

ＣＭについては、言われたとおり関係団体の方

としっかり意見交換していただきたいと思って

います。15秒の60本という形になるということ
なので、この時間帯も含めていろいろ協議して

いただければと思います。

あと、この意識調査は、平成27年度にもされ
ているかと思いますが、これは定期的に、例え

ば5年ごととかで行うものになりますか。ちょ
っと確認させてください。

【丸田人権・同和対策課長】 委員、今おっしゃ

いましたとおり、前回は平成27年にやりまして、
その前は平成22年にやっております。というこ
とで、基本計画についても一応5年ごとに見直
す、改訂をしていくということで進めておりま

す。

【宮本委員】ありがとうございました。性的マ

イノリティーについては、また、議案外でも質

疑させていただければと思います。4,250万円の
中身をちょっと確認させていただきました。あ

りがとうございます。

同じく6ページになりますが、動物愛護と狂
犬病予防についてになります。

いろいろ書いてありますが、この7,068万円の
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概要と、この中に殺処分ゼロに向けた費用、取

組というんですか、どれくらい入っているのか

入っていないのか、それも分かれば全体像と、

殺処分に向けての取組について、来年度の予定

をお聞かせいただければと思います。

【嘉村生活衛生課長】動物の愛護と狂犬病予防

につきましては、予算額7,068万7,000円と記載
されておりますが、これは狂犬病予防対策費

6,220万6,000円と動物愛護管理対策費848万
1,000円の合計の金額となっております。
お尋ねの動物愛護に係る殺処分ゼロに向けた

取組というのが、動物愛護管理対策費になりま

すが、前年度と比較しまして207万円の増額と
しております。

その内容としましては、本県で策定しており

ます動物愛護管理推進計画では、引き取られる

動物を減らすことで動物の殺処分数を減らして

いくということにしておりまして、平成30年度
の殺処分数2,227頭を令和5年度までに1,000頭
下回るということで取組を進めているところで、

主に野良猫の不妊化を進めるというところに力

を注いでまいりたいと考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。内訳を

確認させていただきました。

ちなみに、数年前、長崎県は殺処分がワース

トワンだったと記憶していますが、今の段階で

どれくらいになっているかだけ、確認させてい

ただけますか。

【嘉村生活衛生課長】長崎県では、動物の殺処

分数が平成26年度から平成29年度までの4年間、
全国で最多となっておりました。その時の平成

29年度の殺処分数が3,028頭でございました。
今のところ、平成30年度までの全国の統計し

か出ていないんですけれども、その殺処分数は

2,227頭ということで、全国でワーストスリーと

いう状況になっております。以上です。

【宮本委員】先ほどありましたとおり、前年度

から比べると207万円増加したということだっ
たですよね。この中でどれだけ殺処分ゼロに向

けての取組ができるか、これは来年度からの取

組になろうかと思います。約200万円増額にな
ったということが幸いかと思いますが、どこま

でも殺処分ゼロに向けて、また、来年度も取り

組んでいただきますように、また要望させてい

ただきます。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に関する質疑
はありませんか。

【山田(朋)委員】 私も、動物の殺処分ゼロのと
ころでちょっと伺いたいと思います。

今回、予算を計上いただいている中で、市町

において、猫の不妊治療を行っていただいてい

ると思います。それを予算化して、今、実施を

している市町がどれくらいあるのか。

というのが、今回の目標で、この不妊の数を

増やすということであるので、どういった計画

でこの猫の不妊の数を増やしていくのか。今、

取り組んでもらっている市町がどれだけあるの

か、そのあたりをちょっと教えてください。

【嘉村生活衛生課長】現在、県のほうで取り組

んでおります野良猫の不妊化につきましては、

年間200頭分の不妊手術の費用を計上しており
ます。

そのほか、県以外の自治体では、長崎市、佐

世保市、大村市、川棚町、長与町、時津町の6
市町でこういった取組がされておりまして、そ

の実績としましては、県で200頭以外に市町で
の取組で466頭ありますので、全県下で昨年度
は666頭の不妊手術をしたということになりま
す。

県としましては、こういった取組のない市町
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に対して、今後、働きかけを行っていきたいと

考えております。

【山田(朋)委員】 昨年度、市町と県とで協力を
して666頭、不妊をしていただいたようですけ
れども、この目標というのはどれくらいを予定

しているのか伺っていいですか。

【嘉村生活衛生課長】 来年度から3年間の予定
で事業を新たに組み直しまして、3年後令和4年
度に全県下での取組を少なくとも876頭という
数字を掲げて進めたいと思います。

【山田(朋)委員】 876頭ということなので、あ
と200頭ぐらい協力をいただかないといけない
と思うんですが、今、取組をしてもらっている

6市町以外で、猫の引き取りが多い地域とかあ
ると思うんですけれども、そういったところに

協力を強力にお願いをしていかないとと思って

おります。

ぜひ、本当にワーストスリーになったといえ

ども、やはり多い数には変わりないと思ってお

りますので。どうもいろいろ保健所別のを見て

みると、多いところに限って、取組をされてい

ないように見えますので、この数字を見る限り

ですね。ここで申し上げることはできませんが。

そういったところにも、十分にこれに取り組ん

でいただくように協力をお願いしたいと思って

おりますし、「多様な主体との連携・協働によ

る」とありますが、新たに今回考えている、こ

の中での事業があれば教えていただきたいと思

います。

【嘉村生活衛生課長】その主体の中には、今お

話しました市町も含まれるんですが、そのほか

にいろいろなボランティアを考えておりまして、

特に今考えておりますのが獣医師によるボラン

ティアで、独自に今、動物管理所に不妊手術が

できるような設備を整備しまして、そこでの不

妊手術も進めていきたいと思っております。

【山田(朋)委員】 分かりました。今まで普通の
犬猫の病院で不妊治療を行っていただいていた

と思いましたが、新たに管理センターのほうで

獣医師の協力を得て、そういったことも始める

ということでありますね。であれば、かなり不

妊ができる数が上がってくると思いますので、

まずは、子どもができないようにそういったこ

とをすることによって、殺処分を減らすという

方向で、引き続き取組を進めていただきたいと

思います。以上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に対する質疑
は。

【田中委員】 1点だけ統計課長にちょっとお聞
きしたいんだけれども、予算書の23ページです。
統計諸費の中で、最初から統計調査国庫委託

調査返還金。このいきさつはちょっとね。出と

入りの関係からすると、補正かなんかで返還す

るのは分かるけれども、当初予算で返還金を計

上する、これは通常のやり方なのかな。

【笠山統計課長】委員ご指摘の返還金でござい

ますが、毎年このような形で、当初予算で返還

金を一定額計上させていただいています。

その理由なんですけれども、統計調査には調

査の時期、調査時点がいろいろございます。年

度後半に調査時点が来るというものもございま

す。そういうことで、精算行為は当然年度内に

数字を押さえることはしているんですけれども、

実際の返還というのは翌年度に返還しておりま

す。

こちらは今1,952万7,000円計上させていた
だいておりますけれども、こちらは令和2年度
ですから、今年度の統計調査に関する返還の額

ということで見積もって計上させていただいて

おります。その際、財源なんですけれども、一
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般財源であげさせていただいておりますが、令

和2年度の返還に充てるその財源というのは、
令和2年度予算では一般財源になっております
けれども、今年度令和元年度に国から交付決定

をいただいた額をそのまま歳入予算にしており

ますので、決算において当然執行額が下回って

おりますので、剰余が出てきます。その分を国

庫ですけれども、充て先がない国庫ということ

で翌年度に回して、それが一般財源ということ

で、この歳出の財源に充たってくるというふう

にしております。

【田中委員】それは毎年の通常のやり方という

ことですね。入りと出の関係でいうと、ちょっ

といびつだよね。入りと出の関係でいうとね。

入ってきた分をもうすぐ出すような形になるわ

けだから。それから、それを一般財源でと。一

応精算みたいな形の考え方でいいのかな。なら

ば、補正で大体やるのが普通なんだけどね、年

度末のね。分かりました。

【溝口委員】 15ページの、今回新規事業であ
げておりますＮＰＯとの協働マッチング推進事

業費189万4,000円が計上されておりますけれ
ども、この内容について詳しく説明をいただけ

ればと思っております。

【吉野次長兼県民協働課長】新規事業にあげて

おりますＮＰＯとの協働マッチング推進事業で

ございますけれども、この事業は、来年度から

3年間ということで考えております。
これは、今までも協働の推進ということで、

協働サポートデスクという相談窓口を開設して、

そこで協働の相談というのを受けておりました。

その中で一定、協働の相談という件数は増えて

きておりましたが、そこから実際の協働という

ところに結びつく件数というのはなかなか厳し

いところがございました。

そこで、来年度からは相談体制のほうを充実

していきたいということを考えておりまして、

具体的には、今まで中間支援組織という、ＮＰ

Ｏを支援するＮＰＯというところからの支援、

アドバイスを受けていた部分について、実際の

協働したい分野、例えば、まちづくりでござい

ますとか、福祉とか、環境とか、そういう分野

に強い専門家を新たに入れ、アドバイスをする

人材を強化するということを考えております。

もう一点は、今までの相談対応の過程を充実

させる趣旨で、今まで行っていた意見交換会に

ついて、現場に行っての協議の回数を重ねると

いうことを行い、協働の実現に結びつけていき

たいと考えております。

もう一つが行政職員の意識向上というところ

で、今までも部局別で職員の研修をやっており

ましたけれども、やはり協働を推進するには、

職員のほうも協働が必要だという意識を高める

ことが必要ですので、来年度はさらに研修の回

数を増やすということと、役職別に研修をする

ということと、今までは本庁だけで実施してお

りましたが、地方機関も対象にして研修をする

ということを考えております。

【溝口委員】分かりました。金額的には少額な

んですけれども、かなりボリュームのある内容

だったかなと思うんですが、ただ、やはりちゃ

んとしたアドバイザーを育成していく形の中で

は、その研修会が大変重要になってくるかも分

かりませんが、その研修会を大体年に何回ぐら

いして、例えば、先ほど部局別で研修会をして

いたということですが、その対象者は例えば、

係長とか、課長以上とか、そういう形を考えて

いるのかどうか、その内容についてお尋ねをし

たいと思います。

【吉野次長兼県民協働課長】研修についてのお
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尋ねでございますけれども、来年度は市町の職

員についての研修も1回予定しております。
また、県職員については、昨年度から職員の

部局別研修会というのを年4回開催しておりま
したが、今年度は新型コロナウイルスの関係で、

3回の開催になっております。来年度は部局別
の研修会を2回、地方機関向けを2回、あと管理
職向けを2回、計6回ということで考えておりま
す。

【溝口委員】分かりました。できるだけ協働マ

ッチング推進ができていくように鋭意努力をし

ていただきたいと思います。

それから、もう一つ新規事業なんですけれど

も、動物愛護管理対策費として848万1,000円を
組んでいるんですが、新規事業として管理対策

費ということで421万7,000円組んでおります
が、収容動物の譲渡関係をやっていくという事

業と書いてあるんですが、その内容について詳

しくご説明をお願いしたいと思います。

【嘉村生活衛生課長】新しく取り組みます多様

な主体との連携・協働による動物愛護対策推進

事業費426万4,000円のうち、先ほど申しました
不妊去勢手術の委託料として、これは長崎県の

獣医師会と契約をしまして、県内各地の動物病

院で手術ができるようにしているんですが、そ

れにかかります費用を、単価が1頭当たり1万
3,300円で250頭分ということで、338万7,000
円計上しております。

【溝口委員】ちょっと聞こえにくかったんです

けれども、ちょっと大きい声で言ってもらえば

いいですが、1頭1万3,300円で二百何頭とおっ
しゃったですか。

【嘉村生活衛生課長】 250頭でございます。
【溝口委員】これは委託事業になるんですけれ

ども、その辺については全て専門的な譲渡をし

ている方々で、どこに委託するというのはまだ

決まってないですか。

【嘉村生活衛生課長】この不妊去勢手術をする

に当たって、地域猫に取り組んでいただいてお

りますボランティアの協力があって、この事業

は成り立っているんですが、そのボランティア

の方が、野良猫を餌づけしながら馴らして、捕

まえて、長崎県獣医師会が指定しました動物病

院に持ち込んで不妊手術をするという仕組みに

なっております。

【溝口委員】聞いたところと違うところを言わ

れよるとかな。

動物愛護対策って、今度新規事業を立ち上げ

ているでしょう。そういうのも今の内容になる

わけですか。421万7,000円の新規事業を聞いた
んですけれども、その下の不妊のほうを言われ

よるごたる気がするんですが。

収容した動物を飼いたいという人たちに譲渡

をするという事業じゃないかと思ってから聞い

たんですけれども、その辺についての詳しい説

明をしていただければと思っていますが。

【嘉村生活衛生課長】動物愛護管理対策費には、

今、委員がおっしゃった動物愛護管理対策費と、

それから私が説明しました新規事業である、多

様な主体との連携・協働による動物愛護対策推

進事業費と2つありまして、新規事業のほうは、
多様な主体との連携・協働による動物愛護対策

推進事業費となります。

委員がおっしゃった動物愛護管理対策費は、

動物愛護管理推進協議会というのを設けており

まして、そういったものにかかる費用になって

ございます。

【溝口委員】 分かりました。すいません。私が

間違っておりますので。

次に、29ページ、乳肉衛生対策費として、今
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年が2,152万8,000円多くなっているんですけ
れども、この多くなった要因についてお尋ねを

したいと思います。

【嘉村生活衛生課長】 この2,152万8,000円の
増額につきましては、食肉衛生検査所で動物用

医薬品の食肉への残留というものを測定してお

りまして、その測定する機械として液体クロマ

ト質量分析装置の購入を予定しておりまして、

その購入費用が2,354万円ということになって
おりますので、その分の増額でございます。

【溝口委員】分かりました。機器を購入するた

めの増額部分ということですね。理解しました。

ありがとうございました。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に関する質疑
はありませんか。

【中村(泰)委員】 日々のご尽力ありがとうござ
います。横長の予算の資料でございます。まず

は17ページ、ながさき女性活躍アクティブプラ
ン事業費でございます。

女性の県外流出が非常に問題視されている中、

極めて重要な施策だという認識でございます。

こちらに事業概要、ＩＣＴを活用したスカイプ

等の実施等により、女性の就業促進とございま

す。特記をされたということで、これまでこう

いった施策がされていたとは思うんですけれど

も、近年、特にこういったスカイプを利用した

ものが多い等含めて、ちょっとお知らせいただ

けますでしょうか。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】このＩＣ

Ｔを活用したスカイプ相談は、長崎市の総合就

業支援センターに、ウーマンズジョブほっとス

テーションという女性の相談窓口を設けて事業

を行っております。県内10地区で巡回相談をこ
れまで行っていたんですけれども、なかなか決

められた日、決められた時間に相談に行くとい

うことが難しい方もいらっしゃるという中で、

女性の利便性の向上を図るために、ＩＣＴを活

用したスカイプ相談に切り替えようということ

で、今年度の10月から本格実施し取り組んでお
ります。その経費として、来年度の当初予算に

も計上させていただいているというところでご

ざいます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。今年
度の10月ということは、もう4か月ぐらい経過
をされたということだろうと思いますが、実績

としてはどれぐらい上がっているのかお知らせ

願います。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】 10月か
ら本格的に実施し、スカイプ相談では14名の方
がご利用いただいております。

それと同時期に併せて実施した電話相談には

66名の方がご利用いただいているという状況
でございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。ほか
に実際対面での面談というのがあろうかと思う

んですが、それと比べて、こういった電話、も

しくはスカイプというのは何割ぐらいでしょう

か。概算で結構です。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】令和元年

度で申し上げますと、対面による相談が489名
になっております。スカイプ相談が14名、そし
て、電話相談が66名というところでございます。
【中村(泰)委員】 ありがとうございます。10月
以降ということを考えた時に、対面での面談が

200名を切るぐらいなのかなというところで考
えると、スカイプ、もしくは電話でのそういっ

た窓口を設けることで一定の効果があるのかな

というのを、数字を通して理解いたしました。

極めて重要な事業でございまして、今後、い

ろいろな場面で女性の声を聞いて施策に反映を
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ということで、いろいろな場面でうたわれてい

るのですが、県民生活部としては、今後、どう

いったところが問題視をされて、積極的に女性

の就業の場といったところを進めていくのか、

ビジョンをお伺いしたいのですが。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】県民生活

部といたしましては、女性の管理職登用促進を

最終的には目指しているところでございます。

意思決定の場に女性が一定数いると、その組

織における風土や物事が、女性の視点を活かし

て決定されます。その意思決定の場における女

性を増やしていくためには、女性の継続就業を

推進していく必要があると考えております。

現時点では、第1子を出産された後、退職さ
れる方が5割ぐらいいらっしゃいますので、退
職することなく継続就業することで、女性の総

数、母数を増やして、将来的な管理職登用につ

なげるということを目標としているところでご

ざいます。

【中村(泰)委員】 ご答弁ありがとうございます。
長崎県が、九州の中でなぜか女性の流出が非常

に顕著であるといったところがすごく気になる

ところでございまして、今のような思い、ぜひ

とも積極的に進めていただきたいと考えており

ます。

次の質問に移ります。

同横長の資料の21ページ、交通指導員の育成
費ということで250万円の減となっております。
私も、週1回、地元の小学校の前に立って、

旗を持ちながら子どもたちを見送るということ

をやっているんですけれども、これが減るとい

うところが、一緒にやっている民生委員のおじ

ちゃんに対していろいろな思いがございまして、

子どもが減るという中で、こういった減になっ

ているのかどうか、そういった背景を含めてご

回答いただけますでしょうか。

【宮﨑交通・地域安全課長】交通安全指導員の

定数につきましては、地域の交通情勢であった

り、幼稚園等の安全教育対象施設の規模等を検

討いたしまして、配置定数の見直しを行った結

果、令和元年度33名おりますけれども、これを
3名減の30名体制ということでしております。
ですので、この補助金の減につきましては、250
万円の減という形にさせていただいております。

以上でございます。

【中村(泰)委員】 分かりました。結局、そこに
関わる人たちが減っていくというところで、な

ぜ減るのかといったところが懸念するところで

はあるんですけれども、おそらく子どもが減っ

ているとか、予算が限られているとか、そうい

った背景かなということで理解をいたしており

ます。

限られた中でどういうふうにやっていくのか

といったところを考えないといけない状況でご

ざいまして、今の状況でも危険だなと思うこと

もよくありますし、予算は限られておりますの

で、そういった中でどのようにしてやっていく

のかといったところが課題であろうと思ってお

ります。

次の質問に移ります。

条例のところで出てくる話ではございますが、

ＨＡＣＣＰが、今回も予算としてあがっており

ます。6月から実施ということで、猶予期間が1
年あるという認識でおりますが、いろいろ現場

の声を伺うと、この導入に当たって、本当に認

証されるというか、間に合うのかといった声が

すごく上がっていまして、県としての認識をお

聞かせいただけますでしょうか。

【嘉村生活衛生課長】現在、県内に食品営業の

許可業者というのが約1万4,000件ございます。
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今、委員のおっしゃったＨＡＣＣＰに沿った衛

生管理基準という中に、国際基準であるＨＡＣ

ＣＰの原則に基づいて衛生管理をしなさいとい

うところが原則としてあるんですが、これは大

規模な事業者でありまして、概ね50人以上、あ
るいは複合的に食品を製造する施設というとこ

ろがこの対象になりまして、そういった施設が

県内では1万4,000施設のうちに45施設ほどに
なります。

大半の事業者は、ＨＡＣＣＰの考え方を取り

入れた簡易化されたアプローチで対応するとい

うことになっておりまして、小規模な事業者で

あっても、施設の衛生管理や食品の取扱い等に

関する管理計画を作成して、それを実行し、そ

れを記録するといったことが求められておりま

す。

【中村(泰)委員】 概要のご説明ありがとうござ
います。

6月から厳格化ということで、1年の猶予があ
ろうかと思います。その中で、1年以内にこれ
に基づいて取組をするということが、国から求

められていることでございますが、今、1万
4,000施設のうち約50施設が対象になるという
ところで、その業者の方がそこに対応できるの

かといったところが、国レベルでもいろいろな

方が意見を言われているので、長崎県は大丈夫

かなというところで、もう一度ご答弁いただけ

ますでしょうか。

【嘉村生活衛生課長】 その45施設につきまし
ては、県央保健所にそれを専門に指導しており

ます監視指導班というものが設置されておりま

して、そこで指導を行っております。

その45施設のうち、また、事業者みずから民
間の認証を受けられていたり、あるいは国の認

証を受けられているというところもありますの

で、その45施設については、平成3年6月の完全
施行には十分間に合うものだと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。間に
合うということでご答弁いただいたんですけれ

ども、本当にいろいろなお声を聞くので、そこ

はしっかりと、法の罰則というか、そういった

ペナルティーを受けないようなフォローをぜひ

ともお願いをいたします。以上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに質問はありません
か。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第77号議案の
うち関係部分については、原案のとおり可決す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【山本(由)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

まず、県民生活部長より総括説明をお願いい

たします。

【木山県民生活部長】県民生活部関係の議案に

ついてご説明をいたします。

環境生活委員会関係議案説明資料、県民生活

部をお開きください。
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今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第19号議案「長崎県の事務処理の特例に関する
条例の一部を改正する条例」のうち関係部分、

第42号議案「旅館業法施行条例の一部を改正す
る条例」、第43号議案「公衆浴場法施行条例の
一部を改正する条例」、第44号議案「長崎県食
品衛生に関する条例の一部を改正する条例」の

4件であり、その内容については記載のとおり
でございます。なお、それぞれの議案につきま

しては、補足説明資料を配付させていただいて

おります。

次に、議案以外の主な所管事項についてご説

明いたします。

2ページをお開きください。
人権尊重の社会づくりの推進につきましては、

企業や団体内における人権尊重の気風を高める

ため、企業人権啓発セミナー後期講座を開催し、

人権啓発活動の必要性について理解を深めてい

ただきました。

また、学校、家庭及び地域社会等、あらゆる

場において人権教育を推進し、人権課題に対す

る正しい理解と認識を深めてもらうため、令和

元年度人権教育中央研修会を開催し、「『知る

こと』『気づくこと』から、はじめよう」をテ

ーマに、様々な人権課題について考え、今後の

実践に向けての意欲を高める契機とすることが

できました。

このほか、県内における性的少数者を取り巻

く課題や実態を把握するため、インターネット

を活用した性的少数者に関するアンケートを実

施いたしました。これは、県内居住者、または

居住経験者を対象に実施したものであり、県の

ホームページや性的少数者支援団体の各種活動

への参加者等に周知を行い、その結果を2月に
取りまとめたところであります。

アンケート結果の主なものとしましては、性

的少数者の悩みや困り事として、「周囲の性的

少数者に関する差別的な言動」が47.0％と最も
高く、地域社会に望む取組として、「教育・啓

発に関すること」が25.4％と最も高い結果であ
りました。これらの結果を、これからの性的少

数者に係る施策に生かすなど、今後とも、人権

尊重社会の実現を目指し、人権教育・啓発を積

極的に推進してまいります。

このほか、女性活躍の推進について、4ペー
ジになりますが、交通安全対策の推進について、

犯罪のない安全・安心まちづくりの推進につい

て、5ページですが、統計調査について、消費
者行政の推進について、6ページになりますが、
地方創生の推進につきましては、それぞれ記載

のとおりでございます。

7ページになりますが、令和2年度の組織改正
につきましては、令和2年4月1日付で組織改正
を行うこととしておりますので、その概要につ

いてご説明いたします。

県民生活部及び環境部につきましては、特に

県民生活一般に密着し、安全・安心で快適な生

活環境を保全・向上していくための施策分野に

ついて、より広い視点から総合的・一体的に施

策・事業を推進し、発信力を強化するため、両

部を県民生活環境部に再編することとしており

ます。

今後とも、新たな組織体制のもと、より効率

的、効果的な県政運営の実現に努めてまいりま

す。

以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)委員長】 次に、生活衛生課長より補
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足説明を求めます。

【嘉村生活衛生課長】それでは、補足説明資料

の1ページをご覧ください。
「旅館業法施行条例の一部を改正する条例

（案）」及び「公衆浴場法施行条例の一部を改

正する条例（案）」につきましてご説明いたし

ます。

まず、改正の趣旨につきましては、入浴施設

が原因と疑われるレジオネラ属菌の感染事例が

全国的に増加しておりますことから、公衆浴場

や旅館・ホテル等の入浴施設における発生防止

を図るため、厚生労働省が示しております衛生

管理要領が見直されたことに伴い、条例で定め

る衛生措置基準について所要の改正を行おうと

するものでございます。

主な改正内容としましては、循環式浴槽での

レジオネラ症発生防止のため、浴槽のオーバー

フロー水の還水管を浴槽水の循環配管へ直接接

続することを禁止することや、水位計配管等の

適切な方法による定期的な消毒の実施、浴槽水

の残留塩素濃度に係る規定変更などとなってお

ります。

なお、昨年12月末現在、県立保健所管内の公
衆浴場及び旅館・ホテル等の大浴場などで循環

式浴槽を持つ施設は809施設ございますが、今
回の条例改正により構造設備の改修が必要とな

る既存の施設はございません。

続きまして、補足説明資料の2ページをご覧
ください。

「長崎県食品衛生に関する条例の一部を改正

する条例（案）」についてご説明いたします。

改正の趣旨とその内容につきましては、国内

の食を取り巻く環境変化や国際化に対応し、さ

らなる食品の安全性を確保するため、食品衛生

法が改正され、食品事業者に対しＨＡＣＣＰに

沿った衛生管理が制度化されることに伴い、食

品営業施設の管理運営基準について厚生労働省

が省令で定めることとなったため、条例から管

理運営基準の条項を削除するものでございます。

なお、現在、食品営業許可施設は、長崎市、

佐世保市を除きまして、県内には約1万4,000施
設ございます。また、本条例案の施行日は令和

2年6月1日となっておりますが、省令の経過措
置に従い、令和3年5月31日までは現行基準を適
用することとなります。

引き続き、同じページの下の段をご覧くださ

い。

「長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例（案）」についてご説明しま

す。

本条例の改正は、先ほど説明しました長崎県

食品衛生に関する条例の改正に伴う条ずれに対

応するための条項の改正でございます。

以上で補足説明を終わらせていただきます。

【山本(由)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

議案に対する質疑はありませんか。

【山田(朋)委員】 今、ご説明いただきました旅
館業法施行条例の一部を改正する条例について

伺いたいと思います。

主な改正内容の中で、「浴槽水循環配管への

オーバーフロー還水管の直接接続を禁止」とあ

りますが、今回、特にレジオネラ症防止対策遵

守義務施設809施設ということでありますが、
先ほどの説明で、この浴槽水循環配管を使って

いる施設が809施設という理解でよろしかった
ですね。ただ、直接接続を禁止するけれども、

いろいろ改修をしなくても、きちんと遵守施設

としてその基準を守っていけば、ほかのことを

守れば大丈夫だよという理解でよろしいですか。
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【嘉村生活衛生課長】浴槽からあふれ出ました

オーバーフロー水というのは、浴槽表面に多少

浮遊物等がございますので、浴槽水の中でもち

ょっと劣る水質になってしまいます。原則とし

て、浴槽のお湯に再利用しないこととされてお

りますけれども、やむを得ず使用する場合は、

オーバーフロー水の専用の回収槽を設けて、そ

こで消毒をして、その後、浴槽水に戻しなさい

となっておりましたが、そこのところが基準に

明確にされておりませんでしたので、そこを改

めて明確にしたという感じになります。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時 １分 休憩 ―

― 午前１１時 ２分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開します。
【嘉村生活衛生課長】委員のおっしゃったとお

り、809施設については改めて改修をする必要
はございません。以上でございます。

【山本(由)委員長】 よろしいですか。
【山田(朋)委員】 大丈夫です。
【山本(由)委員長】 ほかに議案に対する質疑は
ありませんか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、これをもって質疑を終了します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了します。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第19号議案及び第42号議案乃至第44号議案
については、原案のとおり可決することにご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。

次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料について、説明

をお願いします。

【吉野次長兼県民協働課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提

出いたしました県民生活部関係の資料について

ご説明をいたします。

1ページ目をご覧願います。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち

昨年11月から本年1月に県議会議長宛てにも同
様の要望が行われたものは、「令和2年度離島・
過疎地域の振興施策に対する要望書」の1件と
なっており、それに対する県の取扱いは資料記

載のとおりであります。

次に、2ページ目をご覧願います。
附属機関等会議結果についての昨年11月か

ら本年1月の実績は、長崎県製菓衛生師試験委
員会の1件となっており、その内容については、
資料3ページに記載のとおりであります。
以上で説明を終わらせていただきます。

【山本(由)委員長】次に、陳情審査を行います。
事前に配付しておりました陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。審査対象の陳情番号は10番になり
ます。よろしいでしょうか。

陳情書について何かご質問はありませんか。

【ごう委員】 陳情10番「産業動物診療及び公
務員獣医師等の確保と処遇改善に関する要望

書」について質問をさせていただきます。
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産業動物診療獣医師の方々というのは、本県

の大事な農業の中でも基幹作目であります畜産

業を支えていらっしゃる職種の方だと思ってお

ります。

そのような中、今回の要望の中でやっぱり処

遇の改善等をというような要望が出ているんで

すけれども、まず、長崎県内の産業動物診療獣

医師の現状についてお聞かせをいただきたいと

思いますが、人数ですとか、男女比ですとか、

平均年齢、それから処遇について、九州内でど

のようなポジションにあるのかということをお

聞かせください。

【嘉村生活衛生課長】県民生活部におります獣

医師は、産業動物の獣医師ではなく公衆衛生獣

医師ということになります。その上で、県の県

民生活部、福祉保健部に配属されております公

衆衛生獣医師というのが定員は67名ございま
すが、なかなか採用が困難な状況で欠員を2名
出している状況でございます。

福岡県の給料表と比較しましても、なかなか

そこはちょっと比較が難しいところがございま

すが、長崎県では初任給調整手当というものを

出しております。

初任給調整手当と申しますのが、採用から10
年間、毎月3万円を支給しておりまして、11年
目までは3万円を支給します。採用後12年目か
ら3,000円ずつ減額しまして20年間支給すると
いうような仕組みを取っております。

【ごう委員】 男女比は。

【嘉村生活衛生課長】 欠員2名を引きまして、
65名いる公衆衛生獣医師のうち15名が女性と
いうことになります。

【ごう委員】 10年目までが毎月3万円ずつとい
うことで、12年目から3,000円ずつ減額をされ
ていくということですね。

【嘉村生活衛生課長】 11年目まで3万円支給し
て、12年目から3,000円ずつ減らしていきます
と、20年目が3,000円ということになります。
【ごう委員】今回の要望にもありますけれども、

福岡県の給料表をモデルに諸手当の充実をお願

いしたいということでございますが、管理職に

なった時の手当が、長崎県が5万2,600円なのに
対して福岡県を見てみますと9万2,300円と、随
分とやっぱり違いが出てきているようでござい

ますので、そのあたりの拡充というものもやっ

ぱり必要ではないかと考えますが、これはデー

タ的に間違ってないでしょうか。どうですか。

【嘉村生活衛生課長】すみません、休憩をお願

いします。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時 ９分 休憩 ―

― 午前１１時 ９分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開します。
【嘉村生活衛生課長】管理職手当につきまして

は、申し訳ありませんが把握しておりません。

初任給につきましては、福岡県のほうは21万
8,800円、長崎県の場合が21万2,000円となって
おります。

【ごう委員】ぜひ、管理職の手当のほうについ

ても後で構いませんので、お調べいただいて教

えていただければと思います。

それから、この要望の4番ですけれども、「獣
医師の半数を占める女性医師が結婚・出産・子

育ての際にも継続して就業できる職場環境の整

備や支援を図るとともに、それらの休職後の復

職や離職後の再就職に対する支援を行うこと」

とあります。

今、お聞きしたところ、65名中15名が女性と
いうことでございました。全国的なデータとか
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を見てみましても、獣医師に従事されている

方々が50代とか、60代ではもう8割、9割が男性
でいらっしゃるということ。しかしながら、20
代、最初お勤めを始められた頃というのは男性

が52％、女性が48％、ほぼ同数で最初はスター
トしているんですね。でも、やはりそうやって

いろいろライフイベントがあることによって、

女性は就業が困難な状況にあるので、多分50代、
60代では女性がいないのではないかと私は考
えますが、そのあたりはいかがでしょうか。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１１分 休憩 ―

― 午前１１時１２分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開します。
【嘉村生活衛生課長】現在、女性15名のうち、
50代が1名、40代が1名、それと30代の女性が今
3名育休中でございますが、そういった出産等
を理由に退職したという例はございません。

【ごう委員】出産等で退職した例はないという

ことでございますが、現状としまして、やはり

今、獣医学部を卒業する段階では半数を女性が

占めているという現実がありながら、現実の勤

務状況を見ると、かなりやっぱり女性の比率が

少ない。そして、若い女性が、20代とかがまだ
入ってきていないような状況がありますので、

そのあたりやはり働き方改革ですね。

やっぱり復職の支援とか、あと例えば、女性

の医師とか、看護師とかだと、一旦離れた方々

が再就職するための何かサポートがあったりと

かしますので、そういったところを充実させて

いただいて、やはり女性が働きやすい職場環境

をつくっていただきたいと思いますので、最後

にご見解をお願いいたします。

【嘉村生活衛生課長】仕事の内容で男女でどち

らがということの仕事の内容はございませんの

で、仮に一度辞められた方、そういった方でも、

正職員ということは難しいかもしれませんが、

復帰できるような道は考えてまいりたいと思っ

ております。

【ごう委員】 とか、育休の後とかの…。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１４分 休憩 ―

― 午前１１時１４分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開します。
【嘉村生活衛生課長】 獣医師におきましても、

他の県職と同じように女性の活躍ができるよう

な職場づくりに努めてまいりたいと考えており

ます。

【ごう委員】ぜひそのあたりを他県の先進的な

事例等を見ていただいて対応をお願いしたいと

思います。

最後、つけ加えになりますけれども、先ほど

の処遇の改善の部分でもそうなんですが、長崎

県が、例えば獣医師を募集して応募があって合

格者がいても、結局長崎を選んで就職してくれ

る人が少ないというふうなこともお聞きしてお

ります。

なぜかというと、やはり他県と重複で受験を

されていて、やはり処遇のいいほうに行ってし

まうというような現実があるということも聞い

ておりますので、先ほども申し上げたとおり、

その処遇につきましては、福岡県とか、先進的

なところを参考にしていただいて充実させてい

ただきますよう要望しておきます。以上です。

【木山県民生活部長】ただいま委員からご指摘

がございました点でございますけれども、今回

の要望につきましては、産業動物診療及び公務

員獣医師等ということで、全体についてもこの
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要望書においては要望がなされているものと思

っております。

先ほど来、担当課長からご答弁申し上げてお

りますのは、県の衛生関係の獣医師ということ

でご説明をしておりますけれども、広く申し上

げれば、先ほどご指摘があったとおり、女性獣

医師が男性と同じ資格を取られて、貴重な知識

を持たれた専門職として従事をしていただく中

で、ここにありますとおり、結婚等を理由とし

て離職されて、その復職がなかなか難しいとい

うところは、その処遇面というところで、まだ

まだ民間事業者におかれてもご協力をいただく

ところもあると思いますので、私どもの部で所

管をいたします女性活躍という観点からも、そ

ういったところについては気を配って、民間の

産業獣医師の方の処遇改善についても広く呼び

かけを行ってまいりたいと考えております。

【山本(由)委員長】 ほかに陳情に関する質問は
ありませんか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、ほかに質問がな
いようですので、陳情につきましては承ってお

くことといたします。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うこととします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

とに関する資料」について質問はありませんか。

よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、本件について質
問がないようですので、次に、議案外所管事務

一般について質問をお受けします。

質問はありませんか。

【田中委員】せっかく所管事項についての説明

をしてもらっているので、確認をしておきたい

と思うんですね。

まず、交通安全対策の推進についてというこ

とで、この文章からすると、発生件数は昭和40
年以来54年ぶりの3,000件台。54年ぶりという
ふうな報告があっているし、死者についても33
人と。そうすると、その安全計画に掲げた目標

を達成していますというようなことを書かれて

いるわけですけれども、もちろん54年ぶりに少
なくなると、これはいいことなんで、ぜひ県の

広報あたりでもやるべしという意見を持ってい

るんですが、年間の交通事故者数を34人以下と、
死傷者数を5,500人以下という目標、この目標自
体はどういう意味があるのかをちょっと聞かせ

ていただきたいなと思います。

【宮﨑交通・地域安全課長】年間の交通事故死

者数34人以下、それと死傷者数を5,500人以下
という目標につきましては、国のほうでも目標

を掲げておりまして、それに基づきまして、そ

の比率で長崎県もこの目標ということで定めさ

せていただいております。

【田中委員】その比率ということですか。過去

の実績等々を踏まえて目標を定めたということ

でもなくて、国の指針に沿った感じでの内容と

いう理解でいいんですかね。よければ、もうそ

れで結構です。

次に、安全・安心まちづくりのほうも、刑法

犯の認知件数は3,394件と、戦後最少を記録と。
戦後最少ってすごいことですよね。戦後はいろ

いろあったと思うんでね。今はこういう世の中

だけれども、戦後最少を記録するというような

ことならば。これもやっぱりこういう実績は県

の広報あたりで、部長、積極的にやるべしです

よ。テレビでもやっているよね。県の広報。ニ

ュアンスがちょっと…。私は提言した一人とし

てね、感想を持っているんけれども、イメージ
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がちょっと違うんだな。少し軽い感じがするか

らね、県の広報はね。これは部署は別だけれど

も、こういうものをやっぱり積極的に県民の皆

さんに知らせると。こういう戦後最少の記録と

いうことはご立派なもんですよね。我々も安

全・安心な長崎県というイメージができるわけ

だから、全国で低いほうから第3位と。
ちなみに、1位、2位はどこか分かりますか。

調べてないですか。

【宮﨑交通・地域安全課長】 全国1位は秋田県
ということになっております。

【田中委員】ぜひこういう実績は、いいものは

いいということで、安全・安心のためにも県広

報にやっぱり努めるべきだという感想を持って

いますので、よろしくどうぞ。

もう一点は、この組織改正。

私も、分かっているようでちょっと理解して

いないんだけれども、タイトルが県民生活環境

部。県民生活と環境部が一緒になって、県民生

活環境部ということになったような感じだけれ

ども、今ある課は全部残って、環境部の課も残

って全部やるわけですか。そこら辺のことを、

再確認の意味でもう一回説明をお願いします。

【吉野次長兼県民協働課長】組織についてのお

尋ねでございますけれども、今、県民生活部の

ほうが6課1室と3地方機関ございまして、環境
部のほうが本庁が5課と1地方機関となってお
ります。単純に合計しますと、本庁が11課1室
と4地方機関になりますけれども、主管課のほ
うが統合されますので、本庁が1課減の10課1室
と4地方機関ということになります。
【田中委員】 理解とすれば、2つの部が本当に
一緒になったということでいいんですね。そう

すると、結構大所帯になるね。分かりました。

【山本(由)委員長】 ほかに。

【宮本委員】それでは、議案外について質疑を

させていただきます。

2点ありますが、まず1点目、先ほど分科会で
も質問いたしましたけれども、説明資料の2ペ
ージになります、人権尊重の社会づくりの推進

についてのところで、性的少数者に関するアン

ケートに関してですが、これは今議会の一般質

問でも取り上げられておりまして、私も、平成

30年の6月定例会一般質問で、当時の県民生活
部長と、「いろいろ実態調査をやって、当事者

の意見を聞いてから、いろいろな施策を講じて

いくべきですよ」という内容の質問をさせてい

ただきました。

最終的には、私も引き際が分からなくなって、

いろいろどうやっていこうかと、ちょっと迷っ

たところもあるんですけれども、当時、部長か

ら、そしてまた、副知事からも研究をしていき

ますという答弁だったんですね。その研究を開

始して、やっとアンケート実態調査に踏み切っ

ていただきました。まず、この点につきまして

は感謝申し上げます。

688人からの回答があったということですが、
まずは率直に、このアンケート実態調査を県が

行った感想と、688名からの回答者、この人数
について率直なご意見をお聞かせいただければ

と思います。

【丸田人権・同和対策課長】性的少数者に関す

るアンケートに関するご質問でございますけれ

ども、やはり今、性的少数者の人権については

やはり問題になっているということもございま

して、県内に住まわれている方々の率直なご意

見といいますか、実態等についてご意見を伺っ

て、それを基に今後の施策の参考にしたいとい

うことで、このアンケートを実施したというこ

とでございます。
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688人の回答を得たところでございますけれ
ども、このアンケートにつきましては、性的少

数者の支援団体の各種活動に参加されている

方々にも呼びかけていただきました。その方々

を中心に、当初考えておりました人数につきま

しては、大体250名程度の方に回答をいただけ
るのではないかなと思っておりましたけれども、

そういう関係の方々でない方につきましても、

いろいろな広報等もいたしまして、688人とい
うことでございます。当初、私どもが予想をし

たよりも多くの方にご回答いただけたのではな

いかなと思っております。

それにつきまして、やはり最近、マスコミ等

でも、この性的少数者の問題につきましては取

り上げる機会も増えてきたということで、徐々

にではございますが、関心を持たれている方が

増えてきているのではないかと思っているとこ

ろでございます。

【宮本委員】ありがとうございました。確かに

688名、結構な数かと思います。
ちょうど昨日なんですけれども、地方紙を含

む全国紙にも各紙ＬＧＢＴについての記事が載

っていたんですね。何か昨日はそういった日だ

ったのかなと思うぐらい。

おっしゃるとおり、マスコミでも取り上げら

れて、そしてまた、各自治体でもこういった動

きは広まってきているという現状は確認させて

いただくこともできております。

アンケート調査をいただいたんですけれども、

いろいろなことが浮き彫りになりましたね。や

っぱり実態調査は大事だなということを改めて

思いましたが、この中で特筆すべきことが、メ

ンタルヘルスなどに関する状況で、「死んでし

まいたいと思ったことがある」と、「自傷行為

したことがある」「自殺未遂したことがある」

という方々が結構いらっしゃったという現状も

やっぱり見えてきたところであります。

「今後どういった形で取組を進めていったら

いいと思いますか」という質問に対しては、10
代、20代、30代の方々からは「なかなか教育現
場で学ばなかった」という回答結果も出ていま

すよね。

やっぱりそういった面からいうと、教育現場

でも広くしていくことは大事であろうと思いま

す。一般質問の回答と重複になるかもしれませ

ん。教育現場、そしてまた、公務員、職員の方々

に対する取組について、こういった実態調査を

踏まえて、今後どうやっていくのか、再度お聞

かせいただければと思います。

【丸田人権・同和対策課長】 今、委員からもア

ンケートの結果等、言及がございましたけれど

も、やっぱり教育段階といいますか、小中学校

から高校も含めた段階での教育が重要ではない

かというご意見もいただいております。

私どもとしましても、教育委員会と日頃から

人権関係につきましては連携をしてやっておる

わけでございますけれども、この性的少数者の

人権につきましても、私どものほうでも発行し

ています啓発冊子がございますが、その中に学

習プログラムを掲載して、それを学校の先生方

に参考にしていただくということと、それをま

た授業に活用していただくというような取組も

行ってきているところでございます。

ですので、今後とも、教育委員会と連携しま

して、この問題につきましての教育・啓発に努

めていきたいと思っております。

また、2点目のアンケートでもございました
けれども、行政職員等の啓発も必要ではないか

というようなご意見もございました。そういっ

たことで、来年度になりますけれども、私ども
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県職員に対する理解と、それから適切な対応、

配慮、そういったものにつきましてガイドブッ

クを作成する予定にしております。そういった

ものを作成しまして配付をしますとともに、私

どもで人権の研修を全職員に定期的に3年かけ
て実施しておりますけれども、そういった中で

そのガイドブックを活用して、性的少数者の人

権につきましても、県職員に対する理解を深め

る研修も進めてまいりたいと思っております。

また、これにつきましては、市町とも共有い

たしまして、県内の自治体全体のこういった理

解の普及にも努めていきたいと思っております。

【宮本委員】ありがとうございます。最後言わ

れました各市町、21市町にもしっかりと推進を
していただきたいと思います。県だけではなく

て、各自治体全体としてやっぱり取り組むべき

であると思います。

アンケートの中に、こういうふうに書いてい

らっしゃった方がいらっしゃったんですけれど

も、「ある町で、仕事関係でＬＧＢＴの話にな

った時に、ＬＧＢＴの方は、ここにはいません

からと、福祉担当の方が言われた。なかなか理

解されてないんだなということを知りました」

というような、ちょっと悲痛な叫びもやっぱり

ありますので、まずは職員の方々、そして、学

校の教育現場でしっかりと打ち込んでいただき

たいと思っています。

今、長崎市ですかね、パートナーシップ制度

を導入していますけれども、ほかの自治体にも

普及していくかと思いますので、ひいては、そ

のパートナーシップ制度の導入についても推進

をしていただければと思います。

部長、全体的にこの実態調査を踏まえて、県

としての今後の取組、そしてまた、各市町との

連携、そしてまた、パートナーシップ制度の在

り方について見解をお聞かせいただければと思

います。

【木山県民生活部長】最初に、性的少数者に関

しますことですけれども、委員のほうからもご

紹介がありましたとおり、今回のアンケート調

査をやってみまして、やはりその当事者の方か

らすると、まだまだ県民の方における理解が不

足しているというふうな所感をお持ちだという

ことがはっきり分かったと思っております。

ですので、先ほど来からお話が出ています教

育の現場でも、そういったことが自然に当たり

前のことであるというふうな感覚になるように、

教育の中でも、そういったことについての案内

をしていただきたいと考えておりますし、私ど

も行政としましては、県民の皆様に一つひとつ

そういったところのご紹介をしながら、ご理解

をいただきたいと思っております。

特に行政職員が県民の皆様と、また市町で行

政職員が対応する際に、我々の知識がなければ、

何事も進まないと思っておりますので、特に行

政職員のそういった知識と理解というところか

ら、まず力を入れていきたいと考えております。

また、パートナーシップ制度につきましては、

長崎市のほうでご案内のとおり、導入をされて

いるところでございます。

私どもも、長崎市のほうで導入されたパート

ナーシップ制度について、研究といいますか、

分析をしてみますと、やはり今後クリアしない

といけない法的な問題というところも同時に生

じていると考えておりますので、県といたしま

しては、そういったところの分析を行いますと

ともに、今、スタートされた長崎市のパートナ

ーシップ制度の運用上でどういった課題がある

かというあたりもお聞かせをいただきながら、

今後、県内のほかの市町との協議といいますか、
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その検討についてお話を進めていきたいと考え

ております。

【宮本委員】ありがとうございました。また来

年度から新しい取組も始まりますし、長崎市の

取組も研究をしていただいて、各市町とも連携

を取っていただきたいと、また強く要望いたし

ます。また、引き続き、注視していきますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

最後、1点だけ簡潔に。これは、おそらく食
品安全・消費生活課になろうと思いますが、新

型コロナウイルスの影響についてです。

今、マスク不足、トイレットペーパー不足、

紙不足が言われております。一定、トイレット

ペーパーなどは復旧してきているという状況は

あるかもしれませんが、ちょっと県で把握をし

ていらっしゃればどうか。そしてまた、県で把

握すべきではないかなと思いますが、私のとこ

ろにも連日と言っていいように、紙おむつがな

かなか手に入らないというお声もいただきます

し、マスクもまだ長崎では不足していますとい

う声もお聞きします。スーパーに一昨日行きま

したけれども、トイレットペーパーは山積みに

なっているんですよね。そのほかについては、

なかなかやっぱりまだ復旧はしていないのかな

というイメージがあるんですけれども、そうい

ったところについて、県でしっかり状況を把握

されているのか、ちょっとお尋ねいたします。

【峰松食品安全・消費生活課長】委員ご質問の、

マスク、トイレットペーパー等の不足なんです

けれども、マスクはやはりどうしても全国的に

不足をしているという状況がまだ続いていると

いうところで、使い捨てマスクにつきましては、

県内の大手の流通のほうにお尋ねしたところ、

一般消費者まで回ってこないという状況は続い

ているというふうに聞いております。

トイレットペーパー等の紙製品につきまして

は、国のほうとかでも報道があっておりますけ

れども、やはり卸のほうまでは来ているそうな

んです。ところが、トイレットペーパーという

のが大体8ロールとか、10ロールで1パックで販
売されておりますので、それはかなりかさばる

ということで、流通のほうでトラック輸送して

いくのに時間がかかっている。特に一時期の誤

った情報が流れた時に皆さんが買い込まれてし

まったので、一遍にスーパーとかの売り場から

なくなってしまったわけですね。それに対応す

るために、一斉にお店のほうが注文をかけたも

のですから、それに今度は卸のほうとか、販売

や製造のほうが卸していくのに時間がかかって

いる。倍以上の注文が来ているわけで、それに

追いついていないという状況があっているとい

うことで、もうしばらくすればトイレットペー

パー等は潤沢に店頭のほうに並んでいくのかな

と思っております。

私も、大体毎日のように駅前のスーパーのほ

うで状況を確認しているところなんですけれど

も、昨日は全くなかったんですが、トイレット

ペーパーもかなり山積みになっておりましたの

で、だんだん戻ってきているのかなと考えてお

ります。ティッシュペーパーのほうにつきまし

ても、あったり、なかったりというふうな状況

がありますので、そちらにつきましても徐々に

戻ってきているのかなと。

あと広告ですね。私が住んでおります付近の

スーパーの広告等を見ておりますと、ないとい

うふうなチラシは入っておりませんで、1人何
個限りというような条件はつけながらも販売さ

れておりますので、いましばらくお待ちいただ

ければ、そういう紙製品につきましては並んで

くるのかなと思っております。
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【宮本委員】ちょっと具体的な例になりますけ

れども、先ほど1人何点という表示の仕方です
ね。

私のところに来たのが、紙おむつは、ご高齢

者の方とか子ども様に限定されていますよね。

トイレットペーパー、ティッシュペーパーはほ

ぼほぼ全世代が使いますと。限定されている商

品については、お1人様1点という表示の仕方は
どうかという苦情があって、そこら辺を県とし

てコントロールとか、何か言うことはできない

んですかという問合わせがちょっとあったもの

ですから、そういった使う方が限定されている

商品については、事業者の方と協議というのは

難しいかもしれませんけれども、紙おむつ製品

については、そこら辺の緩和というか、事業者

の方とお話をしながら供給体制をちょっと緩や

かにすることはできないのかなというのがあっ

たものですから、ちょっとお聞きしたところだ

ったんですが、事業者の方とそういったコンタ

クトというのは、県として取っていかれている

のかどうか、再度お聞かせいただけますか。

【峰松食品安全・消費生活課長】買い占めとか、

売り惜しみ等がある場合であれば、そういう要

請等はできるかと思うんですけれども、お店の

ほうが1人1点限りというふうに限定されます
のは、本当に必要な方々に広く行き渡るように

ということで、そういう限定をされているので

はないかと思います。そういうところにつきま

して、誰が必要だというところを限定するとい

うのは、こちらとしてはなかなか難しいのかな

というふうにも思いますので、いましばらくお

待ちいただければ、紙おむつ等、私が見る限り

では、品薄ではあるかもしれませんけれども、

全く途切れているという状況は今のところ見受

けられませんので、そこのところは冷静にして

いただきたいと思っております。

【宮本委員】分かりました。やっぱり長引きそ

うですよね。昨日いろいろお話もあっていたと

おり。なので、またしっかりと調査をしていた

だいて、しっかり耳を傾けていただければと思

います。よろしくお願いいたします。

【山本(由)委員長】 ほかに所管事務一般につい
てご質問はありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。関
係議案説明資料の5ページにもございましたが、
今、ＥＢＰＭといって、エビデンス・ベースト・

ポリシー・メイキングということで総務省が推

進をしておられますが、ここに関わる県の取組

について、まずはご答弁をいただけますでしょ

うか。

【笠山統計課長】ＥＢＰＭについてのご質問で

ございます。

証拠に基づく政策立案ということで、一般に

言われておりますが、国のほうでさかのぼるこ

と平成29年に統計改革推進会議、それから、経
済財政諮問会議あたりで、ＥＢＰＭの推進とオ

ープンデータも含めてでございますが、統計の

改革と車の両輪として進めていくということで

方向性が示されております。

長崎県の統計課といたしましても、その流れ、

方向性を踏まえまして、現在、大きく2つの取
組を進めております。

1つは、人材の育成でございます。統計の利
活用という言い方をしておりますけれども、利

活用ということが抽象的で分かりにくい部分も

あるものですから、具体的に統計を探し、使う

ということについてのスキルを高めていく、あ

るいは統計的なものの見方、考え方を普及させ

ていく、そういう取組を市町も含めて研修等で

徹底していくということが1つでございます。
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もう一つは、分析事例の蓄積。具体的に県庁

の各課、どういうことが必要ですかと聞いたと

ころ、いろいろな分析の支援をしてほしいとい

うのがございました。

そういうことで、いろいろな分析事例を統計

課としても集めて、ご相談があれば提供してい

くという、大きく2つの取組を進めておりまし
て、こういう取組を進めていく中で、必要な体

制を整えていくということが必要でございます。

本年度4月に、うちの統計課の班の再編をい
たしまして、利活用支援班という班を設けさせ

ていただきました。その中に国との人事交流を

今年からさせていただいて、総務省統計局から

そういった統計の知識に明るい職員に来ていた

だき、併せて本県統計課の職員じゃなかったん

ですけれども、本県の職員を、総務省がつくっ

た和歌山県のデータ利活用センターというとこ

ろに派遣して人事交流をする中で、そういった

取組を進めていきたいということで、現在進め

ておるところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。人事
交流がかなり進んでいて、相当具体的なご答弁

をいただけたかなと思っております。

近年、こういったところがすごく注目をされ

て、お金が限られている、そして人材も不足し

ているといった中で、やはりこういったことを

積極的に進めて結果を出すということがものす

ごい価値があることだろうと思っております。

十分なご答弁をいただいたんですけれども、

情報政策課といったところもございまして、あ

そこはＩＴの活用を進めるというところではあ

るんですが、そういったところとの連携とかは

ございますでしょうか。

【笠山統計課長】情報政策課との連携でござい

ますが、まだ具体的なものとしてお示しできる

ものはないんですけれども、考え方といたしま

しては、統計も情報の一つでございます。

先ほども申し上げましたように、オープンデ

ータという取組が進められておりますので、例

えば、統計課のホームページに掲載しておりま

すいろいろな統計データを、情報政策課のほう

が設けておりますオープンデータサイトに移行

していく中で、より使いやすくしていきたいと

いう取組であるとか、あるいはこれは情報政策

課の取組の中の一部ではございますけれども、

民間の団体でそういうオープンデータを使って、

県民生活を豊かにしていこうという動きがござ

いまして、そういう団体とも必要に応じて話し

ながらデータの利活用ということで、これまた

取組を始めたばかりでございますが、そういう

動きも始めさせていただいております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。ソー
シャルビジネスという言葉が、今すごくはやっ

ているというか、盛んに言われておりまして、

アメリカのシリコンバレーとかでも、そういっ

たディスカッションが相当なされているといっ

たことを伺っております。

県のいろいろな方々も、それがビジネスにな

るのかといったところで、課題先進県長崎でそ

ういったところに注目をされている方はすごく

おられますので、積極的に進めていただいてオ

ープンデータの活用を広げていただいて、結果

を出していただければと思います。

次の質問に移ります。

コロナウイルス関係でございますが、長崎県

は、まだ幸いにして陽性反応が出られた方がお

られません。しかしながら、全国で、そういっ

た方がどこどこにいるとか、例えば、クルーズ

船で戻られた方がどこどこにいるといったとこ

ろで、人権的な誹謗中傷といったところが、私
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も実際その方に聞いたことはないんですけれど

も、ネット上でそういった話が出ています。

県で、これからどういうことが起きていくか

分からないんですけれども、そういった対策と

いうか、議論がなされているのか、もしあれば

お知らせ願います。

【丸田人権・同和対策課長】 今、委員からご発

言がございましたとおり、新型コロナウイルス

の関係では、例えば、従事した医療関係者が戻

られた職場で誹謗中傷を受けたというような報

道もあっております。また、感染者、また、そ

の子どもたちが学校でいじめを受けたというよ

うな報道もあっていることも私ども承知をして

おります。

やはり全ての人権問題に共通することでござ

いますけれども、差別や偏見が起こらないよう

にするためには、正しい正確な情報提供をやっ

ていくということが大事であると思っておりま

す。

仮の話でございますけれども、県内で感染者

が発生したという場合におきましては、当課と

いたしましては、県のホームページ等でそうい

った感染者とか、その家族、医療関係者等々の

人権に対する配慮を県民の方にしていただくよ

うな、そういった周知も図っていきたいと思っ

ておるところでございます。以上でございます。

【中村(泰)委員】 ご答弁ありがとうございます。
私も、正しい情報をしっかりと伝えるといった

ところが重要であるということだと思いますの

で、そういった形でしっかりと長崎県民の皆様

の人権を守っていただくよう、よろしくお願い

いたします。以上です。

【山本(由)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午前１１時４８分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開します。
午前中の会議はこれにてとどめ、しばらく休

憩します。

午後は、1時30分より委員会を再開します。

― 午前１１時４９分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【山本(由)委員長】 それでは、午前中に引き続
き会議を開きます。

引き続き、議案外所管事務一般について質問

をお受けします。

質問はありませんか。

【山田(朋)委員】 何点かお伺いをしたいと思っ
ております。

今回の予算で、男性の家事・育児等参画促進

事業費として計上されておりますが、イクメ

ン・カジメン啓発動画の作成などとありますが、

この動画をつくって、どのようにして、どうい

ったところで普及啓発をしていくのか、そのあ

たりを教えてください。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】来年度の

イクメン・カジメンの啓発動画ですが、今年度

つくりましたイクボスの啓発動画と併せて展開

をしていく予定としております。

今年つくったイクボスの啓発動画をユーチュ

ーブでたくさんの方に見ていただけるように、

いろいろな情報誌やチラシにＱＲコードをつけ

て配布をしております。そのような形で啓発を

するとともに、いろいろな研修会においても活

用し、動画を見ていただくことで、男性の家事・

育児に対する意識を高めていきたいと考えてお

ります。

【山田(朋)委員】 昨年つくったイクボスの動画、
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先ほど拝見をさせていただきましたが、このこ

とはまた後で、ごう先生からあると思うので、

ここは深く言いませんが、私たちもあんまり知

らなかった、昨年つくったこと自体をですね。

また、今回、313万6,000円。動画を作成する費
用だけじゃないかもしれませんが、これ、つく

っただけで満足していると言ったら悪いですけ

れども、その動画を見た人たちがどれだけ意識

が変わるかどうかというのを、私の感覚ではあ

んまりそれが理解ができないんですよ。研修会

の場面で、3分程度の動画イメージなのかなと
思いますけれども、それを見てもらって、すぐ

にそういう意識に変わりますかね。どう思われ

ているのかなと思って。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】今年度イ

クボスの動画とチェックシートを作成し、いろ

いろな研修会やセミナーで活用いたしました。

そのアンケート調査から、県内の2自治体、民
間企業の回答のうち管理職に絞って結果を見ま

すと、そのようなコンテンツを見たことによっ

て意識が変わりましたかという質問に対して、

80％の方が「意識の変化があった」と回答をい
ただいています。

さらに、意識の変化があった方々のうち、イ

クボスの行動をとろうと思った人がどのくらい

いるかというと、約97％の方が「行動をとろう
と思った」とご回答をいただいております。た

だ、回答サンプルが少ないので、パーセンテー

ジが大きく出てしまった傾向はあるかと思いま

すが、一定の効果はあるものと考えております。

【山田(朋)委員】 サンプル数が少ないというこ
とだけれども、見た方々、おそらくベースがゼ

ロの人、意識が全然なかった人が見た分には、

そういった効果が上がってくるのかなと改めて

思ったところです。

そういう方々は、奥様が働いていない方もま

だ若干多い世代かもしれないので、少しご理解

が少ないのかなと思いますけれども、ぜひ、つ

くった動画でしっかり…。このカジメンという

言葉も、なかなか今頃のことだとは思うんです

けれども、正直、今どきの私たちより若い世代

の男性は、ほとんど家事はすると思うんですよ。

ですので、いろいろ見ていくと、女性の6割
が、出産や育児・介護等で一旦離職をするけれ

ども、また6割の方が長崎でまた仕事をしたい
と。子育て期の女性や無職の女性の約6割は、
まだ就職を希望している方がいるということか

らすると、そういった方々のパートナーになる

ような世代の方々に対して、こういったことを

理解いただくような形もぜひ進めていただきた

いなと思っております。

次に、イクボスのことでちょっと伺いたいと

思います。

もう何年も前から、知事には宣言をお願いし

ているけれども、かたくなにしたくないので、

もうそこはいいですが、いろいろネットを見て

いくと、イクボス宣言をしている自治体で、長

崎県佐世保市しか上がってこないんですが、そ

のような理解でよろしいですか。イクボス宣言

をしている首長。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】何年か前

になりますが、当室では、佐世保市のほうで宣

言があったと整理しております。それ以降につ

いては、宣言というよりは既に実行の段階に来

ているのかなというところもありまして、各自

治体での宣言の状況というのは、当室のほうで

は把握していないというところでございます。

【山田(朋)委員】 まさにもう何年も前、多分3
～4年前に一般質問でもしたと思うんですけれ
ども、確かに今、室長が言われたとおりなのか
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なとも。今さら宣言じゃなくて、既にいろいろ

な動きをしてもらっているのかなと思うんです

けれども、トップの知事がしないから何とも言

えないんですが、トップがすることによって、

また追随して、そういう意識がつくられていく。

公共がやることによって民間がとか、大分進ん

でいる企業もあるけれども、まだのところもあ

るので、知事のことはもう諦めていますが、ほ

かの20首長とか、もう実行はしているが、改め
て宣言もしてやっていただくとかですね。

特に長崎県は、知事はしていないけれども、

部長、課長も宣言していると思うんですが、そ

の状況をちょっと教えてください。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】 各部長、

課室長については、イクボス宣言をお願いをし

ているところで、県民生活部長にも宣言をして

いただいているところでございます。

昨年の8月には、総括課長補佐以上を対象と
したイクボスセミナーを実施いたしました。40
～50名出席があり、その中で最後には皆さんに
イクボス宣言をしていただいて、各職場にお持

ち帰りいただきましたので、庁内でのイクボス

宣言は広くやっていただいていると認識してお

ります。

【山田(朋)委員】 かたくなに知事みたいにイク
ボス宣言をしないという方は部長とかにはいな

くて、ほぼ総括以上ということなので、管理職

の皆さんではしていただいているという理解で

よろしいですね。分かりました。

あと女性の活躍推進ということで、ちょっと

伺いたいと思います。

長崎県の平成27年度国勢調査によると、女性
の就業率は48.2％、前回の調査と比べて1.2ポイ
ント増えていて、男性の就業率が68％、前回よ
り0.1ポイント下がっているという状況にある

という数字で確認をしていますが、この理解で

よろしいか。それとも、もっと県のほうで違う

女性の就業率の数字をお持ちでしたら、教えて

いただきたいと思います。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】今、委員

がおっしゃった数値は全ての年齢においての就

業率だと思われますが、私の手元の生産年齢人

口に絞っている数字では、15歳から65歳、その
年齢層においてどのくらい就業をしているのか

というところで見たところ、女性では65.9％の
方が就業しているという状況でございます。

【山田(朋)委員】 生産年齢の女性15歳から65
歳で65.9％ということでありました。
今回、部長説明の中で、県内の7大学におい

て、職場や家庭生活における人生設計や重要性

や家事・育児等のシェアの必要性などの意識を

高めるためのライフデザイン＆キャリア形成の

セミナーを開いていただいたようであります。

これは、当然ながら、男女ともに行っていた

だいたと思っておりますが、その中で「大学生

に対して、女性が継続してキャリアを重ねてい

くための意識の醸成が図られました」とありま

したが、先ほどの話と重なるんですが、ほぼ私

より以下の世代というか、これだけ女性が就業

をしている中で、女性が継続して働かないとい

けないということはもう既に若い世代は認識済

みのことだと思うんですが、この辺のことをど

のように考えているのかなと。

もっと今の管理職の方々に、もっと女性が働

きやすい環境づくりのためのいろいろなご配慮

等をいただきたいと思うんですが、こういう醸

成が図られたとあるんですが、どういうふうに

してこういうふうに思われたというか、結果と

して出ているのかをちょっと教えてもらいたい

なと思います。
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【有吉男女参画・女性活躍推進室長】県内の大

学におきまして、もちろん男性、女性の学生を

含めたところでライフデザイン＆キャリア形成

セミナーというものを行っております。

そのセミナーのアンケート結果の経年変化を

見てみますと、「子どもができても育児休業等

を活用して継続して働いたほうがよい」との設

問に対して「そう思う」と答えている方の割合

が年々高くなってきております。平成29年度で
は、18％、平成30年度は43％、令和元年度が
56.5％ということで年々高くなっているような
状況です。

もう少し高く出るんではないだろうかと委員

は思われたかもしれませんが、女性の継続就業

ということに対して、まだまだ具体的に考える

に及んでいない大学生に向けてセミナーを行っ

たところ、このセミナーを受けて、意識が大き

く変わり、継続就業の必要性を理解していただ

いておりますので、このセミナーは有効である

と評価をしております。

【山田(朋)委員】 今、室長が言われたとおり、

まだ大学生で結婚をして、子どもを産んで仕事

をするというのも、まだぴんとこないところも

強くあるのかなと思いました。

思ったより、共働きしないといけないという

意識が薄いというか、うちの大学生の息子を見

ていても思うんですが、就労意識が低いという

か、将来不安を覚えるので、もしかしたら今ど

きの子は就労したいという気持ちが若干薄いの

かなという気も、少し心配をしているところで

すが、まさに室長がいいお手本になられるかと

思うんです。女性の管理職として、子どもさん

も産まれた上でお仕事もされて立派に働かれて

いる。皆さん、そうですけれども、やはりそう

いったお手本を見せていただくことによって、

女性も、そして、男性も共に働きながら子育て

もしながら、社会で活躍ができる環境がつくら

れていくと思いますので、ぜひ引き続き、いろ

いろな部門において取組をいただきたいと思い

ます。

あと、もう一点だけお聞きして終わりたいと

思います。今回、消費者行政の推進というとこ

ろでちょっと伺いたいと思っております。

今回、高校と中学校の家庭科の授業で消費生

活相談員を講師として派遣して、ほぼ全ての公

立高等学校で授業を実施する予定とありますが、

長崎県消費生活センターに7人、消費生活相談
員がいらっしゃるのかなと。ネット動画で見た

だけなので分からないんですけれども、どうい

った人数がいて、どういった人たちがどういう

ふうに回る予定になっているのか、そのあたり

を教えてください。

【峰松食品安全・消費生活課長】委員のお尋ね

の件ですけれども、おっしゃったとおり、県消

費生活センターには7名の相談員がおります。
その方と行政職員3人と、もう一人消費者教育
推進のコーディネーターの方がおりまして、そ

の方々と合わせて中学、高校のほうに消費者教

育を推進するために授業に回っているという状

況でございます。

【山田(朋)委員】 7人が消費生活相談員で、3人
が職員で、あとコーディネーターみたいな方が

1人で、11人で班を分けて、全ての公立高校で
実施予定とあります。さらに市町の中学校にお

いては講師の育成や中学校も行くということで

いいんですよね。市町とも連携をしながら。ち

ょっとこのあたりだけ教えてください。

【峰松食品安全・消費生活課長】県立高校につ

きましては、県が対応をしておりますが、市町

立の中学校につきましては、市町の消費者の行
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政担当課もしくは相談員の方々が回っておられ

ます。

【山田(朋)委員】 市町によっても、そういう人
材的な凸凹が若干あるかと思うんですけれども、

21市町で、そこの市町においての対応で、県か
らのサポートというか、講師派遣とかいったこ

とをしなくても、十分自前で賄えているという

理解で大丈夫ですか。

【峰松食品安全・消費生活課長】基本的に授業

に回られる時のテキストは、県のほうが作成し

ておりまして、あと、それぞれ市町への指導助

言、アドバイスにつきましては必要に応じてサ

ポートしております。以上です。

【山田(朋)委員】 分かりました。ありがとうご
ざいます。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【ごう委員】 今の山田(朋)委員の質問に関連す
るようなことばかりになるかと思いますが、確

認の意味も含めてお願いいたします。

まず、今年作成されましたイクボスの動画で

ございますが、実は私も先ほど初めて見ること

ができました。その存在を全く存じておらず、

とても残念でした。もっと早く知っていれば、

もっと私も拡散ができたのにということを思い

ました。

このイクボスの動画なんですが、多分委員さ

ん方もご存じない方がほとんどだと思います。

やっぱり周知が徹底されていないのではないか

とすごく感じておりまして、実はさっきユーチ

ューブを見たら、再生回数1,233回だったんです
ね。多分11月に公開されていて、3か月以上経
っていて1,233回だと思ったんですけれども、そ
のあたり実際の数字とかは、室長のほうでは把

握されていますでしょうか。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】実際の再

生回数は、私どもも同じくユーチューブで確認

を行っております。

【ごう委員】 では、3か月以上経って、1,233
回の再生回数についてどのように感じていらっ

しゃいますか。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】行政がつ

くった動画としては、割と高い数字が出ている

のかなということで、私は捉えております。

ただ、一過性に終わらせず、これからも広く

周知していく必要がありますので、令和2年度
はイクメン・カジメンを中心とした啓発になり

ますが、それを支えるのはイクボスの存在があ

ってからこそですので、2つをセットとし、啓
発に力を入れてやっていきたいと考えておりま

す。

【ごう委員】今のご答弁、私はちょっとびっく

りいたしました。行政がつくったものとしては

再生回数が高いとおっしゃられたのは、多分今

のＳＮＳとかを活用した時代においては、認識

が間違っているのではないかと思っています。

そこで、改めて確認しますが、このイクボス

の動画をつくる時、私はその予算とかに関わっ

ていないので、このイクボスの動画の作成に関

して経費が幾らかかったのか教えてください。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】経費につ

きましては、動画とイクボスチェックシート、

合わせて200万円弱を要しております。
【ごう委員】行政の方は、この件に関してだけ

でなく、いろいろなことをお話しする時に費用

対効果ということをよく口に出されます。この

費用対効果ということを考えた時に、やはり

200万円弱の予算をかけて、この再生回数とい
うのはとても理解ができない状況でありますの

で、やはりこの周知のやり方、もう少し考えて

いく必要があるのではないかと思っております。
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ましてや、今年度またイクメン・カジメンの動

画も作成するということで、経費があがってお

りました。ここにも多額の経費をかけて作成す

るわけですから、あわせてもっと視聴してもら

えるような仕組みづくりというものを考えてい

ただきたいと思います。

そして、これに関連することにはなりますが、

男女共同参画の中の働き方に関わるとは思いま

すが、平成26年度に男女共同参画社会に向けて
の県民意識調査報告書というのが出されており

ました。

いろいろな質問項目がある中で、「夫は外で

働き、妻は家庭を守るべき」という質問に対し

て、平成26年度の答えは、「賛成」が45.9％、
「反対」が40.3％という結果が出ていたのに対
しまして、今度平成30年度に男女共同参画に関
する市民意識調査という調査がまた出ておりま

して、これで同じ質問がありまして、今度は平

成30年度の結果では、この質問に対して「そう
思う」と答えた人の割合が63.5％ということで、
これは数字が上がっているということが認めら

れます。

これは、だから、男女共同参画とか、ワーク・

ライフ・バランスとか、そういったものに対す

る認知度が少しは上がってきているのかなとい

う感じはいたしました。

しかしながら、年齢別の調査の人数とかが出

ているんですけれども、やはり年齢が高い皆様

方、60代、70代以上の皆様方では、「どちらか
というと、そう思う」という割合が若い方に比

べて低いんですね。

こういうことの数字を見て考えた中で、その

次に行くんですが、女性活躍推進の中で、女性

活躍推進会議でも一般事業主行動計画の策定、

これに力を入れていますよね。ここ数年、これ

に力を入れてきて、しかしながら伸び悩んでい

るという現実があります。

一般事業主のこういった行動計画の策定は、

経営者の方々にお願いをして、つくってもらう

と思うんですが、以前、室長と少しお話もしま

したけれども、やはりターゲットをもう少し絞

り込む必要があるのではないか。経営者の方で

も、若手の経営者の団体とか、そういったとこ

ろに働きかけをまずはされて、若い経営者の方、

実際に子育てをしている最中の方もたくさんい

らっしゃると思うので、そういう企業の方々を

まずやっていただいて、そこから逆に発信をし

ていくというやり方をしてみていいのではない

かと、私は考えております。

今までのやり方で成果が上がらないというこ

とは、やり方が間違っているんだと思いますの

で、そのあたり、今回、3,137万3,000円で女性
の活躍推進についてということで予算もあがっ

ていますので、この部分を今年はどういうふう

にやっていくのかということを少し教えてくだ

さい。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】女性活躍

を推進するに当たり、一般事業主行動計画の策

定を強力に進めていくのが一番実効性があるも

のと考えております。

委員おっしゃいますとおり、若い経営者にア

プローチしていくことが大変重要であると私ど

もも考えており、具体的な取組としましては、

長崎青年会議所の事務局に、この制度やメリッ

トなどを説明し、定例会で資料の配付などをさ

せていただきました。

また、中小企業団体中央会や商工会連合会に

つきましては、やはり制度やメリットを説明し、

まずは、全会員に向けて関係資料の配付をさせ

ていただき、次のステップとして、青年部の会
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合などにおきまして、若手経営者に向けた説明

をさせていただくように、今現在、相談をして

いるというところでございます。

【ごう委員】ありがとうございます。室長がそ

のように柔軟に対応していただいたことに、私

は非常に感謝申し上げます。

やはり、やり方を変えてやっていかないと、

多分これは一向に進まないと思うので、よろし

くお願いいたします。

それともう一点、女性活躍推進会議の大会が

1月に開催されて、これも毎回恒例ですが、表
彰を行ったり、いろいろな先生を講師にお迎え

しての講演会とかを行っているようでございま

すが、私、この女性活躍推進会議の在り方とい

うものも少し考えていく必要があるのではない

かと思っています。

ここに集う皆様方は、ある程度認識が高く、

ある程度実行されている方が来られるのではな

いかと思うんですね。

話は全く別になるかもしれませんが、例えば、

障害者芸術祭とかで、障害者への理解を深め、

認知度を向上しようと言いながら、そこに集う

人は障害のある方々とその関係者ばかりです。

そうなると、意識の啓発とかにはなかなかつな

がらないわけです。

ですから、このながさき女性活躍推進会議の

在り方も少し考え直していかないと、広がって

いかないのではないかと思っておりますが、そ

のあたりどのようにお考えですか。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】ながさき

女性活躍推進会議は、意識が高い企業にお集ま

りいただき、いろいろな事業に参画していただ

いておりますので、その裾野を広げるという意

味におきまして、女性活躍推進会議の設立の趣

旨に賛同する趣旨賛同会員をさらに広げていく

ように取組を進めていく必要があると認識して

おります。

【ごう委員】経営者の方々というのは、自分の

会社を経営していくことで、まず一番精いっぱ

いだと思うんですね。そういうところに参加し

てくださいと言っても、それをすることによっ

て自社にどんなメリットがあるのかということ

がもっと明確に分からないと、行動には至らな

いと思います。頭では分かっても、行動しなけ

れば実績は出ないので、やはりその行動に移せ

るようなしっかりとした説明、それから、しっ

かりとしたメリット、インセンティブを与えて

いくようなことを考えていかないと、なかなか

ここは開けていかないのではないかと思います。

そのあたりを少しお考えいただきたいと思いま

す。

それともう一点、育児休業取得率です。男性

の育児休業取得率、これもこのデータにありま

した。平成30年度の市民意識調査の中のデータ
です。女性が89.2％に対し、男性は8.8％という
結果が出ておりました。なかなかやはり男性の

育休の利用が進んでいない。その理由について

はどういったものかということのアンケートだ

ったんですが、やはり全体的に一番大きな理由、

男性も女性もなんですが、「職場の理解が得ら

れないから」と答えた人が42.3％です。この結
果を見ただけでも、やはり子育てしやすいとか、

男女が共に働きやすい、女性が活躍しやすい職

場をつくっていくということがいかに難しいか

ということが言えると思います。

ですので、これも先ほどの繰り返しになりま

すが、結果が出てないということは、やり方が

間違っているというか、方向を変えるべきだと

思いますので、こういったデータに基づいてし

っかりと理由とか、原因を検証されて、この育
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休の取得率のアップなどにもつなげていただき

たいと思いますので、今年度どういったことで、

また育休取得率を上げていくのかというお考え

があれば、お聞かせください。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】男性の育

休の取得率を上げることで女性の参画が幅広く

なってくると思いますので、そこは力を入れて

やっていくべきことと考えております。

取組は、全庁的に進めていくことになると思

います。

県民生活部で、機運醸成という役割を一定担

っているかと思います。こども政策局では、国

が進めておりますイクメンプロジェクト、そう

いったものの広報啓発の役割を担っているかと

思います。

また、産業労働部につきましては、育児休業

を取得した男性社員がいる企業には、事業主へ

の助成が国において準備されているということ

を周知していく、そういった役割が産業労働部

にもあると思います。

横軸で連携を取りながら、育児休業の取得促

進について展開していきたいと考えております。

【ごう委員】やはり部局横断的にこれは取り組

まないとできないことだと思いますので、しっ

かりと統轄監プロジェクトですか、そういった

中でも横串を刺してやっていただきたいと思い

ます。

最後に1つ申し上げておきますが、やはり機
運の醸成とか、県民を巻き込んでいくとか、そ

ういった少し渦をつくっていくためにも、私は

やはり知事の宣言というものは必要ではないか

と思っております。

先ほど山田(朋)委員からもありましたけれど
も、やはり自分の住んでいる地域のリーダーが

その宣言をしていただくということは、企業の

経営者たちにとっての影響力も非常に大きいと

思いますので、そういったところをぜひ、この

県民生活部の皆様方、特に室長などがリーダー

シップを取っていただいて、知事にそういった

宣言をしていただく。

例えば、育休の取得とか、男女共同参画とか

というのは、やはりこの長崎県が抱えている大

きな課題の原因で、幅を取っていると思うんで

すね。やはり少子化のことだとか、若者の流出

とか、全てにおいてそういうことが関わってく

るので、私は、緊急事態と捉えてもいいくらい

だと思っていますので、ここはぜひ知事に宣言

をしていただくようにお願いしたいと思います

ので、室長、一言、最後お願いします。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】こども政

策局で進めております、ながさき結婚・子育て

応援宣言というものがあり、各自治体や企業か

ら宣言をいただいているところです。長崎県に

おいても昨年10月1日付で中村法道知事が、宣
言しております。3つのカテゴリーで構成され、
1つ目が結婚・子育て、2つ目がワーク・ライフ・
バランス、3つ目がイクボスということで、結
婚・子育て応援宣言ではございますが、宣言し

ていただいております。

これに関しては、こども政策局とも連携を取

りながら推進をしていきたいと考えております。

【ごう委員】分かりました。ありがとうござい

ます。

ぜひ、今の長崎県がやはり女性が働きやすい

か、活躍しやすいか、子育てがしやすいか、育

休が取りやすいか、男性が育児に参画しやすい

かということを普通に考えた時に、そうではな

いという状況だと思うので、ですから、ここは

やはり全庁挙げて頑張っていただきたいと思い

ます。終わります。
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【山本(由)委員長】 ほかに質疑はございません
か。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、ほかに質問がな
いようですので、県民生活部関係の審査結果に

ついて整理したいと思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ２分 休憩 ―

― 午後 ２時 ２分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開します。
これをもちまして県民生活部関係の審査を終

了いたします。

引き続き、交通局関係の審査を行います。

準備のため、しばらく休憩いたします。

県民生活部の理事者の皆様におかれましては

お疲れさまでした。

― 午後 ２時 ３分 休憩 ―

― 午後 ２時１０分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会及び分科会を再開い
たします。

これより、交通局関係の審査を行います。

【山本(由)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

交通局長より予算議案説明をお願いいたしま

す。

【太田交通局長】 「令和2年2月定例県議会予
算決算委員会環境生活分科会関係議案説明資

料」の交通局の1ページをお開きください。
交通局関係の議案につきましてご説明いたし

ます。

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第15号議案「令和2年度長崎県交通事業会

計予算」、第90号議案「令和元年度長崎県交通
事業会計補正予算（第1号）」であります。
初めに、第15号議案「令和2年度長崎県交通

事業会計予算」につきましてご説明いたします。

（予算編成の基本方針）

令和2年度当初予算においては、県営交通事
業として、中期経営計画に基づき、輸送の安全

確保と輸送品質の更なる向上に努めつつ、将来

に向けた地域生活交通を維持・確保するととも

に、本県の観光振興へ貢献していくことを基本

方針として編成いたしました。

（業務の予定量）

業務の予定量は、車両数408両、年間走行キ
ロ1,804万9,000キロメートル、年間輸送人員
1,545万人を予定いたしております。
（収益的収入及び支出）

事業収益につきましては、営業収益52億
6,236万1,000円、営業外収益8億3,736万5,000
円、合計で60億9,972万6,000円を計上いたして
おります。

事業収益の主なものにつきましては、記載の

とおりでございます。

事業費用につきましては、営業費用58億107
万2,000円、営業外費用2億3,740万7,000円、特
別損失85万9,000円、合計で60億3,933万8,000
円を計上いたしております。

事業費用の主なものにつきましては、記載の

とおりでございます。

3ページ中ほどをご覧いただきたいと思いま
す。

収益的収入と収益的支出の差額は6,038万
8,000円となり、消費税抜き収支差として264万
円の黒字を見込んでおります。

（資本的収入及び支出）

資本的収入につきましては、企業債7億6,200
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万円、建設補助金750万2,000円、固定資産売却
代金33万円、投資返還金14万円、合計で7億
6,997万2,000円を計上いたしております。
資本的支出につきましては、建設改良費7億

7,047万6,000円、企業債償還金5億328万円、投
資300万5,000円、合計で12億7,676万1,000円を
計上いたしております。

建設改良の主なものについては、記載のとお

りでございます。

4ページ中ほどをご覧いただきたいと思いま
す。

続きまして、債務負担行為についてご説明い

たします。

令和3年4月1日から履行開始が必要な業務及
び年度を超えて契約を締結する業務について、

令和2年度に入札・契約事務等を行うため、イ
ンタンク軽油購入等2億5,986万5,000円など6
件を計上いたしております。

次に、第90号議案「令和元年度長崎県交通事
業会計補正予算（第1号）」についてご説明い
たします。

（収益的収入及び支出の補正）

事業収益につきましては、合計9,548万9,000
円の減を計上いたしております。

事業費用につきましては、5ページ3行目にな
りますが、合計で4,925万7,000円の増を計上い
たしております。

補正の主な内容につきましては、収入につい

ては、貸切収入の減、費用については、バス部

品費の増等であります。

（資本的収入及び支出の補正）

資本的収入につきましては、合計で3億8,676
万5,000円の減を計上いたしております。
資本的支出につきましては、合計で3億4,548

万8,000円の減を計上いたしております。

補正の主な内容は、建設改良費の減及びそれ

に伴う企業債の減などであります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、年間の執行額

の確定に伴い、整理を要するものが予想されま

す。これらの最終的な整理を行うため、3月末
をもって令和元年度予算の補正を専決処分によ

り措置させていただきたいと考えておりますの

で、ご了承を賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)分科会長】 次に、管理部長より補足
説明を求めます。

【小畑管理部長】 それでは、私のほうから、令

和2年度当初予算案の補足説明をさせていただ
きます。

お配りしております補足説明資料、Ａ4判の
交通事業会計令和2年度当初予算（案）をご覧
いただきたいと思います。Ａ4の1枚紙です。
資料は表と裏がございます。1ページ目が令

和2年度当初予算（案）、裏面の2ページ目が交
通局が受けております補助金等の概要でござい

ます。

まず、1ページをご覧ください。
一番上段、事業収益（Ａ）は61億円となって
おります。これに対しまして、中ほどの段の事

業費用（Ｂ）でございますが、60億3,900万円
であり、最下段の当年度純損益、こちらについ

て約300万円の黒字を計上させていただいてお
ります。

続きまして、昨年度当初予算との比較の主な

内容についてご説明させていただきます。
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まず、上段でございますが、営業収益が52億
6,200万円で、増減額につきましては5,100万円
の増、率にして1％の増となっております。
その下の運輸収入につきましては、48億

6,200万円で、額にして800万円の減、率にして
0.2％の減となっております。
このうち、運輸収入につきましては、乗合事

業、高速事業、貸切事業の3つがございます。
まず、乗合収入は34億3,700万円で、8,500万

円の増、率にして2.5％の増となっております。
増減の主な理由でございますが、高速道路を使

いまして、諫早市、大村市と長崎市を結ぶシャ

トルバスが、今年度の増加傾向が続くものと見

込みまして、令和2年度は3,200万円の増といた
しております。

また、空港リムジンにつきましても、今年度

の空港利用者の増加傾向が続くものと見込み、

5,800万円の増を見込んでおります。
続いて、高速収入でございますが、令和2年

度は4億3,900万円で、本年4月1日をもって廃止
いたします鹿児島線の影響もございますが、対

前年度比3,200万円の減、率で6.9％の減と見込
んでおります。

貸切収入につきましては、クルーズ団体の受

注減が続いているなどから、令和2年度9億
8,600万円で、対前年度比6,000万円の減、率で
5.8％の減を見込んでおります。
続きまして、運輸雑入でございますが、4億

100万円となっており、対前年度比5,900万円の
増となっております。この主な要因でございま

すが、他社バスへの傭車による収入の増加など

を見込んでおります。

次に、営業外収益でございますが、8億3,700
万円で、長期前受金の戻入が増加したものの、

補助金及び繰入金が減少したことなどにより、

前年度に比べ5,400万円の減、率にして6％の減
となっております。

続きまして、下段の事業費用についてご説明

いたします。

営業費用は58億100万円で、前年度に比べ
3,800万円のマイナスでございます。内容は、人
件費、物件費、経費と分かれておりまして、ま

ず人件費でございますが、28億4,300万円、前
年度比2,600万円の減となっております。退職給
付費を除く給料及び手当は、人員減のため、前

年度比9,600万円の減となっており、同様に法定
福利費等も3,600万円の減となりますが、令和2
年度の退職者数及び退職額が増加するため、退

職給付費が1億800万円の増となっております。
次に、物件費8億9,400万円でございますが、

額にして5,900万円の減となっております。主な
ものは、軽油費の減でございまして、前年度比

5,000万円の減。こちら、依然として軽油の市場
価格は高い水準にあるものの、昨年度当初予算

作成時における状況よりは若干改善しており、

単価については1リットル当たり98.2円と、前年
度に比べ約6円ほどの減となっております。
続きまして、経費でございますが、20億6,500
万円で4,700万円の増となっております。こちら
は他社への傭車による使用料の支払い等が増え

ておりまして、この増などを見込んでございま

す。

営業外費用につきましては、2億3,700万円で
6,900万円の増。主なものは支払消費税の増でご
ざいます。

続きまして、裏面2ページをご覧ください。
交通事業会計補助金等の概要についてご説明

いたします。

交通局が受けております補助金等につきまし

ては、上段の（1）としております国・県・市
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の制度補助金と、下段の（2）一般会計からの
繰入金となっております。合計の金額では、一

番最下段にございますが、令和2年度が7億
1,900万円となっております。
まず、上段の制度補助金でございますが、令

和2年度当初予算（Ａ）の欄をご覧ください。
こちらをご覧いただきますと、バス運行対策

費2億4,900万円となっております。これは、生
活バス路線の維持を目的とした広域的・幹線的

路線等の経常収支不足額に対する補助でござい

ます。

次に、2段目の生活路線確保対策市単独補助
金2億4,100万円。こちらは国や県の補助対象路
線以外の生活路線の収支不足に対し、地元自治

体であります諫早市及び大村市から補助を受け

ているものでございます。

次に、運輸事業振興助成補助金600万円でご
ざいますが、これはバス停留所の標柱整備や上

屋等の補修に対する補助でございます。

次に、車両減価償却費等補助金2,800万円でご
ざいますが、これは主として生活交通路線の運

行の用に供する補助対象車両の減価償却費等に

対する補助でございます。

続きまして、下段の一般会計からの繰入金で

ございます。こちらは、まず基礎年金拠出金補

助金7,900万円となっております。こちらは、基
礎年金拠出金のうち公的負担部分に対する補助

でありまして、民間企業では国が負担しており、

制度的には民間においては負担が発生しないも

のでございます。

次に、共済追加費用補助金3,600万円、こちら
は昭和37年の共済年金制度発足前から在職さ
れていた地方公務員への恩給付に関し、地方公

共団体が負担している費用への補助でございま

す。こちらも民間企業においては発生しない費

用でございます。

次に、児童手当補助金1,800万円。これは、中
学校修了までを対象といたします児童手当支給

に対する補助であり、民間企業は国等が負担し

ており、制度的には負担が生じないものでござ

います。

次に、生活路線維持対策負担金6,400万円。こ
れは、広域・幹線的なバス路線経費のうち国等

の補助を受けても、なお収支不足となる額につ

いての負担金でございます。

以上が、国が定める基準に基づく繰入金とな

っており、全て国からの交付税措置がなされて

いるものであります。

その下の④の国の繰出基準に基づかない繰入

金につきましては、平成27年度以降ゼロという
ふうになっております。

以上で説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより、予算議案に対する質疑を行

います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】 第15号議案、令和2年度の当初予
算（案）、交通事業会計補足説明資料の中から、

ちょっと確認の意味で質問をさせていただきま

す。

一番最初の概要説明の中でもあったんですが、

事業収益の中の営業収益、運輸収入が3つに分
かれますよということで、貸切収入です。これ

が前年度5.8％マイナスですよと、6,000万円の
減ですという説明があり、クルーズ団体等受注

減等が原因ですとありました。

頂いた当初概要説明の中でも、貸切収入が

年々減っていっているというご説明もいただい
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たんですけれども、これは確認でございます。

単純にクルーズ船は長崎に多く入ってきていま

す。年々増加しているにもかかわらず、本来な

らば、これは県営バスとしては上がらなければ

いけないんでしょうが、団体等の受注が減って

いる。この背景と原因というんですか、それに

ついて確認させていただけますか。

【濵口営業部長】ただいまのご質問の件で貸切

収入の減でございますけれども、クルーズ船に

つきましては、クルーズ専門の貸切事業者が、

一昨年前に県内に新規事業として構えたという

ことがございまして、規模的には多分ある1社
でいいますと、県内で大体15～16両程度、そし
て、県外も含めると80両ぐらいの規模の事業者
がございます。その事業者がクルーズ専門とい

うことで、長崎県内に入ってきたということが

一番主な要因だと思います。それで、我々が今

まで受注できたものができてないという状況で

ございます。これは、県営バスに限らず県内の

既存の事業者のほうにも影響があっていると考

えております。

それと、その影響で、結局今まで走っていた

既存事業者がなかなかクルーズの受注が困難と

いうことがあって、それで今までクルーズを専

門に走っていた事業者が、今度はクルーズ以外

の一般団体にも食い込んできたということもあ

って、かなり競争が激化している。そういう状

況で貸切バスの受注が取れない場合があり、今

のような状況があるということで理解しており

ます。

【宮本委員】今までもいろいろと議論とかはあ

ったかと思います。それに対応する、要は新し

い事業者が入ってきているという状況で、県営

バスに限らず、ほかの長崎県内のバス事業者も

そうなんですよと。それでいいのかという問題

もありますが、それへの対策はどのように打た

れているんでしょうか。

【濵口営業部長】 対策といいますか、まず、営

業的な面でいえば、それぞれのエージェント、

ランドオペレーターも含めたところでの営業と

いうのは随時させていただいております。

それとあとは運賃に関しても、長崎営業所と

いうところが県営バスはございますので、長崎

港には一番近うございますので、距離と時間で

算出する貸切運賃という意味では非常に有利な

条件があって、それで、できる限り受注できる

ような料金の提示というのもさせていただいて

おりますが、ただ、これは昨年、一昨年ぐらい

前から問題視されています、いわゆる手数料の

関係です。

この手数料の関係が非常に不透明な状況で、

場合によっては、過大な手数料を別に払って受

注しているという状況も聞いておりますので、

そういったところでなかなか受注が困難という

状況になっているのかなと。それで、具体的な

対策というのもなかなか打ち出せない状況であ

りますが、ただ、国のほうも、そこは問題視が

されておりまして、手数料率を貸切の受注請書

にきちんと記載するとか、そういった措置を取

っておりますが、まだ実際にどこまで現実的に

その効果があるのかというのは、ちょっとはか

り知れないところはございます。そういう状況

でございます。

【宮本委員】 分かりました。資料を見ても、ず

っと年々減ってきていますもんね。これが少し

でも改善できればと思います。国のほうでも対

応があると、私もちょっとお聞きしております

ので、営業と手数料の問題はなかなかすぐすぐ

解決できないんでしょうけれども、引き続き、

粘り強く対応いただければと思います。
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改めて、クルーズについては、やっぱり収入

としては大事なところなんだなと、大きいのか

というのは確認できますが、ちょっとこれに関

連して、新型コロナウイルスの影響で、今ちょ

っとクルーズ船が入ってきていませんが、これ

も大きな損失になっているかと存じますが、今

の時点で、入ってこないことによる損失額とか

というのは、交通局のほうでは把握されている

んでしょうか。ちょっとこれに関連してお聞き

させてください。

【濵口営業部長】新型コロナウイルスの影響で

ございますが、貸切事業におきましては、1月
から3月までクルーズのキャンセルがあってお
りますが、そちらのほうが、クルーズで1月か
ら3月で1,500万円程度のキャンセルがあって
おります。

【宮本委員】 1,500万円のキャンセルですね、
分かりました。

これはいつまで続くか分かりませんが、これ

が予算なので、あれでしょうけれども、どんど

ん膨らむ可能性もやっぱりあろうかと思います

ので、いろいろ対応のほうもしっかりと検討し

ていただければと思います。

いずれにせよ、説明では300万円の黒字とい
うことではありますが、なかなか厳しい経営が

続いているという状況もずっと言われていると

ころかと思いますので、またいろいろ対応策を

練っていただければと思います。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に対する質疑
はありませんか。

【山田(朋)委員】 今回、事業車両等の購入に伴
う車両購入費ということで1億5,623万3,000円、
横長の資料を見ましたら、9両の車両購入と書
いてありました。これは新車ばかりなのか、こ

の内訳等を教えてください。

【小畑管理部長】 9両の内訳でございますけれ
ども、新車を6両、残りの3両が中古車両という
ことで見込んでおります。

【山田(朋)委員】 3両が中古ということであり
ますが、中古車両を車両改造等を行うバス改造

費もまた計上されていますが、これはこの3両
の分を改造するという理解で。また、どんなふ

うな改造をするのか、長崎県営バス仕様に変え

る、そういったことなのかなと思いますが、そ

のあたりを教えてください。

【濵口営業部長】 中古車を購入いたしまして、

当然改造がございます。その改造も計上させて

いただいております。

どういう改造かといいますと、まず、ボディ

ーを当然県営バスカラーに塗り替えなくちゃい

けない。あと中古車なので、車内、車外も含め

たところで傷んだところがございますので、そ

こは全部一旦剥がして、基本もう一回やり変え

るような、全面改造みたいなそういうイメージ

で思っていただけたらいいと思いますが、そう

いった改造をやらせていただいております。

【山田(朋)委員】 例えば、よその県の公営バス
とかが使っていたような、それがちょっとくた

びれてきたから払い下げというか、そういうの

を購入しているのか、そもそもどこか違うとこ

ろが貸切バスとかで使っていたやつなのか、ど

ういった程度のものか。心配は、この予算を見

ると1台5,000万円ぐらいかけてきれいにして
いただくと思うんですけれども、エンジンとか、

重要な部分の安全がちゃんと担保できる品物で

あるという理解でよろしいですか。

【濵口営業部長】基本、中古車両につきまして

は、東京都営のほうから、今回の分は予定をさ

せていただいております。これは次年度だけじ

ゃなくて、前回から東京都営さんから頂いてお
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りますので、そういう意味ではしっかりした品

物です。また、購入前に、うちの整備工場の職

員が現地に行ってきちんと現車を確認して、あ

あ、これだったら大丈夫というところで、中古

車の導入はさせていただいております。その後

に、しっかりした改造を行いますので、あと走

行キロとか、そういったものもきちんと見なが

ら、導入はさせていただいております。

【山田(朋)委員】 分かりました。財政力の違い
で、東京都営バスは、この程度でもう次のにし

ようとするけれども、長崎県営バスでは十分ま

だまだ使えるという理解で、安全に整備をいた

だいているということでありますので、理解を

いたしました。

もう一点だけ伺いたいと思います。

車載機器購入等に伴う機械器具購入費とあり

ます。これは、今回県営バスは9月からスター
トいただくようでありますが、新ＩＣカードの

関係の機械なのか、そのあたりを教えてくださ

い。

【濵口営業部長】新ＩＣカードニモカにつきま

しては、これとは違う予算の計上でございまし

て、今、改造、あるいは新車を導入しますとい

う、そういうところで方向幕だとか、運賃の表

示器だとか、整理券機だとか、そういったワン

マン機器の分で、ここは計上をさせていただい

ております。

【山田(朋)委員】 分かりました。ありがとうご
ざいます。

【山本(由)分科会長】 ほかに。
【溝口委員】 横長の4ページです。先ほど、建
設費ということで車両購入費と聞いたんですけ

れども、全体で本年度6億1,600万円計上してい
るんですが、その内訳についてお聞かせいただ

きたいと思います。

【小畑管理部長】 6億1,600万円の内訳でござ
いますが、このうち車両購入費に係るものが1
億5,600万円ほど。建設費ということで、例えば、
屋根等の改修ですとか、外壁の改修、もしくは

ターミナルの内装工事ですとか、そういった建

設費にかかるもの、これが2億1,700万円ほど。
合わせまして、機械器具購入ということで、先

ほどもありましたけれども、ニモカに対する車

内のユニットの機器、通信機器等の購入等にか

かる分が9,800万円ほど。合わせまして、これは
機器等の、局内におけるシステム等の無形固定

資産の購入費、ソフトですけれども、1,100万円
ほど。最後に、土地購入費ということで、これ

は従来から本来の経営安定のための駐車場用地

の購入のための費用と、諫早ターミナルの再開

発ビルの土地の取得等ということで1億3,500
万円ほど、合わせまして6億1,600万円といった
計上をさせていただいております。

【溝口委員】 分かりました。ただ、今回6億
1,600万円、屋根の修理とか、システムの改良と
か、土地代ということですけれども、減額措置

が、この説明資料の9ページですか、建設改良
費として3億4,488万円、これが減額されている
んですが、なぜこの減額が生じたのか。計画し

ていたのがあまり修理をしなくてもよかったの

かどうか。あまり変わらない金額等になってく

るもので、そこら辺についてのお尋ねをしたい

と思います。

【小畑管理部長】今ご質問があった分につきま

しては、補正予算であげております建設費が3
億円ほど落ちている分だと思いますけれども…。

【溝口委員】 その内容。

【小畑管理部長】落ちている分だと思っており

ますけれども、その内訳としましては、車両購

入費については約1億4,600万円ほど落ちてお
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りまして、当初購入予定だった台数から、車両

のそもそもの更新を見送ったり、そういったも

のがございまして、更新車両数自体が20両購入
のところが、実際結果として9台の更新になり
ましたので、都合11台の減といった要素がござ
います。

あと、機械器具購入につきましても、同様に

内部に装置を取り付けますけれども、車両更新

を見送った結果によって、そういった内部の機

器等も必要なくなりますので、そういったもの

の費用の減と、合わせまして、先ほど土地購入

ということで、将来に向けての駐車場用地の確

保で計上しておりました土地取得費が、結果的

に取得できなかったということで1億2,000万
円ほど減といったものが内容となってございま

す。

【溝口委員】土地の購入ができなかったという

ことであれば、その土地の購入が今年できるの

かどうか、そこの辺について疑問になってくる

わけですけれども、何か問題があって購入がで

きなかったのかどうか、そこの辺についてのお

尋ねをしたいと思います。

【小畑管理部長】 駐車場用地につきましては、

特に当初からある程度見安をつけた土地がある

わけではなくて、要するに適地があった時にす

ぐにでも購入できるような形で予算を計上させ

ていただいておりまして、その中で、一定物件

等についてはいろいろと情報を取って、取得に

向けて取り組んできたんですけれども、結果と

して、そういった適当な用地がなかったと、確

保できなかったということでございます。これ

については、引き続き、新年度以降も取り組ん

でまいりたいと思っております。

【溝口委員】一応諫早市のほうに土地を購入と

いうことで、諫早市のほうは見つけていると思

うんですけれども、今先ほどの新規の土地のあ

れでは諫早と言ったんですかね、駐車場。それ

についてしたら、今は前年度、駐車場を購入し

たいと思ったけれども、適地がなかったという

ことですが、今年度は目安をある程度立ててか

ら交渉していこうとしているのかどうか、その

辺についてお尋ねをしたいと思います。

【小畑管理部長】先ほどの土地取得につきまし

ては、諫早ターミナルの再開発のための土地取

得と、それとは別にいわゆる交通局の収益確保

のために新たに駐車場用地を確保しようという

のを両方考えておりまして、諫早については当

然確保していくんですけれども、もう一方の駐

車場用地については、新たに用地を見つけて確

保していくということで考えております。

【山本(由)分科会長】 休憩します。

― 午後 ２時４５分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 再開します。
質疑の途中ではありますが、本日3月11日は、
東北地方を中心に未曽有の被害をもたらした東

日本大震災の発生から9年目に当たるというこ
とで、ここで震災により犠牲となられた全ての

方々に対し哀悼の意を表すべく黙禱をささげた

いと思います。

皆様ご起立をお願いします。

〔黙禱〕

【山本(由)分科会長】 黙禱を終わります。あり
がとうございました。

質疑を再開いたします。

【溝口委員】 先ほど、土地購入費として、令和

2年度予算が1億3,500万円と言ったんですよね。
そうしたら、今回の令和元年度補正予算で土地

購入費が幾ら減額になっているのか、お尋ねを



令和２年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月１１日）

- 163 -

したいと思います。

【太田交通局長】従来から、長崎市内で駐車場

等で収益を確保できるような土地があれば、そ

れをすぐさま購入をいたしまして収益を上げた

いということで、毎年度1億2,000万円程度の土
地購入費というのを計上いたしておりまして、

今年度の予算についても同じ、これが1億2,000
万円の土地購入費ということで計上させていた

だいておりましたが、令和元年度においては土

地の購入の目途が立たなかったということで、

補正予算で減額をさせていただいております。

令和2年度の当初予算におきましても、同じ1
億2,000万円を計上させていただいておりまし
て、令和2年度中に土地の購入が可能であれば
購入をしたいと考えております。

先ほど、溝口委員からご質問がありました建

設改良費の大幅な減額につきましては、経営が

なかなか思わしくないということもございまし

て、新規の車両購入を後送りにした経過がござ

います。

そういうことで、令和元年度の補正予算を大

幅な減額をさせていただいておりまして、この

減額によりまして、令和2年度の減価償却費が
かなり減ってまいります。そういうことで、令

和2年度の予算を何とか収支均衡を図っていっ
たということでございますので、よろしくお願

いいたします。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時４９分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 再開します。
【太田交通局長】 令和2年度の当初予算で土地
購入費として計上いたしております額が1億
3,492万1,000円ということで、先ほどの1億

2,000万円の駐車場用地の購入費、それと諫早タ
ーミナルに、現在駅舎のほうに移転をいたしま

す。その際に、再開発ビルの土地といいますか、

権利を取得するために1,492万1,000円という
金額を計上させていただいているということで

ございます。

【溝口委員】 きれいに分かりました。先ほど、

諫早の土地購入、移転とか、そこら辺が入って

ということで、そちらのほうばかりが土地購入

かなと思ったのが、1億2,000万円のほうは、長
崎市内の中に駐車場を完備できるような土地を

探しているということですね。

そのことについて、やはり今回せっかくまた

あげているという形の中で、令和元年度にある

程度の目途がついているのかどうか、これにつ

いてはいかがでしょうか。

【太田交通局長】 先ほどの土地購入費の1億
2,000万円の購入の目途でございますが、令和元
年度におきまして、先ほど管理部長からもご説

明をいたしましたけれども、いろいろな形で情

報の取得はしておりますが、なかなかいい物件

がないということで、今回、年度末までの取得

というのは見送っております。

今のところ、令和2年度におきましても、一
応予算は計上いたしておりますが、まだその目

途というものは全く立っていない状況でござい

ます。

【溝口委員】今回、新幹線の橋脚関係の工事で、

ある程度交通局の土地が取られるような形にな

っているんですけれども、その辺についてはあ

る程度早く購入していかないと、その機能が。

今のところ、借りている状態なんですかね、こ

こは。

だから、そこら辺について、はっきりした形

の中でしていかないと、やはり経営がうまくい
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かないような形になってくるのではないかと思

うんですけれども、その辺についての考え方も

お尋ねしたいと思います。

【小畑管理部長】委員ご指摘のとおりでござい

まして、実際上、駐車場用地確保のための予算

をあげさせていただいているのは、以前にも同

じように予算をあげさせていただきまして、実

際に駐車場としての土地を以前取得しておりま

す。その上で、毎年、時間貸しという形で収入

を得ておりますので、一定額の交通事業の附帯

事業としての収益が見込めるというのがござい

ますので…。

【溝口委員】 1億2,000万円の土地の取得の件
…。

【小畑管理部長】すいません、勘違いしており

ました。新長崎ターミナルの用地のこと…。

【山本(由)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時５３分 休憩 ―

― 午後 ２時５６分 再開 ―

【山本(由)分科会長】 再開します。
【小畑管理部長】まず、交通局の現在の新幹線

工事に係る土地の利活用状況でございますが、

基本的には橋脚によって支障を生じております

ので、そこについては現行こちらの尾上の駐車

場という形と、あと丸尾のほうにも一部駐車場

を確保していただいて、現在、運行をしており

ます。

将来的には、こちらの工事が終わった後につ

きましては、一定不足する車両分については交

通局の近隣のところに土地を確保していただい

て、そちらをうちの補償としていただくという

形で考えておりますので、その時点では、一定

バスの駐車場としての用地は確保できる状況に

なります。

先ほどの1億2,000万円の予算についての分
につきましては、今後、交通局の附帯事業とし

ての駐車場の事業、とりあえず一般向けの貸付

使用許可をした上での駐車場事業の収入を上げ

るための土地を、今後予算をあげさせていただ

いて確保を図っていきたいということで、令和

2年度は進めていきたいと考えております。
【溝口委員】分かりました。ありがとうござい

ます。

ただ、先ほど車両のほうも出たんですけれど

も、減価償却はある程度抑えられたと思うんで

すけれども、やはり計画した形の中で新車を入

れていかないと、また後々になってくると、車

の修繕だけが多くなっていくという形の中では、

修繕費として高くなってくれば償却費よりか高

くなってくるんじゃないかと思いますので、そ

の辺については、やっぱりある程度バス交通事

業を続けていくとすれば、しっかりとした形の

中で計画どおり設備投資のほうもしていかなけ

ればいけないのではないかと思っておりますの

で、安定した経営をしていただくように心から

お願いを申し上げたいと思っております。よろ

しくお願いします。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に関する質疑
はありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。予
算の横長の資料になります。

1ページ目、運輸収入で、昨年と比べて減と
なっております。内訳を出していただいていま

して、高速は6.9％減、貸切が5.8％減というと
ころで、まずはこの原因をお知らせいただけな

いでしょうか。

【濵口営業部長】運輸収入の件でございますけ

れども、まず、高速のほうが6.9％減ですね。鹿
児島線廃止による減が4,300万円程度、それが一
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番大きな要因でございます。あと、貸切のほう

でございますが、こちらが、先ほど申し上げま

したクルーズの減というのが3,700万円。そして、
県外一般団体、これが3,000万円の減、そして、
県内一般団体2,000万円の減、大体このような内
訳になっております。

クルーズの減は、先ほども申し上げたとおり

でございまして、あと県内一般の減といいます

のが、こちらが先ほどのクルーズの影響だとか、

あるいはスクール貸切がございますが、そちら

が1校失注したということと、今までが1往復の
運行だったのが片道運行になった。そういった

ものがあって、6,000万円の減ということでござ
います。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。要は
費用対効果と言っていいのか分からないですけ

れども、経営的に判断をして、削減したほうが

収益の面で改善するという理由で廃止になった

ものであろうということで理解をいたしました。

そこで、営業収入、運輸収入を上げていくに

は、いずれにしても、やはりいろいろなお客様

を獲得していかないといけないというところで、

マーケティングについてどういった取組をされ

ているのか、関連かもしれないですが、ちょっ

とご回答いただけますでしょうか。

【濵口営業部長】特に、その貸切の収入の減と

いうのが非常に影響がございますので、なかな

か社会情勢に応じて結構波がございます。そう

いう中でも、特に修学旅行とかといいますのは、

割と固定して、今度の新型コロナウイルスは別

として、基本的に大きな災害等がなければ大体

順調に推移していって、今後も推移していくだ

ろうとは見込んでおりますので、そういったと

ころはしっかりと営業的にも継続して強化もし

ながらやっていこうとは思っております。

それと、長崎、あるいは九州に来られるお客

様、九州外、長崎県外から来られるお客様、そ

ういった動向を、各エージェント、旅行代理店

等、営業に行く時にしっかりとそういった情報

をいただきながら、そういったところに営業に

行くという、まず、そういったところでやらせ

てはいただこうかと思います。

交通局では、東京案内所というものがござい

ます。その東京案内所の所長を中心に関東圏内、

北は北海道から営業をずっと回っておりますの

で、旬な情報をずっといただきながら、受注に

結びつけていければなというところでございま

す。

【中村(泰)委員】 ご回答ありがとうございます。
修学旅行は長崎ならではといったところで、こ

れまでもされておられるんだろうと。実際、長

崎バスさんも、東京に結構営業をかけていると

いったところを伺ったことがあります。

先日、いろいろな企業が集まるプレゼンに行

ったんですけれども、ほかのバス会社さんが来

られていまして、結構各地方自治体と連携をし

て、いろいろな商品をピックアップというか、

つくっていて、各地方創生に役に立っていると

いった取組がすごく活況があって、そこのブー

スがですね。なので、長崎県だけというか、要

はほかの自治体であるとか、ほかの地域の企業

さんであるとか、自治体とか、そういったとこ

ろと連携をしていけば、多分今までにないよう

な動きがあろうかと思いますので、そういった

ことはいかがでしょうか。

【濵口営業部長】そういった関係団体と一緒に

なって観光宣伝隊的なものだとか、企画とか、

そこは今も、例えば、長崎県観光連盟と一緒に

なって全国各地といいますか、場所を絞って、

宣伝隊等に一緒に参加する。これはバスだけじ
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ゃなくて長崎県全体を売り込む。宿泊施設であ

ったり、一緒になって、そういった活動もやら

せていただいていますし、各エージェントさん

ごとの、そういった企画ものというのもござい

ます。そういった企画ものを一緒に造成する中

で、我々も関わっていく。そして、そういった

ものを各地に売り出す。これは長崎だけじゃな

くて、ほかの、主に九州中心になりますが、そ

ういった活動はやらせてもらっています。

先ほど、委員がおっしゃったように、各地区

の自治体と関わってやるというのも、その一つ

の方法だと思いますので、また、いろいろと研

究をさせていただいて、取り込めるものは取り

込んでいきたいと思います。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。関西
のバス会社さんは、すごい積極的に動いておら

れて、これはこのままだったら、バス会社の淘

汰が進むんじゃないかというぐらい、すごい危

機感を感じたもので。そういった事例を参考に

していただいたりとか、また、バス会社同士の

連携といったところも、お互いウィン・ウィン

になれば、いろいろな取組ができると思います

ので、そういった発想でまた進めていただけれ

ばなと思います。

次の質問に移ります。

同ページの営業外収益で補助金及び繰入金と

いうところで、かなり大幅な減が見られます。

様々な補助金が事業概要のところで記されてお

りますが、現在、直近の、過去数年のところで

大体の傾向で構わないんですけれども、やはり

こういった補助金というのは減っていっている

んでしょうか。

【小畑管理部長】傾向といたしましては、減少

の方向にございます。そのうち、生活路線のた

めの補助金等は、収支においては赤字分の補塡

になりますので、傾向としては、その時々の状

況になりますけれども、例えば、共済の追加費

用ですとか、基礎年金拠出金といったものは職

員数の減ですとか、もしくはその恩恵を受ける

方の数そのものが減っていきますので、それに

対する負担も減っていくということで、補助自

体も減っていくという傾向にございますので、

将来的に向けても、こちらの補助金は減ってい

くという傾向にございますので、トータルとし

ては減っていく傾向にあるのではないかと考え

ています。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。そう
いった社会的な背景の中で減っていくというの

は理解できるんですけれども、ただ、この減り

幅がかなり大きいなといったところで、それが

経営的にも大きな痛手なのかなと思いまして、

対策がもしあるのであればお示しいただければ

と。お願いいたします。

【太田交通局長】 令和2年度の当初予算におき
まして、収益的収入の中で補助金及び繰入金と

いうことで、7億1,800万円の計上をいたしてお
ります。前年度の7億7,600万円という数字につ
きましては、先ほど、補助金の中身が、国・県・

市等からの制度的な補助金、それと県の一般会

計からの繰入金、この2つに分けられておりま
して、主に今、諫早市、大村市のほうで路線バ

スを運行しておりますけれども、そこに対する

赤字の補塡分の補助金をかなり頂いております。

ただ、私どもが要望いたしております額と、

市から頂くお金の差が若干ございまして、その

分も満額、昨年は計上させていただいておりま

す。実際は決算では減額といいますか、少なく

入ってくると。

今回、令和2年度の当初予算におきましては、
そこを実態として、予算立ての時に当初から実
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際に入るであろう額という部分を見込みまして、

それを計上させていただいているという状況で、

見た目はかなり減っておりますが、決算ベース

でいきますと、あまり変わらないという状況で

ございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございました。要
は市町とのといったところで、お互いどっちが

取るのかみたいなところがあろうかと思います。

非常に難しいところではあるとは思いますが、

引き続き、ご尽力いただければと思います。以

上です。

【山本(由)分科会長】 ほかに予算に関する質疑
はありませんか。

【田中委員】交通会計は分かりにくいね。いつ

も、何回やっても。

それで、一般会計は、入りと出があって、差

額は全部一般財源でやるもんだから、もう簡単

なのよ。一般会計は。これは企業会計だからね。

本質は。バスはね。だから、大変分かりにくい

し、分かりにくい以上に説明しようとあんまり

しない不親切さが目立つという感じがするんだ

けれどもね。ひとまず、これでちょっといこう、

これでね。

だから、令和2年度の当初予算というのは、
収益が61億円あって、費用が60億3,900万円、
それで6,000万円ほどの差額が出ますよと。それ
に消費税を5,800万円想定して払うと、最終的に
は264万円残りますという感じでいいんですね。
確認しておきます。

【小畑管理部長】 委員のおっしゃったように、

事業収益に対して事業費を差し引いた収支が

6,000万円、これはあくまで消費税込みというこ
とですので、実は消費税の影響で見かけ上、こ

の収益的収支については、数字が、消費税を支

払うので、よくなっているというふうになって

いますので、その要素を排除した時に実質的に

収益的収支が幾らかというのが、消費税抜きの

当年度純損益で、先ほど二百何十万円とおっし

ゃいましたけれども、その数字ということでご

ざいます。

【田中委員】消費税は、過年度のやつを大体払

うのかな。会計上は、過年度のやつを消費税払

っている、5,800万円。当年度の消費税を想定し
ているわけですか。

【太田交通局長】田中委員のご質問にお答えを

しますが、補足説明資料の1ページの事業収益、
事業費用というのは、消費税を含んだ数字で、

その中から消費税抜きの作業というのをやりま

すと、資本収支で車両を購入する時に消費税を

支払いますので、その分を収支の中で、一旦は

引っこ抜いて国に消費税を納めるという格好に

なりますので、見かけ上、収支がよくなってい

るわけです。それを消費税抜きの作業をいたし

ますと、管理部長が言いました影響額というの

が5,000万円～6,000万円ございますので、その
分が税抜き処理で収支が悪くなるという格好で

す。

田中委員がおっしゃいました支払消費税とい

うのが、右側の営業外費用のところにございま

すけれども、令和元年度が1億6,000万円ござい
ましたけれども、2億1,200万円が令和2年度の
支払消費税の予定額ということで、ここで5,200
万円増えております。支払消費税額と税込決算

額と税抜き決算額の差というのは、必ずしも一

致はしないというところでございます。

【田中委員】ちょっと分かりづらいんだけれど

もね。最終的には264万円の黒字になるよとい
う話なんだけどね。あんまり頼りない数字なん

だけどね。なぜならば、その補正のやつを見る

と、これも平成31年度の関係でいうと、9,500
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万円ほどちゃんと利益が出るような感じになっ

ていたわけね、以前は。しかし、最終的には赤

字になりそうだというのが、後の報告書に載っ

てるね。議案外のこの報告にね。

だから、61億円収益があって、264万円でち
ょっと頼りないなという感じなんだけれども、

それはそれとして構いません。それは数字だか

らね。

裏面でちょっと確認をしていきたいと思う。

国・県・市の制度補助金。制度補助金と書い

ているけれども、本当に制度補助金なのですか。

あなたたちがつくった制度じゃないの。国がち

ゃんとした制度補助金ですか。ならば、国・県・

市のどこから来るのか。バス運行対策費補助以

下5億2,300万円、どこから来るのか。国・県・
市と書いてあるけれども、国なのか、県なのか、

市なのか。

【小畑管理部長】 国・県・市の制度補助金につ

きましては、まず、バス運行対策費補助金につ

きましては、これは広域的・幹線的な路線とい

ったものについて、国が補助するものと、それ

に準じた形で県が単独の補助金として、地域の

基幹的な路線ということで、これは路線延長が

10キロメートル以上等の要件を満たす路線に
ついて補塡をするものというのが、このバス運

行対策費補助金となっております。

2段目の生活路線確保対策市単独補助金につ
きましては、いわゆる先ほどの路線以外の生活

路線の経常収支不足額に対する地元市からの補

助金という形で頂いております。

運輸事業振興助成補助金につきましては、こ

れは国からの補助でございまして、もともとは

昭和51年の軽油税の引上げの際に創設された
もので、目的としては停留所や上屋の整備等に

使うための補助となってございます。

最後の車両減価償却費等補助金につきまして

も国のほうから。実際上は国と県と2分の1ずつ
でございますけれども、購入車両に係る減価償

却費及び借入利息に対する補助という形で頂い

ております。

【田中委員】その補助率とかいろいろなことは、

この際求めないけれども、その都度その都度変

わっていっているのが現実なのよ。そんなに永

久的に国がずうっと補助するかという話ではな

いと、我々は理解しているんだけどね。損益が

出れば全部国が補助しますなんて話じゃないん

だから。市との補助金も、交通局と市と話し合

っての補助金なんだから。絶対的なものじゃな

い。制度というほどのことはない。契約上、そ

ういうことになっているけれどもね。

それから、一般会計からの繰入金。これはい

つも問題にするんだけれども、これも一般会計

で交付税措置されていますからということで、

あなたたちはいつも逃げるが、これもずっと永

久的に続くものじゃないと、我々は理解してい

るのでね。要は、もう少し体質改善して、企業

会計なんだから、赤字にならんように頑張らな

きゃいけませんよということなんです。

過年度は、数字は黒字だけれども、決算の時

にどうせまた発言せんといけないだろうけれど

も、赤字になっているみたいだもんな。平成31
年度は。予算の時には、こうやってちゃんと出

ますということになっているけれども、決算の

時には赤字になっている。一般会計とは違うん

ですよ、企業会計だから、あなたたちはもう少

し責任を持たなきゃいけない。

そういうことで、数字はひとまずこれで解決

するけれども、あと制度的なものを少し聞きた

いと思う。

この説明で、業務の予定量というのがある。
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ここにもう少し親切心があれば、職員数が何人

ぐらいだと、身分はどうなっていると。全部県

の職員じゃないでしょう。今の県営バスの体質

の中で、職員数は何人ぐらいで、身分はどうな

っていますか。

私が、一番関心があるのは退職金だ。退職金

の時に、一般会計から持ち出す体質がずっと続

いているからね。一切なくなったならば、いい

けれども。そこら辺の中身をちょっと確認して

おきたいと思う。

【太田交通局長】議会開会後の委員会におきま

して、県営交通事業の概要についてご説明をさ

せていただいておりまして、その中で県営交通

事業の職員数につきましては、現在435名で、
参考といたしまして、長崎県央バスで162名お
ります。合わせますと597名で県営バスグルー
プとしての事業をやっているということでござ

います。

それから、身分ですね。県央バスにつきまし

ては、民間会社でございますので、民間の社員

ということで雇用をいたしております。それと

一部、県営バスから民間派遣という形で県営バ

スの正規職員を派遣いたしております。

交通局の正規職員につきましては、公務員、

県の職員ということになりますが、嘱託職員が

おりまして、それも非常勤の職員ということで

雇用をいたしている状況でございます。

【田中委員】 なぜ確認したかというと、この1
ページ、特別損失のところで退職給付費を除く

と書いてある。これはどういう意味なのか。今

年度、退職金が相当出ていたね。退職金が1億
円ぐらい増えていたでしょう。そこら辺も含め

てちょっと説明してもらおうか。

【小畑管理部長】今おっしゃったのは、資料の

費用の下のほうに、「※退職給付費を除く」と

いう記載だと思いますが、こちらの上のほうに

人件費の説明として、「給料及び手当※」と注

記しております。この中には、この退職給付費

を除きますという説明書きでございまして、2
つ下の退職給付費が、先ほど委員がおっしゃっ

たように1億800万円ほど増えております。これ
は、要するに退職する人員が増えているせいも

ございまして、1億800万円の増と。ただ、この
要素を除いた給料及び手当が実際減っていると

いう状況のご説明です。すいません、下のほう

はちょっと分かりづらかったと思いますけれど

も、そういった形で記載させていただいており

ます。

【田中委員】だから、数字はもう数字として確

認をしますけれども、会計のやり方が一般会計

でなくて企業会計なんだからね。この場合は全

てが損益対照的な数字なんだよね。1年間のね。
貸借対照的なものは出てこない。資本の部が、

まず出てこない、基本。だから、決算の時には

それが出てくるから分かるけれども、やっぱり

交通局のどういう経営体質になっているかとい

うのは、ある程度説明する必要があると思うよ。

ただ、単年度の収支だけ、出たり入ったりする

だけで全体が全然見えないわけ。それがずっと

今までの赤字体質に続いていて、相当累積赤字

があって大変だったでしょう。そういうことに

ならないようにしなきゃいけない。

皆さん方の考え方の中に、バス事業は、県の

事業で観光に寄与しているから赤字でもいいん

だみたいなことがあるとすれば、我々はちょっ

と一言申さなきゃいけないね。長崎県下全域を

網羅しているバス事業じゃないんだから。はっ

きり言って、私個人は、いつも言うけれども、

県営バス要らない。県としてはね。全国的にも

定期バスを持っているところは長崎県だけなん
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だから。観光バスはあるけれどもね。全国でバ

ス事業を持っているのは長崎県唯一なんだから。

そして、赤字なら困る。黒字なら言わない。過

去、相当赤字体質があったから。

本当はもう少し詳しくやりたいけれども、資

料が少ない。資本の部がどうなっているかなん

て分からない。（発言する者あり）数字が出て

こないから分からない。（発言する者あり）

だから、終わるけれども、そういう親切心を

もう少し出して説明しなきゃいけない。この文

書が、最近ずうっと薄くなってきよる。説明が。

見解だけ聞いておこう。

【太田交通局長】予算の説明について、説明が

不足していたというご指摘につきましては、真

摯に受け止めたいと思っております。

資本の部の資料につきましては、議案の中に

予定貸借対照表というのがございまして、その

中に資産、負債、資本、そういう構成につきま

しては記載をさせていただいておりまして、こ

れは、公営企業法上のいろいろな諸規定を使っ

て提出をするようになっておりますので、ご覧

いただきたいと思っております。（発言する者

あり）

【山本(由)委員長】 よろしいですか。
【田中委員】 いいです。

【山本(由)分科会長】 ほかに質疑はないでしょ
うか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 それでは、ほかに質疑が
ないようですので、これをもって質疑を終了し

ます。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 討論がないようですので、

討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第15号議案及び第90号議案については、原案
のとおり、可決することにご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

【山本(由)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

まず、交通局長より総括説明をお願いします。

【太田交通局長】環境生活委員会関係議案説明

資料、交通局の1ページをお開きください。
交通局関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第52号議案「長崎県営交通事業の設置等に関す
る条例の一部を改正する条例」であります。

第52号議案につきましては、地方自治法の改
正に伴い、引用する条項に条ずれが生じたこと

から、所要の改正をしようとするものでありま

す。

以上をもちまして、議案関係の説明を終わり

ます。

次に、議案以外の主な所管事項についてご説

明いたします。

（高速バス「ランタン号」の廃止について）

交通局では、佐賀県を除く九州各県に高速バ

スを運行し、九州内広域交流のための交通手段

として多くの方々にご利用いただいております。

長崎と鹿児島を結ぶ高速バス「ランタン号」

につきましては、平成21年の運行開始から、経
済性・快適性などの利点を活かし、多数のお客
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様にご利用いただいておりましたが、平成28年
4月の熊本地震により高速道路が一部不通とな
ったことや、九州新幹線の全線開通などの影響

から、近年乗客数が減少しており、本年4月1日
をもって廃止することといたしました。

昨年鹿児島側の共同運行会社から路線廃止の

申し入れがあったところであり、当局の単独運

行の可能性や今後の収支改善の見込みについて

も検討いたしましたが、非常に厳しいことから、

路線を廃止する判断に至ったものであります。

高速バスは、本県の交流人口拡大に向けた役

割を果たしており、他の路線については、更な

る利用促進を図ってまいります。

（ｎａｇａｓａｋｉ ｎｉｍｏｃａのサービス

開始について）

交通局を初めとする県内7事業者では、全国
相互利用交通系ＩＣカード「ｎａｇａｓａｋｉ

ｎｉｍｏｃａ（ナガサキニモカ）」の導入に向

け準備を進めており、事業者ごとに準備が完了

後速やかに導入することとしております。

松浦鉄道、長崎電気軌道及び九州急行バスに

ついては、本年3月からサービスを開始するこ
ととし、交通局、県央バス、西肥バス及びさせ

ぼバスについては、昨年の台風等の影響で車載

機器の納入に遅れが生じたことなどから、今年

6月中にサービスを開始する予定としておりま
す。

また、長崎スマートカードとの併用は、各事

業者でニモカ導入開始から3か月程度としてお
り、交通局においては、9月頃まで延長する予
定であります。

今後、新ＩＣカードの詳細な日程等が決まり

次第、速やかに県民の皆様へ周知を図ってまい

ります。

（安全への取組について）

交通局では、「安全」「確実」「快適」「親

切」をモットーに、お客様がより快適に安心し

てバスをご利用いただけるよう、全乗務員を対

象にした各種研修や、ドライブレコーダー等を

活用した個別の指導教育など、事故防止と安全

教育に努めてまいりました。

今年度は、交通局において、重大な事故が多

く発生したことから、原点に返り、これまでの

取組に加え、幹部職員と乗務員との面談の機会

を増やし、安全運行の重要さを呼びかけるとと

もに、事故防止対策の重点5項目として、「交
差点右左折時の横断歩道手前での一旦停車」な

どについて取り組んでおります。

また、乗務員自らが考え行動していく取組と

して、平成23年から実施している小集団活動に
ついては、本年1月25日に交通局グループ全体
による総決起大会を開催し、乗務員による1年
間の活動報告や、無事故を達成したチームの表

彰等を行うとともに、次年度へ向けた新たな目

標を発表し、安全確保とサービス向上に向けた

決意表明を行ったところであります。

今後も、職員一丸となり事故防止に取り組み、

安全・安心なバス事業を目指し、更なる輸送品

質の向上に努めてまいります。

（交通局の経営状況等について）

交通局の経営状況につきましては、乗合バス

は、平成30年12月の運賃改定に加え、高速シャ
トルバスや空港リムジンバスの利用者増などに

より増収が見込まれ、また、貸切バスは、依然

として厳しい受注環境の中ではありますが、県

外への営業強化による受注増などにより、前年

並みの収入を確保できる見込みであります。一

方、軽油価格が依然として高止まりの状況にあ

り、通年での収支見通しは、前年度より大幅に

改善されるものの、なお、赤字を見込んでおり
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ます。

記載はございませんが、この記載につきまし

ては、今年1月時点での記載でございまして、
新型コロナウイルスの影響については記載をい

たしておりません。

経営の改善については、中期経営計画に基づ

き各種取組を進めておりますが、乗合バス部門

において、バス車両の購入時期の見直しや延命

化、効率的なダイヤ編成等に努めるとともに、

貸切バス部門において、昨年12月に取得した安
全性評価認定制度の二つ星を活かしながら、県

内・県外の旅行会社等への営業活動を積極的に

展開し、収入の確保に努めております。

また、昨年12月に開催した外部有識者による
経営評価委員会においても、ナガサキニモカに

より得られるデータを活用した路線展開や、Ｒ

ＰＡなどの情報通信技術を活用した業務の自動

化・効率化による生産性の向上などの経営の改

善につながるご意見をいただいており、具体化

に向けた検討を行っております。

地域の生活路線を将来にわたり維持・確保し

ていくためにも、収益性の向上など経営基盤を

強化し、交通局の健全経営に引き続き努めてま

いります。

今日、追加資料として「1」というのをお配
りしておりますので、ご覧いただきたいと思い

ます。

（新型コロナウイルス感染対策等について）

新型コロナウイルス感染対策として、交通局

におきましては、乗客の皆様に安心してバスを

ご利用いただくため、国からの通達に基づき、

乗務員におけるマスク着用や貸切バスで自動噴

霧器による車内除菌を行うとともに、長崎ター

ミナルにおいて感染予防のためのアナウンスや

消毒液の設置などを行っております。また、職

員の感染予防につきましても、職員が出勤前に

自宅で検温し、37.5度以上の場合は出勤を控え
る措置を取っております。

新型コロナウイルス感染拡大により観光・ビ

ジネス等で自粛の動きが広がっており、交通局

におきましても、修学旅行やクルーズ団体など

貸切バスにキャンセルや期日延期等の影響が出

てきており、また、乗合バス事業においても乗

客減の傾向にあり、経営にも少なからず影響が

出てくるものと考えております。

交通局としましては、引き続き当該感染症関

連の動向を注視し、関係機関と連携しながら、

バスの乗客の安全・安心の確保を第一に考え、

必要な対策を講じてまいります。

（公務上の事故にかかる職員の処分について）

バスを運行中の交通局の運転士が、令和元年

9月20日の午後7時頃、長崎市かき道3丁目の丁
字路交差点において、横断歩道を横断中の男性

をはね、重傷を負わせ、当該運転士は本年1月7
日に過失運転致傷の罪で起訴され、本年3月3日
に長崎地方裁判所より禁錮2年、執行猶予4年の
判決が下されました。

交通局といたしましては、常日頃から安全運

行に万全を期すよう指導徹底しているにもかか

わらず、このような事故が起きたことは誠に遺

憾であり、去る3月6日に当該運転士に対し停職
6月の懲戒処分を行ったところであります。
改めて、被害に遭われた方、ご家族の皆様に

深くお詫びを申し上げますとともに、交通事業

を担うバス事業者として県民の皆様の信頼を失

墜させたことに対しまして、重ねてお詫び申し

上げます。

今後、二度とこのような事故を起こさないよ

う、さらなる指導徹底を図り、運転士一人ひと

りの安全運行に対する自覚を高め、県民の皆様
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の信頼回復に全力で努めてまいります。

以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

議案に対する質疑はありませんか。よろしい

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 討論がないようですので、

討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第52号議案については、原案のとおり、可決
することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。

次に、提出のありました政策等決定過程の透

明性等の確保などに関する資料について、説明

をお願いいたします。

【小畑管理部長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した交通局関係の資料についてご説明いたしま

す。

1,000万円以上の契約案件につきましては、令
和元年11月から令和2年1月までの実績は、資料

にございます1ページに記載のとおり、計2件と
なっております。

付属機関等会議結果報告については、第27回
長崎県営バス経営評価委員会の1件となってお
り、その内容については資料4ページに記載の
とおりであります。

以上をもちまして、補足説明を終わらせてい

ただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山本(由)委員長】 次に、議案外の所管事務一
般に対する質問を行うことといたします。

まず、今、説明のありました政策等決定過程

の透明性等の確保などに関する資料について質

問はありませんか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、本件につきまし
ては質問がないようですので、次に、議案外所

管事務一般について質問はありませんか。

【中村(泰)委員】 先ほどの宮本委員の質問に関
わるところでございます。クルーズ船は受注減

といったところになりますが、これはクルーズ

船とまたバス会社はつながっていて、バス会社

と免税店がつながって…。すいません、これは

ある程度推測のところもあるんですけれども、

そこの間に手数料が発生するといったところで、

負のサイクルが回って、そこで最終的に地元の

企業の皆様にお金が落ちないといったところで、

これは総務委員会でもこういった議論がなされ

たんですが、おそらく中国の旅行代理店という

か、コーディネーター、そういったところの方

が強く入り込んでおられるのかなといったとこ

ろで、いろいろなディスカッションがありまし

た。

そこで、であれば行政の力というのか、例え
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ば、条例で縛るとか、そういったことができれ

ばなといったところでひとつ思うのですが、独

禁法とか、ＷＴＯの話とか、いろいろなところ

で問題があろうかとは思うんですが、ただ、こ

のままこれを見ておくわけにはいかないといっ

たところもございまして、ご意見いただければ。

よろしくお願いします。

【太田交通局長】クルーズ船からの受注につい

ての問題点といいますのは、2つあるかと思い
ます。

1つは、貸切事業というのは、基本的には自
由にバス会社を設立できて、ある程度本当に自

由に受注ができるという事業でございます。そ

の中で縛りがありますのが、営業の区域。それ

は、営業拠点として設置をしている営業所がど

こにあるかということで、営業区域がほぼ決ま

ってまいります。

九州内では、インバウンドに関わるものにつ

いては、ある程度の基準を満たせば、九州内全

域で活動ができるということになっていまして、

その点で非常にやりにくい面がございます。

もう一点は、価格です。これは、平成27年に
新しい貸切運賃の制度が導入されまして、一定

国が決めた価格帯の中で価格を出さないといけ

ないということがございます。

そうしますと、何が問題かというと、一番最

初に平成30年にクルーズ船からの受注が激減
した時期がございまして、それは県内事業者が

取れなくて県外の事業者が来ているのではない

かということで、県バス協会を中心に、国のほ

うに、そういうことがないように区域をちゃん

ときちっと見てくれということで要望いたしま

した。

もう一点は、価格のそういうダンピングがあ

るのかないのかという部分で、貸切バスの新運

賃制度というのは、貸切バスの大きな事故があ

りまして、安全性を確保する上で一定の収入が

必要だということで、その安全を確保するため

に収入は一定取りなさいということですね。そ

うしますと、ダンピングをするということで安

全性が確保できないんではないかというおそれ

が出てまいりますので、その辺についても今、

国のほうでも、いろいろな見直しをしていこう

という機運になっておりまして、いろいろな実

績を会社から国のほうに出す際に、手数料率と

か、そういうものを一緒に書いて出さないとい

けないということになっています。

なかなか実態が見分けられない面がございま

すので、国の動き等を私どもは注視をしている

わけです。

各会社のほうでの努力といいますのは、やは

りいろいろな形で営業をかけていくということ

になります。それも中国系の船と一般の欧米系、

日本のクルーズという区分がございますので、

その辺は少し分けて対応していく必要があるか

と思っておりまして、なかなか明確な答えには

なってないかと思いますけれども、そういう事

情でございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。非常
に複雑というか、何が問題かというのははっき

りしていて、それを解決したいという思いは国

も同じなんでしょうけれども、やり過ぎても平

等性に欠けるといったところから、すごく難し

いのかなと思いますが、引き続き、国と連携を

しながら、少しでも是正というのか、県にお金

が落ちるように取り組んでいただきたいと思い

ます。

次の質問になりますが、先ほどからニモカの

お話が出ています。ニモカのデータ活用といっ

た話が、今いろいろな資料で出てきているんで
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すけれども、もともとスマートカードというも

のがありまして、スマートカードで大量のデー

タがあるはずなのに、なぜそれが活かせてない

のかといったところが非常に疑問に思っており

まして、そのあたりをご回答いただけないでし

ょうか。

【濵口営業部長】ニモカで得られるデータ活用

ということですね。今までもスマートカードが

あるので、そのデータが活用できないのかとい

うご質問だと思います。

まず、ニモカについては、カードを利用され

たお客様の乗降停留所、あるいは利用時間、あ

るいはその車両及びその利用金額等が大体1件
ごとにデータ化されて蓄積されて、これを集約

して最終的に帳票も出る、そういうシステムで

ございます。それがシステムにより随時取り出

すことができるということでございます。

一方、スマートカードにつきましては、同じ

ようなといいますか、結構同様なデータがあり

はするんですけれども、これが実際に必要なデ

ータを取り出すのにデータ変換をしなくちゃい

けない。そのデータ変換にかなりの時間を要す

るんですね。例えば、1か月だけでも取ろうと
思っても何時間もかかるということで、非常に

汎用性が悪いという状況で、1年間分のデータ
を取ろうと思ってもなかなか取れないので、も

し必要な時には、我々としては、その期間を短

縮して一定のサンプルデータ、そういったもの

を活用しながらやっている。

実際に、これを活用してダイヤ改正等に反映

するということでやりたいんですが、そのデー

タではなかなか全体像が見えづらいというもの

があって、ところが、ニモカになりますと、そ

れが容易にできるということで、そういうデー

タ活用というのは今後有効に活用していきたい

と。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。長崎
バスのエヌタスＴカードも、まさに同じような

話をですね。要は、多分スマートカードのシス

テムの欠落というか、多分当初そこまで考えず

にシステムを組んだがために、こうなったんだ

ろうと。なので、ニモカに変わるのは致し方な

いのかなという理解をいたしております。

こういったところでしっかりとやっていくこ

とで、多分すごく効率化が図られると思います

ので、経営的な改善に向けて、すごく大事なと

ころだと思いますので、ぜひとも積極的によろ

しくお願いします。以上です。

【山本(由)委員長】 ほかに。
【宮本委員】議案外についてちょっとお尋ねい

たします。

追加資料1から、新型コロナウイルス感染対
策等についてということでありました。

先ほど、分科会でもちょっと確認をさせてい

ただきました。1月から3月まで約1,500万円の
キャンセルという見込みであるということであ

ったんですが、これには乗合バス事業について

も、ちょうどお客様が減少傾向にあるという形

ではやっぱりあるんですね。

これは、やっぱりバスに乗らなくなった、観

光客が減ったということでしょうか。この背景

と、乗合バスについての新型コロナウイルスに

対しての損失額が分かれば、教えていただけれ

ばと思います。

【濵口営業部長】コロナウイルスの影響でござ

いますけれども、まず、貸切のほうでございま

すが、先ほど1,500万円のキャンセルが出ている
というのは、これはクルーズだけに限ってのお

話でございまして、貸切全体では3月まででお
よそ6,700万円程度のキャンセルが出ておりま
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す。

それから、乗合のほうでございますが、乗合

のほうでも影響は少なからずというか、間違い

なくあっています。

まず、学校のほうが臨時休校しています影響

で、定期のスクール便、これも便数でいったら

約68便は運休をさせていただいております。そ
して、長崎からハウステンボスのハウステンボ

ス線、これが土日祝日で運行しておりますが、

こちらはハウステンボスが休園されているとい

うこともあって、そういう関係で運休をさせて

いただいております。こういったことで、影響

はかなり出ているということでございます。

それと、あと空港線、それから県外高速、特

に旅行客の減だとか、あるいは出控えの影響が

間違いなくあるんだろうと思います。利用客に

ついては、やっぱり間違いなく影響があってい

るということでございます。

【宮本委員】やっぱりいろいろなところで影響

は出ているんですね。スクールバスとかの影響、

あと学校が休校になったというのもやっぱりあ

るわけですね。分かりました。全体で、クルー

ズと、あと貸切でも損失額が結構出ているとい

うことです。

分科会でも、いろいろやり取りさせていただ

きましたけれども、まだまだやっぱり続くんで

すね。先が見えない状況です。ですので、令和

2年度においても影響は続くだろうと予想がさ
れますので、これに対する対応というのは難し

いですよね。

中小企業であれば、国からの何らかの無担保

の支援とか、貸付事業とかっていうのがあろう

かと思いますが、交通局に限ってというのはな

かなか難しいですよね。この損失額に対する対

応策というのは今後何か考えられるのか、今、

現にあるものがあれば教えていただければと思

います。

【太田交通局長】先ほども予算の審議をいただ

きましたけれども、予算の予算立てといいます

のは、昨年の9月時点での半期の決算を主に見
込んで、来年度の予算を立てるというような作

業をいたしておりまして、2月頃から顕在化し
ました新型コロナウイルスの影響については、

なかなか盛り込めていないわけです。

令和元年度におきましても、先ほどご説明い

たしましたように、かなりの影響が出てきてお

りますので、その分については何とか現金預金

というか、内部留保の資金で一旦は持ちこたえ

るということになるかと思います。

ただ、今後の影響の長さといいますか、どの

程度これが続くのかというのがまだ見えており

ませんので、今後、またその影響額等もはかり

ながら、県とも協議をしていきたいと思ってお

ります。

【宮本委員】分かりました。やっぱり率直なと

ころですよね。こういった状況なので、落ち込

みがちですけれども、どうか運転士の方々にお

かれましても、ここに書いていますとおり、対

策をきちんとされて、まだ長崎県内での発生と

いうのを聞いていませんが、いつ感染されるか

も分かりませんので、くれぐれも従業員の方々、

運転士の方々については、体調管理の徹底を継

続してされますように。また、これは要望させ

ていただきます。よろしくお願いいたします。

それと、運転士の件です。

委員会の冒頭での概要説明でもありまして、

運転士が不足しているという状況があります。

来年度、これは中途採用とかになるんですか。

新規採用で、来年度に向けて運転士の確保、新

しく入られる方、退職される方いらっしゃいま
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すが、増減については来年度どのようになって

いるのか、確認させていただけますか。

【小畑管理部長】乗務員の確保ということでご

ざいますけれども、現状直近で申しますと、定

員に対しまして約20名ぐらいの欠員を生じて
おります。

今回の委員会でもご説明しましたけれども、

ダイヤの再編等もございますので、一定今の人

員の中でやりくりできることも考えながら進め

ようと思っていますが、いずれにしても、欠員

が生じますので、それについては随時募集をや

っておりまして、今年度も何回か試験を実施し

まして、実際確保も図っております。次年度以

降も欠員の補充に向けて、要はゼロに向けて採

用してまいりたいと思っております。

ただ一方で、高齢者等も増えてきまして、先

ほどもおっしゃいましたように、予算であった

ように退職者が今後増が見込まれるというのも

ございますし、一旦雇用したものの中途で退職

されるという方もございますので、その辺を見

ながら随時確保に努めてまいりたいと思ってお

ります。

【宮本委員】数年前に確保事業がたしかありま

したね。県から一定の負担をして、ある程度勤

めるとそれが返済が不要ですよと。あの制度は、

確認ですが、まだ今もあるんですか。

【小畑管理部長】 おそらく2種免許の未取得者
の方を対象にした制度だと思います。当局でご

ざいます制度としては、一旦、免許取得費用に

対して貸付けを行って、5年在局した時点で免
除するといった制度がございます。これは、平

成27年から実施をしておりますけれども、現在
もこの制度を活用しまして人材確保を図ってお

ります。

ちなみに、今年度もこの制度を活用しまして、

受験が10名ございまして、そのうち9名合格を
出して、実際に辞退が1名ございましたけれど
も、7名採用をしております。そのうち、この
貸与制度を活かした職員が7名という形で、そ
ういった制度も十分活用しながら、引き続き確

保に努めてまいりたいと思っております。

【宮本委員】分かりました。運転士の方が不足

すると、1人当たりの負担が増えて体力的にも
なかなか厳しいところが出てくるかと思います

から、その制度については、当時我々公明党も

一定の姿勢は見せさせていただきましたが、ま

た、しっかりと注視してまいりたいと思ってお

ります。

最後、1点。説明資料の3ページですけれども、
交通局の経営状況についてというところで、Ｒ

ＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーシ

ョン）ということを、ＩＣＴを使った、これを

具体化について検討しているということがあり

ました。

頂いた資料の中にも、有識者会議の中にも、

1人当たりの生産性を高めていくためにも、こ
のＲＰＡを導入していくべきだという声もあっ

ておりますが、この検討段階ですか、具体的に、

これについては令和2年度導入して、こういっ
たところに対応していくとかというのがあれば、

お聞かせいただければと思います。

【小畑管理部長】ＲＰＡの活用に向けてでござ

いますけれども、現在、実は次年度本格実施を

目標に、検証のための試験導入という形で作業

を進めております。

前段といたしまして、まず、どういった業務

がＲＰＡに向くかといった整理を各所属の中で

しております。実際、交通局本局でございます

けれども、対象事務を50件ほどと見込んで、こ
れに対して実際来年度以降、本格実施していこ
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うということで、それを前提して、実はＲＰＡ

ソフトの事業者さんから無償でソフトの使用ラ

イセンスを頂いて、今年度実際に2～3業務をピ
ックアップしてやってみようということで、今

進めているところでございます。その効果です

とか、課題を踏まえて、次年度の実際の本格導

入に向けて作業を進めております。

【宮本委員】ありがとうございました。生産性

の向上にやっぱりつながるものと、私も思って

います。まさしく、今の社会にはやっぱりこう

いったのを導入していきながら生産性を高めて

いくこと、ＩＣＴを活用していくことが大事だ

と思っていますので、具体的な例も今挙げてい

ただきましたので、しっかりと検証していただ

いて、来年度、再来年度以降も、引き続いて導

入に向けて取り組んでいただきたいと思ってお

ります。以上です。

【山本(由)委員長】 ほかにありませんか。
【田中委員】先ほどの議論の補足的な感じで経

営状況について聞いておきたいと思う。

90号議案が採決したんだけれども、この原案
がいつ頃できたのかというのをちょっと心配し

ている。3月を含めての話だからね。
だから、これはいつ頃原案をつくったのか、

もっと大きな数字になるんじゃないかという感

じがするんだけれどもね。というのが、平成31
年、令和元年度の予算で最終的には600万円黒
字が出るというような予算になっていたわけね。

ところが、それから今度は、これでいうと

9,500万円ほどの収益が減っているね。それから、
出るほうは4,900万円ほど増えている。トータル
すると、赤字を見込んでいますということを書

いてあるけれども、そのまま数字を見ると、1
億4,500万円ぐらいの赤字になるね、令和元年度
予算は。決算で10月か、11月やるんだろうけど

ね。もっと大きな赤字になる。2億円ぐらいの
赤字が出るんじゃないかという危惧をしている

んだけれども、ちょっと確認だけしておこうか

な。

【太田交通局長】先ほども宮本委員からのご質

問で、コロナウイルスの影響が出ておりまして、

先ほど補正でご説明をした数字にプラスアルフ

ァという格好で、その影響額が出てくるものと

考えております。

先ほど、貸切バスの受注減が約6,000万円ある
と申し上げましたけれども、その分が確実に減

るであろうということで、あとは乗合バスの収

入減というのがどの程度になるかというのがな

かなか見えにくい面がございます。そういう面

でさらに、先ほど田中委員からもおっしゃられ

ているような大きな赤字というのも想定される

ところでございます。

【田中委員】終わりますけれども、終わります

が、やっぱり交通局は一般の県の仕事とは違う

ので、やっぱり赤字が出たら困る。赤字が出た

ら。赤字が出ないような努力をしてもらわにゃ。

赤字が出ると、県営バスの存在の意味もない。

一般会計から持ち出してまでやるような事業じ

ゃない。私は、そういう理解をしているんでね。

令和2年度の予算が、このまま二百何十万だっ
たかな、赤字じゃなくて黒字が出ることを期待

して、一応質問を終わります。

【山本(由)委員長】 ほかに質疑はありませんで
しょうか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 それでは、ほかに質問がな
いようですので、交通局関係の審査結果につい

て整理したいと思います。

しばらく休憩します。
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― 午後 ４時 １分 休憩 ―

― 午後 ４時 １分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開します。
これをもちまして、交通局関係の審査を終了

いたします。

引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。

理事者退室のため、しばらく休憩いたします。

交通局の理事者の皆様お疲れさまでした。

― 午後 ４時 １分 休憩 ―

― 午後 ４時 １分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査しました内容、結果について、

3月17日の予算決算委員会における環境生活分
科会長報告及び3月19日の本会議における環境
生活委員長報告の内容等について協議を行いま

す。

それでは、審査の方法について、お諮りしま

す。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

ただいまから委員会を協議会に切り替えます。

― 午後 ４時 ２分 休憩 ―

― 午後 ４時 ２分 再開 ―

【山本(由)委員長】 再開いたします。
環境生活分科会長報告及び環境生活委員長報

告につきましては、協議会における委員の皆様

の意見を踏まえ、報告させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ３分 休憩 ―

― 午後 ４時 ５分 再開 ―

【山本(由)委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について何かご意見はあ

りませんか。

〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕

【山本(由)委員長】 ありがとうございます。そ
れでは、正副委員長にご一任願いたいと思いま

す。

これをもちまして、環境生活委員会及び予算

決算委員会環境生活分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ４時 ６分 閉会 ―
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環境生活委員会委員長　　山本　由夫

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条
例（関係分）

原案可決

旅館業法施行条例の一部を改正する条例 原案可決

公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県食品衛生に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改
正する条例

原案可決

長崎県立都市公園条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県港湾整備事業の設置等に関する条例の一部を改正す
る条例

原案可決

長崎県災害危険住宅の移転促進等の助成に関する条例の一
部を改正する条例

原案可決

長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県営住宅条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県営交通事業の設置等に関する条例の一部を改正する
条例

原案可決

契約の締結について 原案可決

契約の締結について 原案可決

契約の締結について 原案可決

契約の締結の一部変更について 原案可決

第 62 号 議 案

第 63 号 議 案

第 49 号 議 案

第 50 号 議 案

第 51 号 議 案

第 52 号 議 案

第 61 号 議 案

第 44 号 議 案

第 45 号 議 案

第 46 号 議 案

第 47 号 議 案

第 48 号 議 案

記

環 境 生 活 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和2年3月11日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様

番　　号 

第 64 号 議 案

第 19 号 議 案

第 42 号 議 案

第 43 号 議 案

－181－



件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果番　　号 

契約の締結の一部変更について 原案可決

財産の処分について 原案可決

権利の放棄について 原案可決

権利の放棄について 原案可決

計　２０ 件（原案可決２０ 件）

第 65 号 議 案

第 66 号 議 案

第 67 号 議 案

第 68 号 議 案

－182－
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委員長（分科会長）     山 本  由 夫

副委員長（副会長）     久保田  将 誠

署 名 委 員    徳 永 達 也

署 名 委 員      中 村  泰 輔

書  記   渡 辺  むつみ

書  記   城 戸  壮太郎

速  記   (有)長崎速記センター



配 付 資 料






































































































































































